
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 2 

再生可能エネルギー電力 100%に向けたシナリオに係る文献調査結果 
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1.概要
IEA “World Energy Outlook 2022”

国際エネルギー機関（IEA）が作成した、2050年までのエネルギー転換経路を描くシナリオ分析。
NZEシナリオでは、排出量をネットゼロにするための道筋を示す。

◼ 概要

本報告書の分析には3つのシナリオが用いられている。STEPS（公表政策シナリオ）は現行政策に基づいたシナリオ、APS（表明公約シナ
リオ）は政府の公約に基づいたシナリオ、 NZE（ネットゼロシナリオ）は排出量ネットゼロ達成を目標としたシナリオである。

✓ STEPSでは、排出量は2020年代半ばにピークを迎え、 2050年には32Gtの排出量が残る。2100年の気温上昇は2.5℃となる。

✓ APSでは、排出量は2020年代半ばにピークを迎え、2050年には12Gtの排出量が残る。2100年の気温上昇は1.7℃となる。

✓ NZEシナリオでは、排出量は2030年に23Gtまで減少し、2050年にはネットゼロになる（図1）。2100年の気温上昇は1.4℃となる。

◼ エネルギー供給

NZEシナリオでは、2050年には一次エネルギー供給量は532EJとなる（図2） 。同シナリオでは、エネルギー供給の70％、電源構成の
88％を再生可能エネルギーが占める。

図2 一次エネルギー供給量（シナリオ別）

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.435, 440, 445より作成出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.126（Figure 3.1）

図1 NZEシナリオの排出量削減経路
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2.エネルギー供給・需要
IEA “World Energy Outlook 2022”

NZEシナリオでは、2050年にエネルギー供給の約3分の2を再生可能エネルギーが占めることが見込
まれる。エネルギー需要は主に運輸および家庭・業務部門で減少し、2050年まで低下を続ける。

◼ エネルギー供給

NZEシナリオでは、エネルギー供給は2021年の624EJから2050年には532EJへと低下すると想定されている（図3）。2050年にはエネ
ルギー供給の3分の2を再生可能エネルギーが占める。

✓ 電力・熱部門のエネルギー供給は、2021年の242EJから2050年には381EJへと増加すると想定されている。

◼ エネルギー需要

NZEシナリオでは、エネルギー需要は2021年の439EJから、2050年には337EJへと低下すると想定されている（図4）。

✓ 産業部門では、2021年には167EJ、2050年には155EJと、殆ど変化がないと想定される。

✓ 運輸部門では、2021年の113EJから、2050年には77EJまで減少すると想定される。

✓ 家庭・業務部門では、2021年の132EJから、2050年には85EJまで減少すると想定される。

図4 部門別エネルギー需要推移（NZEシナリオ）

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.446,447より作成出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.445より作成

図3 エネルギー供給推移（NZEシナリオ）



3

3.再生可能エネルギーの拡大
IEA “World Energy Outlook 2022”

NZEシナリオでは、発電量に占める再生可能エネルギーの割合は2050年に88％に達する。太陽光
と風力が全体の約7割を占め、両電源の迅速な導入拡大が必要とされる。

◼ 再生可能エネルギーの発電量

NZEシナリオでは、再生可能エネルギー発電量は2030年に2021年比で3倍（23,064TWh）、2050年に8倍（64,506TWh）に
増加する。2050年の電源構成は、太陽光が37％、風力が32％、水力が11％、バイオマスが4％と想定されている（図5）。

◼ 再生可能エネルギーの設備容量

NZEシナリオでは導入済の設備容量は2050年に27,304GWまで増加し、太陽光が15,468GW、風力が7,795GWを占める（図6）。

✓ 太陽光の年間導入量は、2030年までに現在の4倍以上にあたる650GW/年へと拡大が必要である。

✓ 風力の年間導入量は、 2030年までに400GW/年へと拡大が必要である。うち20％以上を洋上風力発電が占める。

◼ 電力システムへの影響（系統柔軟性）

NZEシナリオでは、変動性再生可能エネルギーの増加に伴い、2050年の安定容量需要は現在の4倍に増加する。蓄電池とデマンドレスポ
ンスが柔軟性供給の約50％を占め、蓄電池容量は現在の30GWから2030年に780GW、2050年に3,900GWへと増加する。

図5 シナリオ別発電量推移

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.293（Figure 6.7）より作成 出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.138（Figure 3.10）より作成

図6 設備容量・発電量推移（NZEシナリオ）
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4.マイルストーン（1/2）
IEA “World Energy Outlook 2022”

NZEシナリオの実現には段階的な目標設定が不可欠である。電力部門では、2035年に先進国の、
2040年に世界全体での脱炭素化がマイルストーンとして示されている。

電力部門

✓ 2025年 ：火力発電のアンモニア・水素混焼を開始。
✓ 2030年 ：亜臨界圧石炭火力を廃止。

太陽光と風力合計で年間1,050GWの導入。
✓ 2035年 ：先進国における電力部門の脱炭素化を実現。

天然ガス（排出対策なし）が発電量に占める割合が5％未満に。
✓ 2040年 ：すべての石炭火力（排出対策なし）を廃止。世界全体の電力部門の脱炭素化。
✓ 2050年 ：世界の電力のおよそ70％が太陽光と風力に由来。水素製造に14,800TWhを利用。

年1.5GtのCO2を発電所から回収

家庭・業務
部門

✓ 2025年：化石燃料ボイラーの新規販売停止。
✓ 2030年：すべての新築はZEB/ZEH Ready、既築は年率2.5％でZEB/ZEH Readyへ改修。

全世界の電力アクセス達成。販売される照明のすべてがLEDに。
✓ 2035年：販売されるほとんどの家電・冷房が業界最効率クラスへ。
✓ 2040年：既築建築物の50%がZEB/ZEH Ready化。
✓ 2045年：50％の熱需要はヒートポンプで供給。
✓ 2050年：建築物の85％以上がZEB/ZEH Ready化。

地熱・太陽熱をはじめとする再生可能エネルギーの直接利用がエネルギー需要の30％を満たす。
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4.マイルストーン（2/2）
IEA “World Energy Outlook 2022”

産業部門では2035年には販売される電気モーターが業界最高クラスへ、運輸部門では2035年に
内燃機関車の販売終了というマイルストーンが示されている。

産業部門

運輸部門

✓ 2030年：セメント製造によって生じるCO2の8％を貯蔵。鉄鋼生産の8％を概ね脱炭素化。
化学製品に使用されるプラスチックの26％をリサイクル。電化率が29％に達する。

✓ 2035年：販売されるすべての電気モーターが業界最高効率クラスへ。
✓ 2040年：鉄鋼生産の53％を概ね脱炭素化。
✓ 2045年：化学製品に使用されるプラスチックの47％をリサイクル。
✓ 2050年：セメント製造によって生じるCO2の95％を貯蔵。鉄鋼生産の96％を概ね脱炭素化。

電化率が50％に達する。

✓ 2030年：乗用車販売の60％が電動車へ。航空燃料の10％以上が低炭素燃料へ。
✓ 2035年：内燃機関を利用する乗用車、二輪車・三輪車、都市バスの新車販売を終了。

水素利用航空機の商用化。
✓ 2040年：船舶燃料の60％が低炭素燃料へ。内燃機関を利用する都市間バスの新車販売終了。
✓ 2045年：内燃機関トラックの新車販売を終了。
✓ 2050年：航空燃料の70％が低炭素燃料に（バイオジェット燃料45％、水素由来燃料25％）。

船舶燃料の85％が低炭素燃料に（アンモニア45％、バイオ燃料20％、水素20％）。
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5.投資費用・雇用
IEA “World Energy Outlook 2022”

クリーンエネルギーの拡大に伴い、投資費用は2030年にかけて倍増する。クリーンエネルギー関連の
雇用増は、化石燃料関連の失業者数を上回る見込みである。

◼ 投資費用

NZEシナリオでは、エネルギーへの年間投資額は2030年には倍増し、約5兆ドルに達する（図7）。うちクリーンエネルギーへの投資額は
3.2倍に増え、2030年に4兆ドルに達する（図8）。

✓ 再生可能エネルギーへの投資額は、2030年にかけて現在の3,900億ドルから3倍以上に増加し、1.3兆ドルに達する。電力網への投資額は2030年にかけて
現在の3,200億ドルから倍増し、7,400億ドルに達する。

◼ 雇用

NZEシナリオでは、2030年にエネルギー部門全体での雇用が現在の6,500万人から9,000万人に増加する。クリーンエネルギー関連職は
4,000万人増加し、化石燃料関連の失業者数700万人を上回る。

図7 NZEシナリオにおけるエネルギー投資（2021年・2030年）

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.62（Figure 1.18）より作成 出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.258（Figure 5.13）より作成

図8 クリーンエネルギーへの年間投資額（シナリオ別）
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5.雇用変化内訳（参考）
IEA “World Energy Outlook 2022”

NZEシナリオでは、2030年までにクリーンエネルギー関連職は4,000万人増加する。燃料製造関連
職は減少し、電力および最終消費部門での雇用が増加する見込みである。

◼ 燃料部門

2030年にかけてバイオ燃料と水素関連の雇用が増加する一方、化石燃料関連の雇用は石炭を中心に減少する。

◼ 電力部門

2030年までに発電関連でおよそ900万人、電力系統および蓄電池関連で400万人の雇用増となる。2030年にかけて、太陽光・風力関
連の雇用は年10％増加、電力系統関連の雇用は年4％増加していく見込みである。

◼ 最終消費部門

2030年までに、既存の自動車関連職の60％がEV製造へと移行する。車体のパーツ数減少に伴い車体製造人員は減少するが、バッテリー
関連での雇用増が想定される。建物改修・設備更新・産業工程の高効率化では計800万人の雇用増が見込まれる。

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月） p.176（Figure 3.30）より作成

図 技術別雇用内訳（NZEシナリオ）
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1.化石燃料からの撤退と
クリーンエネルギーの拡大

エネルギー転換に際し、化石燃料への投資減額とクリーンエネルギーへの投資拡大は並行して行われる必要がある。NZEシナリオでは、
2030年に化石燃料への投資額とクリーンエネルギーへの投資額の比率は1：9になる。

2.需要側での対策と省エネ
既存の建物の改修や、耐用年数の長い設備および車両のエネルギー効率向上など、需要側でのエネルギー効率対策が重要となる。節電を
はじめとする需要家の行動変容を喚起する政府の呼びかけも、エネルギー消費を減らす重要な方策となる。

3.エネルギー貧困対策
貧困家庭ほど収入に占めるエネルギー関連支出の割合が大きく、エネルギー価格の変動に脆弱である。化石燃料に対する一律の補助金は
貧困層以外への恩恵が大きく、格差を助長する。化石燃料への直接補助金ではなく、エネルギー料金減額などの施策が求められる。

4.途上国の資本コスト低減
新興国や途上国では先進国に比べ資本コストが2～3倍高く、クリーンエネルギーへの投資を妨げている。資本コストを下げるための金融サ
ポート導入や収益安定化支援により、NZEシナリオでは2050年までに15兆ドルの金融コストが削減可能と試算されている。

5.化石燃料関連設備の停止・
転用計画

化石燃料消費は減少するもののゼロになるわけではないため、関連設備の停止・転用は計画的に実施する必要がある。ピーク時電源として
の天然ガス発電所の維持、ガソリン等製造用の石油精製設備の維持、バス供給網の水素・バイオガスへの転用などが課題となる。

6.産油国のエネルギー転換
リスク対応

エネルギー転換に際し、産油国は産業転換を図る必要がある。水素製造および太陽光資源とCO
2
貯蔵設備を利用した重工業向けの低

炭素製品の製造が考えられる。

7.柔軟性への投資 蓄電池、揚水発電、水素・アンモニア貯蔵、デマンドレスポンスなど、柔軟性供給源への投資が必要となる。

8.資源サプライチェーンの
多様化

クリーンエネルギー資源の埋蔵地域および蓄電池や太陽光パネル等クリーンエネルギー製品の製造地域は、一部の国に偏っている。資源消
費の縮小と並んで、供給の拡大とサプライチェーンの多様化が課題となる。

9.エネルギー関連インフラの
災害耐性強化

気候変動による気温や水温の上昇、水不足、台風、洪水などの影響は、発電設備や精製設備の稼働率を低下させる危険がある。これら
気候変動の影響に耐性のあるインフラ整備を進める必要がある。

10.市場のゆがみの是正
炭素税の導入などにより、エネルギー転換を妨げる要素（長期の承認プロセス、貿易の障壁、非効率な化石燃料補助金、既存企業の優
遇など）を取り除く必要がある。エネルギー転換の70％は民間投資によって実現するため、投資を呼び込むための戦略と規制の整備を行う。

6.エネルギー安定供給のためのガイドライン
IEA “World Energy Outlook 2022”

エネルギー転換の途上では、エネルギー安全保障の問題が生じる。本報告書では、エネルギー安定
供給に向けた10のガイドラインが示されている。
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7.資源需要
IEA “World Energy Outlook 2022”

エネルギー転換に伴い、資源需要と価格はともに高まる。消費量の削減やリサイクルにより、新規資源
の使用を縮小する必要がある。

◼ クリーンエネルギー関連の資源需要

NZEシナリオでは、リチウムなどのクリーンエネルギー資源の需要は2050年までに現在の4倍に増加し、価格は5倍に増加する（図9）。

✓ 2030年までに銅の需要が2倍以上、リチウムの需要が20倍以上、シリコン需要が4倍以上、レアアース需要が3倍以上に増加する。

◼ 電力部門における資源需要の増加と対策

NZEシナリオでは、2050年にかけて太陽光・風力発電に要する資源需要が3倍に、送配電網に要する資源が2倍に増加する（図10）。

✓ 2050年には年400GWの太陽光パネル、年240GWの風力タービンが廃用となる。そのため、リサイクル素材の最低使用率、新規資源使用への課税などの政
策によりリサイクル率を上げる必要がある。

✓ 電力系統では、地下ケーブル素材の銅からアルミへの変更や、高圧直流送電システムの導入により、資源需要を削減することができる。

✓ 使用済みEVバッテリーを系統用蓄電池へと転用することで、資源需要を削減することができる。

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.218（Figure 4.17）より作成

図9 クリーンエネルギー関連の鉱物需要（重量・価格）

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.319（Figure 6.22）より作成

図10 電力部門における技術別資源需要量



10

参考図：再生可能エネルギーの資本費推移
IEA “World Energy Outlook 2022”

図11 太陽光の資本費推移

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.471より作成

図12 洋上風力の資本費推移

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.471より作成

図13 陸上風力の資本費推移

出所） IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.471より作成
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参考図：定置型蓄電池、燃料電池、水素製造装置の資本費推移
IEA “World Energy Outlook 2022”

図14 定置型蓄電池の資本費推移

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.473より作成

図15 燃料電池の資本費推移

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.473より作成

図16 水電解装置の資本費推移

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.473より作成
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参考図：エネルギー供給・需要の推移
IEA “World Energy Outlook 2022”

図17（再掲）エネルギー供給推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.445より作成

図18 電力・熱部門エネルギー供給推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.445より作成

図19 （再掲） 部門別エネルギー需要推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.446, 447より作成

図20 燃料別エネルギー需要推移（ NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.446より作成
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参考図：エネルギー需要の推移
IEA “World Energy Outlook 2022”

図21 産業部門エネルギー需要推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.446より作成

図22 運輸部門エネルギー需要推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.447より作成

図23 家庭・業務部門エネルギー需要推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.447より作成

図24 最終エネルギー消費の推移・内訳（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.129（Figure 3.4）
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参考図：投資額
IEA “World Energy Outlook 2022”

図25 年間投資額推移（NZEシナリオ）

出所）IEA “World Energy Outlook 2022”（2022年10月）p.163 （Figure 3.22）より作成
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1.概要
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）による、同機関が2021年に策定した1.5℃シナリオを達
成するための2030年までの経路を解説した報告書。

◼ 概要

本報告書では、IRENAが2021年に発表した「World Energy Transitions Outlook」の1.5℃シナリオ（1.5-S）に基づいて、1.5℃
目標を達成するための2030年までの道筋を重点的に解説している。

◼ 2050年目標

1.5-Sを実現するためには、2050年までに二酸化炭素の年間排出量を現行政策シナリオと比較して36.9Gt削減し、排出量をネットゼロに
する必要がある（図1）。2050年の電源構成に占める再生可能エネルギー比率は90％、電化率は50％以上を想定している。

◼ 排出量削減の主要技術

再生可能エネルギーによる発電、最終消費部門における再生可能エネルギーの直接利用、省エネルギー、電化、水素および水素派生物、
炭素貯留・除去技術（CCS・BECCS等）が、エネルギー転換を実現するための主要技術となる（図2）。

図1 2050年までの技術別年間排出量削減割合

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.16（Figure ES.1）を基に作成

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.22（Figure ES.2）を基に作成

図2 2030年までの排出量削減経路
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2-1.再生可能エネルギー電力
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

再生可能エネルギー電力の設備容量は、2030年にかけて大幅な増加が必要とされ、発電量に占め
る再生可能エネルギー比率は65％に達する。

◼ 設備容量

再生可能エネルギーの設備容量は2020年から2030年にかけて年800GWずつ増加し、10,770GWに達する必要がある（図3）。
2030年までに、太陽光の累積設備容量は2020年比で7倍に増加し、5,200GWに達する。また2030年の風力の累積設備容量は、
2020年比で陸上風力が4倍、洋上風力が11倍に増加し、それぞれ2,950GWと380GWに達する。

✓ 2030年に集光型太陽熱発電は200GW、バイオマス発電は290GW、地熱発電は180GWに増加する。これら開発途上の技術については、設置コストの低
下や不確定要素の削減が2030年までの課題となる。

◼ 発電量

総発電量は、2019年の26,900TWhから2030年には42,100TWhへと増加する。発電量に占める再生可能エネルギー割合は、2019
年の26％から2030年には65％へと増加し、太陽光と風力が総発電量の42%を供給する。

図3 発電量（左）と設備容量（右）の推移

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.61（Figure 2.3）を基に作成
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2-2.再生可能エネルギーの直接利用
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギー比率は、2019年の19％から2030年には38％へ
と増加する。

◼ 再生可能エネルギーの直接利用

再生可能エネルギーの直接利用は、2019年の46EJから2030年には61EJに増加する（図4）。調理や暖房にバイオマスを用いる伝統的
な利用法は、2030年までにバイオマス発電等の近代的な利用法へと置き換わり、太陽熱・地熱の利用量が増加する見込みである。

✓ 産業部門では、中・高温熱供給および化学製品の原料として、近代型バイオマスの利用が増加する。産業部門におけるバイオマス利用量は、2019年の10EJ
から25EJに増加する。運輸部門における液体バイオ燃料の製造量は、現在の約4倍に増加する見込みである。

✓ 太陽熱を利用した温水システムの導入増加が見込まれており、太陽熱集熱器の導入量（面積）は2020年の約4倍に増加する。産業部門では太陽熱の導
入が急速に進み、2050年には熱需要の5％を供給すると予測されている。

✓ 太陽熱・バイオマス・地熱等を利用した地域熱供給システム（冷暖房）の需要は、2030年までに70％増加する。投資リスク軽減のため、公共設備や熱需要
の多い産業用設備の地域熱供給システムへの接続を義務付けるなどといった規制が求められる。

図4 最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの直接利用量

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.73（Figure 2.5）を基に作成
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2-3.省エネルギー
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

省エネルギー関連の投資額は、現在の9倍に増やす必要がある。最終エネルギー消費量は、2030
年には2019年比で5％減少する。

◼ 部門別見通し

最終エネルギー消費量は、家庭・業務部門で2019年の121EJから2030年には99EJへと減少し、産業・運輸部門では2019年と同水準
にとどまる（図5）。各部門の対策は以下の通りである。

✓ 家庭・業務部門では、床面積あたりのエネルギー消費量が2050年までに半減する想定がなされている。そのためには、2030年以降に建造される建物が「ゼロ
エネルギー」であるほか、2030年までの建物改修率を現行の1％から2％に引き上げる必要がある。

✓ 産業部門ではエネルギー・資源効率の向上や循環経済などが省エネ対策として挙げられる。

✓ 運輸部門では、短距離飛行（1,100km未満）での電気・水素利用や、モーダルシフトなどの行動変容が省エネ対策として挙げられている。1.5-Sでは、
2050年までに短距離飛行の35％が電気・水素で航行する航空機に置き換わる見込みである。

図5 部門別最終エネルギー消費内訳（左:家庭・業務部門 中央:運輸部門 右:産業部門）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.82-83（Figure 2.6）を基に作成
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2-4.電化
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

最終エネルギー消費量に占める電力の割合は、2019年の21％から2030年には30％に達する。
EV、ヒートポンプ、水素製造が需要増加の要因となる。

◼ 電化率

電化率は2019年の21％から2030年に30％へと上昇する（図6）。運輸部門の電化と水素製造が、新たな電力需要として台頭する。
再生可能エネルギー由来水素の製造には、2030年に5,200TWh、2050年に20,770TWhの電力が見込まれている。

◼ EV

EVの流通台数は、現在の1,800万台から2030年には3億8,000万台に増加する見込みである。 2030年には乗用車販売台数の3分の
1、トラック販売台数の5分の1がEVとなり、運輸部門の最終エネルギー消費に占める電力の割合は、2019年の0.4％から9％へと上昇する。

◼ ヒートポンプ

産業部門では、 2019年には100万台未満であった低温熱供給用ヒートポンプ台数が、2030年には3,500万台に増加する。家庭・業務
部門では、ヒートポンプの台数は2030年にかけて現在の約3倍に増加し、1億4,200万台となる。

図6 エネルギー源別最終エネルギー消費内訳（左:2019年 右:2030年）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.88（Figure 2.7） ※凡例は同図を基に作成

● 電気

● うち再生可能エネルギー割合

● 近代的バイオマス

● 水素（直接利用・合成燃料）

● うち再生可能エネルギー由来割合

● 地域熱供給

● うち再生可能エネルギー由来割合

● その他再生可能エネルギー

● 石油

● 石炭

● 天然ガス
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2-5.水素・水素派生物
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

低炭素水素および水素派生物の年間製造量は、2030年には154Mt（19EJ）に達する。製造量
の増加に伴い、水素の国際取引が活性化すると見込まれている。

◼ 水素製造と用途

ブルー水素・グリーン水素およびアンモニアやメタノールなどの水素派生物の年間製造量は、2020年の0.8Mtから2030年には154Mtへと増
加する。グリーン水素製造用の電解装置容量は、2020年の0.5GWから2030年には350GWまで増加する見込みである。

✓ 産業部門では鉄鋼や化学産業での利用が見込まれている。産業部門での利用量は、2030年に16EJに達する。

✓ 2030年以降、季節間貯蔵技術としての利用が見込まれている。貯蔵容量は2050年に2,000TWhに達する。

◼ 国際取引

2050年には水素製造量の25％が国際取引の対象となると見込まれている（図7）。既存のガス供給網の利用および船舶によるアンモニア
の海上輸送が主な輸送手段となる。

✓ 世界のアンモニア製造量の75％をモロッコ・米国・豪州が占めると予測されている。日本は水素とアンモニアの全量を輸入に頼ると見込まれる。

図7 2050年の水素・アンモニア国際取引推定マップ

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.236（Figure 5.11）

NH3 =アンモニア
H2 =水素
LH2 = 液体水素
LOHC = 液体有機水素キャリア
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2-6.炭素貯留・炭素除去
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

二酸化炭素の貯留・除去量は、2020年の年0.04Gtから2030年には年2.2Gtへ、2050年には年
8.4Gtへと増加する。

◼ CCS

化石燃料と組み合わせたCCSはセメント・鉄鋼・水素・化学製品の製造プロセスで利用されるが、1.5-Sにおける役割は限定的であるとされ
る。しかしながら、これらの部門からの回収量は2030年に1.3Gt、2050年に3.4Gtに上るため、導入を加速する必要がある。

◼ BECCS

BECCSによるCO2回収量は、2050年に4.5Gtに達すると見込まれている。うち60％がバイオマス発電からの回収、残りはバイオ燃料や化学
製品の製造といった産業部門からの回収となる。

✓ BECCSによるCO2回収量のポテンシャルは、2050年時点で年10Gtと見積もられている（表1）。ただし部門ごとに技術的な課題等が異なるため、実際に活
用できるかは不確実とされている。

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.255（Table 6.2）を基に作成

表1 部門ごとのBECCSによるCO2回収量ポテンシャル（2050年）

部門 2050年のBECCSポテンシャル
（GtCO2/年）

電力 4.43

バイオ由来製品製造 2.15

熱 1.29

化学 1.18

セメント 0.37

製紙 0.35

食品 0.30

鉄鋼 0.03

合計 10.12
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3-1.必要投資額
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

2030年にかけて、エネルギー転換技術への投資の著しい増額が必要となる。また化石燃料への投資
の一部をエネルギー転換技術への投資に振り替える必要がある。

◼ 投資額

2021年から2030年までの累計投資額は、現行政策シナリオの35兆USDから57兆USDに増加（図8）させる必要がある。

✓ 年間投資額は、2019年の2.1兆USDから5.7兆USDへと大幅に増加させる必要がある。うち0.7兆USDは、化石燃料からエネルギー転換技術への投資振
替分である。

✓ エネルギー部門への投資額の約80％（47兆USD）が、エネルギー転換技術への投資となる。

◼ 投資家・投資手法

民間企業による投資が2030年にかけて増加する見込みである。投資手法別では、太陽光・陸上風力の技術習熟により事業リスクが低下
したことで、出資に比べて融資の割合が拡大する。

図8 2030年までの累計投資額（左：現行政策シナリオ 右：1.5-S）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）p.103（Figure 2.8）を基に作成
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3-2.部門別必要投資額
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

1.5-Sを達成するためには、電力部門で従来の3.2倍、最終消費部門で従来の10.2倍にまで、年
間投資額を引き上げる必要がある。

◼ 部門別投資額

2021年から2030年にかけて、電力部門では年1.7兆USD、最終消費部門では年3兆USDの投資が必要となる（図9、10）。家庭・
業務部門で建物の改修やヒートポンプ・太陽熱の導入に投資が集中するほか、水素やEVステーションへの投資が増大する。

図9 電力部門における年平均投資額（十億USD/年）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.104（Figure 2.9）を基に作成

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.105（Figure 2.9）を基に作成

図10 最終消費部門における年平均投資額（十億USD/年）

合計

1,694
十億USD/年

合計

3,018
十億USD/年
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3-3.社会経済面での便益
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

炭素税や国際協力等の政策を整えることで、社会経済面での便益がより多くの人に行き渡る公正な
移行が可能となる。

◼ 政策パッケージ

炭素税と国際協力（途上国支援など）額に差をつけた2つの政策パッケージが検討された。政策パッケージAは炭素税を300USD/tCO2、
国際協力を世界のGDPの0.24％に設定、政策パッケージBは炭素税を150USD/tCO2、国際協力を世界のGDPの0.7％に設定した。

◼ 感度分析結果

グローバルレベルでは、GDP・経済全体での雇用ともに、いずれの政策においても改善がみられた（図11）。地域別では、政策パッケージBの
方が途上国の成長幅が大きく、より多くの人に便益がもたらされるという結果になった。

✓ 現行政策シナリオと比べ、世界のGDPは2030年に0.4-0.5％、雇用は0.9-1.2％上昇する。

✓ 政策パッケージAとBを比較すると、64％の地域でAよりもBの方がGDPが上昇する（図12） 。

図11 現行政策シナリオと比較した政策パッケージごとのGDP・雇用成長率（2030年）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.131（Figure 3.5）を基に作成

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.134（Figure 3.6）

図12 政策パッケージA・Bの地域別GDP成長率比較

経済全体での雇用



26

4.資源調達
IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”

エネルギー転換に関連する資源の需要は高まると予想されている。資源確保のため、循環経済やイノ
ベーションの推進が求められる。

◼ 資源需要

エネルギー転換に伴い、銅、リチウム、コバルト、ニッケル等の金属やレアアースの需要は高まると予測される（図13）。太陽光・風力設備、
EV、電線に用いられる銅の需要は2050年までに倍増、永久磁石に用いられるネオジム等のレアアース需要も急増する見込みである。

✓ 2021年には、これらの資源価格はいずれも上昇した。なかでもEV需要の増加を背景に、リチウム価格は5倍に高騰している 。

✓ リチウムは2030年にかけて、需要が供給を上回ると予測されている（図14）。

◼ 需要増への対策

循環経済、代替資源の開発、使用資源量削減が解決策として挙げられている。循環経済は、短期的な影響は少ないが、長期的には不可
欠となるため、リサイクル技術やインフラを整える必要がある。

図13 銅・ニッケル・リチウム・ネオジム需要量（2021年・2050年、百万トン/年）

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.299（Table 7.1）を基に作成

出所） IRENA “World Energy Transitions Outlook 2022: 1.5°C Pathway”（2022年3月）
p.302（Figure 7.4）を基に作成

図14 リチウム需給予測（2016-2030年）

銅

ニッケル

リチウム

ネオジム

現行および建設中のプ
ロジェクトからの供給

開発段階のプロ
ジェクト含む

調査段階のプロ
ジェクト含む
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DOE/NREL
“Solar Futures Study”
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1.概要
DOE/NREL “Solar Futures Study”

米国エネルギー省（DOE）と米国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）が作成した、米国の
電力部門を脱炭素化するための経路を示した報告書。

◼ 概要

本報告書では、2050年までに米国の電力システムを脱炭素化するためのシナリオ分析が行われている。電力部門の脱炭素化を実現する上
で、太陽光発電の役割に焦点が当てられている。

◼ 分析の対象範囲

本分析の対象範囲は電力部門の脱炭素化であり、その他部門の脱炭素化は含まれてない。エネルギー関連排出量全体では、最も削減の
進んだシナリオ（脱炭素+高電化シナリオ）でも2050年時点で2005年比62％の削減にとどまる（図1）。

◼ 脱炭素化による便益

脱炭素化により得られる便益は、電力システム転換にかかるコストよりも大きい。さらに、電化が進むことで電力部門以外の部門からの排出量
を削減することができ、より大きな便益が得られる。

図1 シナリオごとのエネルギー関連CO2排出量

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.39（Figure 2-12）より作成
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2.シナリオ設計
DOE/NREL “Solar Futures Study”

電力部門からの排出量の95％を2035年までに削減し、2050年に100％削減を達成するシナリオ
が検証されている。

表1 シナリオ一覧

◼ シナリオ設計

134の地域別に1時間単位で電力需給を分析したモデルを基に、現行政策に基づいた基準シナリオおよび2つの脱炭素シナリオ（脱炭素シ
ナリオ、脱炭素+高電化シナリオ）が検証されている（表1）。2つの脱炭素シナリオは、電力部門からの排出量を2005年の2.4Gt CO2と
比較して2035年に95％削減（0.12Gt）、2050年にカーボンニュートラルを達成する経路である（図2）。

✓ 脱炭素シナリオでは、基準シナリオと同レベルの電力需要・電化率が想定されている。脱炭素+高電化シナリオでは、より電化が進んだ経路が想定されており、
2050年の電化率は36％に設定されている。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでのみ、デマンドレスポンスの活用が想定されている。

✓ CCS、炭素除去技術、燃料電池、季節間貯蔵はモデルに含まれていない。

図2 電力部門からの排出量推移

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.27（Figure 2-2）より作成出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.25（Table 2-1）を基に作成

シナリオ名 再生可能
エネルギー
導入量

デマン
ドレス
ポンス

電力需要 政策

基準シナリオ 低 なし 現行政策に基づく 2020年6月時点の政策

脱炭素シナリオ 高 なし 現行政策に基づく 現行政策に加え、CO2排出量を
2035年までに2005年比95％
削減、2050年には100％削減

脱炭素+高電
化シナリオ

高 あり 現行政策よりも増加 現行政策に加え、CO2排出量を
2035年までに2005年比95％
削減、2050年には100％削減
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3.電源構成・設備容量
DOE/NREL “Solar Futures Study”

2つの脱炭素シナリオでは、いずれも電源構成に占める再生可能エネルギー割合は2035年に80％を
超え、2050年にはおよそ95％に達する。

◼ 電源構成

発電量に占める再生可能エネルギー比率は、基準シナリオで2035年に38%、2050年に56％であるのに対し、脱炭素シナリオでは2035
年に81％、2050年に95％に達し、脱炭素+高電化シナリオでは2035年に84%、2050年に96％に達する（図3）。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでは2050年の総発電量は約7,300TWhとなり、発電量の45％を太陽光発電が、44％を風力発電が占める。

◼ 設備容量

脱炭素+高電化シナリオでは、太陽光発電の設備容量は2035年に990GW、2050年に1,560GWに達する。風力発電の設備容量は
2035年に570GW、2050年に980GWに達する（図4）。

✓ いずれの脱炭素シナリオでも、エネルギー貯蔵設備容量は基準シナリオと比べて大幅に増加する。脱炭素+高電化シナリオでは、蓄電池の導入量は2035年に
370GW、2050年に1,680GWに達する。

✓ 設備容量拡大に伴い、送電網も増強される。2020年と比較して、2035年までに脱炭素+高電化シナリオで39％の送電網増強が見込まれている。

図3 シナリオ別電源構成

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.29（Figure 2-3）より作成 出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.30（Figure 2-4）より作成

図4 シナリオ別設備容量
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4.設備容量増加ペース
DOE/NREL “Solar Futures Study”

変動性再生可能エネルギーは2035年にかけて急増する。蓄電池をはじめとするエネルギー貯蔵は、
2035年以降に増加が顕著になる。

◼ VRE増加ペース

脱炭素+高電化シナリオでは、太陽光の年間設置容量は2030年にかけて急増し、2035年には2020年の約5倍の71GWに達する見込
みである。風力の年間設置容量は2031年から2035年にかけて急増し、2020年の約3.5倍の49GWに達する見込みである（図5）。
2035年以降、太陽光・風力の増加ペースは一定になる。

◼ エネルギー貯蔵増加ペース

脱炭素+高電化シナリオでは、エネルギー貯蔵の年間設置容量は2026年以降増加し始め、その後2050年まで増加し続ける（図6）。太
陽光発電の設備容量増加や、老朽化した火力発電所の稼働停止による発電設備容量の減少が、エネルギー貯蔵増加の要因となる。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでは、エネルギー貯蔵容量は2031-2035年には年平均44GW、2035-2050年には年平均110GWのペースで増加する。

図5 脱炭素+電化シナリオにおける年間平均設備容量増加率

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.34（Figure 2-8）より作成 出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.102（Figure 5-2）より作成

図6 シナリオごとの貯蔵容量推移
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5.安定電源容量
DOE/NREL “Solar Futures Study”

アデカシーを確保するため、2035年以降は蓄電池をはじめとする安定電源の需要が増加する。

◼ 安定電源容量

変動性再生可能エネルギーの増加を受け、2035年以降は出力が安定した電源の需要が増加する（図7）。エネルギー貯蔵、デマンドレス
ポンス、地域間連系、再生可能エネルギー由来の燃料を用いた火力発電が主要なアデカシー供給源となる。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでは、蓄電池が安定電源容量の40％程度を供給する。デマンドレスポンスは4～8％を供給する。

✓ 再生可能エネルギー由来燃料を用いた火力発電は、現在のピーク発電所と同様の役割を果たす。バイオ燃料、水素、合成メタン等の使用が想定される。

◼ エネルギー貯蔵の持続時間

2040年代後半以降、8時間以上の長時間貯蔵が増加すると想定される（図8）。太陽光発電と蓄電池の増加により負荷が平準化され、
ピークロードがなだらかかつ長時間になるため、長時間貯蔵の需要が増加する。

図7 シナリオごとの安定電源容量推移（GW）

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.36（Figure 2-9）より作成 出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.104（Figure 5-4）より作成

図8 脱炭素シナリオにおける蓄電池の持続時間別増加量
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6.電力システムコスト
DOE/NREL “Solar Futures Study”

脱炭素+高電化シナリオでは、基準シナリオと比べて電力システムコストが25％上昇する。2035年
以降の残余排出量削減に多大なコストがかかる。

◼ 累計電力システムコスト

2035年までは、いずれのシナリオも電力システムコストは同程度で推移し続けるが、2035年以降は2つの脱炭素シナリオのコストが増加する。
2050年までの累計電力システムコストは、基準シナリオと比べて脱炭素シナリオで9.9％（2,250億ドル）、脱炭素+高電化シナリオで
25％（5,620億ドル）増加する（図9）。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでは、電化によって最終消費部門のコストが3,500億ドル削減できる見込みであり、総システムコストの増加は差引2,100億ドルとなる。

◼ CO2削減コスト

2035年以降、残り5％の排出量を削減するにあたり、CO2削減にかかる限界費用は急上昇する（図10）。クリーンなエネルギーによるピー
ク容量の確保がコスト増の主な要因となる。このことから、脱炭素化にはネガティブエミッション技術等、本シナリオで検証されていない技術を活
用する余地があると考えられる。

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月） p.43（Figure 2-14）より作成

図10 1トン当たりのCO2削減にかかるコスト推移図9 2050年までの累計電力システムコスト

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.44（Figure 2-15）より作成
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7.便益
DOE/NREL “Solar Futures Study”

排出量削減により得られる便益は、電力システムの転換にかかるコストを上回る。

◼ 便益

CO2に起因する気候変動被害の軽減と大気質改善による便益は、脱炭素化による電力システムコストの増加を上回ると試算されている
（図11）。

✓ 脱炭素+高電化シナリオでは、気候変動被害の軽減で1.6兆ドル、大気質改善3,700億ドルの便益が生じると試算されており、総システムコスト増加分の
2,100億ドルを差し引いても1.7兆ドルのプラスとなる。電力部門以外からの排出量削減割合が脱炭素シナリオよりも大きいため、脱炭素シナリオよりも脱炭素
+高電化シナリオの方がより大きな便益が得られる。

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.45（Figure 2-16）より作成

図11 基準シナリオと比較した脱炭素・脱炭素+電化シナリオのコスト・便益累計
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8.技術別コスト（参考）
DOE/NREL “Solar Futures Study”

大規模太陽光発電と蓄電池（4時間率）の資本費・運用費は、いずれも2030年にかけて半減す
ると予測されている。

◼ 大規模太陽光発電

大規模太陽光発電の資本費は2020年の1.3ドル/Wから2030年には0.7ドル/Wへとほぼ半減する見込みである。運用費も同様に、
2020年の年15.7ドル/kWから2030年には年8.1ドル/kWへとほぼ半減する見込みである。 （図12）

◼ 蓄電池

蓄電池の資本費は、2020年の1.2ドル/Wから2030年には0.6ドル/Wへと半減する見込みである。運用費も同様に、2020年の年30.1
ドル/kWから2030年には年14.1ドル/kWへと半減する。資本費・運用費ともに、2050年にかけてさらに低下し続ける。 （図13）

図12 大規模太陽光発電の設備利用率およびCAPEX・OPEX

出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.117（Figure 6-4）より作成 出所）DOE/NREL “Solar Futures Study”（2021年9月）p.138（Figure 6-17）より作成

図13 蓄電池（4時間率）のCAPEX・OPEX
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DENA
“Towards climate neutrality”
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1.概要
DENA “Towards climate neutrality”

ドイツエネルギー機構（DENA）が作成した、2045年までにドイツのカーボンニュートラルを達成する
ためのシナリオ分析。

◼ 概要

本報告書では、2045年までにドイツのネットゼロ目標を達成するシナリオ分析が行われている。分析では、最終消費部門ごとに個別の転換
経路を作成した上で、電力システムの転換経路を作成している。またシナリオ分析に加え、各部門に対する政策提言も行われている。

◼ 排出量見通し

ドイツ全体の排出量は2018年比で2030年には49％、2045年には91％減少する（図1）。2045年時点での残余排出量はネガティブ
エミッションにより相殺され、2050年にはCO2回収量が排出量を上回る想定である。

◼ 最終エネルギー消費見通し

最終エネルギー消費量は、2045年には2018年の2,489TWhから41％減少し、1,477TWhとなる（図2）。2045年のエネルギー消費
の49％を電力が、15％を水素が占める。

図2 エネルギー需要

出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.16（Fig.2）出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月）p.14（Fig.1）

図1 部門ごとCO2排出量
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2.電力・熱部門
DENA “Towards climate neutrality”

電力部門では、発電量に占める再生可能エネルギー割合は2045年に92％に達する。2045年にか
けて、大規模太陽光発電設備の設置が加速する見込みである。

◼ 電力・熱部門からの排出量

電力・熱部門からの年間排出量は2020年の262Mtから2030年には82Mt、2045年には3Mtまで減少する（図3）。

◼ 再生可能エネルギー発電量

再生可能エネルギー比率は2030年に75％、2045年に92％に達する（図4）。2045年の電源に占める太陽光の割合は28％、陸上風
力の割合は36%、洋上風力の割合は24%に達する。

◼ 再生可能エネルギー設備容量

2030年までに、太陽光発電の設備容量は2018年比3倍の130GW、風力発電は2倍の120GWに増加する。2045年の設備容量は太
陽光発電が260GW、風力発電が170GWとなる。

✓ 現在は屋根置き太陽光が設置量全体の4分の3を占め、大規模太陽光は4分の1程度でしかないが、大規模太陽光発電のコスト低下により2045年には両
者の設置容量はほぼ同数になると見込まれている。

図4 発電量推移

出所）DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.183（Fig.9.3）

図3 電力部門のCO2排出量

出所）DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.181（Fig.9.1）
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3.家庭・業務部門（1/2）
DENA “Towards climate neutrality”

家庭・業務部門では、改修や設備更新が排出量削減の大きな要因となる。暖房・温水需要を中心
に、2045年にかけてエネルギー消費量は40％減少する。

◼ 家庭・業務部門からの排出量

家庭・業務部門からの年間排出量は2020年の120Mtから2030年には67Mt、2045年には2Mtまで減少する（図5）。断熱性の向上
および最新設備の導入と、ゼロ排出エネルギー源の利用が主な削減要因となる。

✓ 2030年から2045年にかけて、断熱と設備更新による削減量が4,630万トン、再生可能エネルギーの利用による削減量が1,840万トンとなる。

◼ エネルギー消費

最終エネルギー消費量は、2020年の957TWhから2030年には789TWh、2045年には571TWhへと減少する（図6）。ヒートポンプの
導入等によるエネルギー効率改善が最も大きな要因となる。

✓ 2045年にはガス燃料需要120TWh、液体燃料需要11TWhが残るが、ほぼすべて脱炭素燃料へと置き換わる。

図6 家庭・業務部門の最終エネルギー消費量

出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.108（fig.6.2）出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月）p.107（fig.6.1）

図5 家庭・業務部門のCO2排出量
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3.家庭・業務部門（2/2）
DENA “Towards climate neutrality”

改修率の向上や再生可能エネルギー利用の増加に向け、目標や政策提言が提示されている。行動
変容やコミュニティ単位でのエネルギー調達も重要な対策として位置づけられている。

◼ 改修・設備更新

2030年にかけて、建物の改修率は現在の1％から1.9％まで上昇し、その後も同水準の改修率を維持する。2030年時点で建物の14％
が、2045年時点で建物の40％が改修済みとなる。

✓ 家庭用ヒートポンプの導入台数は、2020年の100万台から2030年には400万台、2045年には900万台へと増加する。

◼ 再生可能エネルギー利用

再生可能エネルギー由来の液体・ガス燃料利用量は、2020年の9TWhから2030年には32TWhに増加する。うち80％はバイオ由来燃料
となる。 2045年には液体・ガス燃料の利用量は120TWhに達する。

◼ 行動変容

新築を減らし既存建築物の利用を進めるため、二世帯住宅や空き家の活用が推奨される。

図2図1

資金助成プログラム 建物の外装改修や再生可能エネルギーを用いた高効率な熱供給の導入を助成する。屋根の改修
と太陽光パネルの設置を組み合わせた助成プログラムなどが効果的である。

炭素税 現行の家庭・業務部門の炭素税は不十分なため、増額の計画が必要である。省エネレベルの高い
建物では所有者の負担率が低く、省エネレベルの低い建物では入居者の負担率が低い課税方式
にすることで、建物の改修と省エネを促進できる。

熱供給網の脱炭素化 再生可能エネルギーや蓄熱と組み合わせることで、地域熱供給網は柔軟性の供給源となる。大規
模ヒートポンプの導入、廃熱・太陽熱・バイオマスの利用などによる脱炭素化を支援する。

地域レベルでの脱炭素化を促進 コミュニティレベルでの脱炭素化を促進するために、コミュニティの定義を策定し、発電・熱供給・セク
ターカップリングに対する減税や補助金を導入する。

表1 DENAによる家庭・業務部門に関する政策提言
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4.産業部門（1/2）
DENA “Towards climate neutrality”

産業部門では、2045年時点で38Mtの排出量が残るため、炭素除去技術の利用が見込まれている。
エネルギーおよび原料の転換が課題となる。

◼ 産業部門からの排出量

産業部門からの年間排出量は2018年の190Mtから2030年には122Mt、2045年には38Mtまで減少する（図7）。CCUS・グリーンナフ
サによる炭素除去量は2030年に4Mt、2045年には34Mtに達する。

◼ エネルギー消費

最終エネルギー消費量は、2018年の722TWhから2030年には638TWh、2045年には578TWhへと減少する（図8）。主に鉄鋼部
門での消費減により、石炭利用は2030年までに半減する。水素は2045年に最終エネルギー消費量の15％を占める。

✓ 原料としてのエネルギー消費は2018年の220TWhから2045年には210TWhへと微減する。その大部分が水素由来の合成原料やグリーンナフサに置き換わ
るが、化石燃料の消費も約40TWh残る。

図8 産業部門の最終エネルギー消費量

出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.141（Fig.7.3）出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月）p.138（Fig.7.2）

図7 産業部門のCO2排出量
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4.産業部門（2/2）
DENA “Towards climate neutrality”

低炭素製品の拡大およびエネルギー・原料の転換を促す施策が検証されている。政策による循環経
済の促進も重要な役割を果たす。

◼ 低炭素製品の拡大

低炭素製品の需要を喚起するとともに、従来製品と同等の競争力を持たせることで、エネルギー転換を加速させることができる。

✓ 輸入品を含む製品にカーボンフットプリント表示を義務付けることで、消費者に環境負荷の小さい製品を購入する選択肢を与えることができる。

✓ 炭素価格よりも炭素除去技術にかかる費用が大きい場合にその差額を助成する炭素差額調整契約（CCfD）は、低炭素製品の導入を進める上で有効な
手段となる。

◼ エネルギー・原料の脱炭素化

電化と水素が産業部門を脱炭素化するための重要技術となる。水素を用いた製鉄、安価な電力調達手段である自家消費の拡大、水素を
利用可能なコジェネの普及、生産工程において電力システムへの負荷を軽減するデマンドレスポンスなどが具体策として挙げられる。

脱炭素化インセンティブ 産業部門の脱炭素化を進めるための規制改革やインセンティブ導入を図る。具体的には、コジェネの
認可要件に水素利用を追加する、再生可能エネルギーの自家消費を免税にする、PPAによるグリー
ン電力調達を優遇する、中小企業同士の合同PPAを促進するといった施策が挙げられる。

循環経済の促進 リサイクル率の向上や二次製品の活用を政策に組み込む。製品保証期間の延長や修理サービスに
対する減税措置、省エネ基準の引き上げ、リサイクル素材の使用認可、回収品目の拡大などが具
体策として挙げられる。並行して、EU域外の第三国への廃棄物輸出規制を拡大する。

低炭素製品の市場拡大 部門ごとの低炭素原料の使用量割り当て、製品に対する排出量の上限設定、公的機関による調
達における低炭素製品の優先など、割高な低炭素製品利用を喚起する政策を導入する。

中小企業の脱炭素化支援 単体では転換が困難な中小企業向けに、脱炭素化を支援するプログラムを導入する。エネルギーに
関する監査や資金援助を通し、エネルギー効率の低い老朽化した機器の入れ替えや脱石炭を促す。

表2 DENAによる産業部門に関する政策提言
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5.運輸部門（1/2）
DENA “Towards climate neutrality”

運輸部門では、EVと燃料電池車の増加が排出量削減の大きな要因となる。バイオ燃料や水素由
来燃料の利用も2030年には開始する想定である。

◼ 運輸部門からの排出量

運輸部門からの年間排出量は2018年の164Mtから2030年には85Mtまで減少し、2045年にはゼロになる（図9）。国内排出量の大
部分を乗用車・商用車が占めている。

✓ 電気自動車の台数は2018年の5万台から、2030年には900万台、2045年には3,200万台へと増加する。

✓ 2030年代以降、貨物輸送用の燃料電池車の導入が加速し、2045年には大型トラックの約50％が燃料電池車となる。

◼ エネルギー消費

最終エネルギー消費量は、2020年の762TWhから2030年には536TWh、2045年には328TWhへと減少する（図10）。

✓ 2030年時点で、 41TWhのバイオ燃料と13TWhの水素および水素由来燃料の使用が見込まれている。 2045年には、水素および水素由来燃料の需要は
197TWhへと増加する。

図10 運輸部門の最終エネルギー消費量

出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月） p.165（Fig.8.2）出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月）p.164（Fig.8.1）

図9 運輸部門のCO2排出量
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5.運輸部門（2/2）
DENA “Towards climate neutrality”

公共交通機関の利用増加や、政策による燃料転換の促進が具体策として挙げられている。都市通
行税のような実験的な施策も提起されている。

◼ 公共交通機関とシェアードサービスの拡大

個人所有車の割合を減らすためには、公共交通機関とシェアードサービスを増加させる必要がある。シェアードサービスやマイクロモビリティを公
共交通機関の一部とみなしてインフラ整備を行うことで、利便性を飛躍的に高めることができる。

✓ 公共交通機関の輸送量は2045年までに2018年の2倍に増加し、マイクロモビリティは2050年までに2018年の3.5倍に増加すると想定されている。

◼ 都市部への通行税の導入

シェアードサービス用の場所の確保および公共交通網の拡充に向けて、都市部への通行税導入も検証する余地がある。試験プロジェクトの
実施によって効果を測定する方法が提案されている。

✓ 2006年にストックホルムで行われた試験プロジェクトでは、公共交通サービスが増加したほか、市民の半数が通行税の継続に賛成票を投じた。

電気や再生可能エネルギー由来
燃料の利用増加政策

クリーン燃料認証などのツールと、通行料や大型車にかかる税金の減税とを組み合わせ、補助金に
依存せずにクリーンエネルギーの普及を図る。

地域の決定権増大 地域に特有の課題を政策に反映させるため、通行料金の設定などの計画・決定に関する裁量権を
地域に付与する。

電化に伴う雇用対策 電化の拡大によって生じる雇用転換に対応する。従来の雇用が失われる一方、デジタル技術、ソフ
トウェアエンジニアリング、充電ステーションの建設・整備などの新たな雇用が生まれるため、職業転換
を可能にするための職業訓練を提供する。

表3 DENAによる運輸部門に関する政策提言
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水素燃料拡大の推進 水素を利用した鉄鋼をはじめとする低炭素商品市場の牽引、部門ごとの炭素差額調整契約の設
計、特定の部門への水素使用量割り当てなど、水素燃料拡大を推進する。

水素ネットワークの土台を作成 既存のガス供給網をもとに、欧州の水素ネットワークインフラと連動したインフラを構築する。現行のガ
ス供給網規定に沿った水素供給網の規定を作成し、両規定の将来的な統一も視野に入れる。

市場メカニズムの形成 水素由来燃料製造の候補となっている国には、インフラや仕組みが整っていない場所もある。オーク
ションや差額決済の仕組みを確立し、規制や認証を整備することで、国際取引が可能な市場を設
計する。

天然ガスから水素への移行 新設の天然ガス火力発電所で水素を利用できるようにし、将来的には完全に水素に移行する計画
を立てる。安定供給についてはEU全体でメカニズムを作成する。

6.水素
DENA “Towards climate neutrality”

ドイツでは、水素・水素由来燃料の大部分は輸入に頼る想定となっている。水素利用のためのインフ
ラ整備や市場形成への早期着手が提言されている。

◼ 再生可能エネルギー由来水素の調達

2030年から2045年にかけて、水素および水素由来燃料の利用は増加する。水素は天然ガスのパイプラインを転用して主に欧州から、水素
由来燃料は主に欧州域外（南米・オーストラリア・中東）から輸入する見込みである。

✓ 水素および水素由来燃料の国内製造量は、2045年に60TWhと見込まれている。一方、2045年の輸入量は欧州から210TWh、欧州域外から380TWh
と見込まれている。

◼ 水素の早期導入

✓ 水素市場拡大のため、2030年までに天然ガス供給網を転用した水素供給網の整備を始める必要がある。2030年には運輸部門において4TWhの水素由来
燃料の利用が想定されている。

✓ 柔軟性の供給源としての活用が想定されており、再生可能エネルギー由来燃料を現在の天然ガスピーク発電所で使用できるよう設備改修が必要である。

表4 DENAによる水素に関する政策提言
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7.ネガティブエミッション
DENA “Towards climate neutrality”

2045年には全部門合計で8,700万トンの温室効果ガスが残余排出量として残る。カーボンシンクと
ネガティブエミッション技術による炭素貯留が必要となる。

◼ CO2回収

2045年の残余排出量8,700万トンのうち、自然のカーボンシンクによる貯留は4,100万トン、 CCUS・BECCSによる貯留は3,400万トン、
グリーンナフタ・グリーンメタノールによる貯留は1,200万トンとなる（図11）。CCUS・BECCSによる電力・産業部門からのCO2回収は、
2030年には開始している必要がある。

✓ 大気中からのCO2直接回収（DAC）はエネルギー消費量が多いため、カーボンシンクによる貯留量が予測を下回った場合の代替策としてのみ想定されている。

✓ 回収したCO2と水素から製造されるグリーンナフタやグリーンメタノールは、主にプラスチック原料として使用される。

◼ CO2利用環境の整備

✓ CCUSの利用に向けたCO2パイプライン計画を、水素インフラとの競合を加味し立案する必要がある。EU全体にわたるCO2インフラ規制の策定が求められる。

✓ 回収されたCO2を原料として利用する場合、製品のライフサイクルを通したCO2の追跡が求められる。製品に付随するカーボンニュートラル証書の導入や、国際
的な認証システムの作成が具体策として挙げられる。

出所） DENA “dena-Leitstudie Aufbruch Klimaneutralität”（2021年10月）p.215（Fig.10.2）

図11 CO2排出量と炭素貯留量
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1.概要
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

IRENAが「再エネによるスマート電化」への移行について、関連技術革新の最新トレンドや長期的
ロードマップ、実現のための優先アクションの提言をまとめ、政策決定者に概念的概要を示した報告書。

図２ スマート電化と他の緩和策によるCO₂削減効果（エネルギー関連 GtCO₂/yr）
出所） IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of 

Energy Services”（2022）, p.71 (Figure 21)

◼ 変動性再エネ（VRE）を用いた電化を主要３分野で考察

主要3分野（家庭・業務、運輸、産業部門）における電化手法をどのように活用できるのか、分野別の特徴を整理（図１）。

✓ ヒートポンプや水素、合成燃料などを活用することにより、直接電化が難しい領域でも間接電化として脱炭素化を促進することができる。

◼ 各分野における既存電化技術とVRE発電・インフラネットワークの組み合わせで、脱炭素化目標の達成が可能に

✓ 電化と再生可能エネルギー電力により、「1.5℃シナリオ」では「現行政策シナリオ」比でCO2排出量は約36%削減される（図2）。

✓ 電化は直接電化（最終消費技術で電気を直接消費）と間接電化（電気を水素等の他のエネルギーキャリアに変換してから消費（P2X））に大別され、両
者の最適配分が望ましい。

✓ 供給の安定性を維持しながら、再生可能エネルギーとスマート電化の戦略を促進していくことが求められる。

✓ スマート電化技術によるタイムシフト、水素による季節的・長期的なエネルギー貯蔵等のオプションは、需要とVRE供給パターンのマッチングを改善し、VREの電
力システムへの統合と市場拡大に貢献することが期待される。

図1 各分野における電化手法の活用可能性
出所） IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of 

Energy Services”（2022）,p.26 (Figure 3)

2050年1.5℃シナリオでの排出削減量：36.9 GtCO₂
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注：BECCS： CO₂回収・貯留付きバイオマス発電、DH：直接暖房、CCU：CO₂回収・有効利用
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2-1.家庭・業務部門
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

家庭・業務部門では、ヒートポンプや電気ボイラーを用いた直接電化と、水素・合成燃料による間接
電化が重要な技術となる。

◼ 家庭・業務部門のエネルギー消費量

家庭・業務部門での2018年のエネルギー使用量は年間約122EJで、世界の最終エネルギー消費量の約30％を占める。住宅で消費され
るエネルギーの24％、商業・公共施設で消費されるエネルギーの51％を電力が占める。

◼ 電化手法

電化手法として、①ヒートポンプを使用した冷暖房・給湯 ②電気ヒーター・ボイラーを使用した冷暖房・給湯および電気ストーブ・オーブンを
使用した調理 ③再生可能エネルギー由来の水素・水素派生物の利用が挙げられている（表１）。

✓ ヒートポンプの効率的な利用のためには、断熱性向上など建物の改修が必要となる。

✓ 建物を個別に電化するよりも地域熱供給システムを導入したほうが低コストな場合がある。地域熱供給システムの導入には、大規模な蓄熱の利用、改修コスト
の低減などの便益がある。

✓ 天然ガスへの水素混合率が10-20％であれば既存のガス供給網を利用できる。混合率がそれ以上の場合はインフラの改修が必要となる。

電化手法 用途 導入課題 普及状況・事例

ヒートポンプ 冷暖房・給湯 • 地域熱供給網への接続
• 建築物の改修
• スマートメーターの設置

2017年時点で、熱供給機器の売上の
約40％を電気機器が占める。

電気ヒーター・ボイラー・
ストーブ・オーブン

冷暖房・給湯・調理

水素・合成燃料 ガスの代替 • 機器の刷新とガス供給網の改修
• スマートメーター（ガス）の設置

水素・合成燃料向けのインフラ増強費
用は多額であるため、ドイツでは次善策
として天然ガスの30%を低メタンのL-
gasから高メタンのH-gasへ切り替え、
費用を抑えつつインフラ増強を実施。

表１ 家庭・業務部門における電化手法
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2-2.運輸部門
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

運輸部門では、EV、再生可能エネルギー由来水素を燃料とするFCEV、海運・空運用の合成燃料
が重要な電化技術となる。

表2 運輸部門における電化手法

◼ 運輸部門のエネルギー消費量

運輸部門での2018年のエネルギー使用量は年間約121EJで、世界の最終エネルギー消費量の約30％を占める。うち電力が占める割合
は1％程度である。2020年時点で、約1,100万台のEVが流通している。

◼ 電化手法

電化手法として、①短・中距離輸送でのEVの利用 ②長距離陸上輸送での再生可能エネルギー由来水素を燃料とするFCEVの利用 ③
海運・空運における再生可能エネルギー由来の合成燃料の利用が挙げられている（表2）。

✓ EVの普及には充電ステーションの設置、スマートチャージ用のスマートメーターの設置、V2Gの導入が課題となる。

✓ 既存の化石燃料インフラを改修することで、FCEVの水素供給設備へと転用できる。

✓ アンモニアなど新規の燃料を利用するためのインフラ整備が課題となる。

電化手法 用途 導入課題 普及状況

EV 短・中距離輸送 • 充電ステーションの設置
• スマートメーターの設置
• V2G導入

• 2020年時点で約1,100万台が流通
• 中国の深センでは、市内を走る16,000

台のバスすべてがEVに切り替えられた。

FCEV 長距離輸送 • 既存の化石燃料設備の改修 • 2020年時点で約25,000台の乗用車が
流通

合成燃料 海運・空運の電化 • 新規インフラの整備 • 研究段階
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2-3.産業部門
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

産業部門では、ヒートポンプや電気炉による熱供給の直接電化と、水素・合成燃料による熱供給の
間接電化および原料代替が重要な技術となる。

表3 産業部門における電化手法

◼ 産業部門のエネルギー消費量

産業部門での2018年のエネルギー使用量は年間約154EJで、うち35EJが非エネルギー用途での使用である。エネルギー用途の119EJのう
ち約28％を電力が占めている。

◼ 電化手法

電化手法として、①電気ボイラー・炉の使用による中・高温熱の供給 ②ヒートポンプによる低温熱の供給 ③再生可能エネルギー由来の水
素・合成燃料の利用（高温熱供給・原料）が挙げられている（表3）。

✓ 低・中温熱供給の電化技術は実証されているが、高温熱供給の電化はいまだ試験段階にある。

✓ アンモニア等の原料として利用されている化石燃料由来の水素を再生可能エネルギー由来の水素へと置き換えることで、再生可能エネルギー由来の水素の市
場拡大を図ることができる。

電化手法 用途 導入課題 普及状況

電気ボイラー・電気炉 中・高温熱供給

設備の導入・改修

中温（200℃～500℃）供給の電気ボイ
ラーはすでに商用段階にあり、高温
（500℃以上）供給用には研究・開発中。

ヒートポンプ 低温熱供給 100℃まで供給可能。現在150℃までの
供給を可能にする研究が進められている。

水素・合成燃料 高温熱供給・原料 研究段階。産業用水素の代替が当面の目
標とされる。
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3-1.スマート電化戦略
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

電化社会へのエネルギー転換は、電力需要の大幅な増加による電力需給マッチングの問題を加速さ
せるが、「スマート電化戦略」により解決できる。

◼ 「スマート電化」とは

デジタルインフラ、市場設計、規制枠組み、これらを包括して管理するビジネスモデル等を組み合わせることで、ピーク負荷低減やピークシフト
等の機能を兼ね備えた電化。低コストの再エネ電力の多用により再エネ・電化普及を加速し、貯蔵技術により季節性ピークにも対応可能。

◼ 「スマート電化戦略」の３つのカテゴリー

✓ 電力需給のマッチングの改善：需要ピークの削減だけでなく、VRE発電量に合わせて需要シフトを図ることが重要である。また貯蔵技術
を利用することで、需要に見合った形でのエネルギー供給の調整が可能になる（図3）。

✓ 系統サービスの拡大：VRE発電は変動が大きく分散しているため、効果的な活用には多くのグリッドサービスが必要となる（例:負荷追
従、周波数調整、ブラックスタート能力、運転準備金の提供）。グリッドサービス提供には既に多くの技術が利用可能であり、例として複
数のオプションが可能であるスマートEV充電があげられる（図4） 。

✓ 電化機会の拡大：再エネ統合を促進する戦略に加え、再エネ余剰電力を活用した水素製造等の間接電化を進めていくことが、
電化の機会の拡大には効果的である。

出所）IRENA, “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of 
Energy Services” (2022), p.71 (Figure 12)より作成

図4 EVを活用した系統サービス拡大の例

図3 電力受給のマッチング改善の例

出所）IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of 
Energy Services” (2022), p.48-53より作成

EVの
スマート
チャージを
用いた
系統サービス

時間制課金
（自動制御なし）

基本制御（オン／オフ）

一方向制御型（V1G）

双方向制御型
（V2G、V2H、V2B）

ダイナミックプライシング
（自動制御あり）

高度なスマート
チャージシステム
になるほど

EV⇔系統の
柔軟性が向上

高度な
スマート
チャージ

基本的な
スマート
チャージ

【スマート冷暖房】
需要のピークシフトやタイミングをICT技術で

リアルタイム自動制御し、需要を供給にマッチング

• スマートメーター
• サーモスタット
• BMS接続ヒートポンプ

（需要応答プログラム
による分散型暖房負荷）

• 業務用冷蔵システム
からの余剰熱の回収
（空間や水の加熱、地
域熱系統に分配利用）

季
節
性
ピ
ー
ク
需
要
に
も
対
応

【貯蔵技術】
オフピーク等に発電した電力を
蓄電し、将来の需要に対応

• コジェネ
• 地域冷暖房システム
• 地下熱／タンク式熱貯蔵
• 化学物質／塩類／液体空気貯蔵
• 再エネ由来水素・合成燃料

（長期保存が可能）
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3-2.スマート電化の原則および具体的事例
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

世界の脱炭素化には安価な再生可能エネルギー発電の普及が必須であるが、再エネ電力の活用法
王には様々な選択肢があり、費用対効果を踏まえた電化戦略が必要。

◼ スマート電化の３つの原則

①効率性を優先、②直接電化においては「インフラ効率」の高い再エネ発電を最大限活用、③間接電化は、エネルギー集約度の高い部門
での利用や電力システムの柔軟性確保を中心に有効活用

◼ 脱炭素化のための費用対効果の高い方法

✓ 運輸部門：効率性向上と全体的な需要削減とともに、直接電化を優先しつつ、代替手段に乏しい海運・空運部門には間接電化を導入する。

✓ 家庭・業務部門、産業部門：熱需要に対する直接電化手法が限定的であるため、効率化等による全体的な需要削減が重要である。参考事例からは、一
般に都市部の地域熱供給は分散型都市暖房より費用対効果が高いこと、バイオ燃料等の合成燃料による間接電化が有効であることなどが示されている。

出所）IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”（2022）,p.57-62より作成。

Heat Roadmap Europe - 冷暖房電化のためのインフラ分析（欧州14か国）

• 大半の都市部において地域熱供給が費用対効果に優れており、欧州14か国で熱需要の
約50%（一部では70%）を供給している。

✓ 地域システムでは、個別システムよりも電力・低炭素燃料の供給オプションの多様性が
大きいことなどが費用対効果が高い要因。

✓ 水素製造の戦略的な立地形成により、化学・鉄鋼部門などの産業廃熱や合成燃料
生産の余剰熱を活用することも可能。

✓ 家庭・業務部門、産業部門では、個別のヒートポンプ・バイオマスボイラが増えることで
システム効率・費用効率は悪化する。

• 熱供給の残り50％は農村部向けであり、個別ヒートポンプの導入による直接電化が最も
費用対効果に優れている。

✓ 地理的な理由により、地域熱供給網拡張とそれに伴う配電損失よりも、インフラ拡張
コストの方が安価であるためである。

✓ ヒートポンプによるエネルギー需要削減と、スマート運用による再エネ発電の有効活用に
より、直接電化は間接電化よりも再エネ容量を節約することが可能。

住宅暖房の2050年脱炭素化に関する調査（イギリス）

• ヒートポンプを活用（61%分散型ヒートポンプ、17%集中型ヒートポンプ）する場合、冬季ピーク
時の電力需要が48GW増加し、インフラ費用は160～280億ポンドに達する。

• 一方、約20%のバイオメタン混合ガスで需要の25％分を賄うと、冬季ピーク需要の増分
は24GWへ半減し、インフラ更新費用も80～140億ポンド削減可能。

エネルギー集約型産業の完全電化（欧州）

• 欧州のエネルギー集約型産業（鉄鋼、セメント、ガラス、石灰、石油化学、塩素、アンモニア）を完
全に電化することで、年間電力需要は約1,700TWhに増加（現在は1,000TWh）。

• 別の研究では、合成燃料を利用して欧州の化学部門を間接電化する場合、lEAの2℃シ
ナリオでの予測よりも脱炭素電源による発電量が40％増加するとしている。

2050年100%再エネシステム化に関する調査（EU加盟28国）

• 地域熱供給網の費用は個々のヒートポンプ設置やビル改修コストより安価であり、分散型
ヒートポンプを単独設置するよりも、地域暖房と組み合わせることで総コストが削減可能。
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優先項目 アクション

計画、市場設計、社会的視点

①計画：
将来のデジタルインフ
ラ投資

• 計画に基づいて構築されたイ
ンフラ・ネットワークへの投資
に早急に着手することが重要。

• 電力系統および家庭・業
務部門におけるスマートデ
ジタルインフラは、インフラコ
スト削減と電力システムの
スマート運用のために不
可欠。

• 送配電網、充電インフラ、水
素輸送用・地域冷暖房拡張
用ネットワーク等、スマート電化
インフラのロードマップの開発。

• 新たな負荷プロファイルの課題
対処のためのデジタル対応策
パイロット事業支援。

②市場設計：
柔軟性と経済的イン
センティブをもたらす
効果的な市場形成

• システム全体の最終消費部
門の柔軟性を制度に反映さ
せることが必要。

• 主要な電化技術や戦略の
経済性、デジタル化・地方分
権化のトレンド等に伴う各部
門の発展が認識できるような
小売・卸売市場の設計が重
要。

• 時間制課金等、消費を価格
シグナルに直面させる制度の
導入。

• 革新技術に対してや設備所有
権に関する障壁を廃し、複数
市場への参入を促進。

③社会的視点：
消費者と地域社会
のニーズを反映

• エネルギー資源の分散化と
環境影響に対する地域社
会の意識の高まりが、人々の
エネルギーシステムへの関与
を変えつつある。

• 消費者と地域社会が電化の
取り組みに参加し恩恵を受
けなければ、反発を招くおそ
れがある。

• 選択・参加・ガバナンス・責任
の各段階での市民参画の促
進。

• 消費者ニーズ・期待の更なる
理解と、それに応じた解決策の
調整。

• 再エネ電化への移行に伴う従
来型インフラ・発電事業者へ
の影響の理解と、影響緩和の
ための適切な経済政策の実施。

4.「再エネによる電化戦略」策定のための7つの優先項目とアクション
IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”

出所）IRENA “Smart Electrification with Renewables: Driving the Transformation of Energy Services”（2022）,p.86-87 （Table 6）より作成

表5 今後のスマート電化の拡大に向けた優先項目とアクション

優先項目 アクション

技術

④運輸部門における
導入促進：
EVの更なる活用、
車両以外の電化
推進

• Eモビリティの今後の急速な
普及に際し、EV需要が電力
システムの供給・運用、ス
マート充電の機会に与える
影響の理解が重要。

• 乗用車やトラック、バスの電
化の進展に対し長距離輸送
や航空等の将来は不透明。

• スマート充電インフラの規模拡
大と、電化インフラ需要の評価
等によるボトルネック回避。

• V2G技術やビジネスモデルを調
査するパイロット事業支援。

• 海運・航空における電気貯蔵・
燃料オプションを調査する応用
技術開発の継続推進。

⑤家庭・業務部門に
おける導入促進：
規格・規制導入に
よる電化技術の普
及促進

• 再エネ電力拡大や既存の
高効率技術（ヒートポンプ、
電気ボイラー、高断熱建物
外皮、地域熱供給インフラ
等）が幅広い規模・用途に
対応可能。

• 一方、効率化対策や既存
技術の実装は、極めて低調。

• ヒートポンプや電気ボイラーの
普及、地域冷暖房と蓄熱によ
る大規模集中型システム導入、
電気ボイラーと蓄熱を組み合わ
せた再エネ電力活用。

• 建築関連法による新設インフラ
に高断熱外皮の義務付け。

• スマートメーター・電気設備イン
フラへの資金供与。

⑥産業部門における
導入促進：
長期的・国際的な
視点での研究開
発・実証の推進

• コストと特有の要求水準によ
り、産業部門では他部門に
比べ電化が遅れている。

• 一方、エネルギー消費の大
半を占めるエネルギー集約型
産業に特化した戦略によって、
急速な電化普及を実現し得
る。

• 産業プロセスの直接・間接電
化に対する開発・実証支援。

• エネルギー集約型産業の、低
コスト・高負荷率の再エネ電
源供給地域への移転。

• 公平な競争条件確保と炭素
リーケージ回避のための世界的
協調の追求。

⑦電化燃料：
長期的な役割と経
済性の理解

• 再エネ電力による水素・合成
燃料製造：脱炭素化が困
難な分野の直接電化の補
完、VRE統合に向けた季節
貯蔵手段、既存のガス輸送
資産の活用手段等。

• インフラ投資の明確化と、サプ
ライチェーン全体を通じた経済
性向上のための政策的枠組み
の確立。

• 低コスト・高負荷率の再エネ電
力の利用可能性拡大。
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中国

⚫ 大規模ヒートポンプによる暖房セクターの電化と、近隣風力発電所からの余剰電
力を活用した熱エネルギー貯蔵システムの地域暖房ネットワークへの統合が有効

⚫ 電力・運輸部門のカップリングで再エネ資源が最も有効活用できるが、エネルギー
管理システムの改善により必要貯蔵量を最小限に抑える必要がある

コスタリカ

⚫ 太陽光発電、エネルギー貯蔵、ヒートポンプ技術の導入とEVとの組み合わせで、
2050年までに都市部排出量90%削減、ほぼネットゼロ達成が技術的に可能

⚫ 送配電網への大規模投資を必要とするが、セクターカップリングとスマートマネジメン
トのためのP2X導入による柔軟性の向上により、必要費用を抑制可能

1.概要
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

都市における変動性再生可能エネルギー電源（VRE）の統合において、電力システムの安定運用
に資する高度な柔軟性が実現可能である「セクターカップリング」の重要性を紹介。

表〇 表タイトル（11pt） ※表タイトルは表の上

◼ セクターカップリングとは

✓ 電力セクターと広範なエネルギーセクター（熱、ガス、モビリティ等）の相互連携のプロセスを指す。

✓ セクターカップリング技術（EVとスマートチャージ、電気ボイラーやヒートポンプ、水素製造の電解槽等）の活用は、システムのデジタル化・
スマート化の恩恵により、物理的に連結したネットワークにおける電力価格やその他シグナルへのデマンドレスポンスをより迅速化できる。

✓ 経済的なインセンティブ（支援的な価格メカニズム等）との併用により、電力系統や運輸システム、熱エネルギー系統等の各システムをひ
とつの統合運用システムとして経済的に最適活用できる。

◼ 需要サイドの柔軟性確保のあり方：主要4分野（図１）

①VREの自家消費、②熱エネルギー貯蔵、③エレクトロモビリティ（VRE電力＋運輸部門）、④グリーン水素。

◼ モデリングツールによるセクターカップリングの定量評価（表１）

✓ IRENAの「都市の再エネ計画プラットフォーム（the Planning Platform for Urban Renewable Energy）」によって、様々なシナ
リオ下における各セクターカップリング技術の重要性について定量評価を行うことが可能。

✓ 分析対象範囲（都市レベル or 地域レベル）によって得られる結果や目指すべき導入戦略が異なり、自治体当局は地域資源の活用
と脱炭素化促進のバランスを取りながらセクターカップリング戦略を検討することが重要である。

図１ 需要サイドの柔軟性確保のあり方

出所）IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable 
Energy in Cities” (2021年10月)より作成

表１ モデリングルーツによる分析事例

④グリーン
水素

①VREの
自家消費

③エレクトロ
モビリティ

②熱エネルギー
貯蔵

セクターカップリング
電力部門 × 各種エネルギー部門

出所）IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable 
Energy in Cities” (2021年10月)より作成
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技術的側面 経済的側面

⚫ 都市電力供給の信頼性

⚫ VREに対応する地域系統容量

⚫ 負荷プロファイル

⚫ エネルギー需要予測等

⚫ 料金体系

⚫ ビジネスモデル

⚫ 経済的・財政的インセンティブ等

2-1.VREの自家消費
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

蓄電池を用いた自家消費は、需要増加への対応や化石燃料の代替のための物理的インフラ強化へ
の投資ニーズやコストを最小限にできる、VREシェア拡大のための魅力的なオプションである。

◼ 自家消費用VREの設置容量の決定要因には、技術的側面と経済的側面がある（表２）

✓ 主に電気料金体系（時間帯別料金等）の違いにより、系統からの電気料金の方がユーザー設備による再エネ発電コストより高額にな
ることが多いため、再エネ自家消費には強力なビジネスチャンスがある。

✓ 電力と非電力最終消費セクターのカップリングなしには、リアルタイムで電力需給をバランスさせるオプションは技術的に限られる。

◼ 地区（district）、地域（community）、近隣（neighborhood）各レベルで実施可能である

✓ 都市型直流マイクログリッド：スマートEMSを通じてP2P電力取引や仮想グリッド上で実行する機能を持つマイクログリッド構成で実施。

✓ 「ポジティブ・エネルギー地区」の開発：特定地区・地域・近隣エリアが年間ベースで消費量以上のエネルギーを生産できるよう設計。

◼ 自家消費モデル導入に関する政策調整の必要性

✓ 電池エネルギー貯蔵を伴う自家消費は、電力システムにおけるVRE統合のシェア上昇に伴う柔軟性要件を低減し、システム全体の効率
性の向上にも貢献できる。

✓ VRE自家消費シェアが一定レベルまで拡大すると、系統運用のビジネスモデルを脅かし収益性を侵食する可能性もあるため、自家消費モ
デルに伴う費用対効果の公正配分確保のための政策調整が必要である。

表２ 自家消費用VREの設置容量の決定要因

出所） IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月) より作成
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2-2.熱エネルギー貯蔵
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

熱供給の脱炭素化のためには、都市の暖房インフラへのVRE供給の促進とともに、VRE発電量と暖
房需要バランス化のため、都市に熱エネルギー貯蔵システムを設置しその規模を拡大する必要がある。

◼ VRE需給バランス化のための熱エネルギー貯蔵技術やアプリケーションの開発・展開が進んでいる

✓ 英国では、相変化材料（PCM:phase change material）熱電池等の開発が進んでいる。（表３）

◼ 高まる冷房需要増加に対応するための熱エネルギー貯蔵

✓ 冷房需要は2010年以降急速に増加しており、冷温エネルギー貯蔵・熱駆動型冷却システムが潜在的なピーク上昇を相殺しない限り、
将来的には夏場に急増する電力需要に系統運用の観点から対処しなければならなくなる。

✓ 電力部門と熱部門のカップリングにより、需要が低いときに余剰VRE発電を利用して熱部門（暖房）の脱炭素化に貢献できる。

✓ 熱エネルギー貯蔵は高コスト効率な需給バランス調整が可能なため、触媒的にこれらのセクターカップリングを強化でき、また電力系統運
用に負荷分散オプションを提供することで、電力システム全体へのVRE電源統合を促進できる。

✓ 特に都市部とその周辺の太陽光・小規模風力等、VRE普及率が高い分散型システムにとって重要であり、顕熱（sensible）、潜熱
（latent）、熱化学（thermochemical）、機械熱（mechanical-thermal）エネルギー貯蔵等、用途に応じて異なる熱エネル
ギー貯蔵技術がある。

表３ 英国のスマートエネルギーマネジメントを実現する相変化材料（PCM）熱電池

出所）IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月) p.31 (Box 1)より作成

⚫ 英国全体のカーボンフットプリントの25％を占める家庭用暖房の脱炭素化のための解決策のひとつ。

⚫ 相変化温度58℃の無機塩水和物「酢酸ナトリウム（sodium acetate）」／PCM技術を利用した熱電池を、屋根置き太陽光発電、
電気抵抗ヒーターによる系統電力、ヒートポンプと組み合わせて使用するもの。

⚫ 電池の潜在的寿命の半分以下である15年間で約USD 0.05/kWhで熱供給でき、電気化学電池に蓄えられる同等のエネルギーより
もかなり安価になる。

⚫ 寿命がはるかに長く、劣化の影響もほとんどないため、電気化学電池よりもはるかにコスト効率の高い熱のエネルギー供給ソリューションで
ある（最新の熱電池は、貯蔵エネルギー単位当たり最も安価なリチウムイオン代替品よりも60～90％安価）。

⚫ 英国政府は2019年、オフピーク時の低コスト再エネ電力による家庭用暖房のための試験資金としてUSD 200万を授与すると発表
（スマート電気セントラルヒーティングが公共市場で実現可能であることを実証するためのもの）。
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2-3.エレクトロモビリティ
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

「1.5℃シナリオ」実現には、スマート充電設備や系統運用へのアンシラリーサービスの補償等、スマー
ト技術と規制枠組みの変更によって、高度なセクターカップリングを実現する必要がある。

◼ EVの普及見通し＆影響

✓ 2050年に向けて急速な普及が見込まれる。燃料費やメンテナンス費用の面で内燃機関車よりもコスト競争力があり、 EVユーザーの増
加と技術革新に伴うバッテリーコストの低下によってEVの優位性がさらに向上すると見られている。

✓ IRENA「1.5℃シナリオ」では運輸部門の電力消費シェアが49%まで増加する見込み。また、EVの急拡大に伴い電力系統のピーク負
荷も上昇するという結果が複数の機関により示されている。（表4）

◼ セクターカップリングにおけるスマート充電プロセス

✓ 技術的・経済的オプションに応じて、充電プロセスの制御レベルには様々な段階が存在する。

✓ 最も容易なアプローチは、負荷分散や時間帯別料金（TOU）等、従来のデマンドレスポンス技術をEV充電に適用することである。

✓ 運輸・電力部門の完全統合には、EVのリアルタイム応答による系統サービスを実現可能な、高度な充電設備やスキームが必要になる。

出所）IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月) p.33（Figure 9）より作成

表4 様々な調査シナリオ下でのスマートチャージングの系統運用への影響

調査機関 想定シナリオ 無制御チャージング スマートチャージング

IRENA
（2019）

50%
独自システムにおける導入率＋27％太陽光シェア

↑9%
ピーク負荷の上昇、0.5％太陽光軽減率

↑5%
ピーク負荷の上昇（V2G）、軽減率0％までダウン

RMI
（2016）

23%
米国（カリフォルニア、ハワイ、ミネソタ、ニューヨーク、テキサス）での導入率

↑11%
ピーク負荷の上昇

↑1.3%
ピーク負荷の上昇（V1G）

Taljegard
（2017）

100%
デンマーク、ドイツ、ノルウェー、スウェーデンでの導入率

↑20%
ピーク負荷の上昇

↓7%
ピーク負荷の削減（V2G）

McKenzie
（2016）

50%
米国ハワイ州オアフ島での導入率＋25％VREシェア

10-23%
EVなしでのVRE軽減率

8-13%
スマートチャージングEVつきVRE削減率

Chen and Wu
（2018）

100万台
中国広州地域でのEV台数

↑15%
ピーク負荷の上昇

↓43-50%
ピーク差の削減
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2-4.グリーン水素
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

将来的には運輸部門や都市冷暖房用途など、各部門で使用される化石燃料からの水素への代替
が加速するものと予測されている。

◼ 水素は低コストのエネルギー貯蔵源に

✓ 水素は、直接利用のみならず他エネルギー・工業製品への変換も可能であり、エネルギー集約型産業等の脱炭素化が困難な部門の
CO2排出量削減や、電力システムの柔軟性向上にも寄与できる。

✓ 現在、グリーン水素はブルー水素（CCUS利用）の2～3倍のコストが掛かっているが、水素製造に必要な電解槽の継続的なイノベー
ション、性能向上、容量のアップスケール（メガワット→数ギガワットレベル）により、今後10年間でコストの半減が予測されている。

◼ 運輸部門：脱炭素化の実現には水素が不可欠（表５）

✓ FCEVは、長距離トラック・バス等の重量車や列車、フェリー、フォークリフト等の用途での拡大が見込まれる。

✓ 普及課題は高額な水素充填ステーションの建設であり、中・長期的な需要の確保が必要となる。

◼ 冷暖房部門：ボイラーやヒートポンプでの利用（表６）

✓ 冷暖房用途での水素利用が期待されるものの、短期的にはコスト・インフラ整備の観点から官民連携による導入支援が不可欠となる。

✓ エネルギー効率が高いことから、設備の小型化が望まれる場面やハイブリッドヒートポンプ等での利用が見込まれる。

欧州「H2Bus
コンソーシアム」

⚫ 再エネ由来水素を燃料とする商業的競争力のあるバス1,000台を目指し、最
初の600台が2023年までに完成予定。

ドイツの燃料電
池バス

⚫ 2021年に22台の燃料電池バスがフランクフルトのローカル路線に導入予定。
⚫ ケルンで10台、ブッパータールで15台の燃料電池バスが追加投入された。

ドイツ北部のア
ルストム社製
水素列車

⚫ ディーゼル列車を水素動力列車にして、非電化路線にて商業運転を開始。
⚫ システムプロバイダーは架線建設に掛かる高い資本コストを回避し。
⚫ オーストリア、イタリア、オランダ、イギリス等の国々でも同様の措置が計画進行中。

表５ 運輸部門の水素利用の事例

出所） IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable 
Energy in Cities” (2021年10月) p.35より作成 出所） IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable 

Energy in Cities” (2021年10月) p.36より作成

イングランド・
リーズ市

⚫ 2016年以降、地域のガスパイプラインネットワークの100％水素ネットワーク
化を検討、2035年までに約370万戸の家庭・企業で天然ガスボイラーを水
素対応機器に置き換え、2050年までに1,570万戸の置き換えを想定。

UK ⚫ 1960年代にリーズ市と同様の取り組みがあり、全国で4,000万台のガス器
具改造プログラムを実施、ピーク時には年間230万台のガス器具を改造した。

⚫ 現在、UK人口の 80％以上が、暖房や調理にこのガスネットワークを利用。

日本 ⚫ エネファーム（EneFarm）プログラムを通じて、30万台以上の小型CHPユ
ニットが導入され、市場はほぼ自立している。

⚫ 補助金は2019年から段階的廃止。

表６ 冷暖房部門の水素利用の事例
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3.セクターカップリング促進に適した都市インフラの構築
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

都市インフラがセクターカップリング技術や戦略の適用性に及ぼす影響度合いは、①異なるインフラがど
のように接続されているか、②統合ネットワーク・インフラがいかにスマート管理されているか、に依る。

◼ インフラのネットワーク化・デジタル化

✓ 従来、都市の熱ネットワークは電力網から独立運用されてきたが、近年ではエネルギー効率・経済的パフォーマンスの最大化のため、集中
型もしくは地域熱ネットワークを通じて、VRE発電の余剰電力を暖房に利用するようになっている。

✓ 熱エネルギー貯蔵システムは、余剰電力と暖房需要の時間的・規模的バランス化のために設置されることが多い。このような電力・熱部門
のカップリングには、物理的なインフラ統合だけでなく、熱・電力部門の料金体系に相違あることから規制レベルでの調整も必要となる。

✓ ドイツ・ハンブルグでは、EVの急速普及に伴う電力システムへの影響を解決する手法をシミュレーションにて検証し、デジタル技術を活用し
たスマート管理によるアプローチによって、ピークカットや需給調整等において効率的な運用が可能であることが示された。（図2）

◼ 熱ネットワークインフラのイノベーション

✓ the ectogrid™（ドイツのエネルギー会社E.ONが開発）と呼ばれる、複数の建物間でエネルギーバランスをとる革新的技術が実装されつつある。

✓ これにより大量の排熱を出すデータセンターや、ヒートポンプが暖房利用される冬場に冷熱を発生させるオフィスビル等、異なるエンドユー
ザー間で閉じたパイプラインシステムで廃熱エネルギーを最大限利用できる利点がある。

図２ドイツ・ハンブルクにおける電力・運輸部門のセクターカップリング事例

出所） IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月) p.38（Box 3）より作成

EV急拡大が及ぼす影響

⚫ 配電網の脆弱な地域で配電網運用への
悪影響が発生。

⚫ HVAC（暖房、換気、冷房）と家庭で
の無秩序なEV充電により、電力消費が
低圧系統ピーク容量を超過。

⚫ 配電系統運用者シュトロムネッツ・ハンブ
ルグは、EVが3％普及した時点で系統
混雑問題が顕在化、9％のEVが同時間
帯に系統接続するとハンブルグの給電線
の15％がマヒすると想定。

2つの解決アプローチを検証（シミュレーション）

①従来型アプローチ
（ピーク負荷増加に

合わせて系統増強）

⚫ 9%のEV同時充電に対応する系統増強に最低2,000
万EUR（2,240万USD）のコスト発生。

⚫ EV台数やシェアの増加に応じて追加コストが必要。

②スマート管理アプローチ
（デジタル技術によりピーク

負荷をスマート管理）

⚫ 配電網運用の安定性、信頼性、安全性確保のため、
デジタル技術導入により配電網を近代化し、運用状況
の常時モニター＆自動的・自律的な調整を実現。

⚫ EV充電以外にも、HVACやヒートポンプ、蓄電池未併
設のVREベースの分散型エネルギー源等、他の負荷か
らの潜在的な課題にも効率的に対応可能。

得られた示唆

⚫ 負荷分散と需給調整の
観点からデジタル技術の
有効性が示された。

⚫ セクターカップリング促進に
より、運輸部門の脱炭素
化、地域大気汚染の低
減、電力販売増加等の
効果が効率的に得られる。
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河北省 張家口市 祟礼（Chongli）地区

概要 ⚫ 2022年北京冬季五輪開催地のひとつ、寒冷地・スキーリゾート。
⚫ エネルギー消費のほぼ1/3が従来型燃料によるもの、空間暖房供給の約95％が石炭。

モデリング
分析結果

⚫ ヒートポンプによる暖房セクターの電化と近隣風力発電所からの余剰電力供給が、当地の暖房部門脱炭素化に中心的な役割を果たし、電力部門と暖房部門のカップリ
ングの機会を提供可能。

⚫ 大規模ヒートポンプと熱エネルギー貯蔵システムの地域暖房ネットワークへの統合が推奨される。セクター横断的施策の採用により再エネ100％達成が可能に。
⚫ 電力＋運輸部門のカップリングが再エネ資源を最も有効活用可能。ただし、EMSの更なる改良により貯蔵要件を最小限に抑えられない場合は、水素貯蔵能力

20MWhおよび電力貯蔵能力60MWhが必要となる。
⚫ 廃棄物発電（W2E）：都市化に伴いエネルギーシステムと廃棄物管理システム等の都市機能との連携が進んでおり、廃棄物の焼却や嫌気性消化・バイオガス発電等

の先進的オプションが熱と電力（CHP経由）生産のみならず廃棄物とエネルギーのセクターカップリングにも有効。

4-1.モデリング分析事例 ①中国
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

出所）IRENA, “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月)  p.52（Figure 12）を基に作成

表7 & 図3 祟礼（Chongli）地区の再エネ100％化のためのセクター横断的施策

項目 施策内容

効率化対策 ①建物外壁の改修と効率化対策

モビリティ戦略 ②充電・水素ステーション（公共交通機関、EV、スキー場の業務車両・設備向け）

水素戦略 ③水性電気分解、水素貯蔵、メタン化施設

スマートグリッド・DR ④需要サイド対策、デマンドレスポンス、スマートグリッド（V2V系統を含む）

セクターカップリング・
P2X

⑤E2H熱とモニタリングにおけるセクターカップリング
⑥複数施設（アイススケート、屋内プール等）の熱供給サービスの都市レベルでの要件統一
⑦安価でクリーンな電力と熱サービスを提供する、固形廃棄物のコジェネセンター
⑧水源ヒートポンプの熱冷用シンクとして水を利用、川・池の冷熱による柔軟な雪製造
⑩イノベーションハブ構築（スタートアップ企業の誘致、R&Dパークの増加）

エネルギーネットワーク
＆貯蔵

⑨地域暖房、ガス、電力系統インフラ
（エネルギー変換器とストレージにより年間を通じた系統・供給安定性を実現）

レジリエンス
＆エネルギー取引

⑪系統サブステーションと近隣の既存潜在力からの輸入再エネ（風力等）
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4-2.モデリング分析事例 ②コスタリカ
IRENA “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities“

出所）IRENA, “Sector Coupling in Facilitating Integration of Variable Renewable Energy in Cities” (2021年10月)  p.59（Figure 14）を基に作成

デサンパラドス（Desamparados）地区 サン・ラファエル・デ・コロナド（San Rafael de Coronado）地区

概要 ⚫ 国内で人間開発指数（HDI）が最も低い地区のひとつ。
⚫ 人口密集地で、VRE導入等に地理的制約あり。
⚫ エネルギー消費：住宅88％、商業11％、工業1％。

⚫ 酪農主体・非密集地で、風力タービン等のVRE導入可能性が高く、エネルギー消費量も少ない。
⚫ エネルギー消費：住宅87％、商業7.6％、工業5.4％。

モデリング
分析結果

⚫ 最終エネルギー消費量に占める再エネ比率は、「NZCシナリオ」
では2035年までに60%、2050年までに100%を達成可能。

⚫ 屋根置き太陽光や地域再エネ発電および蓄電池・水素等のエ
ネルギー貯蔵システムにより、輸送車両の電力消費増加に対
応が可能。

⚫ 住宅部門では、デマンドサイドマネジメント（DSM）にフォーカス
したエネルギー効率化戦略が必要となり、オンサイト制御システ
ムの導入や省エネ型電気機器への補助金、電力消費量の多
い機器への課税制度の導入等のオプションを想定。

⚫ 産業CHPシステム導入により、人口増加に伴い増加する都市
ごみを利用した電気・熱の製造で、エネルギー需要を満たすこと
ができる。

⚫ 最終エネルギー消費量に占める再エネ比率は、「NZCシナリオ」では2035年までに57％、2050
年までに100％を達成可能（2035～2050年は「参考シナリオ」比で68%増）。

⚫ 地域再エネ発電と運輸部門の電化は、システム柔軟性を高め、地域脱炭素化を推進し、運輸＋
住宅部門の効果的なカップリング達成の可能性がある。

⚫ 当地の空間的特徴から、屋根置き太陽光のみならず、風力タービンや大規模蓄電システム（圧
縮空気蓄電／CAES等）もポテンシャルがあり、後者はデサンパラドス等の他の密集地区への送
電も可能。

⚫ 畜産業から出る有機廃棄物は、CHP技術の応用により、畜産業のみならず住宅・商業部門でも
利用可能な電力製造のポテンシャルがある。

⚫ 「NZCシナリオ」における供給サイド代替戦略を検討した結果、V2Gと水素の両方をセクターカップ
リングソリューションとして考慮すると、車両貯蔵容量の10％を地区系統で活用可能となる。マルチ
エネルギーキャリアの統合システムは水素製造と電力間の運用戦略を最適化することができ、これに
より100%再エネ地区達成をより低い平準化エネルギーコストで実現可能に（当地区では15%
の削減見込み）。

「BAUシナリオ」と「NZCシナリオ」の排出量推計（MtCO₂）

調査対象全地域＊
2030₋2050国家目標 ＊BAU：Business as Usual

図4 シナリオごとの排出量推計

＊調査対象：
⚫ グレーター・メトロポリタン・エリア（赤線）（事例２地区を含む）
⚫ 国営電力会社（CNFL）管轄地域（青地）
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１.概要
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

⚫ 欧州の地域熱供給市場の現状
DHCが市場で主要な役割を担う、EUとその加盟国、英国、ノルウェー、アイスランド、ウクライナを調査対象として、現在のDHC市場の概要を
示す。

⚫ 地域熱供給の規制・支援制度
DHCシステムは、自然独占性が強く、多くの国で規制対象になっており、各国のDHCの規制状況、支援制度は多様化している。ここでは、
現状の各国の規制・支援制度の概要を示す。

⚫ 再生可能および廃棄物エネルギーをDHCに利用するための技術、DHCシステムを活用したケーススタディ
地域熱供給システムにおける、再生可能エネルギー熱および廃棄物エネルギー源の利用に関する技術、それぞれの機会と限界、技術経済性
を包括的に評価する。
さらに、欧州のDHCシステムの成功事例を分析し、冷暖房の脱炭素化を推進しようとする政策立案者と自治体、地域熱供給事業者、都
市計画者に向けた運用のフィードバックを提供することを目的とする。

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”（2021年10月）を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

本文書の構成

◼ EUでは、2050年までにカーボンニュートラルを実現することを目標に掲げ、2030年までに温室効果ガスを55％削減をすることを目標としてい
る。

◼ その中で、現在EUの最終エネルギー消費量の半分を占めており、かつ化石燃料に依存している冷暖房の脱炭素化は、課題の一つであり、
冷暖房の脱炭素化において、地域冷暖房（District heating and cooling、以下DHCとする)は、重要なインフラであるが認知度は低い。

◼ そこで本調査は、政策、イニシアティブ、プロジェクトの開発に必要な欧州DHC市場への理解の向上を目的とするものである。

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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2.DHCの市場概要
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 2018年の地域暖房最終エネルギー消費量、セクター別消費量のシェア率、最終消費量に占めるセクター別消費量のDHのシェア率、地域
冷房の設備容量、売上高が一般にウェブ上で入手可能となっている。

◼ 2018年、EU‐27における地域暖房最終エネルギー消費量は445 TWhで、住宅部門が52％を占めた。

◼ ドイツでは、最終エネルギー消費量に占めるDHのシェアは、住宅部門は7％、サービス部門は11％、産業部門では3％となっている。

図 ドイツにおける最終エネルギー消費量、セクター別消費量シェア率、最終消費量に占めるセクター別地域暖房シェア率、
地域冷房の設備容量

表 調査対象国における2018年地域暖房最終エネルギー消費量

出所: European Commission, “Overview of markets and regulatory frameworks under the revised Renewable Energy Directive”（2021年10月） p.27 (Table1)を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）
IREES, “District Heating and Cooling TREND”を基に作成
https://irees.de/2021/10/18/district-heating-and-cooling-trend-interactive-report/ (2022年11月18日閲覧)

2018年の地域暖房最終エネルギー消費量

最終消費量に占めるセクター別消費量の
DHのシェア率

セクター別消費量のシェア率

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
https://irees.de/2021/10/18/district-heating-and-cooling-trend-interactive-report/


20

3.EUの地域暖房市場①
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ デンマーク、エストニア、フィンランド、ラトビア、リトアニア、スウェーデンでは、産業、サービスともに高い地域暖房シェア率を占めている。

◼ 産業部門では、地域暖房による消費が果たす役割は小さい。

図 2018年の住宅・サービス・産業部門の最終エネルギー消費量全体に占める地域暖房のシェア

出所： European Commission、”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive “（2021年10月）p.28 (Figure 9) 
を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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3.EUの地域暖房市場②
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

図 2018年の住宅部門とサービス部門の空間暖房・給湯最終エネルギー消費に占める地域暖房のシェア

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月）p.28 (Figure 8) 
を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

◼ 2018年の住宅部門とサービス部門の空間暖房・給湯最終エネルギー消費に占める地域暖房シェア率を下図で示している。

◼ 住宅部門において、デンマーク、エストニア、リトアニア、スウェーデンで地域暖房シェア率が高い。

◼ 商業・公共サービス部門では、オーストリア、スロバキア、スロベニア、ウクライナで地域暖房シェア率が高い。

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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4.地域暖房のコージェネレーションシェアと燃料構成
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ EU-27のほとんどの国で、コージェネレーションシェアは50％を超えており、2018年には、地域暖房供給の63％を占めている。

◼ EU-27の地域暖房用燃料として、天然ガスのシェアが30.4％と高く、次いで石炭・泥炭が26.7％、バイオマス・バイオ燃料が22.3%を占め
ており、地域熱供給の3分の２が化石燃料で生成されている。

◼ デンマーク、リトアニアでは、バイオマス、バイオ燃料、再生可能廃棄物燃料の割合が50％以上を占める。

図 2018年の地域暖房燃料と構成とコージェネレーションシェア

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月） p.37 (Figure 
13) を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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5.再生可能エネルギー熱源の内訳
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ EU-27における、地域暖房に使用される再生可能エネルギー熱源は、バイオマス燃料が部分を占め（バイオマス、バイオ燃料、廃棄物）、
太陽熱は、わずか0.5％のみとなっている（デンマークのみ、数％を占める）。

◼ 太陽熱地域暖房は地域暖房の脱炭素化に適していると見られており、近年ドイツやオーストリアなどの加盟国で商業的に開発されたプロジェ
クトが実施されている。

図 地域暖房供給源に占める再生可能燃料のシェア率

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月） p.42 (Figure 19) を
基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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6.地域熱供給へ消費者の認識と満足度
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 消費者の認識と満足度が、DHC市場拡大の重要な要素であることが、多くの研究で示唆されている。

◼ 本報告書では、各国のDHCに対する消費者の認識と満足度に関する調査を行った結果を示している。

◼ 肯定的な意見
• スウェーデン、デンマーク、フィンランド、ノルウェーでは、DHCに対する消費者の認識と満足度は非常に良好な結果を示した。
• 要因として、価格の透明性、中断がない熱供給、良好な顧客サービスがあげられる。

◼ 批判的な意見
• クロアチア、チェコ、ハンガリー、ラトビア、ルーマニア、スロバキアでは、批判的な意見が目立つ。一方で、肯定的な意見が多い国でも批判

的な意見はある。
• 批判的な意見の要因として最も多い意見としては、価格の高さ、次いで請求書の問題（請求書と価格の不透明さ、一貫性のないフォー

マット、複雑な請求に関する報告）が挙げられる。
• 独占の問題や低品質が問題となることは少ない。

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月）p.70-71 (Table 13) 
を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

表 DHCに対する消費者の認識と規制の概要（本報告書から一部抜粋）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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7.各国のDHC規制枠組み
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 各国のDHCシステムの所有と運営の規制、価格、計測、系統へのアクセスと利用に関する規制状況を調査している。

◼ 規制の枠組みを概観するために、調査対象国の規制のレベルマップを作成している。

図 所有権・運営権、価格、計測、系統へのアクセスと利用（需要側、供給側）に関する規制 図 加盟国、英国、アイスランド、ノルウェー、ウクライナにおける
規制のレベルマップ

出所： European Commission”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive “（2021年10月）p.64-66 (Figure 
37,38,40) を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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8.各国のDHC支援枠組み
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 各国の再生可能エネルギー熱システム、コージェネレーション（CHP）、系統インフラ別の支援状況を調査している。

◼ 支援の枠組みを概観するために、調査対象国の支援のレベルマップを作成している。

◼ 前頁の規制枠組みを含め、少数の国（ポルトガル、マルタ、キプロス）だけが規制、支援枠組みを設けておらず、DHCへの関心は低い。

図 再生可能エネルギー、CHP、系統インフラに関する支援

図 加盟国、英国、アイスランド、ノルウェー、ウクライナにおける
支援のレベルマップ

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月） p.65(Figure 39), 
p.67(Figure 41) を基に作成
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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9.DHCシステムを導入した好事例
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 本調査では、DHCを導入した10地域の好事例を紹介している。

◼ 大部分の地域では、再生可能エネルギー熱源と廃熱・冷熱源を組み合わせている。

◼ これらの好事例の成功要因として、①国の政策と支援制度、②自治体の支援、③DHC運営体制、④ビジネスモデル、⑤供給における技術
的選択、⑥建物との統合、⑦コラボレーションと革新、⑧消費者エンパワーメントの8つを特定している。

図 分析したケーススタディとそのガバナンスモデルの地図 図 事例とそのエネルギー源の概要表

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive“（2021年10月）
p.254 (Figure 134), p.255（Figure 135) を基に作成

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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9.DHCシステムを導入した好事例ーグレーターコペンハーゲン
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ グレーターコペンハーゲンは、8つの要因のうち、すべての成功要因を満たしている地域である。

グレーターコペンハーゲン

• 1980年代以降に実施されたDHC政策と支援スキームの一貫したパッケージを発行している。国の政策、支援制度

自治体の支援

DHC運営体制

ビジネスモデル

供給における技術的選択

コラボレーションと
革新

建物との統合

消費者エンパワーメント

• 自治体が熱計画を担当し、地域暖房事業者を所有している。

• 国の「非営利原則」によって、都市やコミュニティに権限を与え、地域のエネルギーガバナンスを強化している。

• 価格競争と安定性の強化を図るため、電力会社・自治体・消費者の間で、リスク・コスト・利益を共有でき
る。

• ネットワークの相互接続、熱および電力の生産調整のための統合システムを導入している。

• 地域暖房の導入により、ヒートエミッターの温度を石油ボイラーから地域暖房の最適温度に改善できている。

• デンマークの国としての文化が、革新的かつ協力的でコラボレーションが生まれやすい。

• 消費者自体が、自らの消費とDHCの理解が高い。
• 料金体系や消費データは消費者に共有されている。
• DHCの恩恵が消費者に還元される仕組みになっている。

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”（2021年10月）
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）を基に作成

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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✓ DHC目標の統合
各国の国家戦略における定量化された持続可能なDHC目標の統合を行う。

✓ 規制・支援制度の導入
化石燃料に対する炭素税、未回収廃熱に対する税、効率的なシステムに対する付加価値（税低減など）、安定的かつ十分な間接的支援スキームを確保するこ
となど、規制・支援制度を導入する。

✓ DHCシステムの初期開発の促進、長期の投資期間を支援する仕組みの導入
再生可能エネルギー熱の利用、余熱/廃熱、低温グリッドの変化を含むDHCを利用した脱炭素化対策に財政支援を提供する。

✓ 地方/都市の再生可能エネルギー熱を利用した地域暖房の可能性、セクターシナジーの特定を通した、地域暖房の地方/都市熱計画の策定
再生可能エネルギー熱や廃棄物エネルギー利用の可能性、セクター統合の可能性およびその相乗効果について、自治体に審査を義務付け、奨励・支援などの手段
を含む戦略的長期熱計画を実施する。

✓ 長期的な脱炭素計画の策定義務化
DHC供給企業に、今後数年間で脱炭素化を実現するための施策と中間目標を記した長期変革計画の策定を義務付ける。

✓ DHC事業者の再生可能エネルギー熱、廃熱割当義務化
DHC供給企業に、再生可能エネルギー熱の導入、廃熱利用を義務化する。

✓ 余熱・廃熱利用の促進
余熱、廃熱のフローに関するデータの提供、技術開発、リスクマネジメント、廃熱賦課金の導入等を企業に義務付け、余剰、廃熱の利用を促進する。

✓ 顧客参加とインセンティブ制度
DHCシステムおよびエネルギー共同体への市民、顧客の参加を促進させる。

✓ 透明性の向上
DHC供給企業に対する、情報提供義務の強化などによって、情報の透明性を向上させる。

10.提言
欧州委員会 “Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”

◼ 持続可能なDHCネットワークを通じて、欧州の冷暖房消費エネルギーを脱炭素化するための有効な手段として、以下の9つを挙げる。

出所： European Commission, ”Overview of District Heating and Cooling Markets and Regulatory Frameworks under the Revised Renewable Energy Directive”（2021年10月）
https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en（2022年11月18日閲覧）を基に作成

https://energy.ec.europa.eu/district-heating-and-cooling-european-union_en
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１.概要
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ 冷暖房（H＆C）によるエネルギー消費は、EUの最終エネルギー消費量の約50％を占めている。そのため、2050年までにカーボンニュートラ
ルを達成するためには、冷暖房分野の脱炭素化は不可欠である。

◼ 本報告書では、地域、国、EUなど様々な政策立案者の冷暖房の脱炭素化に向けた計画の策定にあたり、重要となる要件の特定を目的と
して、2022年6月に、欧州委員会から公表されたものである。

⚫ 背景
✓ EUにおける2019年の再生可能エネルギー消費の全体比率は19.7％で、冷暖房の再生可能エネルギー比率は22.1%であった。冷暖房は、現在最終エネルギー消費

量の約50%を占めており、そのうち、建物内の暖房・給湯用途が62%以上、工業用が32％、残りは農業や建物、産業に関連する冷房用途から生じている。
✓ 現在、既存の建築環境では、冷暖房は化石燃料を使った暖房設備に強く依存していることに加え、エネルギー性能が低い建物が多く存在しており、冷暖房分野における

脱炭素化と自然エネルギーの導入は比較的遅れている。今後は、脱炭素化に向けて、様々なステークホルダーが関与した目標設定と計画の策定が必要である。
⚫ 目的
✓ 本報告書は、冷暖房部門の脱炭素化に向けた計画の策定にあたり、考慮すべき重要な要件の特定を目的とする。
✓ また、本報告書内では、分析で明らかになった課題と対応策についても述べる。

本文書の概要

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap,”（2021年12月） p.14 (Figure1.2) を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

⚫ インフラ計画の策定
冷暖房の脱炭素化に向けて、コストを最低限に抑えつつ、資源を最適な方法で利用するためには、
包括的かつ統合的なインフラ計画が必要である。その計画には、新規のインフラ開発や既存のインフラ
の再利用化についての判断や蓄熱技術の検討、電力システムとの統合、ヒートポンプの活用等が含ま
れる。
⚫ ステークホルダーの参加
冷暖房の脱炭素化のためのインフラ計画は、国・地域・地方レベルで策定することが重要であり、この
策定には、建築家、建設作業員、地方自治体、住民などの様々な利害関係者が参加する必要が
ある。
⚫ 財政支援
冷暖房の脱炭素化に向けた対応策の実施にあたり、適切な財政支援が必要である。冷暖房のため
の財政・金融支援を確立し、安定的かつ長期的な投資環境を整備することが求められる。

主なトピック

22.1％

19.7%

図 2004年から2019年までのエネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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2.冷暖房の脱炭素化に向けた要件（１）
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ 冷暖房の脱炭素化に向けて、地域特性を把握し、地域に特化した選択肢を選び、導入するべきである。以下に計画の策定にあたり、考慮
すべき要件を示す。

◼ DHC（地域熱冷暖房）の導入
現在、EUの大部分の住宅や商業施設は個別冷暖房システムであり、DHCを導入しているのは、わずかに9％である。DHCは、特に産業設備や発電所からの廃熱が利用
できる場合、財政的に実現可能な選択肢である。

◼ 化石燃料の廃止
2050年の脱炭素化のためには、化石燃料を燃料とする暖房システムの設置を速やか（理想は2025年）に停止する必要がある。段階的に停止する際には、エネルギー貧
困世帯にもたらす経済的、社会的効果を考慮することは重要な点である。

◼ エネルギー効率の向上
建物の大規模な改修は、大幅なエネルギー節約につながるだけではなく、再生可能な選択肢を増やす機会にもなる。現在、EU加盟国の年間改修率は1％程度であり、単
発の大規模改修は0.2～0.3％程度とさらに下回る。今後は改修率を大幅に向上させる必要がある。

◼ 産業用熱利用の脱炭素化
産業用熱利用の脱炭素化は、変換コスト、温度レベル、競争力リスク、設備の長寿命化等によって、極めて困難である。低温の熱（150℃以下）では、効率的な自然エ
ネルギーの利用が可能だが、高温の熱になればなるほど、自然エネルギーによる脱炭素化の選択肢は限定される。

◼ エネルギー貯蔵
熱エネルギーの貯蔵は、エネルギーを熱の形で貯蔵し、貯蔵したエネル
ギーを、後で空調設備や発電に利用できるようにするものであり、電力
と熱の分野を統合する上でも重要な手段の一つである。右図に、自然
エネルギーの普及率が高い、エネルギーシステムにおける熱エネルギー貯
蔵の主な用途を示す。

◼ 冷房
過去数年間の気温上昇等から、近い将来の冷房のニーズは高まると想
定される。高温と低温の両方を作り出すことができるリバーシブルヒートポ
ンプの導入など、需要の増加を見据えた計画を策定することが重要とな
る。

図 エネルギー分野における熱エネルギー貯蔵の例

貯蔵 貯蔵

再生可能
エネルギー
設備

運輸

産業

家庭暖房

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap” （2021年12月） p.29を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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2.冷暖房の脱炭素化に向けた要件（２）
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ 資源の確保
冷暖房用の再生可能エネルギーが有限の資源から得られることを考えると、資源の確保は冷暖房システムの計画において、重要な役割を担っている。

◼ インフラ計画の策定と定期的な更新
冷暖房の脱炭素化には、明確な目標と、地域・加盟国・EUレベルで冷暖房のためのインフラ整備を支援する政策の両者が必要である。その政策は、定期的に遵守状況を
監視し、望ましいレベルではない場合は、変更する必要がある。

◼ コストと財務への対応
高い先行投資や変動コストが、再生可能な冷暖房の普及を鈍化させる障壁となっている。下図はフランスの暖房システムのコストの比較を示している。このように、化石燃料
よりも再生可能エネルギーによる空調の使用の方が、コストが低いケースもある。しかし、現状は初期費用の高さから導入が進んでいない。また移行にあたって、考慮すべき点
は、低所得帯への影響である。低所得帯が持続可能な空調設備に移行するための具体的な政策が重要となる。

◼ エネルギー市場の再設計
熱供給市場は、異なるタイプの冷暖房供給システムが異なる市場で運営されて
おり、消費者が冷暖房を選択するうえでの選択肢を比較することが非常に困難
になっている。また、熱市場にインセンティブ制度を導入することやエネルギー税の
整備など、エネルギー市場の再設計は脱炭素化において必要な要件である。

◼ 消費者の受容
冷暖房の脱炭素化は、我々の生活様式に影響を与えるため、一般消費者の
受容は重要な要素である。多くの消費者にとって、暖房設備のアップグレードの
受容を決定する主な要因は依然としてコストである。

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap” （2021年12月） p.35 (Figure2.3) を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

◼ 冷暖房の脱炭素化に向けて、地域特性を把握し、地域に特化した選択肢を選び、導入するべきである。以下に計画の策定にあたり、考慮
すべき要件を示す。

図 フランスの暖房システムのコスト比較

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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3.エネルギーシステムの統合
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ エネルギー効率と需要側の柔軟性を確保するために、電力システムとの統合や、再生可能エネルギーの発電・充電、EV充電・蓄電を用いた
スマート統合は、重要な要素となる。これらのエネルギーシステムの統合の主要な柱として、下記の３つが挙げられる。

暖房設備の電化
✓ ヒートポンプやPower to heat システムを利用した電力の直接利用は、再生可能エネルギーによる発電の価格競争の激化から、今後数年間

で大きく成長すると見られている。EUの長期戦略（LTS）シナリオによれば、2050年までに電力需要は大幅に増加し、最終エネルギー消費量
に占める電力用途の割合は、現在の23％から、2030年には30％、そして2050年には50％に増加すると想定されている。

✓ ヒートポンプは、空気源、地熱源、水熱源、廃熱源などを様々な熱源からの熱を利用するため、エネルギー効率が高いというメリットがあるが、大
量導入時における、系統への安定供給に懸念点もある。

生物由来の再生可能燃料
✓ バイオエネルギーはEUの再生可能エネルギー消費量全体の約84％を占め、暖房や産業用途において、重要なエネルギー源となっている。
✓ 汎用性が高く、貯蔵が容易という特徴をもち、柔軟なエネルギー源である。
✓ 一方で調達方法によっては、生物多様性の損失を助長しかねないという懸念もあり、バイオマスエネルギーの利用にあたっては、厳密に利用可能

で持続可能なものに限定すべきである。

非生物起源の再生可能燃料
✓ 再生可能水素とそこから派生する合成燃料が、将来のエネルギーシステムにおいて重要な役割を果たすという考えへの支持が高まっている。
✓ 主な課題はコストの高さであるが、エネルギー集約型産業や大型輸送用途、海上輸送用途、さらには暖房にも利用可能で、汎用性が高いエネ

ルギー源の一つである。
✓ 多くのEU諸国では、エネルギー・気候関連政策の一環として、水素関連計画を発表しており、現在から2030年までに計画されている世界の水

素プロジェクトの中で、欧州が1,300億USD（1,100億EUR）の投資計画を発表しており、世界でトップとなっている。天然ガスを大量に消費
し、天然ガスのインフラが充実している国では、水素はこれらの資源の利用を維持するための優良な選択肢として捉えられている。

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap” （2021年12月） を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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障壁
区分

障壁概要 対応策（例）

政策
明確な脱炭素化ビジョンと具体的な目標やインセンティブの
欠如等の政策的な障壁

• 化石燃料の段階的削減、支援の廃止

• 既存の冷暖房空調システムから再生可能エネルギーを導入したシステムへの移行の促進

• 再生可能エネルギーと化石燃料の公平な競争市場の確立

• 地域冷暖房の普及・性能向上

• バイオエネルギー戦略の策定

経済
市場

化石燃料が低コストであることによって、再生可能エネル

ギーの導入が進まない等の市場における障壁

• 化石燃料との公平な市場の確立

• 建築家、施工者、事業者、オーナー等の対象企業とのサプライチェーン全体の構築支援

• 価格の透明性の保証、専門家と消費者団体との協力促進

財政
建築物の改修等に必要な融資や資金調達が不十分であ

ることによる財政面の障壁

• 脱炭素化に向けた資金調達等の統合的な財務戦略の策定

• 建物所有者に向けたエネルギー効率向上の訴求

• 住宅改修のための財政的インセンティブ制度の導入や設備投資費用の一部を補う補助金の提供

• 低所得帯への財政支援

能力

政策立案者や建築家、建設作業員等の意識、知識、理

解など幅広い能力を包含する、ステークホルダーの能力

（キャパシティ）に関わる障壁

• 専門家による、エネルギー効率や冷暖房技術に関する能力開発を目的とした政策立案者の教育

• 上記の他、建築家、建設作業員、インフラ事業者、建物の居住者、所有者への教育、情報提供

技術
インフラ設備、地域の制約、建築条件、プロセス要件が含

まれる技術的な障壁

• 地下の温度勾配など地域特性に関する高解像度の情報の提供

• 再生可能エネルギーへの転換に向けた建築基準法や規格の適応

• バイオメタンや水素、合成燃料のガス品質基準の定義

• 電力や廃熱、蓄電の利用を通したエネルギーシステムの統合

• ベストプラクティスの共有のための国家プラットフォームの確立

４.冷暖房の脱炭素化に向けた課題
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ 冷暖房の脱炭素化にあたり、政策、経済・市場、財政、能力、技術の各方面において障壁が存在する。これらの障壁の相対的な重要度は、
国や地域の特性によって異なり、その障壁は状況に応じて、段階的に実施すべきである。

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap” （2021年12月） を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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5.総論
欧州委員会 “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap”

◼ 最終エネルギー消費において冷暖房用途の割合は高く、冷暖房（H＆C）の脱炭素化は、カーボンニュートラルには不可欠な要素である。

◼ この冷暖房分野における脱炭素化には、エネルギー使用量の削減、効率化と再生可能エネルギーに基づく冷暖房ソリューションの展開を同時
に実現する適切な計画と行動と必要である。

◼ 包括的な計画の策定
冷暖房の脱炭素化に向け、明確な目標と目的を設定し、国、地域、地方レベルで最も安価で、持続可能な資源の確保、資金調達、維
持管理についての計画を策定することが重要となる。またエネルギー移行に関わる全てのステークホルダーが、意思決定に関与する必要がある。

◼ 地域特性に応じた選択肢の実施
冷暖房の脱炭素化へのロードマップは、各加盟国、地域、自治体、さらには地区によっても異なる。最も適切でバランスの取れたエネルギーミッ
クスは、資源の利用可能性や冷暖房の需要パターン、既存のインフラ、コストなど、その地域のパラメータに依存する。多様で複合的な選択肢
は地域特性のメリット・デメリットを補完する。

◼ 公平な競争環境の整備
国との連携のもと、地方自治体に適切なツールを提供し、冷暖房の脱炭素計画を開始することは、長期的な脱炭素に向けて、早急に取り
組むべきである。このための、化石燃料の利用廃止や再生可能エネルギーのインセンティブ制度導入等による、公平な競争条件の導入は、
優先されるべきである。

◼ 持続可能な燃料の普及・整備
今日まで、EUにおける暖房燃料の主流は天然ガスとなっているが、今後は水素、合成燃料などの持続可能で低炭素な燃料が、天然ガスの
代わりとなる。全てのセクターで電化が可能なわけではないことから、供給が限られる再生可能ガスを、代替手段が少ない地域や部門に配備
すべきである。

◼ 労働力の確保
今後数年、数十年の間に、エネルギー改修のペースが加速することが想定される。建設労働者だけでなく、建築、プランナー、施工業者、エン
ジニアの訓練とスキルアップを含めて、部門を超えた労働力の確保が必要となる。

出所： European Commission, “Policy Support for Heating and Cooling Decarbonisation Roadmap” （2021年12月） を基に作成
https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en（2023年2月2日閲覧）

https://op.europa.eu/en/publication-detail/-/publication/f5118ffc-eabd-11ec-a534-01aa75ed71a1/language-en
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1.概要
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

米国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）が作成した、米国の電力システム運用に関する報
告書。需要側柔軟性が果たす役割について分析を行っている。

◼ 概要

本報告書では、複数のシナリオに基づいた2050年の米国の電力システムの分析が行われている。電化が進んだ電力システムにおいて、需要
側柔軟性がどのような役割を果たすかが検証されている。

✓ 各シナリオは、134の地域別・1時間単位のモデリングにより作成されている。電化率、VRE（変動性再生可能エネルギー）導入率、DR（デマンドレスポン
ス）活用度の3つの項目がシナリオ作成の基準となる（表1）。

◼ 分析結果

需要側柔軟性の活用により、予備力の供給、火力発電運用の平準化、VRE出力抑制の緩和、電力システム運用コストの低減などの便益
が得られる（表2）。また柔軟性が増加することで、ピーク容量や発送電設備への投資を抑えることができる。

✓ 本分析においては、運用コストの算出にあたり資本費は考慮されていない点に留意が必要。

表1 シナリオ一覧

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.17（Table 3）より作成

表2 需要側柔軟性の活用により得られる効果

電化度合い VRE導入量 DR活用度 シナリオ名

基準（20％） 低（42-43％） なし 基準・DRなし

高 基準・高DR

高（36％） 低（42-43％） なし 高電化・DRなし

低 高電化・低DR

高 高電化・高DR

高（66％） なし 高電化・高VRE・DRなし

低 高電化・高VRE・低DR

高 高電化・高VRE・高DR

種類 効果

予備力
緊急時予備力の57％、柔軟性予備力の71％を供給
（高電化・高DRシナリオ）

火力運用
火力発電運転を平準化、および天然ガス火力の起動停
止回数をDRなしの場合と比べて約65％削減（高電化・
高DRシナリオ）

出力抑制
VREの出力抑制量をDRなしの場合と比べて16％削減
（高電化・高VRE・高DRシナリオ）

運用コスト
電力システムの運用コストをDRなしの場合と比べて約
10％低減（高電化・高VRE・高DRシナリオ）
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2.シナリオ特徴
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

各シナリオは電化率・VRE導入率・DR活用度を基準に作成されている。高電化シナリオでは、EV導
入量の著しい増加が見込まれている。

◼ シナリオ設計

各シナリオは、電化率、VRE導入率、DR活用度を組み合わせて設計されている。また、各シナリオの設備容量は、電化率とVRE導入率に
基づいて設定されている（図1）。

✓ 2050年の電化率は、現状に基づいた基準シナリオで20％、高電化シナリオで36％に設定されている。2050年の電力消費量は基準シナリオで4,800TWh、
高電化シナリオで6,700TWhであり、電力消費量の差の大部分は運輸部門の増加が要因である（図2）。

✓ 電源構成に占めるVRE比率は、低VREシナリオで42-43％、高VREシナリオで66％となっている。高VREシナリオは再生可能エネルギーと蓄電池のコストが低
い場合の想定であり、VRE以外にエネルギー貯蔵（揚水発電・圧縮空気エネルギー貯蔵・蓄電池）の割合も大きくなっている。

✓ 需要側柔軟性は、DRなし、低DR（需要家の20％がDRイベントに参加）、高DR（低DR時の想定に加え、軽車両EVのDR参加率が90％以上）の3パ
ターンが想定されている。EVの充電は日単位ではなく週単位でモデリングされており、V2Gは分析モデルに含まれていない。

図1 シナリオ別設備容量（2050年）

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.18（Figure 6）より作成

図2 最終消費部門における電力消費量比較

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.3（Figure 2）より作成
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3.DRリソースの想定
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

最終消費部門ごとに、利用可能な需要側柔軟性のリソース（DRリソース）が設定されている。運輸
部門・家庭部門が主要な柔軟性供給源となる。

◼ DRリソースの種類

業務部門、産業部門、家庭部門、運輸部門のそれぞれで利用可能なDRリソースを選定している（表3）。

✓ DRリソースごとに、需給バランス制約（エネルギー総量を維持すべき時間範囲）とシフト可能時間が設定されている。

◼ DRリソース量

運輸部門（主に軽車両）と家庭部門（主に給湯）が主要なDRリソースとなる（表4）。

✓ 高DRシナリオでは運輸部門のDRリソースが特に大きく、需要の50％以上を活用できる想定である。

表3 DRリソースの種類と要件

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.15（Table 2）より作成

表4 DRリソース量および各部門の全負荷に占めるDRリソース割合

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.18（Table4）より作成

部門 DRリソース 需給バランス制約 シフト可能時間

業務部門 給湯 1日 4時間

空調 1日 1時間

暖房 1日 1時間

産業部門 機械使用 1日 1時間

熱 1日 1時間

家庭部門 給湯 1日 8時間

洗濯機・乾燥機 1日 8時間

食洗器 1日 8時間

空調 1日 1時間

暖房 1日 1時間

運輸部門 軽車両 1週間 8時間

中型トラック 1日 7時間

大型トラック 1日 4時間

全部門 その他 1日 1時間

シナリオ 運輸部門 家庭部門 業務部門 産業部門 合計

基準・DRなし
高電化・DRなし
高電化・高VRE・DRなし

0 0 0 0 0

基準・高DR
55TWh
(58%)

195TWh
(13%)

42TWh
(2%)

65TWh
(5%)

357TWh
(7%)

高電化・低DR
高電化・高VRE・低DR

191TWh
(12%)

62TWh
(4%)

20TWh
(1%)

27TWh
(2%)

299TWh
(4%)

高電化・高DR
高電化・高VRE・高DR

825TWh
(51%)

187TWh
(12%)

60TWh
(3%)

80TWh
(5%)

1,151TWh
(17%)



41

4.DRリソースの想定（参考）
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

DRにより、朝夕の需要は昼の時間帯へと移行する。高電化シナリオでは、負荷シフトの大部分を運
輸部門が賄う。

◼ 負荷シフト

需要側柔軟性の活用により、負荷は朝と夕方から、太陽光発電量の多い昼の時間帯へとシフトする（図3）。高電化シナリオでは、運輸部
門が負荷シフトの大部分を占める。

✓ 高電化シナリオでは、2050年の車両走行距離の76％が電力由来となり、軽車両の84％がEVに置き換わる想定である。

図3 部門別負荷シフト量（+の値がシフト元、－の値がシフト先）

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.31（Figure 14）より作成



42

5.DRの効果① 予備力
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

DRは予備力の供給にも貢献する。3種類ある予備力のうち、緊急時予備力と柔軟性予備力の供
給にDRが活用可能である。

◼ 予備力の種類

予備力には緊急時予備力、柔軟性予備力、周波数維持用予備力の3種類がある（表5）。

✓ 緊急時予備力は予期せぬ電源脱落や漏電に、柔軟性予備力は急激な出力変動やVRE予測誤差に、周波数維持用予備力は非常に短いスパンでの周波
数変動に対応する。

◼ DRの効果

DRは緊急時予備力と柔軟性予備力を供給することができる。それにより、予備力に占める天然ガスや蓄電池等エネルギー貯蔵の割合を減
らすことができる。

✓ 高電化・高DRシナリオでは、DRが緊急時予備力の57％、柔軟性予備力の71％を供給する（図4）。なお周波数維持用予備力ではDRの活用が難しいた
め、エネルギー貯蔵が主な供給源となる。

表5 予備力の定義

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.12（Table 1）より作成

図4 技術別予備力供給量

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.36（Figure 18）より作成

予備力種類
応答速度
（秒）

1時間あたり必要量

柔軟性予備力 1,200 VRE発電量の2%

緊急時予備力 600 負荷の3％

周波数維持用予備力 300 負荷の1％
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6.DRの効果② 火力運用
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

DRを活用することで、火力発電の運用を平準化することができる。それに伴い、CO2排出量は減少す
る。

◼ 火力発電運用

需要側柔軟性の活用によって、火力発電の負荷率が上昇し、効率的な運用が可能になる（図5） 。ただし天然ガスは調整力としての役
割を担うため、石炭ほど運用が平準化しない。

✓ 運用の平準化に伴い、天然ガス火力発電設備の稼働台数を減らすことができる。

✓ 天然ガス火力発電の起動停止回数も大幅に減少する（図6）。高電化シナリオでは、DRなしの場合と比べて最大で65％起動回数が減少する。

◼ CO2排出量の削減

火力発電の負荷率向上は、CO2排出量の削減にも貢献する。高電化・高DRシナリオではDRなしの場合と比較して最大5.4％、高電化・
高VRE・高DRシナリオではDRなしの場合と比較して最大8.3％のCO2排出量を削減できる。

図5 石炭と天然ガス火力発電の稼働分定格容量と実稼働容量の推移

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.38（Figure 20）より作成

図6 石炭と天然ガス火力発電の起動回数

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.41（Figure 23）より作成
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7.DRの効果③ 出力抑制
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

DRの活用度が高いほど、変動性再生可能エネルギーの出力抑制量は減少する。

◼ 出力抑制量の減少

DRによってVREの発電量が多い時間帯に負荷をシフトすることで、VREの出力抑制量を削減できる。高電化・高VRE・高DRシナリオでは、
出力抑制量はDRなしの場合と比べて60TWh（16％）低下し、出力抑制率はDRなしの7.5％から6.3％まで低下する（表6・図7）。

表6 VREの出力抑制量（2050年）

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.49（Table 8）より作成

図7 VREの出力抑制量・抑制率（2050年）

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.49（Table 8）より作成

シナリオ
出力抑制量
（TWh）

出力抑制率
（%）

出力抑制後
VRE割合

貯蔵ロス
（TWh）

高電化・高VRE・DRなし 377 7.5% 65.5% 66

高電化・高VRE・低DR 346 6.9% 66.0% 56

高電化・高VRE・高DR 317 6.3% 66.4% 25
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8.DRの効果④ コスト
NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”

DRを活用することで、電力システム運用コストは減少する。また、DRは電力卸価格の安定にも寄与
する。

◼ 電力システムの運用コスト

高電化・高VRE・高DRシナリオでは、DRなしの場合と比べて電力システムの運用コストを46.6億USD削減できる（表7）。 DRによる削減
コストは4.05USD/MWhであり、この分をDRリソースの活用原資にすることが可能である。

◼ 電力卸価格

需要側柔軟性により、電力卸価格の変動も緩和される。極端な高価格・低価格の時間数が減ることで、価格は安定する（図8）。

表7 コスト比較

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.52（Table 9）より作成

図8 電力卸価格のデュレーションカーブ

出所）NREL “Electrification Futures Study: Operational Analysis of U.S. Power Systems with 
Increased Electrification and Demand-Side Flexibility”（2021年5月）p.46（Figure 26）より作成

シナリオ
総コスト

（億USD）

DRなしと
比較した

削減コスト
（億USD）

DRなしと
比較した

コスト削減率
（%）

DR価値
（USD/MWh）

DRリソース
総量換算

DRリソース
利用量換算

高電化・高VRE・
DRなし

450.3 - - - -

高電化・高VRE・
低DR

429.3 21.0 4.66% 7.02 11.52

高電化・高VRE・
高DR

403.7 46.6 10.35% 4.05 8.20

シナリオ

高電化・DRなし

高電化・低DR

高電化・高DR
料

金
（

U
S
D

/M
W

h
）

2050年の電力卸価格
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１.概要
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ 再生可能エネルギーへの需要が増加する中、従来の同期発電機から、分散型で消費者に近い場所での系統運用が進められている。

◼ しかし、再生可能エネルギーは変動性、不確実性、立地制約などの特性をもち、従来の電力システムからの移行には課題を持つ。

◼ そこで、本報告書では、太陽光発電や風力発電といった、変動性再生可能エネルギー（VRE）の比率が高い電力系統のためのグリッドコー
ド（系統連系に関わる技術要件）の開発に向けた、最新の動向と実施基準、提言を行う。

⚫ 背景
従来の電力システムの大型集中発電から、VRE導入、分散化、デジタル化、最終利用者の電化といったトレンドにより、電力システムが変化
している。この電力システムの移行によって、系統運用事業者は、システムの需給バランスに対応できる柔軟性と不測の事態にも対応できる
安定性の両面の確保が必要となった。VREを統合したグリッドコードが確立・整備されることで、系統運用事業者は電力部門の民間開発者
や新規発電事業者への展開、分散型再生可能エネルギー発電の効率的な統合を可能にし、かつ柔軟性と安定性を確保できる。
本報告書は、2016年のIRENA”Scaling up variable renewable power: The role of grid codes”の更新版である。

⚫ 本報告書の目的

✓ VRE統合を目指した電力系統連系の開発にあたり必要な技術要件（グリッドコード）、またその開発フローを明らかにし、実現に向けた
提言を行う。

⚫ グリッドコードの概要

• グリッドコードは系統システムを円滑に機能させ、電力系統の関係者間で遵守すべき技術的要件をまとめたもので、可能な限り技術的に
中立的であることが求められる。

• グリッドコードには、VREの統合レベルや電力系統の規模によっても異なる。本報告書では、これらに基づいた、電力系統で必要となる技
術的要件を整理する。

• 系統維持のためのアンシラリーサービス、電力系統の運用・制御・監視に用いるインターネット通信に伴うサイバーセキュリティについてもグ
リッドコード内で規定される。

• 各国は、グリッドコードの開発と実施において、国際的な協力と経験の交換を促進することが重要である。またそれには、IRENAが促進す
るVRE統合のための多国間プラットフォームの利用を推奨する。

本文書の概要

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月）を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems
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2.グリッドコードの開発
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ グリッドコードは、市場や運転、計画、接続といった電力系統の様々な側面を包含している。

◼ VRE統合や電力系統の分散化、デジタル・自動化、最終消費分野の電化を受け、グリッドコードの開発や改訂が重要となる。

◼グリッドコードの役割
✓ VREを含むすべての発電所が、連系系統を許可されるために満たすべき技術的要件基準としての役割を担う。
✓ 分散化、デジタル化との相互運用性を最大限に引き出す。
✓ 系統維持のためのアンシラリーサービスをグリッドコード内で規制することができる。
✓ 電力系統の運用・制御・監視にはインターネット通信が必要となる。それに伴いサイバーセキュリティへの向上はグリッドコードの重要な役割となっている。

◼欧州共通ネットワークコード
欧州では、市場コード、運用コード、接続コードに分けられる。
✓ 市場コード : 地域的な市場機能のためのガイドラインとルールを提供する。
✓ 運用コード ： 電力系統の運用や非常時・復旧時の処理に関するルールを定めたもの
✓ 接続コード : 発電機や高圧直流送電設備がグリッドに接続するための技術要件を提供するもの。

また消費者による需要側応答サービスの提供を可能にする。

図 グリッドコードの役割とイノベーショントレンド
図 欧州のグリッドコードの分類とその機能と関係者

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月） p.12 (Figure Ⅳ) およびp.18 (Figure1) を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems
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✓ 作成プロセスにおいて、初期から多様なステークホルダーの代表からなるワーキンググループを設置することが有益である。

✓ VRE統合を目指したグリッドコードを策定する場合は、国、地域による系統運用の違いを考慮する必要がある。

✓ 改訂には、発電機器の新しい技術力や運用方法、発電普及率の進展など、時々の状況の変化に対応する必要がある。

✓ 適切な改訂サイクルは、VREの統合スピードに依存する。改訂頻度が多い場合は、メーカーが要件の変化に対応できず、少ない場合は電力系統の安定的な発展や

運用に必要な要件の更新が間に合わなくなる恐れがある。

3.グリッドコードの開発プロセス
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ グリッドコード開発プロセスを初期プロセス、改訂プロセスで分けて下記に示す。

適応範囲の定義・策定完了日の指定・主要機関の設定

ワーキンググループの結成・委員長の任命

ワーキンググループ内で原案作成

ワーキンググループを超えた協議

改訂版の発行

導入後レビュー、ギャップの特定

ワーキンググループの改革

グリッドコード改訂プロセス（ギャップへの対応、対応策の実施）

ワーキンググループを超えた協議

発行

初期プロセス 改訂プロセス

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月） p.24 (Table 1) を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems
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4.グリッドコード要件の分類
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ グリッドコードの接続要件は、電力系統の規模やVREの統合レベルによって異なる。

◼ 本報告書では、電力系統の規模とVRE導入段階に基づき、電力系統で必要となる技術要件をまとめている。

◼ 大規模系統
VRE統合初期では、すでに大幅なVRE統合が達成された国の最新規格や
規則から特定されるVRE統合規格に基づくものである必要がある。さらに、小
規模系統の場合よりも、はるかに時間と労力が必要となる。VREの導入が進
んだ段階では、蓄電設備の導入やグリッドフォーミングやブラックスタートサービ
スが必要となる。

◼ 中規模系統
VRE統合初期では、大規模系統と同様に、最新VRE統合規格に基づく必
要がある。また、VREの導入が進んだ段階では、グリッドフォーミングインバータ
や自動発電制御（AGC）に適した、電力制御性能がグリッドコードで要求
される必要がある。

◼ 小規模系統の場合
VRE統合初期では、大規模システムよりも幅広い周波数と電圧の変動に耐
える必要がある。低電圧レベルの小型分散型エネルギー源（DER）であっ
ても制御性とFRT機能（系統じょう乱時における運転継続機能）が必要に
なる。また、統合がVRE統合が進んだ段階では、VREの高い年間電力シェア
を達成するための蓄電設備が必要となる

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月） p.99 (Figure 27) を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

図 グリッドサイズとVRE導入過程に応じたグリッド策定ガイダンス

ケーススタディ① コロンビア
コロンビアでは、自然エネルギーを新しい発電所に統合する、導入過程にある。
VREの高い普及率とシステムのイナーシャの低減を考慮して、統合プロセスの
初期段階から、グリッドコードにFFRなどの新しい技術要件を規定していた。

ケーススタディ② オーストラリア
系統運用者が一定の系統強度を要求し、それを送電事業者が確保することで、その地域
で開発するVREレベルに高い基準を求めてる。また連系強度を必要以上に低下させない
ことが求められており、そのためにVREによって追加で設備を設置する場合もある。

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems
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5.VRE統合に向け必要な技術進化
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ VREのさらなる普及率向上とそれに伴う分散化、デジタル化、最終消費セクターの電化といった変革トレンドに適用するために、さらなる技術
革新が求められる。

◼ 制御性
太陽光発電や風力発電といったVRE発電の電力制御には、出力を下げる能力と要求に応じて出力を上げる機能を備えていなければならない。
VRE発電所は、相当な蓄電量を追加しなければならず、天候に左右されずに安定した発電量を確保することが困難である。そのため、アクティブな電力管理機能が
必要となる。

◼ 通信インターフェースと統合、サイバーセキュリティ
電力系統の運用、制御、監視に複数の異なる通信インターフェースやプロトコルを実装する必要がある。
これらインターネットベースの通信によって、安定した電力供給のためのサイバーセキュリティが重要な要素となっている。特に風力発電技術に対するサイバー脅威はす
でに発生しており、今後送電網のソフトウェアとハードウェアの両方に障害をもたらす可能性があるため、グリッドコード内でサイバーセキュリティの枠組みを開発することが
求められる。

◼ 低電圧配電網におけるLVRT（Low Voltage Ride Through）要件
これまで、LVRTの要件は、中電圧以上のレベルで接続される分散型エネルギー源（DER）に対してのみグリッドコードで規定されていた。しかし最新のグリッドコード
ではすべてのDERにLVRT機能を要求している。

◼ HVRT（High Voltage Ride Through）要件
再生可能エネルギー、特に風力発電が送電系統を通じて接続されることで、HVRTの実装とグリッドコードでの基準化へ議論が高まってきている。
右表は各国のHVRTの仕様を示したもので、オーストラリア、中国、スペインでは、風力発電所と太陽光発電システムが定格グリッドの電圧の130％の電圧変動に
耐えることを要求する厳しい規制がある。

◼ EV充電のための要件
将来EVは電力消費の大きな割合を占めると予想されるため、VRE統合に対応する
ために有用と期待されている。

◼ グリッドフォーミングインバータ（GFI）
VRE普及率100％で運用するためにはGFIの導入が必要であり、各国VREシェアが
上昇していることを受け、グリッドコードにおける議論が始まっている。
ポルトガル・アゾレス諸島やカリブ海の一部地域で、メガワット規模の島峡電力システ
ムがGFIで稼働している。

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月） p.59 (Table ４) を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

表 特定の国におけるHVRTの要件

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems
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6.VRE統合に向けた提言
IRENA “Grid Codes for Renewable Powered Systems”

◼ VRE統合に向けて、電力系統設備の接続要件を定義するだけではなく、政策立案者は以下のような側面に留意する必要がある。

◼ 関係者の役割と責任の明確化
電力システムの安定性に責任をもつシステム運用者は、その役割を明確にし、その責任を果たさなければならない。

◼ 関係者の介入範囲の拡大、運用者間の協力
電力システムの変化により、責任は必ずしも固定的ではなく、時間とともに変化する可能性がある。以前の配電系統運用者は利用者の行動
を管理する非常に限られた責任しか負っていなかったが、DERの導入とサービス提供の活性化によりに、それが変化している。配電事業者は、
ローカルに介入する権利を与えられる必要があり、システム運用者間の協力と調整を強化することも重要である。

◼ 市場アクセスルールの見直し
市場がVRE、貯蔵、柔軟な消費にアクセスできるようにする必要があり、アグリゲーターや仮想発電所を通じた参加も選択肢の一つである。

◼ システム変革ための明確な道筋
新しいDERが接続されるのに合わせて系統を更新することは、非効率になりかねない。システムは、複数プロジェクトや年度にわたって、最適化
が行われる必要がある。

◼ 国や地域ごとの専門知識の蓄積
VRE導入の最大の課題は、技術的な要因ではなく、専門知識や地域特性の把握ができていないことにある。すでにVREがある程度普及して
いるシステムでは、地域の経験や導入に関する知識を持っており、それらを活用・拡大することが必要である

◼ 要件の国際標準化および調和
VRE統合に関する知識を共有し、導入コストを削減するために、接続・運用・計画に関する要件の国際標準化が必要である。電力システム
の設計において、エンジニアリングコストは最大のコスト要因であり、機器だけではなく、システムレベルでの標準化が成功すれば、VRE導入を
促進させる。

出所： IRENA, “Grid Codes for Renewable Powered Systems” (2021年10月） を基に作成
https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems （2023年1月6日閲覧）

https://www.irena.org/publications/2022/Apr/Grid-codes-for-renewable-powered-systems


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 4 

再生可能エネルギーの普及に資する新たな電力関連ビジネス等に関する動向
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1.概要

PPA*のソリューションを提供するPEXAPARK（スイス）では、2021年のPPA市況およびエネルギー
価格高騰による影響をまとめ、2022年以降のPPA市場を見通している。

*PPA: Power Purchase Agreement （発電事業者と利用者との間で締結する電力購入契約のこと）

図1 PPA契約容量
出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.8の図を基に作成

ユーティリティPPA コーポレートPPA 不明 年平均成長率

◼ 2021年の欧州PPA市況

パンデミックおよび電力価格高騰にも関わらず堅調であり、契約容量は過去3年間で42%増という大きな成長率が認められた。（図1）

✓ 発電事業者と企業需要家の間に結ばれるコーポレートPPA（2021年契約容量：6.47GW）が、発電事業者と小売電気事業者との間に結ばれるユーティ
リティPPA（4.63GW）を大きく上回った。

◼ エネルギー価格高騰・変動の影響

従来、PPAのリスク管理は小売電気事業者が行っていたが、エネルギー価格の高騰や変動の影響で価格変動リスクを防止（ヘッジ）するた
めの費用負担が増加し、その結果大きな損失が生じた。

◼ 2022年以降の市場見通し

①（10年契約等の）長期PPA市場は縮小し、短期かつベースロード型（24時間にわたり一定の発電量を提供）のPPAが増加する。

②次世代ビジネスモデルを追求する新しい大型再エネファンドが出現する。

③電力大量消費企業は、大規模な洋上風力発電を中心として、PPA契約だけでなくプロジェクトへの株式投資を行うことが再エネ電力確保のために必要となる。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”
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2-1.欧州におけるPPAの特徴

成熟したPPA市場ではPAP-PPA*よりもベースロードPPA、ユーティリティPPAよりもコーポレートPPAが
増加しているが、いずれの手法においても固有のリスクが存在している。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

*PAP-PPA: Pay as Produced PPA （再エネ電源が発電した全量を固定単価で引き渡すPPA）

◼ 欧州PPA市場の特徴

✓ 発電量に応じて全量を取引する長期PAP-PPA（Pay as produced PPA）は、取引量が保証されず契約単価が低くなることから発電事業者の損失が大きく、
それよりも一定量の電力供給が保証されるベースロードPPAの方が市場では好まれている。（表1）

✓ 電力を大量消費する大型IT企業が再生可能エネルギーによる安定した電力供給を求めてPPA締結を進めたことからコーポレートPPAは増加した。（表2）

◼ 発電事業者、小売電気事業者、企業需要家の留意すべきリスク

① 発電事業者：短期ベースロード型PPAが注目されているものの、実発電量と契約量の差分が市場価格により決済されるため、不足分の購入コスト増大のリス
クが資産運用に影響する。

② 小売電気事業者：電力価格の変動・高騰によるリスクを負う。

③ 企業需要家:バーチャルPPA*においては、地域間の価格差リスクを受け入れる必要がある。またコーポレートPPAにおいては、災害・天候不順や発電事業者の
経営難等による電力供給不足へのリスクヘッジが十分に取られていないことが多い。

◼ ベースロードPPAへの関心の高まりとリスク管理

需要家においてPPA調達競争などのリスクを回避するための市場が存在しないため、新たなリスク管理方法が求められる。

表１ ベースロードPPAとPAP-PPAの比較

ベースロードPPA PAP-PPA

特徴

✓ 固定の契約発電量を24時間
にわたり需要家に供給

✓ 不足分は発電・小売事業者
が市場から購入

✓ 発電分のみを電力供給

✓ 発電分全量に対し、固定単
価で電力価格を精算

リスク
✓ 電力供給事業者：大きい

✓ 需要家：小さい

✓ 電力供給事業者：小さい

✓ 需要家：大きい

関心・需要 ✓ 増加 ✓ 減少

コーポレートPPA ユーテリティPPA

特徴

✓ 企業需要家自身が使用する
電力を直接契約。日々の価
格リスク管理は必要なし。

✓ 企業需要家に有利な価格調
整条項が含まれることが多い。

✓ 小売電気事業者が自社販売
用に再エネ電力を調達。

✓ 小売電気事業者や商社は、
仲買人であり、常に価格リスク
管理を行う。

契約量 ✓ 6.47 GW（2021年） ✓ 4.63 GW（2021年）

*バーチャル PPA：再エネ証書のみを需要家・発電事業者間で取引し、
電力はPPA契約価格からの差分を精算して仮想的に取引を行うPPA

表2 コーポレートPPAとユーティリティPPAの比較
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2-2.市場全体の概況

2021年、PPAは電力価格高騰が要因となり、小売電気事業者にとって不利な契約となったが、対
照的に、大企業を中心とする需要家は脱炭素化手法として検討している。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

図3 2021年 月別PPA取引状況

◼ 2021年のPPA取引概況

太陽光・風力発電において10.99GWのPPAが締結された。（図2）

✓ 内訳は、陸上風力が5.11GW、太陽光が3.69GW、洋上風力が2.19GW。

◼ 電力価格高騰の影響

電力価格の上昇によって特にユーティリティPPAの取引が一時的に減少したが、12月には年末駆け込み需要で契約数は増加した。（図
3）

✓ 価格高騰の局面では、小売電気事業者においてはリスクヘッジ手法としての先物取引の損失が膨らみ、取引所への追加担保の拠出が必要となる。その影響で
供給側にとってはPPA契約自体が難しくなり、10～11月はユーティリティPPA契約数がゼロとなった。

図2 PPA取引容量の発電手法別推移

出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.17の図を基に作成 出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.22の図を基に作成

太陽光 陸上風力 洋上風力

契
約

数

ユーティリティPPA コーポレートPPA 不明



4

2-3.電力価格高騰による影響

2021年末のエネルギー価格高騰により、PPA価格とボラティリティ（変動率） が上昇した。その結果、
小売電気事業者ではリスク管理のための価格ヘッジ費用が増加し、大幅な損失を被った。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

図5 ヘッジとPPAの実績の比較 （10年ベースロード契約、100GWh/年）
出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.21の図を基に作成

― PPAによる収益 ― ヘッジによる収益 2021年 2022年

図4 年率換算実現ボラティリティ

年
率
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ

％

出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.20の図を基に作成

収
益(

百
万
ユ
ー
ロ)

◼ PPA価格の高騰と不安定さ

欧州の基準となるドイツの次暦年電力契約価格におけるボラティリティは、通常（最高でも50%程度）の5倍に相当する250%に達し（図
4）、関係者はPPAビジネスモデルにおける費用対効果の見直しが求められた。

◼ 価格変動がPPA市場に及ぼす影響

通常、小売電気事業者はスタックアンドロールヘッジという手法で価格変動リスクをヘッジしているが、ボラティリティの高止まりによりその費用負
担が大きくなるため、PPA価格の上昇や長期PPAの供給力減少などの悪影響が生じる。（図5）

✓ スタックアンドロールヘッジ：先物市場での買い持ち分を順次買い替えして価格変動リスクをヘッジする手法。価格高騰局面では買い替えにより先物損失が膨らむ
ため、取引所への追加担保の拠出が必要となり、その結果PPAの収益性が悪化する。

◼ リスクヘッジ費用の確保

小売電気事業者においては、特に長期契約に対しては電力価格の変動リスクが大きくなることから、発電事業者と適正価格よりも40%低い
価格で契約することでリスクヘッジ費用を確保したり、契約自体を見送ってリスク回避に努めるなど慎重な行動が見られた。
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2-4.各企業のPPA市場への参入動向

コーポレートPPAのメリットが増え、IT産業などのエネルギー多消費産業における大企業の契約量が増
加している。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

◼ 企業需要家の状況

企業需要家は、一般的に小売電気事業者からの通常の電気料金よりも高い価格でPPA電力を購入するため、契約締結において優位性を
持つ。さらに企業需要家にとって、再生可能エネルギーを安定的に調達できるPPAはリスクよりもメリットが多く、電力価格の高騰局面において
さらなる価格上昇が起こる前のPPA締結が選好されたことで、取引量は一層増加した。

◼ PPA購入企業

2021年においてはAmazon（IT）、Alcoa（鉱業）、BASF（化学）の順に大企業が続く。他は小売電気事業者となっている。
Amazonが、様々な企業需要家、小売電気事業者、仲買業者を含む購入企業の中で、契約量において首位を占めた。（図6）

◼ 産業別の比較

IT産業が欧州全土で2GW以上のPPAを締結しており、契約量において首位を占めた。同産業内での電力消費は、過去６年間、前年比
20%以上増加している。金属鉱業や化学薬品産業も上位に位置しているが、これらは前述の大手企業の大規模契約の影響が強い。

図6 企業別のPPA契約量（2021年契約）

出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.14
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2-5.各国の導入状況

2021年PPA契約量はスペイン、スウェーデンの順に多く、両国とも前年契約量を上回った。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

◼ スペイン

2021年に締結されたPPAの契約容量は3.9GWとなり、欧州全体の1/3を占めた。バーチャルPPAが多いことも特徴である。

✓ エネルギー価格上昇に際して、スポット市場販売時の過剰な利益を防ぐために発電事業者に対して販売価格上限を設けたが、電力の不足を補うための買戻し
に関しては価格上限が設けられておらず事業者が高値での電力購入を強いられたため、物価スライドPPAには大きな影響が生じ、産業界も強く反発した。

◼ スウェーデン

これまで再生可能エネルギー導入が進んでいなかった南部エリアの卸市場価格（SE3、SE4）上昇に伴い、風況の良い北部エリアにおける
従来の陸上風力に加え、南部エリアにて太陽光発電の投資計画が新しく発表され始めている。（図7）

◼ その他注目される国々

① ルーマニア：補助金のない再エネプロジェクト実現に、投資家が大きな関心を寄せている。政府が投資家と発電事業者の直接的な契
約を許可する命令を出すなど、市場主導のPPAが盛況になるように働きかけている。

② ポーランド：再エネ普及施策の1つである「再生可能エネルギープロジェクトに対する入札制度」によって太陽光市場が活況であり、企業
需要家は小売電気事業者とともにPPA調達の拡大に努めている。入札支援に関して2022年から6年間の長期計画が法制上で新た
に定められたこともあり、新たな販路モデルの開拓など、予見性の向上に伴い市場の更なる活性化が期待される。

出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.13の表を基に作成

表3 2018～2021年 国別の契約容量TOP5の推移

出所）PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”（2022年2月）p.26

図7 スウェーデンの月平均翌日卸電力価格
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3.将来の見通し

2022年以降、①長期PAP-PPAの市場の縮小、②次世代小売電気事業者の出現、③大企業に
よる大規模再エネプロジェクトへの株式投資、が見込まれる。

PEXAPARK “European PPA Market Outlook 2022”

◼ 従来の長期PAP-PPA市場は縮小

✓ 多くのPPAは市場成熟や価格変動による混乱で、供給および価格設定が難しくなる可能性がある。

✓ 10年契約等の長期PPA市場の維持には、小売電気事業者と企業需要家が補完しあって取引の大量確保に努めることが必要である。

✓ 例えば、小売電気事業者がリスク緩和のために企業需要家との間で長期にわたる電力相殺取引を実現できれば、その相殺量の多くを
長期PPAに組み入れ、新しい長期ユーティリティPPAを構築することができると考える。

◼ 次世代小売電気事業者の出現

✓ 長期PPA価格の値下がりに伴って、短期（最長５年）のベースロードPPAに投資家の関心が移行し、人材やシステムなどへの投資が進
む他、独自のポートフォリオ管理やエネルギーリスク管理の体制が構築される。

✓ 次世代小売電気事業者のビジネスモデルを追求する再エネ投資ファンドが、ハンブルク、ロンドン、コペンハーゲン等で出現すると予測され
る。このような投資ファンドがリスク管理スキルをもたらし、ポートフォリオレベルでの投資と運用からの高い収益獲得を目指す。

✓ このような短期PPAが従来の長期PPA市場を取引量で上回るようになると予測される。短期PPAが主流となれば、小売電気事業者が
確保すべきリスクヘッジのための費用が削減できるため、将来のPPA市場は成長すると考えられる。

◼ 大企業による再エネプロジェクトへの株式投資の増加

✓ 将来は、大企業のデータセンターや生産活動などで必要となる大量の再エネ電力需要を賄うことが可能な大規模洋上風力に対して長
期供給契約が結ばれていくと考えられる。

✓ 大量の電力確保には競争が生じるため、PPAベースでの調達だけでなく、プロジェクト自身への株式投資が求められる。実際に、BASFが
オランダのある洋上風力発電所の半分近い株式を確保した。

✓ この取引は「株式投資」「大型PPA」「再エネに特化した調達」「日々の売買価格管理を行う取引部門」を組み合わせた調達戦略による
画期的なものであり、補助金を受けずに資金調達を行う洋上風力発電の先進事例として大きな足跡となった。
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IRENA Coalition for Action
“Community Energy Toolkit”

Best practices for broadening the ownership of renewables 
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1.概要
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

再エネを利用するコミュニティエネルギーの取組の意義・要素、考慮すべき側面と確認事項に加えて、
経済・社会・環境に便益をもたらした模範事例、成功のための重要ポイントについて述べる。

◼ コミュニティエネルギーの取組の意義・要素、考慮すべき側面と確認事項

✓ 意義：① 地域社会が再エネプロジェクトにおいてコミュニティエネルギーを分配・所有することで、エネルギー転換を推進する。

② 地域の社会経済的価値を生み出し、地域社会が財政とエネルギー資源を直接管理することで、より独立性を持てる。

✓ 要素：「コミュニティエネルギーの取組の3つの要素」（図1）のうち2つ以上を含む。

✓ 考慮すべき側面：「コミュニティエネルギーの取組で考慮すべき７つの共通の側面」（図2）を持つ。

✓ 確認事項：取り組みを進める中で「共通の側面とチェックリスト」（次ページ）を使用して必要事項を確認する。

◼ ケーススタディ（全11例中、フランス、日本、スペイン、ドイツの事例を以降のスライドに整理）

✓ 意義：① 地域社会は知見を得たり、同様の取組を進める他の地域社会から学ぶことができる。

② 地域社会との共同事業に従事した経験を持つ関係者を特定し、再エネによる共通の価値を創出できる。

◼ 成功のための重要ポイント

✓ 地域社会による再エネ事業の成功には、政府による政策環境の、さらに金融機関や他の共同事業者による財政・技術・知識の面で支援が必須である。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月 ）を基に作成 図2 コミュニティエネルギーの取組で考慮すべき７つの共通の側面

01  導入地域と政策環境
02  技術
03 所有権とガバナンス
04 資金調達
05 社会経済的効果
06 文化に関する考慮点
07 ジェンダーに関する考慮点

図1 コミュニティエネルギーの取組の要素

地域の組織が
決定権を持つ。

利害関係者が、再
エネ事業の大部分
か全てを所有する。

社会的・経済的な
利益が地域で分
配される。
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内容 地域社会のチェックリスト

1. 導入地域と
政策環境

◼ 導入地域：取組が策定・
実行される政策環境を
左右

◼ 政策:
① 事業の市場参入を促す

規制措置
② 資金調達を支援する

財政措置
③ 必要な技能・知識習得を

支援する行政措置

✓ 満たすべき規制要件
✓ コミュニティエネルギー支援の政策と

事業計画の用意
✓ 再エネ事業に対する地域社会の理

解
✓ 電力網への接続か単独運営かの

選好

2. 技術 利用する再エネ技術は
最終的に地域の状況に
基づいて選択

✓ 取組の目的と規模
✓ 地域の再エネ資源の将来性、事業の

実施や導入地域
✓ 現地調達部品と労働力の入手可能

性
✓ 地域の理解が最も得られる再エネ

資源
✓ 技術を構築・運営・保持する手段の

有無

3. 所有権と
ガバナンス

◼ 再エネ事業の所有権：
知識、土地、労働力、
金融資産を含む資源の
入手が重要

◼ ガバナンス：地域社会
は意思決定の中心的
存在。共同事業者との
協力の枠組みも必要

✓ 事業の発起人
✓ 所有権を望む程度。再エネの取組に

利用できる法体系
✓ 負う責任、再エネの取組の決定方法
✓ 地域の構成員を参加させる手順

内容 地域社会のチェックリスト

4．資金調達 地域社会からの寄付、外部
の官民からの補助金、借入、
エクィティファイナンス（企業の
新株発行による資金調達）
等の混成

✓ 資金調達面で取組に貢献できる
こと

✓ 利用できる外部の資金調達源

5．社会経済的
効果

① 安価で信頼できる再エネ
の利用、地域での雇用、
住民の技能習得、健康
への好影響、公共福祉

② 電力網への売電による利
益

✓ 便益を得る方法
✓ 地域社会構成員への便益の

分配方法、コストと便益の公平な
分配

✓ 再エネの生産的利用や他の持続
可能な事業開始の機会

6. 文化に関する
考慮点

① 重要な決定が地域の
基本的価値観と一致
するよう慣習を考慮

② 共同事業者は、地域の
意思決定に影響する
文化的価値観、考え方、
慣習を意識

✓ 基本的価値観と慣行
✓ 共同事業者への要求

7. ジェンダーに関
する考慮点

① 女性を取組のリーダーに
することによる男女の
役割の古い意識の変革

② 女性が技能習得や
再エネ事業設立の機会
を得て社会経済的便益
を取得

✓ 女性の参加への奨励・支援の
方法

✓ 地域社会や事業での男女
不均等の十分な認識の有無、
その解決法

✓ 事業での女性の役割への配慮の
有無

２.コミュニティエネルギーの取組の7つの共通の側面とチェックリスト
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

地域社会はチェックリストを使用して、必要事項の確認、基本的価値観に沿った将来の予測、運営
環境の検討、さらに再エネの所有により社会経済的価値を最大化する方法を見出すことができる。

表１ コミュニティエネルギーの取組における7つの共通の側面とチェックリスト

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）を基に作成



11

3-1.フランス Enercoop：国内最大の再エネサプライヤーへの行程
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

国内最大の社会的共通益協同組合（SCIC※）Enercoopは、2005年の創立以来100%再エ
ネの分散型供給を行い、また活動の多様化により、さらに多くの便益をもたらしている。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit” 2021年11月）、Enercoopウェブサイト Electricity by and for citizens – Enercoop（2023年1月24日閲覧）を基に作成

※従来の協同組合の発展型で民間企業に分類され、経済活動により利益をあげること、また多様な利害関係者への所有権とガバナンスが認められている。

特徴 ✓ グリーン電力（電源：太陽光、風力、バイオマス）335MWを個人発電者から購入し、101,000の需要家に供給。

✓ 国内11ネットワーク、組合員55,000人の多様な利害関係者（需要家、再エネ発電者、その他事業体）への所有権とガバナンス付与

✓ 2018年以降、模範的な市民/コミュニティによる27事業に計800,000ユーロを寄付。

✓ 市民/コミュニティの再エネ発電事業者と長期（平均16年間）直接契約を締結。
（同組合は、一般的な再エネ電力価格の2～3倍の水準で発電事業者からの電力を買い取り）

✓ 発電設備設置場所の半分の80か所を市民やコミュニティが所有（同組合の発電事業者による総発電量の16%を発電）。

再エネへの参画理由 市民が意思決定し、同組合内に供給者を持つ、エネルギー転換のための分散型100％再エネモデルの構築が目的。

✓ 同国のエネルギー制度は中央集権的で、エネルギー構成は原子力が圧倒的な状況下、活動グループが市場開放を目的に同組合を創立。

ガバナンスと意思決定
プロセス、重要な決定
の際の組合員の役割

✓ 活動に参加する全利害関係者が代表者を選出、代表者は委員会の組織、戦略的事項の決定、代表理事を任命。

✓ エネルギー問題に対し地域レベルで意思決定できるよう、組織の分散に注力（2009年以降）。

図3 Enercoopと利害関係者の相関図

Enercoop

需要家

再エネ発電者

地域の公的事業体

国外のエネルギー共同体

エシカル企業

金融業、その他

売電 協力

電力供給やサービス提供

市民/コミュニティ事業へ資金援助

https://www.enercoop.fr/la-production-de-notre-electricite/electricite-par-et-pour-les-citoyens


12

3-1.フランス Enercoop：国内最大の再エネサプライヤーへの行程
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）

組合員への便益 民主的な取組への参加で100％再エネが利用可能。また多様な活動が組合の経済成長と、より多くの便益をもたらす。

✓ 多様な活動

① 消費者の省エネを支援する新サービス開発。

② 市民主導のエネルギー生産プロジェクト開発の援助。

③ エネルギー貧困緩和事業を援助する基金設立への貢献。

④ 組合員との交流と活動研修、情報講座、新製品の実地試験、話し合いの場等の提供。

創立と運営における
試練

創立時

現在

✓ 規制上の制約により、通常のエネルギー事業はもとより再エネ事業の開始はより困難であった。さらに再エネ発電事業者は、規制により
補助金受給のためには国営小売電気事業者に売電の必要がありリスクが高いため、同組合の事業には少数の再エネ発電事業者しか
参加しなかった。

✓ 公営水力発電設備からのエネルギー購入の入札に必要な金融業者からの保証を受けられなかった。
（他国の組合や国内外の銀行の援助で保証を受けたことが転換点に。法改正後は、再エネ発電の公的支援対象の生産者から直接
電力を購入可能に。）

✓ 市場では、再エネ証書付きの原発の電力が出回り、エネルギー転換への貢献は一様ではない。
一方、同組合は、同一設備での電力と保証書の協同購入に基づくグリーン電力供給を目標とする。

共有したい重要な教
訓

自発的に組織内外で育まれ維持される「協力」の一言に尽きる。同組合は、市民主導のエネルギー転換に協力する多くの
利害関係者の考えを基に、国内外の協力者に支えられ、信念を持ち変革を起こした。

新型コロナの影響 ✓ 総会等の行事はオンラインで開催。また新しいSNS開始により組合員同士の情報・意見交換が可能。
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3-2.ほうとくエネルギー&湘南電力：発展的コミュニティエネルギー共同事業
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

地域社会が設立したほうとくエネルギー（株）は、湘南電力（株）や地域の企業と連携し、再エネ
利用のコミュニティエネルギーを地域に供給し、地域活動を支え、EVシェアリングサービスも提供する。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）を基に作成

表２ 小田原・箱根地域のコミュニティエネルギー共同事業の推移

2011年 福島原発事故の影響による停電等のため地域の行政指導者が活動を開始し、ISEP関連行事中に小田原市がエネルギー会社創立案を提出。
また同市役所とISEPが地域社会で再エネ関連講座を開催、多くの人が活動への参加に関心を示す。

2012年 ✓ ほうとくエネルギー設立：12月、神奈川県小田原市と、地域の経済リーダーの協力による。
✓ 1MWの屋根設置型太陽光発電設備の開発計画策定：環境省の助成金計画への応募後に実行。
✓ 資金調達： ① 地域の24企業からのエクイティファイナンス（株式発行による資金調達：3,400万円）

② 地方組合銀行からのローン
➂ 環境省のグリーンファンド（地域脱炭素投資促進ファンド事業）による資金調達（劣後ローン・劣後債）

2014年 ほうとくエネルギー初の太陽光発電事業実行（1MWの地上設置型と公的施設の屋根設置型3基）

2015年 小田原市が地域エネルギー計画を策定：2050年までに再エネ率50％達成の長期目標を設定。

2016年 ✓ ほうとくエネルギー、湘南電力が提携開始
湘南電力は地域の再生可能電力を優先し、利益の一部を地域活動に返還しており、地域に根差した両社の協定は自然に決定。

✓ 箱根小田原のエネルギー協定（ECHO）を締結（上記2社に加え、小田原ガス（株）、（株）古川の全４社間）
小田原ガスと古川は住民需要家への流通機構を利用して販売代理を行うなど相乗効果が生まれる。全利害関係者が視点を共有し、具体的
なビジネスモデルの議論を開始（次ページ図4）。

✓ ほうとくエネルギーは、松田町、湘南電力、ENERES（当時の湘南電力の大株主）と協定契約を締結
太陽光プラス蓄電池（太陽光発電設備に蓄電池を併設）事業を経済産業省の支援により導入。

2017年 湘南電力の所有権をENERESから小田原の主要な利害関係者へ譲渡

2019年 EVシェアリングサービスが小田原市で開始（湘南電力が設立したREXEV社による）

2020年 箱根・小田原地域の再エネ比率23%（ほうとくエネルギーが湘南電力へ販売した再エネ発電電力）

2021年 総計2,354kWの電力を同地域の26か所で発電
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3-2.ほうとくエネルギー&湘南電力：発展的コミュニティエネルギー共同事業
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”
（2021年11月）P.34を基に作成

※ エネルギーから経済を考える経営者ネットワーク会議
（地域の中小事業の経営者による）

ECHOによる小田原
市への便益

✓ 地域が再エネを利用できる。また、湘南電気の小売電気プランにより電気料金の1％が文化・芸術・福祉に関する地域活動に寄付。

✓ 環境省からの補助金によるREXEVのEVシェアリングサービスとバッテリー充放電リモートコントロール技術の実証プロジェクトによる便益を
享受（商業的サービスは2020年6月に開始）。

策定と実施における
小田原市の最大の試
練

✓ ほぼ太陽光に限られた再エネ資源、FIT価格の減少、電力市場の法改正等。

✓ 湘南電力は、効率的な取組のための戦略的な調達や技術開発を念頭に問題解決を探っているが、全国で同様の例がなく課題は多い。

共有したい重要な教
訓（小田原市）

✓ リーダーシップと開かれたコミュニケーションが重要な役割を果たした。
福島の災害発生後、市長は地域再エネ計画と開発に関心を持つ関係者との話し合いを迅速に開始した。

✓ 地域の企業がほうとくエネルギー設立のために出資。ENERESも、地域主導のエネルギーサービスは地域の参加者が企業のガバナンスに
参加してこそ強化されると考え、湘南電力の所有権の大半を地域の事業体に譲渡した。
これら全てが、合同事業パートナーのCEOやその他の地域リーダーの努力の成果である。

新型コロナの影響
（ほうとく）

✓ 2020年にEVシェアリングサービスは新型コロナ緊急事態宣言下で開始、ユーザー数は伸び悩んだが、2021年初めまでに1,000人以上。

ほうとく
エネルギー

地域貢献
自治体

商工会議所
NPO

※ エネ経会議

需要家
地域の企業

自治体

その他の地域エネルギー生産者

湘南電力

小田原ガス古川

売電 電力供給

売電

代理契約

地域社会との協力

販売代理

図4 ECHOのコミュニティエネルギーパートナーシップ

ECHO



15

3-3.スペイン Som Energia：分散型再エネによるエネルギーシステム転換
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

Som Energiaは、 国内最大の再エネを供給する非営利再エネ共同組合であり、 多様な事業や
資金調達法により政策障壁を乗り越え、事業の拡大や分散型再エネ普及を推進する。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）

特徴

構成 2010年ジローナで創立、組合員75,000人、需要家133,000人

発電設備・電
力量

2021年に14基（太陽光）、1基（バイオガス）、1基（水力）を所有・運営。
発電容量は総計14.1MW（年平均発電電力量24.6GWh）。
組合員の電力消費量の5％を供給、残りは市場から再エネ証書付電力を調達（2020年の総売上高は7千万ユーロ）。

事業の所有権 100％組合員が持ち、年毎に出資への配当を得る（1人100ユーロ以上の出資、配当：2021年は1%）。
組合とエシカルバンクによる株の公開を検討中。

資金調達 投資家は株式資産投資に加え、「Generation kWh事業」へも加入可能。
同事業は、FIT終了後の資金調達法として考案。
1口100ユーロの出資に対して170～200kWhのエネルギー割当に相当する額が年間電気料金から差し引かれる。
これにより、組合員4,600人が450万ユーロを無利子ローンとして太陽光発電設備3基に出資。

最近の活動 組合員の屋根設置型システムの集団購入26件を編成し、発電需要家コミュニティを構築、1,300の設備を製造。
発電需要家数は2021年6月に3,000、2021年末までに4,500となる予定。

再エネに
参画した
理由

ドイツの協同組合訪問時、自国での創立を思いつき、関心を持つ起業家と連絡を取り実現。
組合の参加者にとっては、気候変動や原子力エネルギーなどの環境的懸念が動因。

✓ 創立の2010年は、気候変動に対する国際的活動開始の年。

✓ スペインではエネルギーの寡占や政治との結びつきが強く、電力分野は少数の大企業による独占が継続。

ガバナンスと
意思決定/
重要決定
の際の組合
員の役割

✓ 組織構造は下部から上部への流れ。
集会は最も重要な意思決定の場で、組合員は等しく1票をもち、重要な決定や委員の選出も行う。

✓ 地域のグループは、様々な活動を各々で実施。
例：新組合員勧誘、情報キャンペーンの企画、能力開発活動、エネルギー供給の拡大、エネルギー部門以外の協同組合との関係構築。

✓ 地域グループが共同組合を組織するので中央で決めたルールは適用しない。別の組合やカーシェアリング組合を設立し、連携する者もいる。
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3-3.スペイン Som Energia：分散型再エネによるエネルギーシステム転換
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”
（2021年11月）を基に作成

Som Energiaへの
参加による組合員へ
の便益

✓ 同組合の発電設備の再エネを利用可能

✓ より多くの地域のエネルギーコミュニティと組合を作る手助けが可能

✓ 男女平等の便益。過去4人の代表理事の中で女性は2人

策定と実施における
最大の試練

1. 現行法では協同組合やコミュニティエネルギー事業推進の環境が整わず、クリーンエネルギー法の成立を待っている。

✓ バーチャルネットメータリング※事業は、規模（最高100kW）と参加者（設備の500m以内）に制限がある。
※バーチャルネットメータリング：他の場所の太陽光発電設備の発電量を自宅屋根上にあるかのように扱い（分散型太陽光発電システムの発電量から、電力消費
量を差し引いて、余剰電力量を次月に繰り越す）、ネットメータリングを適用する電気料金の削減や税額控除の仕組み。

2. 再エネの価値の認識が人々の間に浸透しておらず、再エネの普及や同組合の事業を阻む。

✓ 多くの人が再エネの生む便益に価値を置かず価格面のみを重視しており、入札は再エネを最低コストで調達する目的で、最大手再エネ企
業のみが利益を得て、同組合のような小規模組織は不利を被る。

✓ さらに、多くの地域で再エネ事業に住民が反対し、分散型の再エネ普及や組合員の多い地域での事業が難航。

共有したい重要な教
訓

✓ 政策では活動やガバナンス（株主や構成員）に地理的な制限がある地域エネルギーと、それがなく活動内容もより広範にわたる市民エネ
ルギーの違いを考慮すべきである。コミュ二ティエネルギーに関して政府は地域エネルギーを重視するが、市民エネルギー協同組合の持つメ
リットに目を向けるべきである。

✓ 将来、再エネ容量が必要量を超えると予測されるが、地域社会と人を支え、信頼できる再エネ資源開発方法が必要。

✓ エネルギー制度を変えるのはNGO、協同組合、コミュニティエネルギーには難しい。影響を及ぼすには世界経済モデルを変える努力が必要。
協同組合は社会資本の重要性や社会経済の可能性を示すので、法改正による市民協同組合の増加を願う。

新型コロナの影響 ✓ 最初は組合員の参加が減り、今は以前の状況に戻りつつあるが、電気料金を払えない組合員が増加。

Som Energia

需要家

市場 組合員

エシカル銀行

組合の発電/市場からの電力供給やサービス提供
電力供給やその他サービス、配当

出資

株式公開を検討中

売電（再エネ証書付）

図5 Som Energiaの相関図
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3-4.ドイツ Urstrom：市民活動によるマインツのエネルギー転換
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

市民協同組合Urstromは、マインツ市のコミュニティエネルギーへの転換を牽引し、組合員間の交流
を深め、さらにEVシェアリング事業や他のeモビリティの協同組合の創立等にも尽力している。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）

特徴 2010年に創立、クリーンで平等な分散型のエネルギー供給、EVシェアリング事業、他のeモビリティの協同組合の創立を支援

✓ 組合員は470人、4人家族の260世帯に十分供給可能な1.1MWpの設備容量の太陽光発電設備17基を運営（2021年）。
最小設備は年間７MWh（屋根設置型）、最大は378MWh（工場に設置）、年間平均1GWh以上を発電し、720トンの二酸化炭素
排出を削減。

✓ 2018年、市民の100%グリーンエネルギーEVシェアリング事業を開始。
EV８台が市内５か所で利用でき、需要家260名が契約。
また市民のEVシェアリングのヨーロッパのプラットフォームThe Mobility Factoryを共同創立。
2020年にはeモビリティのドイツ傘下協同組合Vianova eGの創立メンバーとなる。

✓ 農業用太陽光発電による資源効率の高い土地活用の支援方法を調査中。

再エネへの参画の
理由

「草の根エネルギー転換」の考えを持つ同市出身の6名が2010年に「エネルギー協同組合の事業開発者」研修で出会い、マ
インツ初の市民協同組合創立を決定し、100％グリーン電力の太陽光発電設備の半径100km以内への建設計画を策定
同年9月、9人でUrStromを創立

ガバナンスと意思
決定/
重要決定の際の
組合員の役割

✓ 月例会議を中心に、管理委員会と監査委員会が出席、組合員は自分が関連する会議に出席可能。
重要決定は、これらの会議で準備・議論の上、実行。
全組合員が自発的に参加し、階層がないため個人の意見や見解の自由な発表が可能。

✓ 年次総会も重要であり、管理委員の仕事を管理する監査委員が選出。
出資金額に関わりなく一人一票を投票。

UrStromへの参
加による組合員へ
の便益

✓ プロジェクトUrStromでは、「所有から共有へ」の考えを持つ市民がEVシェアリング所を設置。
これにより太陽光発電電力に加え100％地域発電のグリーンEVを利用可能。

✓ 懇親目的で月例会議を開催。組合員や関心を持つ人々が目標等の発表や意見交換が可能。
エネルギー転換の指針となるプロジェクトを提案する年中行事もよい刺激となる。

✓ 組合員の90％が、再エネの普及と気候変動対策のため同組合に投資。
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3-4.ドイツ Urstrom：市民活動によるマインツのエネルギー転換
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）を基に作成

創立・運営の最大の
試練

当初から苦労の連続だが、市の環境部長の信頼を得て廃棄物処理会社と提携、太陽光発電設備を建設・委託

✓ 政府は再エネ条例を頻繁に改正し、それにより大企業には有利に、市民協同組合には不利となる。
従って太陽光発電契約内容は毎回異なり、組合員の負担となる。

✓ 入札も大集団が優遇され、平等なエネルギー生産を妨害
このため市民のエネルギー転換に利点があるにもかかわらず、政府が支援する権力構造が保たれる。

✓ 太陽光発電設備やEVシェアリングの普及のために政治を変えるのは困難
市や環境エネルギー省に連絡して我々の考え等への政府の支援を要請

共有したい重要な教
訓

✓ 政府が我々の活動に協力的であれば、より多くのことが達成できていたと思うが、UrStrom創立の正しい決断はできた。
政治の障壁を乗り越える創造的な方法を学び、素晴らしい人々を得た。

✓ 政治的な困難に直面しても、市民によるエネルギー転換のため根気よく進むこと。

新型コロナの影響 ✓ 太陽光モジュールや輸送市場の供給業者に重大な影響
価格上昇は痛手であったが、電気とガス販売事業は急成長

✓ 新EVシェアリング設立に関心を持つ人への情報行事が開催できず、計画に影響
環境意識の高い人の交通需要が減少
また組合員同士の対面でのふれあいが不足

図6 UrStromの相関図

UrStrom

需要家

組合員

他の市民/協同組合カーシェアリングサービス

電力供給、カーシェアリングサービス提供 電力供給、カーシェアリングサービス提供、配当

出資

設立（同組合で/共同で）
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4.再エネの取組を成功させる重要ポイント
IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”

地域社会による再エネ事業の推進には、政府による安定かつ予測可能で平等な、助力となる政策
環境、さらに金融機関や他の共同事業者による財政・技術・知識面での支援が必須である。

出所）IRENA Coalition for Action “Community Energy Toolkit”（2021年11月）を基に作成

表3 再エネの取組を成功させる重要ポイントと該当する取組の側面
重要ポイント 該当する取組例 該当する側面

◼ 地域社会は、再エネを有効利用し、便益を高める機会を見出す。
✓ UrStrom

EVシェアリングの様に再エネを交通分野等の脱炭素に使用
✓ 社会経済的効果

◼ 地域社会の構成員同士の対話により共通の目的を持ち、その集
団の知識と経験を利用して取組を実行

✓ UrStrom、Som Energia
• 協同組合による所有権と民主的意思決定
• 専門知識の提供
• 多様な取組

✓ 導入地域と政策環境
✓ 所有権とガバナンス

✓ ほうとくエネルギー&湘南電力
• 対話による再エネビジネス機会の創出
• 地域の再エネの価値の共通の認識

✓ 導入地域と政策環境
✓ 所有権とガバナンス
✓ 社会経済的効果

◼ 取組の成功は多くの場合共同事業の成果

✓ ほうとくエネルギー&湘南電力
ほうとくエネルギーとECHOの創立における地域の経済リーダーの中心的な役割

✓ 導入地域と政策環境
✓ 所有権とガバナンス
✓ 資金調達

✓ Enercoop
外国の協同組合やエシカル銀行による資金調達

✓ 資金調達

◼ コミュニティエネルギーの取組の事業計画を作成するため
• 再エネ技術研修により能力を構築
• 規制要件と政府の政策を理解
• 必要な金融知識を習得

✓ タンザニアの女性団体による水力発電の開発・運営・管理
✓ ナイジェリアの太陽光発電設備とそれを利用した農業機器の導入

✓ 社会経済的効果
✓ 導入地域と政策環境
✓ 資金調達

◼ コミュニティエネルギーは、ジェンダーや若者に対する包摂や平等の
手段となり得る。

✓ 上記水力発電事業での女性による指導的役割
✓ 上記農業機器導入に伴う女性の技術習得・経済的自立

✓ ジェンダーに関する考慮点

◼ 共同事業者による地域の状況、価値観、要求の理解

✓ カナダ北部、アフリカ、東ティモール
これらの理解が意思決定を助け、地域慣行のガバナンス体系への統合、金融
慣行の地域の課題への適応、部品の入手可能性の考慮の重要性を指摘

✓ 文化に関する考慮点
✓ 所有権とガバナンス
✓ 技術

◼ 他の地域社会に助言や指導を要請できること
✓ オーストラリアでの無利子ローン提供の回転基金
✓ マリの太陽光灌漑でのドイツの協同組合による資金調達の支援

✓ 社会経済的効果
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欧州委員会
“2022 Report on the Achievement of 
the 2020 Renewable Energy Targets”
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１.概要
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

◼ 本報告書は、2009年再生可能エネルギー指令（RED I）に基づく2020年再生可能エネルギー導入目標について、加盟各国からの報告
に基づき、欧州委員会がEU全体と加盟各国別の達成状況を評価した結果をまとめたものである。

◼ 2020年に、EU27ヶ国の最終エネルギー総消費量に占める再生可能エネルギー比率は22.1％となり、2009年再生可能エネルギー指令
（RED I）で掲げた比率目標の20％を達成した。

◼ 次ページ以降では、EU全体および加盟国別の2020年再生可能エネルギー導入目標の達成状況の評価と、評価報告書で今後の教訓に
なると紹介されている再生可能エネルギー普及に成功した加盟国の成功事例を中心として、報告書の内容をとりまとめる。

⚫ 背景
✓ 2009年再生可能エネルギー指令（RED I）に基づき、EU加盟国には、EU全体の2020年再生可能エネルギー導入目標（最終エ

ネルギー消費に占める比率20％以上）と整合した国別の導入目標が課せられていた。
✓ EUガバナンス規則（2018/1999）第27条の規定に基づき、加盟国には、2022年4月30日までに、2020年国別再生可能エネル

ギー導入目標の達成状況を欧州委員会に報告することが求められた。
✓ 加盟国が報告書で提供した情報は、欧州統計局（Eurostat）のデータと科学文献で補完され、本書で要約と分析とが行われている。

⚫ 本報告書の構成

✓ 本報告書は、5つの章から構成されており、序章では報告書の背景・位置づけが説明されている。
✓ 第2章では、再生可能エネルギー普及に関するEU全体の進捗状況について、電力、冷暖房、運輸の個別分野の評価も含めて、2011

年から2020年までの推移を評価している。
✓ 第3章では、2020年の再生可能エネルギー導入目標達成状況の評価にあたって、新型コロナの影響の有無を検証している。
✓ 第4章では、まず加盟国別の進捗状況を評価するとともに、2020年国別再生可能エネルギー導入目標達成のために実施された措置と

して、加盟各国の支援制度や発電源証明（Guarantee of Origin：GO）の発行状況、再生可能エネルギー導入に関する行政手
続きの簡素化の状況が概説されている。加えて、再生可能エネルギー普及に成功している加盟国の成功事例も紹介されている。

✓ 第5章では、結論として、REDⅠに基づく枠組みに対する評価の総括と2030年導入目標達成に向けた展望が整理されている。

本文書の概要

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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2.EU全体における再生可能エネルギー普及の進捗
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

◼ 2020年に、EU27ヶ国の最終エネルギー総消費量に占める再生可能エネルギー比率は22.1％となり、2009年再生可能エネルギー指令
（RED I）で掲げた比率目標の20％を達成した。

◼ この増加には電力分野が大きく寄与しており、2020年に全電力消費量の37.5％が再生可能エネルギー起源となっている。

◼ 技術別に再生可能エネルギー総消費量の内訳を見ていくと、固形バイオ燃料を中心としたバイオマスエネルギーが58.1％と大半を占めており、
次いで風力14.3％、水力12.4％、太陽光6.9％と続いている。

◼ 報告書では、新型コロナの影響による2020年の最終エネルギー消費量の減少を受けて、目標達成が容易になったと結論づけている。

◼ 新型コロナの再生可能エネルギー目標への影響
✓ 需要面を見ると、2020年にEU全体の最終エネ

ルギー消費量が、前年比で8％減少。
✓ 減少率は加盟国によって異なり、ルクセンブルク

（-13.7％）、スペイン（-12.3％）が最も減
少したのに対し、スウェーデン（-2.4％）、ルーマ
ニア（-1.4％）は微減にとどまった。

✓ 供給面で、再生可能エネルギー発電分野は他の
電源に比べて影響をあまり受けていない一方で、
運輸部門のバイオ燃料や暖房用バイオマスは、需
要減少に伴い、大きく影響を受けた。

✓ こうしたエネルギー需給への新型コロナの影響によ
り、電源構成における再生可能エネルギー比率の
増加につながったが、増加は実際の新規設置導
入容量によるところが大きい。

✓ 全体として、エネルギー消費量の減少は、加盟国
にとって目標達成を容易にしたと結論づけることが
できる。

図 EU27ヶ国の再生可能エネルギー比率（2011～2020年）

全体 再生可能電力 再生可能熱 再生可能輸送燃料

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）, p.4 (Figure 1)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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3.EU加盟国別の再生可能エネルギー普及の進捗
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

図 EU27ヶ国の加盟国別2020年再生可能エネルギー導入目標と実績

全再生可能エネルギー比率（統計上移転含む） 全再生可能エネルギー比率（統計上移転含まず） 2020年導入目標

加盟国（売主） 加盟国（買主） 再生可能エネル
ギー量（GWh）

リトアニア ルクセンブルク 250

エストニア ルクセンブルク 400

デンマーク ベルギー 1,800

フィンランド ベルギー（フランドル） 250

チェコ共和国 スロベニア共和国 465

フィンランド ベルギー（フランドル） 20

リトアニア ベルギー（ブリュッセル） 152

フィンランド ベルギー（フランドル） 1,650

エストニア マルタ 20

デンマーク オランダ 13,650

エストニア アイルランド 2,500

デンマーク アイルランド 1,000

表 2020年に発効した再生可能エネルギー量の統計上移転

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）, p.9 (Figure 6), p.12 (Figure 10)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

情報源：Eurostat SHARES

◼ 2009年再生可能エネルギー指令（RED I）では、加盟国別に法的拘束力のある最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギー導入
目標を設定していた。

◼ RED Iでは、統計上移転、加盟国間の共同プロジェクト、加盟国と第三国との共同プロジェクト、共同支援制度という加盟国間の4種類の
協力の仕組みを想定しており、このうち両加盟国間の合意による統計上移転を用いて複数の加盟国が2020年目標を達成している。

◼ 国別導入量と通知されている加盟国間の再生可能エネルギー量の売買に基づく統計上移転との両方を考慮すると、フランスを除くすべての
加盟国が、2009年再生可能エネルギー指令（RED I）に基づく2020年導入目標以上の比率を達成した。

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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4.EU加盟国における再生可能エネルギー普及の成功事例①
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

◼ 報告書では、以下のような再生可能エネルギー普及に成功した加盟国の事例から、今後10年間の教訓が得られるとしている。

◼ 具体例として、投資家への予見可能性の提供や再生可能エネルギー開発に関わる迅速な許認可手続きに関する事例が紹介されている。

◼ 投資家への予見可能性の提供
✓ 支援制度、入札スケジュール、利用可能な予算が予測可能な安定した政治状況は、関係者に投資の予見可能性を提供する。

◼ 再生可能エネルギー開発に関わる迅速な許認可手続き
✓ 迅速な許認可手続きは、2018年12月発効の2018年改正再生可能エネルギー指令（RED II）とさらなる指令改正のための

REPowerEU案に規定されているものを含め、2030年目標達成に必要な再生可能エネルギー普及を加速し、ロシア産の化石燃料へ
の依存を減らすために不可欠である。

✓ プロジェクト推進者から見て窓口が一本化されることが、行政手続きの円滑化・迅速化にとって重要である。
✓ オランダでは「All-in-one Permit for Physical Aspects」と呼ばれるワンストップショップ方式により、主要な許認可を一括取得するこ

とが可能である。ワンストップ・ショップはオンライン・プラットフォームを通じて行われ、担当当局は1つだけである。また、物理的側面に関する
許認可について、「標準手続きによる意思決定期限は8週間とし、更に最長6週間延長することができる」と規定しており、期限を過ぎると
自動的に許認可が発行される仕組みとなっている（詳細情報リンク：https://www.eclareon.com/en/projects/res-simplify ）。

✓ 一方、欧州委員会がREPowerEU計画で推奨している通り、加盟国は、許認可プロセスを短縮・簡略化した、再生可能エネルギー専
用の「優先地域」を指定する必要がある。いくつかの加盟国では、再生可能エネルギーの開発可能地域を示す地図などの類似した手段
を実施しているが、迅速な許認可取得に繋がる専用の規制枠組みにリンクしていないため、効果は限定的である。

✓ スペイン政府は、風力発電と太陽光発電に関する2つの地図を作成し、分析したプロジェクトの種類ごとに5つの環境感度（最大、超高、
高、中、低）に分類している。

✓ 上記に関連する実践例については、欧州委員会による「再生可能エネルギー・プロジェクト許可取得手続きの迅速化に関する手引き
（Guidance to Member States on good practices to speed up permit-granting procedures for renewable 
energy projects and on facilitating Power Purchase Agreements ） 」にも記載されている（詳細情報リンク：

https://energy.ec.europa.eu/speeding-permit-granting-and-ppas-swd2022149151_en ） 。

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）, p.18を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://www.eclareon.com/en/projects/res-simplify
https://energy.ec.europa.eu/speeding-permit-granting-and-ppas-swd2022149151_en
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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4.EU加盟国における再生可能エネルギー普及の成功事例②
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

◼ カーボンプライシングによる再生可能エネルギーの競争力強化
✓ EU-ETSに加えて、炭素や排出汚染に価格設定することで、再生可能エネルギーが対等な立場で競争できるようにする。
✓ 運輸部門における再生可能エネルギー比率が約32％と最も高いスウェーデンでは、1991年に炭素税が導入された。
✓ リトアニアでは、暖房用バイオガス、固体および液体バイオマスを免税した上で、環境汚染に対する一般税を課している。バイオガスなどに

対する他の支援措置により、冷暖房部門における再生可能エネルギー比率は高くなっている（2020年50.4％）。

◼ エネルギー政策・プロジェクトへの国民の支持向上
✓ エネルギー政策と開発プロジェクトに対する国民の支持を高めることは、エネルギー移行を成功・持続させる鍵である。
✓ これには市民の早期参画や、場合によってはデンマークで創設されたような地域住民に対する財政的インセンティブも含まれる。

◼ 運輸部門におけるバイオ燃料の利用拡大
✓ 廃棄物由来のバイオ燃料の利用は、非生物由来の再生可能燃料とともに、特に電化が困難な運輸部門における脱炭素化に向け、持

続的に貢献することができる。
✓ 2018年改正再生可能エネルギー指令（RED II）は、2030年の先進バイオ燃料比率目標3.5％を掲げている。
✓ 2016年以降、EUの消費量は2020年に1,224 ktoeと2倍以上に増加している。移行をリードする加盟国は、比率3.6％のスウェーデ

ンで、これにエストニア、フィンランド、イタリア、オランダが続き、いずれの国も1％を超えている。

◼ 導入拡大の対象を特化した政策措置の導入
✓ 再生可能エネルギーの大幅な普及拡大には時間がかかるが、特化した政策措置によって短期間で結果を出すことができる。
✓ 例えば、2020年当時、アイルランドにはコミュニティー所有の風力発電所は1基しかなかった。以降、再生可能エネルギー電力支援制度

とコミュニティー実現枠組みによって、エネルギー・コミュニティーに焦点を当てた措置が取られ、その結果、新規エネルギー・コミュニティー・プロ
ジェクト申請17件に成功し、プロジェクトの開発・運営を含むエンドツーエンド（両端）の支援（財政支援と能力開発サービス）の恩恵
を受けている。また、コミュニティープロジェクト専用の入札、エネルギー・コミュニティー基金の設立、専用の年間系統連系プロセスなどが実
施された。

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）, p.18-19を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

◼ 前ページに加えて、カーボンプライシングによる競争力強化や再生可能エネルギーに対する国民の支持向上に関する事例等が紹介されている。

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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5.評価報告書の結論
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets”

◼ 2030年再生可能エネルギー導入目標達成に向けて必要な対応
✓ 2018年改正再生可能エネルギー指令（RED II）を早急に完全に国内法令化することが、普及の基礎を築く上で、エネルギー移行の

成功の鍵を握っている。欧州委員会は現在、加盟各国の国内法令化状況を確認しており、異なる段階にある全ての加盟国に対して侵
害訴訟手続きを開始した。

✓ 加えて、RED II改正とそれに伴う部門別措置の採択と実施が、2030年目標達成の鍵を握ることになる。2022年5月18日の欧州委
員会の提案（REPowerEU）は、許認可交付手続きの簡略化と短縮化により、再生可能エネルギー普及に対する障壁を取り除くこと
を目的としている。欧州議会と欧州閣僚理事会に対して、2022年末までに提案を採択し、できるだけ早く発効させるよう要請する。

✓ 加盟国は、国家エネルギー・気候計画（NECP）の更新案で、欧州委員会が提案したEU全体の2030年再生可能エネルギー45％
目標に沿った2023年版の国別目標の見通しを盛り込むべきである。

◼ 2030年再生可能導入目標達成の見通し
✓ EU全体あるいは各加盟国の2030年目標達成の可能性について予測を立てるのは、まだ時期尚早である。直近の推定値では、2021

年にEU全体の再生可能エネルギー比率は2020年から僅かな増加（22.2～22.4％）にとどまり、再生可能エネルギー消費量の伸び
は、コロナ措置の緩和または解除による景気回復に伴う最終エネルギー消費量の伸びとほぼ同じ水準であったことが示されている。

✓ 全体として、最近いくつかの部門で進展が見られ、再生可能エネルギー普及が進んでいることがわかる。
✓ 電力部門では、2022年が欧州の太陽光発電市場にとって記録的な年になることが示唆されており、最大の加盟国市場で年間17%か

ら26%の成長が見込まれている。
✓ 運輸部門では、最新の四半期報告書で、蓄電池式電気自動車が前年比53％の伸びを示している。
✓ 建築部門では、最新の市場報告書で、2021年の欧州規模での空気熱源ヒートポンプの販売台数が34％増と急拡大している。
✓ 産業部門では、2021年は企業の新規再生可能エネルギー電力購入契約（PPA）が6.7 GWと過去最高となった。

出所： European Commission, “2022 Report on the Achievement of the 2020 Renewable Energy Targets（COM(2022) 639 final)”（2022年11月15日）, p.19-20を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN （2023年2月2日閲覧）

◼ 2009年再生可能エネルギー促進指令（REDⅠ）の枠組みは、EU全体、またフランスを除くすべてのEU加盟国が2020年目標を達成する
結果となり、再生可能エネルギー消費量の増加に成功したことが実証されたと評価している。

◼ 他方、欧州委員会がREPowerEUで掲げる再生可能エネルギー導入目標（2030年に最終エネルギー消費に占める比率45％）を達成
するためには、過去10年の年平均増加ペースである0.8パーセントポイントの3倍近い速度で、今後も導入を進めていく必要があるとしている。

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0639&from=EN
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１.概要
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ 本報告書は、エネルギー効率化指令（EED）や建物のエネルギー性能指令（EPBD）に基づくEU加盟国のエネルギー効率化の取組みに
ついて、加盟各国からの報告に基づき、欧州委員会がEU全体と加盟各国別の2020年目標達成状況を評価した結果をまとめたものである。

◼ EU全体の2020年エネルギー効率目標（EED第3条）は、EUの一次エネルギーおよび最終エネルギー消費量を、2007年均衡モデル
（PRIMES）シナリオで予測された2020年エネルギー消費量と比較して、2020年までに20％削減し、一次エネルギー消費量を1,312 
Mtoe、最終エネルギー消費量を959 Mtoeとすることである。

◼ 2020年には、EUの一次エネルギー消費量と最終エネルギー消費量は、それぞれ1,236 Mtoeと907 Mtoeとなり、2020年のエネルギー効
率目標は超過達成された。

◼ 次ページ以降では、EU全体および加盟国別の2020年エネルギー効率目標の達成状況の評価と、加盟各国から報告されたエネルギー効率
化指令第7条に基づく省エネ義務の施策措置の情報を中心として、報告書の内容をとりまとめる。

⚫ 背景
✓ EUガバナンス規則（2018/1999）第27条では、加盟国に対して、2022年4月30日までにエネルギー効率化指令（EED）に基づ

くエネルギー効率目標（第3条）、公共建物の模範的役割（第5条）、省エネ義務（第7条）、エネルギー監査（第8条）に関する
進捗の報告を求めている。あわせて、建物のエネルギー性能指令（EPBD）の第9条で規定されている新築および改修されたニアリー・
ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの進捗に関する報告を求めている。

✓ 本報告書は、加盟国が上記の報告で提供した情報を分析し、欧州統計局（Eurostat）のデータで補完している。

⚫ 本報告書の構成

✓ 本報告書は、11の章から構成されており、序章では報告書の背景・概要が説明されている。
✓ 第2章から第4章では、EU全体と加盟各国別の2020年目標達成状況、また2030年エネルギー効率目標に向けた進捗状況について、

新型コロナの影響も含めて分析・評価をしている。
✓ 第5章から第10章では、公共建物における改修義務の履行状況、2020年までの累積省エネ達成量など、加盟各国が義務に基づいて

報告してきた事項について、欧州委員会が分析・整理をしている。
✓ 第11章では、結論として、加盟各国のエネルギー効率化に関する取組みの評価の総括と、2030年導入目標達成に向けてさらに取組

みを進めていくべき事項が整理されている。

本文書の概要

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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2.EU全体における2020年エネルギー効率目標に向けた進捗
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ 2005年から2020年で、EUのエネルギー消費量は、下図のとおり全般的に減少傾向を示した。この減少は、エネルギー原単位と一人当たり
のエネルギー消費量の全体的な低下に起因している。

◼ 2020年には、EUの一次エネルギー消費量と最終エネルギー消費量は、それぞれ1,236 Mtoeと907 Mtoeとなり、2020年のエネルギー効
率目標は超過達成された。

◼ 但し、2020年実績はコロナ危機と各国封鎖措置の影響を大きく受け、活動全体が大幅に制限され、その結果、エネルギー需要が減少した
ことに注意する必要がある。2019年（EUにおけるコロナ影響前）は、一次エネルギー消費量と最終エネルギー消費量はそれぞれ1,354 
Mtoeと986 Mtoeで、エネルギー消費量の減少傾向を示しているものの、2020年目標は上回っていた。

図 最終エネルギー消費量と一次エネルギー消費量の推移（線は2005年～2020年の推移、点は2020年目標）

歴史的一次エネルギー消費

2020年 一次エネルギー消費目標

歴史的最終エネルギー消費

2020年 最終エネルギー消費目標

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）, p.2 (Figure 1)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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3.EU加盟国別の2020年エネルギー効率目標に向けた進捗
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ EU加盟国別の一次エネルギー消費量（PEC）と最終エネルギー消費量（FEC）に関する2020年エネルギー効率目標は、下表のとおり。

◼ EU27ヶ国のうち、24ヶ国が2020年一次エネルギー消費量目標を達成し、21ヶ国が2020年最終エネルギー消費量目標を達成した。

◼ 未達成の規模は総じて小さく、ブルガリアとベルギーだけが、一次エネルギー消費量又は最終エネルギー消費量目標を達成できなかった。最終
エネルギー消費量19％未達のリトアニアを除けば、一次エネルギー消費量0.9％、最終エネルギー消費量6.7％の未達成である。

表 EU加盟国別最終および一次エネルギー消費量2020年目標達成度

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）, p.8-9 (Table 2)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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4.エネルギー効率化指令第7条：省エネ義務の状況①
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ エネルギー効率化指令（EED）第7条では、特に2014年から2020年の省エネ義務を果たしたかを評価するために、加盟国が2019年と
2020年に達成した省エネの累積量を提出する義務を規定している。

◼ 報告を行ったEU加盟国のうち24ヶ国における2014～2020年の累積省エネ量は197.4 Mtoeであった。

◼ 実施された各施策措置による省エネ達成量のうち、省エネ義務制度（EEOS）の貢献度が約33％であることが重要である。財政制度/措
置（融資）の貢献度は約14％、エネルギー税/炭素税の貢献度は17％となっている。

図 EUレベルで報告された累積省エネ量の施策措置別比率（左）と施策措置別の措置数の分布（右）

情報源：上記はEED第7（1）条に基づき2022年に24加盟国が提出した2014～2020年の政策措置および累積省エネ量データに基づき欧州委員会エネルギー総局算
出

2014～2020年 累積省エネ量（24加盟国）：197.4 Mtoe 総報告施策数（24加盟国）：372件

省エネ義務制度, 

33%

エネルギー税/炭

素税, 17%
財政制度/措置, 

14%

財政的インセ

ンティブ, 9%

その他, 8%

規制, 3%

基準/規範, 6%

訓練・教育, 3%
自主協定, 7% 省エネ義務制度, 

4%

エネルギー税/炭

素税, 6%

財政制度/措置, 

57%
財政的インセ

ンティブ, 4%

その他, 8%

規制, 7%

基準/規範, 4%

訓練・教育, 5%
自主協定, 5%

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）, p.14 (Figure 7)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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4.エネルギー効率化指令第7条：省エネ義務の状況②
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ 下表は主なEU加盟国ごとの上位3つの施策を示し、どの施策が各加盟国の累積省エネ量の最大比率をもたらしたかを示す。

◼ 加盟国は報告の中で、エネルギー効率化指令（EED）第7条（1）に基づいて報告した2014年から2020年の施策措置リストを更新した。
加盟国全体で計498施策措置が報告され 、そのうち40施策が初めて報告されたものとなっている。

表 主なEU加盟国別の省エネ上位3施策の概要（2014～2020年累積省エネ量に基づく）

情報源：加盟国の報告情報に、必要に応じて欧州委員会による計算と推計で補足

加盟国 各加盟国の上位3施策措置

（累積省エネ量降順）

2014～20年

累積省エネ量（Mtoe）

加盟国

累積省エネ比率

デンマーク エネルギー効率化義務制度 5,821 100％

フランス ホワイト証書制度（CEE） 35,757 100％

ドイツ エネルギー税・電気税

省エネルギー令（既存建物）

エネルギー高効率建設・改修のKfW支援事業

12,205

7,543

4,140

33％

20％

11％

イタリア 減税

ホワイト証書制度

産業4.0計画

10,394

8,392

1,830

45％

36％

8％

スペイン エネルギー持続可能税制措置に関する法律（法15/2012）

自治体主導の事業（MENAE）

産業競争力促進事業

2,947

2,534

1,613

19％

17％

11％

スウェーデン エネルギー税・CO2税 9,940 100％

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）, p.15-17 (Table 6)を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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5.評価報告書の結論
欧州委員会 “2022 Report on the Achievement of the 2020 Energy Efficiency Targets”

◼ 2020年エネルギー効率化目標に対する加盟各国の省エネ義務履行状況
✓ エネルギー効率化指令（EED）第7条に基づき、24加盟国が報告した2014年から2020年累積省エネ量は197.4 Mtoeトンに達し

た。未報告の3ヶ国の最終的な達成状況によっては、27ヶ国の累積省エネ義務量合計も満たすことができる水準となっている。
✓ 最終達成に関するデータを提出した24加盟国のうち、14加盟国が省エネ義務を果たし、10加盟国は省エネ義務を果たさなかった。

◼ 2030年エネルギー効率化目標達成に向けて必要な対応（抜粋）
✓ 2030年気候・エネルギー目標を達成するためには、エネルギー効率を優先させる必要がある。
✓ エネルギー効率化の取組強化のため、欧州委員会は2021年7月、引き上げられた目標と範囲を設定した改正エネルギー効率化指令

（EED）を提案した。
✓ 欧州委員会と加盟国との双方がエネルギー効率目標に向けた進捗を評価し、新たな政策措置の必要性を確認できるように、加盟国が

今後提出するエネルギー・気候統合進捗報告書（EUガバナンス規則第17条）および国家エネルギー・気候計画（NECP）報告書を
完全かつ一貫したものにすることが重要である。

✓ ニアリー・ネット・ゼロ・エネルギー・ビルは、2020年12月31日までに加盟国の新しい建築基準となり、建設部門の「未来予想図」を設定
して、関係者を動員することが証明された。建物に占めるニアリー・ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの割合はまだ低いが、今後数年で数は増
加し、欧州委員会の建物のエネルギー性能指令（EPBD改正案）にあるネット・ゼロ・エネルギー・ビルへの道を開くと期待されている。

✓ 新築・既築建物ともに、既存の国内エネルギー性能要件を費用対効果の高い水準に誘導する費用最適化方法を選択することが効率
的だと証明されている。エネルギー性能最低要件は、過去10年で徐々に改善され、EU内の建物のエネルギー効率改善に重要な貢献を
果たした。

出所： European Commission, “2022 report on the achievement of the 2020 energy efficiency targets (COM(2022) 641 final)”（2022年11月15日）, p.25-27を基に作成
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN （2023年2月2日閲覧）

◼ 新型コロナによる大きな影響もあり、2020年の一次エネルギー消費量と最終エネルギー消費量との両方の目標が超過達成された。

◼ 一次エネルギー消費量についてはベルギー、ブルガリア、ポーランド、最終エネルギー消費量についてはベルギー、ブルガリア、ドイツ、リトアニア、
オーストリア、スウェーデンを除き、全ての加盟国が2020年国別貢献目標を達成した。

◼ 2030年省エネ目標（2007年参照シナリオ比32.5％削減）に対する進捗率については、2020年のEU最終エネルギー消費量と一次エネ
ルギー消費量とは、それぞれ2030年目標を7.2％、9.6％上回った。EUが構造的にエネルギー消費量を削減し、欧州委員会が2022年5
月にREPowerEUで提案した2020年比で2030年に13％削減という新しい目標を達成するためには、さらに多くの努力が必要である。

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:52022DC0641&from=EN
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⚫ 本文書の背景
欧州エネルギー規制者評議会（CEER：Council of European Energy Regulators）の加盟国である欧州諸国では、固定価格買
取（FIT）やクオータ義務付けなどの支援制度により、RES設備の導入を推進している。各国では支援期間終了を迎えるRES設備の増加
に直面しているが、多くRES設備の場合は支援期間終了後も技術的に稼働できる場合が多い。
社会経済的な観点からは、RES設備がリパワリングまたは解体される代わりに、支援期間を超えても発電、売電することを可能にする強化さ
れた枠組みを導入することは有益であると考えられる。

⚫ 本文書での主要な目的
1）今後数年間にわたり、特に支援期間終了後に支援なしで稼働するRES設備の規模を評価する
2）今後の規制の課題を明らかにし、必要であれば法的枠組みの変更も行う
3）支援なしで稼働しているRES設備の代替となる事業戦略を示す

⚫ 加盟各国の規制機関に対するアンケートから導き出されるメッセージ
✓ 現在は支援対象外のRES設備は少ないが、2030年までには、現在支援を受けている設備容量の約40%が支援対象外になる見込

み。
✓ 過去に一度も支援を受けたことがないRES設備のほとんどが、大規模な水力発電設備。
✓ 陸上風力と太陽光については、新規設備が直接の財政支援なしで計画され、設置されている。
✓ RES設備設置を管理する法的枠組みは、今のところ採用されていない。これは、この枠組みが、支援を受けているRES設備と支援を受

けていないRES設備を区別していないため、あるいは支援期間がまだ残っており、適用が必要になるのは将来的なことであるためである。
✓ 支援を受けていないRES設備が取る戦略は多様である。最も一般的な方法は、少なくとも大規模な設備の場合、収入源として市場に

依存することである。主に太陽光発電となる小規模設備は、自家消費に重点を置くことが予想される。

1.概要
CEER “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”

◼ 本文献では、EU加盟国において支援制度が終了する再生可能エネルギー発電（以下、RESとする）設備について、支援期間終了後も稼
働するための要件を、電力市場規制機関の立場から考察している。

◼ 以下では、支援期間が終了したRES設備（卒FIT電源）の発生状況や法的枠組みの対応状況を中心に、内容をとりまとめる。

本文書の概要

出所： Council of European Energy Regulators, ”CEER 2nd Paper on Unsupported RES“（2021年10月）を基に作成
https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f（2022年11月22日閲覧）

https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f
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2.欧州における卒FIT電源の発生状況①
CEER “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”

◼ 太陽光発電は、支援制度の対象設備の大部分が2010年以降に開発されたもので、支援制度の終期に到達するのは主に2030年以降と
なる。但し、早く支援を始めていたドイツでは、2025年以降、順次20年間の買取期間が終わる太陽光発電設備の増加が見込まれる。

◼ 陸上風力発電は、1990年代から他国に先行して開発を進めてきたドイツ、スペインを中心として、支援期間が終了する設備が存在する。

◼ しばらくの間は、陸上風力発電を中心として、先行して再エネ導入を進めてきた国で卒FIT電源が生じてくることが見込まれている。

出所： Council of European Energy Regulators, ”CEER 2nd Paper on Unsupported RES“（2021年10月）, p.12（Figure 3および4）を基に作成
https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f（2022年11月22日閲覧）

図 太陽光発電：年別支援期間終了状況（2021～30年） 図 陸上風力発電：年別支援期間終了状況（2021～30年）

https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f
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2.欧州における卒FIT電源の発生状況②
CEER “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”

◼ 洋上風力発電は、早くから支援対象にしていた国が限定的で、2022年にデンマークで160 MWの設備が支援対象期間が終了する。その
後も、2030年までは、デンマークと英国における対象電源がほぼすべてを占めている。

◼ 右図は、支援期間が終了となる水力発電の設備容量を示している。加盟各国で支援対象とする小規模水力発電に共通の定義はないが、
大規模なダム式水力発電設備は、もともと現状の支援制度の対象となっていないことが一般的である。水力発電は、耐用年数が長いため、
他の再生可能エネルギー技術と比較して、より多くの発電設備が支援期間終了後も市場参加により運転を継続することが見込まれる。

図 洋上風力発電：年別支援期間終了状況（2021～30年） 図 水力発電：年別支援期間終了状況（2021～30年）

出所： Council of European Energy Regulators, ”CEER 2nd Paper on Unsupported RES“（2021年10月）, p.13（Figure 5), p.15（Figure 8）を基に作成
https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f（2022年11月22日閲覧）

https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f
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2.欧州における卒FIT電源の発生状況③
CEER “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”

◼ バイオマス発電は、英国を中心として2022年ごろから多くの設備容量が支援期間終了を迎える。バイオマス発電は、発電時の投入資材のコ
ストが高いため、支援期間終了後も稼働し続けるためには、さらなる支援が必要になる可能性がある。ドイツでは、既に既存バイオマス発電設
備を対象として、支援期間を延長するための入札制度を導入している。

◼ 右図は、支援期間が終了となるバイオガス発電の設備容量を示している。バイオマスの場合と同様に、バイオガス発電の場合も、高い運転コ
スト（主に燃料費）のために、設備が支援期間終了後に何の支援も受けずに運転できる可能性は非常に低い。

◼ バイオマス、バイオガス発電については、その発電の柔軟性（フレキシビリティ）が支援期間中にどのように活用されているのか、特に支援期間
終了後の柔軟性の貢献度をどのように評価するべきかという論点がある。

図 バイオマス発電：年別支援期間終了状況（2021～30年） 図 バイオガス発電：年別支援期間終了状況（2021～30年）

出所： Council of European Energy Regulators, ”CEER 2nd Paper on Unsupported RES“（2021年10月）, p.14（Figure 6および7）を基に作成
https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f（2022年11月22日閲覧）

https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f
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3.欧州主要国：支援期間終了後の再エネ発電設備の扱い
CEER “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”

◼ 欧州では、State Aid（国庫補助）に関する加盟国向けガイダンスに基づき、支援制度の対象期間が終了した再生可能エネルギー発電
設備（以下、「卒FIT電源」とする）には、追加の財政的支援を行うことが困難となっている。

◼ 但し、ドイツのように、それまでの支援制度の中でバランシング義務が課されておらず、卸電力市場への売電も系統運用者に委ねていた卒FIT
電源に対しては、バランシング義務や市場アクセスについて支援を行う事例がある。

◼ 他方、2000年以前からFIP制度を導入したスペインや、2002年度からRPS制度を施行していた英国では、もともとの支援制度の中で再エ
ネ発電事業者は自ら売電をすることが求められていたため、こうした卒FIT電源への市場アクセスに関する支援は行われていない。

◼ 以下で紹介した国以外でも、小規模再生可能エネルギー発電設備に優先給電を適用することは、2018年改正EU再生可能エネルギー指
令でも必須とされているため、支援制度の支援期間が終了するまでの期間に何らかの対応を迫られることになる。

国 法的枠組み

ドイツ

⚫卒FIT電源に対する優先給電の維持を根拠法（再生可能エネルギー法）で明示

⚫ 2021 年以降、太陽光、バイオマス、水力の卒FIT電源は、系統運用者が参照市場価値（但し、系統運用者が代

行して卸電力取引市場で売電するための経費を差し引いた額）で買取をする仕組み有り

スペイン ⚫特段の法的枠組みなし

イタリア

⚫特段の法的枠組みなし

⚫ 2022年時点では、政府100％所有のエネルギー管理サービス提供会社であるGSE社が、再エネ発電設備から手数

料を徴収して卸電力取引市場価格で買い取る制度有り

英国
⚫ 5 MW以下の設備を対象した小規模 FIT 制度の買取期間が終了した設備は、引き続きSEG（Smart Export 

Guarantee）制度に基づき、小売事業者が提示した価格での買取を受けることが可能

表 欧州主要国：支援制度対象期間終了後の再エネ設備に対する法的枠組み

出所： Council of European Energy Regulators, “CEER 2nd Paper on Unsupported RES”（2021年10月）, p.12（Figure 3および4）を基に一部加筆して作成
https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f（2022年11月22日閲覧）

https://www.ceer.eu/documents/104400/-/-/5ef3cb7d-e2e2-5484-5ba8-344b3f3a4e3f
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本報告書について 

 
国際再生可能エネルギー機関（IRENA）の最新報告書は、地球の気温上昇を2°Cより十分低く保つた

めに必要な道すじにエネルギーシステムを導く上で、短中期的には電化が最重要課題のひとつであ

ることを示している。IRENAの『世界エネルギー転換展望(World Energy Transitions Outlook)』（2021年）

によると、2050年までに消費電力量は2倍以上に増え、世界全体の最終エネルギー消費量の50%以上を占

める。これは、消費電力量の増加を世界全体の最終エネルギー消費量に対する比率で表した場合、1980年

以降は年平均0.2～0.25%程度と比較的一定した水準が続いていたが、それをほぼ4～5倍の年約1%に加

速しなければならないということを意味する。これは、可能な限り早く始めなければならない。なぜなら、

再生可能エネルギーによる電化(エレクトリフィケーション)の拡大が毎年遅れており、いっそうの加速が必

要とされているからである。世界の気温上昇を1.5°Cの水準に抑えたいのであれば、2050年までに求めら

れるクリーン電力の利用拡大を実現するために、再生可能エネルギーによる電化のペースをさらに加速し

なければならない。 

IRENAは近年、ボックス1にまとめたとおり、電化の拡大に向けた喫緊の取組みに関連する幅広い主要ト

ピックについて検討を行っている。 

重要な点として、本報告書は、中国の国家電網エネルギー研究所(SGERI)とのパートナーシップにより共同

で作成された。したがって本報告書は、世界最大の系統運用者であり、かつ、急速な電化、デジタリゼー

ション、再生可能エネルギー導入の課題や機会に熱心に注力する事業者の視点を参考にすることができ

た。再生可能エネルギーによるスマート電化に関連する重要なイノベーションの多くは、例えば輸送手段の

電化のように、中国で最も急速に拡大している。そのため、本報告書やこの問題に関する将来の議論に中

国が参加することによって、貴重な経験が得られる可能性がある。 

本報告書は、この分野におけるIRENAの調査をまとめ、それによって再生可能エネルギーによる電化への

世界的転換に対する概念的概要を政策決定者に提供することを目指す。関連する技術やイノベーションの

最新動向を紹介し、再生可能エネルギーによる電化に向けた長期的道すじを提示し、これらの道すじを実

現するために優先するべき対策を明らかにする。 

本書全体に亘り重要視されていることは、不十分な計画による電化ではなく、「再生可能エネルギーによ

るスマート電化」を実現する方法である。再生可能エネルギーによるスマート電化は、再生可能エネルギー

電源の大幅な増加、電化やデジタリゼーションとの間に生じうる相乗効果に注力し、最終消費部門（電力、

運輸、産業、家庭・業務）におけるそれらの導入とより効率的な利用を協調的に行うという前例のない取組

みの土壌を整備することを目指す。そのようなアプローチを支える戦略や、それがもたらす便益について

より多くの知見を提供するため、本研究の一環として広範囲な文献調査も行った。 

本報告書の要約および主な知見は、 IRENAの刊行物  “Electrification with Renewables: Driving the 

transformation of energy services – A Preview for Policy Makers” (IRENA, 2019a)に掲載されている。 
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ボックス1.  再生可能エネルギーによる電化に関するIRENAの調査 

本報告書は、再生可能エネルギーによる電化の動向や長期的道すじの可能性を探索するにあたり、

IRENAがこのテーマに関して現在および過去に実施した広範囲調査を大いに参考にしている。再生

可能エネルギーによるスマート電化に向けた複雑かつ体系的な転換という文脈において、本報告書

を補完する有益な資料としては、以下の刊行物が、より具体的な事項について詳しい内容を説明し

ている。 

 

• Power system flexibility for the energy transition (IRENA, 2018a)： 同報告書は、特に

変動制再生可能エネルギー（VRE）電源（太陽光発電、風力発電）のシェアを最大化するために、

系統柔軟性を高める計画立案方法や幅広い施策を概説している。 

• Hydrogen from renewable power: Technology outlook for the energy transition 

(IRENA, 2018b)： 同報告書は、水素の役割について考察しており、直接電化による対処が困難

な多様なエネルギーニーズを満たすために必要な技術的成熟度やコスト削減についても論じて

いる。 

• 将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーションの全体像：変動性再生可能エネル

ギー導入のためのソリューション (Innovation landscape for a renewable-powered 

future: Solutions to integrate renewables) (IRENA, 2019b)： この大規模な研究は、実現

技術、ビジネスモデル、市場設計、系統運用という4つの主要分野にまたがって、電力システム

へのVREシェアを高める30のイノベーションを特定し、分析している。特定された各イノベーショ

ンの概要についても、報告書で述べられている。 

• 再生可能エネルギーの視点から見た水素 (Hydrogen: A renewable energy perspective) 

(IRENA, 2019c)： 同報告書は、エネルギー集約型産業、トラック輸送、航空、船舶輸送、熱供給な

ど、脱炭素化が困難なエネルギー用途に、水素を活用する可能性を検討している。 

• Demand-side flexibility for power sector transformation: Analytical brief (IRENA, 
2019d)： 同概要書は、熱供給や輸送の電化など、需要側需要の柔軟性を高める応用技術や事

例を、さまざまな成熟度と時間尺度の影響に基づいて分類している。 

• Navigating the way to a renewable future: Solutions to decarbonise shipping 

(IRENA, 2019e)： 同報告書は、海運業が二酸化炭素(CO2)排出量に及ぼす影響、海運部門の構

造、この部門のカーボンフットプリント削減のために取組みが必要な主要分野を検討している。 

• Innovation Outlook: Smart charging for electric vehicles (IRENA, 2019f)： 同報告書

は、再生可能エネルギーを利用したスマート充電技術の開発を、政策や技術革新によって推進

する方法を展望している。 

• 再生可能エネルギー世界展望：  エネルギー転換2050 (Global Renewables Outlook: 

Energy Transformation 2050) (IRENA, 2020a)： 包括的分析に基づく同報告書は、パリ協

定に沿ったエネルギーシステムの脱炭素化に必要な投資や技術を概説している。また、最終的

にCO2排出量をゼロにすることを目指し、脱炭素化が困難な部門を対象とする大幅な脱炭素化

策も検討している。 

• Rise of renewables in cities: Energy solutions for the urban future (IRENA, 2020b): 

本報告書は、都市部における再生可能エネルギーの利用拡大、都市部における技術利用の多様

性や成熟度を考慮した局所的に利用可能な再生可能エネルギーの未開拓の機会を検討してい

る。また、実行可能な施策を特定するために利用可能な、都市エネルギーシステム計画のモデリ

ングツールについても検討している。 
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• Reaching zero with renewables: Eliminating CO2 emissions in industry and 

transport (IRENA, 2020c)： この報告書は、特に再生可能エネルギーの力を活用して、2060年

までに世界が排出量ゼロを達成する方法、それを主に産業や運輸部門で実現するために必要

な技術面、政策／規制面、経済面の変化を検討している。 

 

本報告書および上記の調査に加え、 IRENAは今後、「イノベーション展望」シリーズの最新版 

“Innovation landscape for smart electrification of energy demand” において、スマート電

化のテーマをさらに追求する予定である。この報告書は、スマート電化の定義や、導入の障害を予

測する方法をさらに深く掘り下げるものとなる。最終消費の電化を加速する体系的イノベーション

を概説するほか、スマート電化を成功させる戦略を策定するためのツールボックスを提供する。 
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 1  世界のエネルギー転換に 
おける電化 

 
 

 
 

 

1.1 エネルギー転換の基本理解 
 

エネルギー転換とは、端的に言うと、エネルギーシステムの抜本的変化である。これには、エネルギー供給、

すなわちエネルギーを加工、変換、配給、消費する方法、そして、さまざまな市場や政策における大きな変

化が含まれる。また、エネルギー転換はエネルギーシステムそのものをはるかに超える重要な意味や影響

を持ち、経済、社会、環境の多くの面を変容させる。この節では、3つの重要な所見について論じる。 

 
(1) エネルギー転換は非常に複雑である。 

エネルギーシステムは、複雑であると同時に高度に統合されており、変化させることは非常に難しい。例え

ば、化石燃料に基づくエネルギーシステムは、何千マイルにも及ぶパイプラインから何十億台もの自動車、

熱供給設備、化石燃料で稼働するその他の設備まで、巨大かつ強固に絡み合ったインフラアセット、政策、

規制、助成制度からなる網目のようなシステムをもたらしている。そのため、現行のシステムからの転換を

実現するには、技術面だけでなく、政策や規制面においても大規模な変化が必要となる。そして、そのよう

な変化を起こすには、いまだかつてないほどの政治的意志、明確な政策の方向性、国家的熱意が必要とな

る。したがって、エネルギー転換の範囲やペースは国によって大幅に異なる可能性がある。 

 
(2) 現在のエネルギー転換は、過去のエネルギー転換より急速でなければならない。 

エネルギー転換は、その複雑さゆえに、必ずしも容易なプロセスでも、当然に迅速なプロセスでもない。過

去のエネルギー転換は、比較的長い時間をかけて起こった。例えば、一次エネルギー供給における石油の

比率は、1890年代に約1%だったものが石炭を抜いて中心的なエネルギー形態となるまでにおよそ70年

を要した。しかし、気候変動の緊急性を考えると、次のエネルギー転換は過去の例よりはるかに急速に成

し遂げられなければならない。 

 
(3) エネルギー転換には体系的な視点が必要である。 

エネルギーシステムには、エネルギー供給、エネルギー消費、エネルギー利用技術、エネルギーインフラ、そ

の他多くの要素が含まれる。したがって、単独の断片的な要素のみに注目するのではなく、システム全体

に対する総合的視野が必要であり、また、エネルギー以外のシステムによる影響も考慮に入れなければな

らない。これら個々の要素と全体としてのシステムとの間で作用する関係やメカニズムを深く分析するこ

とによってのみ、次のエネルギー転換の主要な特徴を理解することができる。それに加え、真に体系的な

方法論には、技術やインフラだけでなく、転換を加速するために必要な政策、財務、規制、ビジネスモデル

の枠組み（フレームワーク）も含まれる。全ての要素が同時に発生し、相互に作用し合う。 
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図1 世界の一次エネルギー消費量（1800～2019年） 
 

注： 上の図では一次エネルギーの計算に「代替法」を用い、化石燃料生産の非効率性を考慮に入れ、非化石エネルギーの変換損失が

化石燃料と同じであると仮定して、必要なエネルギー投入量に変換している。 

出典： Our World in Data (2021). 

 
 

1.2 現在のエネルギー転換を促す原動力 
 

化石燃料の大規模な開発や利用によって深刻な問題が引き起こされていること、特に気候変動や生態

系・環境被害の原因となっていることが、21世紀になって世界中でますます明白になっている。同時に、エ

ネルギー科学技術分野のグローバルイノベーションが加速し、その結果、エネルギー効率化や再生可能エ

ネルギーに基づく新たなエネルギー転換を構想し、創出することが可能になっている。本節では、現在の

エネルギー転換を促すこれらの原動力について論じる。 

 
(1) 気候変動 

世界的気候変動は今や疑う余地のない事実である。その主な原因は、人類の活動による温室効果ガスの

大気中への排出であり、化石燃料の燃焼がその大部分を占める。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)

が2013年に発表した第5次評価報告書では、CO2、メタン、N2Oといった温室効果ガスの大気中濃度が過去

80万年で前例のない水準にまで増加していると報告された。1951年から2010年までの温室効果ガス排出

により、地球表面の平均気温は0.5～1.3°C上昇した。また、気候変動は、より激しい豪雨や干魃といったよ

り極端気象を引き起こし、海面上昇を引き起こしている。 
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2015年に、国連気候変動枠組条約第21回締約国会議(COP21)で、200カ国近い締約国がパリ協定を採択し

た。気候変動が及ぼす可能性のある壊滅的な影響を防ぐため、締約国は、世界の気温上昇を産業革命以

前と比べて最大でも2°C、望ましい目標としてはわずか1.5°Cまでに抑えることで合意した。より最近では、

世界の経済大国のほとんどが、意欲的な「ネットゼロ」目標を宣言している。これは、カーボンニュートラル、

あるいは温室効果ガス排出量全体の中立化を目指すものである。例えば、EUと日本は2050年までに温室

効果ガス排出量をネットゼロにする目標を掲げ、中国は2060年以前にカーボンニュートラルを達成する目

標を掲げている。 

パリ協定の目標を達成するためには、世界のエネルギーシステムを根底から転換し、その大部分を化石燃

料に頼るシステムから、エネルギー効率が高く、再生可能エネルギーに基づくシステムへと変える必要があ

る。また、液体燃料から電力への代替を広く進める必要もある。そのような電化(エレクトリフィケーション)

によって、エネルギーシステムの効率を大幅に向上させるだけでなく、カーボンフリー電力（主に太陽光発

電と風力発電）の導入拡大と併せることで、一次エネルギー総供給量に占める再生可能エネルギーの比率

を高めることも可能となる。 

 
(2) イノベーション、改善、コスト削減 

再生可能エネルギー発電技術の分野では、風力発電および太陽光発電の効率と経済性は目覚ましい向上

を続けている。過去10年間に、風力発電の単機容量とエネルギー効率は大幅に向上し、太陽光パネルの効

率性も高まっている。このような技術的向上とともに、規模の経済、サプライチェーンの競争激化、事業開

発者の経験の蓄積が進んだことにより、再生可能エネルギー発電技術は、世界のほぼ全地域で最も新設コ

ストが低い選択肢となっている(IRENA, 2020d)。IRENAの最新コストデータによれば、大規模太陽光発電

と陸上風力発電の加重平均に基づく世界の均等化発電原価(LCOE)原注1 は、2021年に太陽光が0.039ドル

/kWh、風力が0.043ドル/kWhまで低下する可能性があり、既存の石炭火力発電所を運転するよりも再生

可能エネルギー発電プロジェクトを新設するほうが低コストであるというケースが増えると見込まれる。今

後は、再生可能エネルギー発電に関するイノベーションが出揃い、いっそうのコスト効率化を可能にすると

ともに、より大規模な利用が加速すると考えられる。イノベーションは、蓄電池技術の向上、系統柔軟性を

高めるアグリゲーターのような革新的サービスモデル、デジタリゼーションの拡大によるインテリジェント

コントロールシステムの導入にも及ぶ。 

 

 

――― 
原注1 LCOEは、発電所の全耐用年数における発電電力量あたりの平均正味現在費用の値である。耐用年数に亘る発電コストは、

平均資本費用を反映した割引率を用いて基準年に対し割り引かれる 
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1.3 クリーン電力が現在のエネルギー転換の主要燃料に 
 

気候行動と再生可能エネルギーイノベーションという二つの原動力が世界のエネルギーシステムに重大な

変化をもたらす中、次の抜本的なエネルギー転換の重要な柱に関する合意が形成されつつある。 

第一に、炭素排出の多い化石資源による電力が、風力、太陽光、水力、その他の再生可能エネルギーによ

るクリーンな低炭素電力に取って代わられる状況が続いており、クリーン電力がエネルギーシステムの主

要燃料になる勢いである。さまざまな再生可能エネルギー発電技術の中でも、低コストの変動性再生可能

エネルギー(VRE)電源である太陽光・風力による発電は、世界の総発電電力量の大部分を占めるようにな

ると予想される。 

VRE電源の拡大と同様に重要な点として、エネルギーの最終消費が化石燃料から電力に切り替わるに従

い、エネルギーサービスの電化（エレクトリフィケーション）が広く浸透すると考えられる。電気自動車また

は燃料電池車が、化石燃料を利用する乗用車やトラックの大部分に取って代わると見込まれる。また、家

庭・業務部門訳注1や産業部門では、ヒートポンプや電気ボイラーが石油・ガスボイラーに代替する可能性が

ある。再生可能エネルギーによる電力は、直接電化が難しい用途に利用する水素や合成燃料の製造にも利

用できる。新設または増強された送電・配電・貯蔵・充電インフラ網への生産的投資を次々に行うことが、

このような電化を支える。また、エネルギー効率化の対策を同時に実施すれば、最終消費の変容に伴って

クリーン電力が最大限に活用されるようになる。 

エネルギー転換の第三の柱は、再生可能エネルギー電源の拡大と電化の普及との間の主要な橋渡しにな

るという点で極めて重要である。それは、「スマートな」デジタルデバイスの導入と、情報通信技術(ICT)、

関連する運用慣行の活用である。それにより、再生可能エネルギー電力の需要、供給、利用を最適化し、柔

軟性を大幅に高め、その結果、効率性をさらに高めることができると見込まれる。エネルギー転換におけ

るそのようなスマート化の方法は、電力のピーク負荷の上昇リスクを抑え、新規系統インフラへの投資を最

適化するために不可欠である。また、スマートデジタル技術は、電力利用の機会を広げ、増加する安価な再

生可能エネルギー電源、特に太陽光発電と風力発電によるVRE電源を最大限活用することを可能にする。 

以上を総合したビジョンを、本報告書では「再生可能エネルギーによるスマート電化」（以下、「スマート電

化」）原注2 と呼ぶ。これは、再生可能エネルギー電源の大幅な増加、電化、デジタリゼーションとの間に生じ

うる相乗効果を引き出す。同時に、需要部門（電力、運輸、産業、家庭・業務）におけるそれらの導入とより

効率的な利用を協調的に行うという前例のない取組みの土壌を整備するものである。 

 

――― 
訳注1 原文では「建物(buildings)部門」であり、国際統計ではこのような名称・分類が多く用いられるが、日本の「エネルギー白書」

や諸統計では「家庭部門」「業務部門」が用いられるため、本翻訳書では日本の分類に合わせて「家庭・業務部門」と訳してい

る。 
原注2 これは、IRENA第9回総会に合わせて政策立案者向けに作成された本報告書のプレビュー版(IRENA, 2019a)など、IRENAの

他の刊行物において「RE電化」と呼ばれている場合もある。  

 
 
 

18  

再生可能エネルギーによるスマート電化 

 

 

 
 

1.4 スマート電化への転換は多大な便益をもたらす 
 

スマート電化によって、電力システムの柔軟性とレジリエンス（強靭性）が向上するとともに、より広範なエ

ネルギーシステムのセキュリティが確保され、化石燃料への依存を低減することができる。同時に、エネル

ギー利用効率の大幅な向上がもたらされる。輸送や建物の熱供給システムのような最終消費には化石燃

料よりも電力を利用するほうが効率的であるため、スマート電化によって実際に同じ量のエネルギーサー

ビスに必要な総エネルギー需要が削減され、経済生産性が高まることになる。また、大気汚染が削減され、

健康の向上がもたらされる。 

さらにスマート電化によって、電化と再生可能エネルギー自体の相乗効果も引き出される。例えば、現在

の従来型電力システムでは需要は変動するものの比較的柔軟性が低く、予測可能なものとされている。小

規模な変動であれば、火力発電や水力発電の運転予備力によって対応することができる。需要の変動に

対応する柔軟性の大部分は、ディスパッチ（給電指令）可能な電源の出力を増減することで、供給側により

補われている。 

スマート電化によって、上記とは非常に異なるシステムがもたらされる。このシステムでは、運輸、家庭・業

務、産業部門の電力需要全体が大幅に増え、新たな市場が生まれることになる。太陽光発電と風力発電が

これらの新たな市場にとっての重要な供給源となる(IRENA, 2020a)。同時に、この2つの発電方式によっ

て発電された電力は、そのときの気象条件によって大きく異なるため、そのようなVREのシェアが高い電

力システムでは運用上の課題が多くなる。スマート電化戦略によって、電力システムの発電側だけでなく

あらゆる柔軟性資源を活用でき、そのような運用上の課題に対応することが可能となる。これは特に、幅

広い時間尺度に亘る需要の柔軟性を活用するという点で顕著である。ほんの一例を挙げると、電気自動

車(EV)の充電は、新たなデジタル技術を活用すれば、数ミリ秒以内に充放電速度を増減させたり、充電タ

イミングを数時間ずらしたりすることができる。運輸部門でそのような「スマート充電」アプローチを実施す

れば、EV普及に必要な配電網への投資を40%から90%削減することができる(IRENA, 2019f)。これと同じ

ような形で電化システムに固有のデマンドサイドマネジメントやデマンドレスポンスを実現する可能性は、

家庭・業務部門や産業部門にも存在する。 

したがって、再生可能エネルギーによるスマート電化によって、好循環が生み出される。電化によって再生

可能エネルギーの新たな消費と市場が生み出され、それによって最終消費における電力への切り替えが

加速され、柔軟性の向上が可能となり、ひいてはさらなる再生可能エネルギーの成長と技術革新が加速

される。また、成長とイノベーションによってコスト削減がもたらされ、さらなる投資機会やビジネス機会

が生み出される。 
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1.5 スマート電化の実現に対する課題 
 

この重要な変革は、些細なことではない。エネルギーシステムは複雑であると同時に高度に統合されてお

り、変えることが非常に難しい。政策面では、固定化した規制、税制、助成制度に大きく依存しており、調整

には強い政治的意志が必要である。政治的意志があったとしても、市場やサプライチェーンを変革する場

合、たとえば自動車産業をEVへ、住宅熱供給をヒートポンプへと転換するには、一層長い年月が必要にな

ると考えられる。人々が冷暖房設備や自動車を買い替えるのは10～15年おきであり、世界の一部地域で

は建築物ストックが改修される比率は年率1%を下回っている。また、どのような転換も勝者と敗者をもた

らし、利益を得られない者は変化に抵抗する可能性がある。幅広い支持を得るためには、費用と便益の分

配を公平かつ公正に行う必要がある。 

技術面では、転換を実現するには大量のVREを電力システムに導入する必要がある。そこでは、ピーク需

要と必ずしも一致しない出力の変動や最大出力に対して供給と需要を一致させる必要があり、そのため

には計画と運用の両面で経済の各部門間の協調を強化することが求められる。さらに、電力システム、電

気自動車の充放電ネットワーク、水素または合成燃料製造施設のために、インフラを新規建設または拡張

しなければならない。 

転換に必要な基礎技術はすでに存在し、常に改善を重ねているか、あるいは継続的イノベーションにより

コストが低減されつつある。このようなイノベーションを拡大することが、エネルギー転換を加速し、その総

コストを低減するために不可欠である。 
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 2  電化技術、スマート戦略と 
体系的トレードオフ 

 
 

主な論点 
 

• 将来の電化に向けた技術的道すじは、さまざまな部門において徐々に明らかになりつつある。電動モ

ビリティ、電気暖房、水素の電解製造や合成燃料、さらには工業プロセスの電化などは、いずれも実現

可能であり、高いポテンシャルがある。ただし、それらの開発段階はさまざまである。 

• 運輸および熱供給の急速かつ無秩序な電化が進むと、電力システムのピーク負荷が増大する危険性

がある。一方、デジタリゼーションと低コストの再生可能エネルギーによって実現されるスマート電化

には、ピーク負荷を低減し、電力システムへの投資や発電設備の容量増強を最適化する大きな可能性

がある。 

• スマート電化技術を活用したタイムシフトや水素を用いた季節間・長期エネルギー貯蔵により、需要と

変動性再生可能エネルギー(VRE)による供給パターンの乖離を減らすことができ、電力システムへの

VRE統合を後押しするだけではなく、VREの市場を拡大することができる。 

• 運輸部門では、十分に計画されたスマート充電のネットワークは電化によるピーク負荷の増加を防ぐ

ために不可欠であるだけでなく、これによって電気自動車(EV)による需要側の大規模な柔軟性を提

供することが可能となる。そのようにVRE容量を最大限に活用することで、システムコストを削減する

ことができる。また適切に設計すれば、プラグイン自動車は、送配電系統運用者にとって、電力システ

ム全体レベルと地域レベルのいずれにおいても系統サービスを提供し、需給調整コストを削減し、再生

可能エネルギーの導入を強化するものとなる。 

• 家庭・業務部門では、スマートメーター、サーモスタット、建物全体を管理するシステムと接続された

ヒートポンプによるスマート熱供給によって、同様の便益を享受することができる。これにより、分散

型の熱負荷がデマンドレスポンスに利用でき、電力システム全体の効率を高めることができる。この

場合、エネルギー効率の低い建物が大幅な消費電力量の増加をもたらさないように、電化と建物のエ

ネルギー効率向上を組み合わせることが不可欠である。 

• 電化によって効率が向上し、必要な一次エネルギーの総量を削減することできるが、気候条件によっ

ては温熱・冷熱供給の電化によって夏季または冬季のピーク負荷を押し下げることもできる。熱貯蔵

は、季節性のあるVREを補完するための主要な解決策のひとつでもある。これにより、夏に温熱を貯

蔵して冬に利用することも、冬に冷熱を貯蔵して後に冷却に利用することも可能になる。これは、現時

点で天然ガスを貯蔵し、将来予測される需要に対応するのとよく似ている。 

• 再生可能エネルギーによる電源は、従来の電源と比べて非常に分散しているが、スマート電化と併せ

ることにより、この性質を潜在的問題ではなく新たなソリューションの源とすることが可能になる。デ

ジタル化とICTを活用して分散型エネルギー源を集合化すれば、これらはあたかもひとつのエネル

ギー源のように効果的に制御することができ、高速の出力変化が可能なアンシラリーサービスを提供

することができる。また、化石燃料ベースの予備力に取って代わることができ、さらには柔軟性や系

統混雑問題の緩和や、電力システムの増強・拡張を遅らせたり不要にすることで系統インフラの負担

を大幅に低減することができる。  
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• 産業部門では、低コストの再生可能エネルギー電源によって、コモディティ市場の改革または新規創

出という他に類のない機会が世界中でもたらされており、また部門の電化率が増加している。高品質

で低コストの再生可能エネルギー電源が存在する地域に産業拠点が移転したり共同設置することで、

水素製造に最適な条件が提供されつつある。このような産業の電化に対するよりスマートな方法は、

特に鉄鋼生産や、他産業の電化が困難な工程を転換する大きな可能性を秘めている。 

• 季節間水素貯蔵によって再生可能エネルギー電力の余剰を数カ月に亘って貯蔵することが可能とな

り、VRE導入に必要な電力システムへの投資を先延ばししたり削減することができる。エネルギー貯蔵

は、系統混雑がある箇所やVREが集中する場所で特に価値を持つことになる。 

• 上述のようなスマート電化戦略を実行したとしても、電力システム全体のレベルでは、直接電化の道す

じと間接電化の道すじの間には重大な経済的トレードオフが存在する。初期の研究では、発電および

送配電システム全体にとって最もコストの低い直接電化と間接電化の組み合わせを特定する試みが

なされており、各部門について、妥当な範囲のさまざまな道すじがあるという明確な知見が示されて

いる。 

• 多くの研究が示すところによれば、電力システム全体のレベルにおいて、必要とされる再生可能エネ

ルギーの電源容量が、直接電化および間接電化の両面で最大のインフラ投資対象となっている。その

ため、原則として電力システム全体に亘る効率的な計画策定を行うことでこのような必要容量を最小

化することが、合理的であると言える。 

• 送電システムやローカルな配電システムは、電源容量に比べると必要な投資が小さいと言えるが、そ

れでも一部の地域では電化にあたっての重大な障害となりうるため、これらに特化した分析や投資が

有益な場合も多い。 

• 全体として、部門を問わずほぼ全ての研究において、不必要に要求される電源容量を低減するため、

たとえ電化を実施する前であっても、エネルギー節約とエネルギー効率化による大幅な需要低減が提

案されている。 

• 地域熱供給システムは、都市環境における分散型ヒートポンプと比べて、一般にインフラ要件全体の

（供給、輸送・配給、貯蔵、最終消費技術にまたがる）コストが低いため、温熱・冷熱供給用途での最も

効率的な電力利用に特に重要な役割を果たすとみなされている。そのような熱供給網は、季節ごとの

温熱・冷熱供給に対して、完全に電化されたシステムより大規模かつ多様な貯蔵ソリューションを提供

することもでき、理想的にはインフラ全体の必要容量の削減が実現できる可能性もある。ただし、その

ような集中型システムに伴う損失も考慮に入れる必要がある。 

• 効率化策や代替策を全て講じたうえで、残りの直接電化と間接電化の最適な比率については、研究に

よってさまざまな数字が挙げられている。それらはおおむね必要な電源容量を最小限にするという原

則に従って算出されている。 

• 乗用車、地方での需要、軽工業など、軽度のエネルギー利用とみなされる用途については、競争力を

増しつつある最終消費技術（EV、ヒートポンプ）の存在や、それらの系統インフラコストを削減するス

マート電化戦略を考慮すると、可能な限り直接電化することが望ましい。 

• 航空、長距離船舶輸送、高温加熱など、エネルギー密度の高い燃料を必要とする重度のエネルギー利

用とみなされる用途については、他の脱炭素化の選択肢が利用できない場合、その大部分がグリーン

水素およびグリーン水素由来の合成燃料による間接電化の候補となる。直接電化できる有力な最終

消費技術がないため、これらの燃料製造に要する新たな電力は、必要なものとみなされる原注3。 

 

――― 
原注3 本報告書では、合成燃料（電力を用いて合成される燃料）は再生可能エネルギーを用いて製造されると想定する。再生可能

エネルギー電源を利用して製造された水素を、産業排気ガスや大気などから回収した二酸化炭素と結合して炭化水素を生

成することで、温室効果ガス排出量はネットゼロとなる。このプロセスは一般にP2Xと呼ばれる。詳細な説明は、ボックス4に

記載する。 
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2.1 はじめに 
 

本報告書で議論する3つの主な最終消費部門である家庭・業務部門、運輸部門、産業部門において電化を

拡大するために、明確に定義された技術の選択肢はすでに存在する。これらの選択肢と再生可能エネル

ギー電力や主要インフラ網を組み合わせることにより、パリ協定目標のような重要な脱炭素化目標を達成

することが可能になる。IRENAの研究は、第3章で論じるとおり、そのような長期的な電化を目指す綿密か

つ現実的な全体的道すじを示している。 

しかし、エネルギー転換の際に電化が無秩序に進められれば、電力のピーク需要が急速に増加して利用可

能な容量を上回るなど、重大な問題や意図しない影響が生じる可能性がある。また、さまざまな電化の道

すじごとに必要なインフラ投資や、必要な規模に達するためにより戦略的な決定を必要とする道すじはど

れかといった問題もある。 

本章では、再生可能エネルギーによるスマート電化の戦略を論じることによって、これらの問題を扱う。本

報告書ではそのような戦略を、システムコストを過度に増やしたり電力の安定供給を脅かしたりすること

なく、インテリジェントな方法で再生可能エネルギー電源による電化を促進する戦略と定義する。 

本章では、スマート電化の重要性を論じる前に、より一般的に、家庭・業務部門、運輸部門、産業部門にお

ける電化技術、動向、コスト要因について紹介する。そのうえで、高度な電化と再生可能エネルギーが両立

し、十分に統合されるようにするために、個別のスマート電化戦略がどのような役割を果たすかを評価す

る。VREの導入には、供給側の柔軟性を高める対策も重要であるが、それらは本章で論じる戦略の焦点で

はない。最後に電力システム全体の観点からスマート電化を論じ、全体的に必要なインフラ投資という点

で、さまざまな道すじや戦略がどのような影響を及ぼすかを検討する。 

 

 

ボックス2. 現実世界における実現可能性  

– 世界各地における再生可能エネルギーを用いた最終消費の広範な電化 

本報告書は電化の重要性を説明するものであるが、脱炭素化の代替手段がある場合、必ずしも世

界の全てのエネルギーシステムが最終消費部門の電化を100%、または非常に高い比率で実現しな

ければならないというわけではない。第2.4節では、そのような高い電化率と脱炭素化を目指すさ

まざまな道すじに伴うトレードオフを検討する。 

とはいえ、そのような広範な電化がさまざまな環境下で実現不可能だという意味ではない。それど

ころか、最優良事例を活用し、すでに再生可能エネルギーによる100%ないし高い比率の電化を実

現しているか、あるいはその実現に向けて明確な道すじを定めている国々の実例がある。 

 

ノルウェー 

ノルウェーはすでに、エネルギーシステムの中で非常に高い水準の電化を達成しており、その電化

率は2050年までの気温上昇を2°C以内に抑えるためにエネルギーシステムが達成するべき水準に

匹敵する（詳細は第3章を参照）。2018年には、ノルウェーにおける最終エネルギー消費量の48%を

電力が占めた。これは、ノルウェーが歴史的に豊富で安価な水力発電資源を開発してきたために可

能になったためであり、それが家庭・業務部門と産業部門における高い電化率（それぞれ最終消費

の84%と66%）を実現する重要な要因となっている (IEA, 2020a)。 
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ノルウェーの建物は、すでに暖房のほとんどが電化されている。地域熱供給がかなりの割合を占め

ており、政府は近頃、暖房のために石油を使用することを禁止すると公約した。ノルウェーの陸上産

業もほとんどが高度に電化されており、洋上石油施設や陸上産業のプロセス排出の脱炭素化が次

の課題となる。唯一電化が遅れているのが運輸部門である（2018年の最終エネルギー消費量の

2%）。鉄道はほぼ電化されているが、道路輸送はいまなお化石燃料が主流である。しかし、第2.2.2

節で述べるとおり、ここにも強い電化の傾向が見られる。ノルウェーは、PHEVの市場シェアで世界

を主導している。2017年にはEVが新車販売の50%を超えており、2025年までに新車販売の100%

をゼロエミッション車にするという目標を掲げている。 

運輸部門で進行している電化の取組みが今後も計画通り進めば、ノルウェーのエネルギーシステム

では、2050年までに最終消費のほとんどを電力が占める可能性がある。業界団体Energi Norge（電

力産業の諮問機関）による最近の研究では、ノルウェーが2050年までに完全にクリーン電力のみを

利用して機能することが可能であると結論付けられている(Energi Norge, 2017)。 

 

デンマーク 

デンマークは、最終エネルギー消費量に占める電化率がノルウェーより低く（2018年に20%近く）

(IEA, 2020a)、大規模かつ安価な水力資源も有していないが、2030年の気候目標を達成するために、

現在、洋上風力資源の開発による電化規模の拡大を計画している。今後、バルト海と北海にある世

界初のいわゆる「エネルギー島」（そのうち1つは人工島）にて、少なくとも5 GWの新規洋上風力発

電所を開発する計画で、将来的な拡張の可能性もある(Danish Ministry of Climate, Energy and 

Utilities, 2020)。エネルギー島では、現在の家庭の年間消費電力量を上回る電力量が生産される見

込みである。家庭・業務部門における現行の電化率（2018年に28%）を高め、2030年までに個々の

石油・ガスボイラーを段階的に廃止するとともに、ヒートポンプおよび地域熱供給を段階的に導入

するために利用される。 

また、これらの洋上風力発電島ではP2X（電力の異なるエネルギーへの変換）技術関連の設備も整

備される予定で、いずれは風力発電による余剰電力や水素用電力を利用し、グリーン水素を製造す

ることができるようになる。このようなグリーン水素による間接電化は、すでに電力を最終消費に

利用でき、2030年までに電力利用が大幅に拡大すると見込まれる家庭・業務部門や道路輸送部門

以外の部門の脱炭素化も可能にする。それらの部門は国内のエネルギー消費の大きな部分を占め

るものではないが、政府は2050年までにカーボンニュートラルを達成する努力の一環として、特に

重量物の陸上・海上・航空輸送のほか、さまざまな工業プロセスにおいてグリーン水素による間接

電化（産業部門の電化率は現在33％）を進めることを目指している。 

 

アラブ首長国連邦 

デンマークと同様、アラブ首長国連邦も、最終エネルギー消費量における全体的な電化率は世界首

位のノルウェーと比べると低い。2018年の同国の電化率は18%に留まっている (IEA, 2020a)。しか

し、家庭・業務部門のエネルギー消費量に占める電化率はトップクラスの96%（2018年）となってお

り、エネルギー消費の様相は部門によっても時期によっても大きく異なる。例えば、同国の気候で

は、建物で消費されるエネルギーの大部分が温熱ではなく冷熱（冷房、冷蔵）に関連している。その

ため、電力最終消費技術の現在の利用状況はより分かりやすいものとなっている。しかし、そのよ

うな電力の大部分は天然ガスによって作られており、冷房需要も夏季ピーク時には約2倍に増加す

る。また、産業部門と非エネルギー部門を合わせた化学品／石油化学品需要も、エネルギー消費量

全体における割合が他の多くの国よりはるかに高く、2018年に61%となっている（化学品が56%、

石油化学品が5%）。このように、アラブ首長国連邦は、最終消費を再生可能エネルギー電力に転換

するにあたって独特の課題を伴う状況に直面している。しかし、この国特有の地理的状況や産業状

況をどのように生かし、世界の先頭に立ってスマート電化の選択肢を実証することができる 
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かという議論が目下なされている(Gielen, 2020)。例えば、アラブ首長国連邦は世界の一次アルミ

ニウム生産の約4%を占めており、これは電化のポテンシャルだけでなく、変動性再生可能エネル

ギーを補完する高い柔軟性をもたらしうる要素となっている。液体アルミニウムを用いた貯蔵に

よって連続的な下流工程の活動が可能となるほか、炉の電力需要を制御することで、ピーク電力需

要を10～20%まで低減することが可能となる。また、同国の大規模な海水淡水化プロセスには独

特の貯蔵能力があり、数カ月から数年に亘って水を貯蔵することができる。 

これらの選択肢に加え、集光型太陽熱発電(CSP)や太陽光発電による豊富な太陽発電資源の利用

拡大、グリーン水素製造に特化した太陽発電設備によって、現在は天然ガスで対応している需要を

満たす現実的な代替策を構成することができる(IRENA and Masdar Institute, 2015)。また、同国が

世界の海運業や船舶燃料の供給において大きな役割を果たしている（例えば2017年の国際海運燃

料の8%を供給）ことも、脱炭素化が困難な部門におけるイノベーションの源泉となりうる。現行のイ

ンフラの特性を考慮すると、そのようなプロセスでは、最終的にバイオ燃料のような代替策によっ

て脱炭素化を達成するほうが実現可能性が高いとも考えられる（この論点に沿った詳細な議論に

ついては、第2.4節を参照）。それら代替策の実現可能性調査はアラブ首長国連邦のような国々で行

われることになっており、これらの国々はすでに、さまざまな道すじを探究する主導的役割を担う

ことを目指している。 

  
 

 

2.2 最終消費部門の電化 – 技術、動向、 

コスト要因の概観 
 

本節では、主要な最終消費技術について、また、家庭・業務、運輸、産業の3部門の電化を拡大するために

それらの技術をどのように利用できるかについて説明する。2018年に、これら3部門はそれぞれ世界の最

終エネルギー消費量の約3分の1を占めていた。現在、電化のレベルは世界各地でさまざまである。例えば、

OECD加盟国の電化率は概して非加盟国よりもやや高いが、BRICS諸国（ブラジル、ロシア連邦、インド、中

国、南アフリカ）の成長率は概して近年のOECD諸国よりも高く、特に中国において著しい（図2）。全体的な

電化レベルは、経済発展レベル、資源の有無、産業構造、代替エネルギーキャリアの競争力を後押しする政

策といった、幅広い状況要因に関連する。例えばノルウェーは、歴史的に安価で豊富な水力発電資源を開

発してきたため突出して高いデータを示しており、それが家庭・業務部門と産業部門における高い電化率

の決定的な実現要因となっている（詳細についてはボックス2を参照）。 
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図2 各国・地域の最終エネルギー消費量における電化率（1980～2018年） 

出典： IEA (2020a). 

 
 

図3は、各部門における現在の世界のエネルギー消費量をまとめたもので、どの技術が化石燃料のさまざ

まな最終消費に取って代わる可能性があるかを示している。以下の項では、部門ごとの電化の道すじとし

て考えられる技術構成について詳細に論じる。概念的に、ソリューションは直接電化と間接電化という2つ

の大きなカテゴリーに分類することができる。直接電化は、最終消費技術による直接的な電力消費を伴う

もので、間接電化は、電力を別の種類のエネルギーキャリア（水素など）に変換したうえで消費するもので

ある。ボックス4に、間接電化、換言すればP2Xソリューションに関する詳細な見解を記す。 

こういった電化の道すじの主な目的のひとつは脱炭素化であるが、ここで取り上げる部門にとって、脱炭

素化の選択肢は電化だけではない。事実、IRENAのREmapプログラムでは、脱炭素化のためには、電化だ

けでなく、エネルギー効率化や持続可能なバイオエネルギーの意欲的拡大といった、多くの補完的ソリュー

ションが必要となることが明らかになっている。これらのソリューションや将来のエネルギー構成における

電化との兼ね合いに関する詳細な議論は、本報告書の範囲から外れるが、第2.4節で部分的に取り上げる。 
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図3 電化のポテンシャルが最も高い用途の概要図 

 

家庭・業務部門 

現在、建物のエネルギー消費量は世界で年間約122 EJであり、世界の最終エネルギー消費量の約30%を占

める(IEA, 2020a)。そのエネルギーの半分以上が、天然ガス、石油、石炭、またはバイオマスによって供給さ

れている。家屋およびその他の住居は家庭・業務部門のエネルギー消費量の約70%を消費し、商業施設お

よび公共の建物が残りを占める。現在、居住用建物のエネルギー消費量の約24%、商業施設および公共建

築物のエネルギー消費量の約51%を電力が占めている。 

家庭・業務部門の電化率を高める主な技術的選択肢には、次のようなものがある原注4。 

(1) 温熱・冷熱供給にヒートポンプを利用する。 

(2) 温熱・冷熱供給を電気ヒーターまたは電気ボイラーによって電化し、調理器具を電気コンロや

電気オーブンによって電化する。 

(3) 再生可能エネルギー電力を利用して水素やその派生物である合成燃料などの燃料を製造し、

それを既存または新規の天然ガス供給網を通じて提供する。 

 
 

 

――― 
原注4 電気抵抗による加熱は、専用材質に電流を流して熱を発生させる方法である。電気炉や電気ボイラーのような機器は、その

ような材質を用いて空気や水を熱する。それをファンによって分散させたり、配管の中を循環させたり、後で利用するため

に貯蔵したりすることができる。ヒートポンプは、電力で熱を発生させるのではなく、電力を利用して（冷媒の液相・気相間

の物理的変換により）冷媒を加熱または冷却することによって、周辺空気から熱を移動させるか（空気熱利用ヒートポンプ）、

地中から熱を移動させる（地中熱利用ヒートポンプ）ものであり、その熱を温熱・冷熱供給に利用する。電気抵抗による加熱

に対するヒートポンプの優位性として、その優れた効率がよく挙げられる。効率は2～5倍にもなりうるため、同じ性能でも

必要な電力が小さくなる。 
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電気抵抗による加熱とヒートポンプはいずれも、個別の建物のほか、

大規模な地域熱供給システムにおいて利用することができる。建物

向け熱供給装置の世界販売数のうち約半分はいまなお化石燃料が占

めているが、近年、従来型の電気加熱、ヒートポンプ、地域熱・冷熱供

給の各カテゴリーが着実に拡大しており、新規販売数の約40%を占

めている（2017年時点）(IEA, 2019a)。欧州、米国、日本では、すでに

高い比率でこの種の装置が設置されている。欧州では、個人利用と

大規模利用を合わせて1,100万台近いヒートポンプが設置済みで、先

頭を行くノルウェーとスウェーデンでは、それぞれ約45%と約35%の

世帯がヒートポンプによる熱供給を受けている (European Heat 

Pump Association, 2018)。米国では、約1,200万世帯が暖房用途で主

にヒートポンプを、さらに1,200万世帯が別のタイプの電気加熱を利用しており、これらを合わせると、全

世帯の約20%にのぼる(EIA, 2018)。日本では、全5,800万世帯に対して、2001年から2018年までに630万

台の家庭用ヒートポンプシステムが設置された(HPTCJ, 2019)。 

建物のエネルギー需要の直接電化またはヒートポンプのほかに、十分技術が成熟していないものの別の

選択肢として、天然ガスに代わる水素やその派生物である合成燃料（主に合成メタン）の利用がある。この

方法はまだ普及していないが、既存のガスインフラを利用できるようにすれば優位性が得られ、それによ

り座礁資産化を回避することができると考えられる。この潜在的便益が、建物における水素や合成燃料の

利用に関する電力システム全体の見通しに実質的な違いをもたらすかどうかは、第2.4節で詳細に論じる。 

 

家庭・業務部門：電力システムおよび最終消費インフラの主な要件とコスト要因 

家庭・業務部門の電化プロセスにおいては、相当量の電力システムおよび最終消費インフラを新規建設ま

たは増強する必要がある。 

電気ヒーター・ボイラーおよびヒートポンプの場合、次のようなニーズがある。 

• 電気ヒーター・ボイラーを製造および設置する。 

 

• ヒートポンプを製造および設置する。 

 

• 電化された熱源を熱供給網に接続する（地域熱供給システムの場合）。 

 

• 建物を高効率化するために改修する。 

 

• スマートなビル管理サービスを可能にするため、スマートメーターを設置する。 

 

• スマートなビル管理サービスを導入する（電力潮流管理、インテリジェントな情報交換を促進する

デジタル化、地域内の分散型資源との統合を可能にする高度アルゴリズムなど）。 

合成ガス 

低温 

電気 

コンロ 

調理 

家庭・業務部門 
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これらの要素のコストについて言えば、ヒートポンプへの投資コストは一般に電気ヒーター、電気ボイラー、

ガスボイラーや石油燃焼機器を大幅に上回るが、ヒートポンプの高い効率ゆえに運用コストは大幅に下回

る。 

各種ヒートポンプの設置コストの予想額は、デンマークエネルギー庁とデンマークの送電事業者エネルギ

ネットが定期刊行する技術目録に記載されている(Danish Energy Agency and Energinet, n.d.)。下表に示

すとおり、ユニットコストには規模の経済が働き、10 kWのユニットの場合、コストは2015年に10,000ユーロ

であったが、2050年までに7,600ユーロに低下すると予想されている。他の熱源も推定コストは類似して

おり、正確なコストは現地の状況によってさまざまである原注5。家庭用および小規模商用の場合、ヒートポ

ンプシステムの一般的なサイズは4～50 kWであるが、地域熱供給用の場合は100 kWから数MWに及ぶ

(Nowak, 2018)。 

 

表1 デンマークにおけるヒートポンプの設備コストとコスト低減予測（2015～2050年） 
 

規模（熱供給能力） 5 kW 10 kW 15 kW 

空気熱、投資額（ユーロ/ユニット） 7,500 10,000 12,000 

地中熱、投資額（ユーロ/ユニット） 12,500 16,000 19,000 

 

既存の戸建住宅の温熱・冷熱供給用ヒートポンプ 2015 2020 2030 2050 

1ユニットあたりの熱供給能力（kW） 10 10 10 10 

固有投資コスト（1千ユーロ/ユニット） 10 9.4 8.5 7.6 

出典： Danish Energy Agency and Energinet (n.d.). 

 

ヒートポンプは、熱交換面積が広く、建築物の断熱性が高い状況で最も効果を発揮する。新しい建物はそ

のような特徴を備えていると考えられるが、築年の古い建物は通常、ヒートポンプによる効率の向上を実

現するには、改修して断熱を強化し、エネルギー効率化の対策を講じる必要がある。したがって、熱供給の

電化によってシステム全体の効率を向上させるには、エネルギー効率の高い建物が不可欠の要件となる。

その結果、既存建築物に対する相当の改修が必要になると考えられる。改修コストは、現地の状況や現存

建物のタイプによって異なるものの、建物への熱供給方法に関するベルギーの研究では、建物の小規模改

修（全面断熱、ドアと窓の改良など）の総費用は705ユーロ/m2、大規模改修の総費用は1,080ユーロ/m2と

されている(Vandevyvere and Reynders, 2019)。 

――― 
原注5 空気熱利用ヒートポンプ（空気対空気）は、他の文献でも検討されている。2012年の英国における研究では、容量8.5 kWの

空気熱利用ヒートポンプの設備コストは10,900ドルであった (Delta Energy & Environment and Energy Networks 

Association, 2012)。このコストは、2045年までに8,500ドルに低下すると予測されている。同様の規模の地中熱利用ヒート

ポンプは、コストが約2倍になる。これらの投資コストに対し、ガスボイラーは2,900～3,500ドル、石油ボイラーは6,300～

7,800ドル、蓄電ヒーターは3,100～5,100ドルとされている。欧州を対象とした他の研究も、これらに近い推定額を挙げて

いる。EU28カ国に関する研究では推定額が高く、家庭用の空気熱利用ヒートポンプについて2050年までに13,400ドルとし

ている (Connolly, Lund and Mathiesen, 2016)。一方、ベルギーを対象とした別の研究では、家庭用の空気熱利用ヒートポ

ンプの現時点のコストを8,000ユーロとしている (Vandevyvere and Reynders, 2019)。しかし、どちらの研究でも、これらの

投資コストは同等の化石燃料ボイラーの投資コストのおよそ2倍になると想定されている。もうひとつ例を挙げると、日本

では、ヒートポンプは主に家庭用給湯器に使用されている。370リットルのタンクを備えた標準的なユニットのコストは1,500

～2,000ドルで、それに加えて設置コストが2,000ドルかかる (Kakaku, 2019)。これらのヒートポンプは、従来型の給湯器の2

倍のコストがかかるが、運用コストは従来型システムの約5分の1である (Abdelaziz et al., 2012)。 
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地域熱供給網の構築ができるのであれば、建物ごとに熱供給装置を設置するよりも地域熱供給システム

や他の集中型ソリューションのほうが、地域熱供給網の構築は必要であるもののコスト効率性が高い可能

性がある。なぜなら、負荷の多様性をもたらし、熱貯蔵を利用できる可能性が高く、改修コストが低いから

である。このような選択肢に対する電力システム全体における評価は、第2.4節で論じる。住宅のコストに

ついては、英国の場合、地域熱供給システムの熱交換器を設置する各戸のコストは約2,900ドルである

(Delta Energy & Environment and Energy Networks Association, 2012)。ベルギーの場合、住居用建物を

地域熱供給網に接続するコストは建物1棟あたり8,000ユーロであるとされた(Vandevyvere and Reynders, 

2019)。 

スマートメーターやスマートサービスは、建物の従来的なメーター方式よりコストがかかるが、議論されて

いる他のインフラ要素と比べればはるかに少ないコストである。例えば、英国スマートメーター導入計画に

おける1,660万台以上のメーターアップグレードを分析したところ、メーターの平均コストは電力用が36ポ

ンド、ガス用が53ポンド、先進複合型が120ポンドであり、設置コストはメーター1台あたり88～143ポンド

であった(BEIS, 2019a)。 

水素および合成燃料の場合、建築物、供給網、最終消費インフラのニーズには、次のようなものがある。 

• ボイラー・炉などの最終消費機器を、水素・合成燃料が利用できるように増強する。 

• 天然ガス輸送・配給網を、高濃度の水素または合成燃料が利用できるように増強する。 

• スマートな建物管理サービスを可能にするため、スマートガスメーターを設置する。 

• スマートな建物管理サービスを導入する（熱流管理、インテリジェントな情報交換を促進するデジ

タル化、地域内の分散型資源との統合を可能にする高度アルゴリズムなど）。 

水素および合成天然ガスは、既存の天然ガス配給システムを用いて建物に供給することができる可能性

がある。しかし、低濃度の水素（10～20%）であれば大きな技術的課題や多額の投資なく天然ガスに混合

することができるものの、高濃度の水素を利用するためには、ほとんどの機器、ほとんどの輸送システム、

一部の配給システムに大幅な改修や増強が必要になる可能性がある(IRENA, 2019c)。例えば、ガス流量検

出器やガス流量調整器のほか、タンクやガスボイラーの調整や改修が必要になり、多様なガス組成に対応

するために安全措置を強化する必要があると考えられる。 

混合率の引き上げを可能にする増強に加えて、システムインフラの主なニーズには、スマートガスメーター

の設置や、ヒートポンプについて上で論じたものと同じタイプの建物サービス（ガス流量管理、インテリ

ジェントな情報交換を促進するデジタル化、地域内の分散型資源との統合を可能にする高度アルゴリズム

など）がある。 

これらの燃料を製造するコストは、一般に、システムインフラを増強するコストより大きいが（詳しくはボッ

クス4を参照）、増強のコストも特に水素や合成燃料の混合率が高くなれば多額にのぼる可能性がある。現

行の供給網転用事例から、おおまかなコストが想定できる。例えばドイツでは、国内の天然ガス需要家の

30%を対象に、メタン濃度の低い天然ガス（Lガス）からメタン濃度が高く熱量が高い天然ガス（Hガス）へ

の切替えを進めている。10年間のプロジェクトで必要なシステムの改修や増強の予想コストは、70億ユー

ロ（78億ドル）である(IRENA, 2019c)。 
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運輸部門 

道路、鉄道、海運、航空による旅客・貨物輸送など、世界の運輸部門で利用されるおよそ121EJのエネル

ギーのうち、現在、電力が占める比率は約1%に過ぎない(IEA, 2020a)。その電力の3分の2以上は世界的

に鉄道輸送に利用されており、残りの多くも路面電車（トラム）や地下鉄に利用されている。 

運輸部門の電化を拡大する主な技術的選択肢には、次のようなものがある。 

(1) 主に短・中距離の運輸のニーズを満たすため（ただし、これに限定はしない）、乗用車、トラック、バ

スなどのEVを利用する。 

(2) 長距離輸送用の燃料電池自動車(FCEV)や燃料電池列車の燃料となる水素を製造するために、再

生可能エネルギー電力を利用する。 

(3) エネルギー集約型の貨物輸送や長距離輸送分野（海運、航空）において、化石燃料に代わる合成燃

料を製造するために再生可能エネルギー電力を利用する。 

 
 

バッテリー式電気自動車(BEV)やプラグインハイブリッド電気自動車

(PHEV)など、現在利用されているEVはおよそ1,100万台にのぼる

(ZSW, 2020)。EVの消費電力量は世界規模でもまだそれほど多くな

いが、EVの販売数は急速に増加している。2020年の世界の自動車市

場は16%縮小した一方で、EVの販売数は前年比で41%増加した。こ

の勢いは2021年も続き、2021年第1四半期の販売数はすでに前年同

期の2.5倍近くに達している(IEA, 2021)。ノルウェーはEVの国内市場

シェアが約56%と、世界トップである。一方中国も、近年の乗用EVの

販売数の半分以上と電動バスの販売数のほぼ全てを占めており、近

年および短期的な加速の明らかな原動力となっている(IEA, 2021)。

乗用車およびバス以外の乗用EVも、電動モビリティの拡大に重要な役割を果たしている。電動二輪車と三

輪車の台数は2016年の時点でおよそ2億台であったが、高度な脱炭素化シナリオでは2050年までに10倍

の20億台以上に増加するという予測もある(IRENA, 2019g)。新たなデジタル技術によって実現した、EVと

相性のいい自動運転、ライドシェアリング、他のタイプの共有モビリティサービスの拡大により、EVの普及

にはさらに拍車がかかる可能性がある(Deloitte Center for Energy Solutions, 2017)原注6。 

 
 

 
 

 
 

――― 
原注6 例えば、稼働率の高いライドシェアリング車両の場合、EVは内燃機関自動車よりも運用コスト面で優位であり、自動走行技

術を導入しやすい。 
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図4 世界のEV導入状況 

出典： ZSW (2020). 

 

 
FCEVの販売台数は、EVの販売台数よりもはるかに少なく、2020年の乗用車台数はわずか25,000台だった 

(IEA, 2021)。過去数年、米国、日本、中国が導入を牽引してきたが、2020年には韓国がFCEVの台数が最も

多い国になった（FCEV全体の29%、乗用FCEVの40%）。現在の市場規模は小さいものの、FCEVはEVに比

べて長距離走行に優位性があり、燃料補給が容易である。そのため、大型トラックや地方・都市間バスのよ

うに稼働率が高く長距離を走行する道路通行車両、列車、フェリーボート、フォークリフトのような作業車

両など、現行のバッテリーでは限界がある集中的な運行を特徴とするセグメントに適合する可能性がある

(IRENA, 2018b)。したがって、運輸部門のエネルギー転換という広い文脈においては、EVを補完するもの

として水素を検討することが望ましい。実際に、図5（下図）が示すように、FCEVとEVそれぞれの優位性は、

市場セグメントごとにはっきりと見られる。水素燃料電池はすでに欧州の商用鉄道サービスなどで利用さ

れ始めており、架線敷設による多額の資本的支出を回避している(IRENA, 2018b)。また、再生可能エネル

ギー由来の水素やその派生物である合成燃料には、海運分野や航空分野を間接的に電化するポテンシャ

ルがある。 
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図5 運輸市場のセグメンテーション 

 
出典： IRENA (2018b). 

 

ただし、バッテリー技術の向上とコスト低下にともなって、上図の市場セグメンテーションは変わりつつあ

る。特に、電気トラックが予想以上に急速に市場シェアを獲得しつつあり、なかでも貨物輸送の約半数が

300 km未満の欧州において一般的な短・中距離用のトラックでそれが顕著である  (Transport & 

Environment, 2017)。業界大手企業からますます多くの電気トラックが発売されていることに加え、「給電

道路システム」のような補完的な革新的ソリューションも、すでにカリフォルニア州、ドイツ、スウェーデンに

おいて貨物輸送向けに実証が行われている(Research Institutes of Sweden, 2019)。 

海運分野と航空分野では、バッテリー駆動型船舶・航空機といった直接電化も模索されており、陸運と同

様に短・中距離輸送から導入が始まっている。例えばノルウェーでは、ノルウェーの公営空港運営社Avinor

が、1.5時間未満の短距離路線の全便を電動航空機で運航可能であると考えており、これには国内路線の

全便と近隣北欧諸国の首都への便が含まれる(Avinor, 2018)。「港湾電力」設備を備えた多くの主要港湾で

は、既に停泊中の船舶が現地汚染や燃料消費を削減するために電力システムからの電力を利用している。

さらに、短距離フェリーを中心に完全電動船が、すでに商用利用されている (Holter and Hodges, 2018)。 
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10 
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ボックス3. 中国におけるケーススタディ – 都市および港湾における電動輸送 

大気汚染を早急に低減する必要に迫られた中国の都市は、急速に輸送の電化を進め、この分野の

世界的リーダーになっている。例えば深圳は、16,000台を超えるバスの全車両を5年以内に電化す

るという計画を2017年に完了させた(Lu, Xue and Zhou, 2018)。従来のディーゼルバスは市内の全

車両の約0.5%を占めるのみだったが、これらを電化した結果、運輸部門の排出量を20%削減する

ことができた。また深圳では、21,000台を超えるタクシーの99%を2019年までにEVに転換した

(Liao, 2019)。タクシーの稼働率が高かったことから、大気汚染は大幅に減少した。 

北京でも深圳の教訓に従い、電動バスの比率を2020年までに60%に引き上げることを目標とした。

これにより、電動バスの台数は2017年の10倍に増え、10,000台が稼働することになる (China Daily, 

2017)。深圳を本拠とするEVメーカーBYDも、その成功体験を世界に輸出し始めており、英国、チリ、

南アフリカの都市への電動バス供給を受注している(Liao, 2019)。 

中国の他の輸送分野では、さらに高度な電化に向けた前進も見られる。Global Sustainable 

Electricity Partnershipは、報告書“New Electricity Frontiers”の中で次のように述べている。 

「中国における鉄道の電化率は約40%である。この数字は、2020年には60％に、2050年には90％に

伸びると予想される。港湾の船舶は、ディーゼル燃料ではなく電力を利用することが奨励されてい

る。空港では、全ての車両と設備に電力を利用することが奨励されている。2017年、中国国家電網 

は、北京・杭州間の大運河（京杭大運河）、東部沿岸部、揚子江に沿って、高圧電力供給システム44基、

低圧電力供給システム507基を建設した。現在、京杭大運河沿いにある港湾の50%で電力供給が可

能になっている」(GSEP, 2018)。 

中国は、車両輸送の電化と鉄道や港湾の電化を強く推進しており、2000年以降、運輸部門の電化率

が大幅に拡大した数少ない主要国・地域のひとつとなっている（付録Iを参照）。 

 

 

 

運輸部門：電力システムおよび最終消費インフラの主な要件とコスト要因 

運輸部門における3つの主な電化の道すじについて、電力システムおよび最終消費インフラには以下のよ

うな固有のニーズがある。 

電気自動車(EV)： 

• EVの製造。 

• 駐車場（公共、民間）の大多数に充電インフラの設置。 

• スマートメーターの設置。これによって（価格シグナルまたはデマンドサイドマネジメントによる）ス

マート充電が可能となる。 

• 必要に応じて、最終的にはV2G（自動車から電力システムへのエネルギー変換）技術の導入。 

燃料電池自動車(FCEV)： 

• FCEV（主に長距離走行車両）の製造。 

• 再生可能エネルギー由来水素に対応するための石油輸送・配給網の改良。また、必要に応じて専

用の輸送・配給インフラの建設。 
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合成燃料： 

• 化石燃料の直接的な（そのまま利用可能な）代替物として利用する場合、理論的には合成燃料製

造に必要なもの以外、新たな電力システムや最終消費インフラは不要。 

• 船舶用アンモニアのように化石燃料の直接的な代替物ではない合成燃料の製造に関する新たな

輸送・配給インフラや最終消費技術。 

現在、運輸部門の電化を妨げている大きな要因は、乗用EVの初期費用が比較的高いことである。しかし、

車両のコストを大きく左右するバッテリーのコストは急速に低下している。国際エネルギー機関 (IEA)の推

定によれば、2019年におけるバッテリーパックのコストは約156ドル/kWhで、2010年の平均コスト水準よ

り87%低下している(IEA, 2020b)。ブルームバーグ・ニューエナジー・ファイナンスが毎年実施しているバッ

テリー価格の調査によれば、バッテリーのコストは2020年にはさらに前年比で13%低下した(BNEF, 2020)。

バッテリーパックの平均コストは、2020年には137ドル/kWhと推定されており、2023年までに100ドル

/kWhにまで低下し、所有にかかる総コストは（家庭用充電器の設置も含めて）内燃機関自動車と同程度に

なると予想されている。 

比較的少ない販売数から分かるとおり、現在、乗用FCEVの初期費用はEVを大きく上回る。コスト要素とコ

スト水準の差を明らかにするため、図6では米国におけるバス購入価格の内訳を示し、FCEV、EV、ICEを比

較している。これらの部品コストは場所によって異なる。例えば中国では、部品コストおよび部品の付加利

益率がはるかに低いため、FCEVの購入価格は大幅に低い314,000ドルである (Deloitte, 2020)。 

 

図6 バス購入価格の内訳（千ドル/台） 

 

出典: Deloitte (2020). 
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また、EVとFCEVのいずれも、発電または燃料製造、充電または燃料補給のためのインフラを必要とする。

米国におけるバスの事例が分かりやすいため引き続きこれを用いると、そのようなインフラコストと他の

主な運用コストを均等化したものが下図の数字である。 

 
図7 バス運用コストの内訳（千ドル/ 100km） 

 

出典： Deloitte (2020). 

 

 
これらの多岐に亘るインフラコストは、いわゆる「油井から燃料タンクまで(Well-to-Tank)」という尺度で捉

えることもできる。これは、燃料製造から充電・燃料補給インフラまでを合計したコストを比較するもので

ある。Siegemund et al.(2017)では、EUについて分析を行い、急速充電および低速充電した場合のEV、

FCEV、乗用合成燃料車（PtLと呼ばれる）について「油井から燃料タンクまで」の総コストを推定した。下図

には、これらのコストに加え、それぞれの「油井から車輪まで(Well-to-Wheel)」のコストも記載されている。

これには充電ネットワークや燃料補給網のコストのほか、車両自体のコストと効率も含まれる。正確なコス

トは急速に変化しているが、この図では競合する選択肢それぞれのコスト構成を分かりやすく示されてい

る。図の電力コストには各選択肢の送配電システムの要件も含まれているが、EVの充電に必要な配電シス

テムの増強は状況によって、また充電ネットワークインフラに電力貯蔵やスマート充電ソリューションがど

の程度整備されているかによって異なることに注意（この問題について詳しくは、第2.3節「スマート電化

戦略 – 車両輸送」を参照）。 
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図8 輸送燃料コスト：燃料の単位体積あたりの「油井から燃料タンクまで(Well-to-Tank)」コスト（左）

と単位距離あたりの「油井から車輪まで(Well-to-Wheel)」コスト（右） 

注： 左グラフ単位 = ユーロ/リットル（ディーゼル燃料相当リットルあたり）； 右グラフ単位 = ユーロ/km 

出典： Siegemund et al. (2017). 

 

この研究でEV充電インフラコストの重要な変動要因となるのは、低速充電に想定される家庭用充電器や

大規模貯蔵システムに対置される、「スーパーチャージャー」や急速充電ステーション用のオンサイト定置型

貯蔵システムに関する推定である。家庭での充電のためのスマートメーター利用は、他の必要とされるイ

ンフラより比較的低コストで、年間13ドル（11.77ユーロ/年）と推定される(Siegemund et al., 2017)。 

合成燃料は（ある程度までは水素も）燃料の輸送・利用に運輸部門の既存インフラを利用できるという優

位性を有しているが、水素製造や合成燃料製造に必要な投資が、乗用車に関する推定コストが比較的高く

なる主な要因であることは明らかである。そのため、ボックス4では、P2Xインフラコストの部門横断的概観

の一環として、水素と合成燃料の製造コストを詳細に検討している。 

長距離の海運や航空など、他の運輸用途で燃料電池や合成燃料を利用した場合の実際のコストは、開発

状況を考えると不明である。しかし先に述べたように、電力の直接利用の選択肢がないため、これらの分

野における燃料電池や合成燃料の理論的な費用便益比はより高くなる(Perner, Unteutsch and Lövenich, 

2018)。 
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産業部門 

産業部門全体の最終エネルギー消費量は154 EJであり、これには非エネルギー利用の35 EJが含まれる

(IEA, 2020a)。エネルギーとして消費される119 EJのうち約28%が電力として供給されている。エネルギー

集約型産業用原材料（セメント、鉄鋼、化学製品としてのアンモニア、エチレン）だけで、産業部門のエネル

ギー消費量の約60%を占める(McKinsey & Company, 2018)。非エネルギー利用（工業プロセス原料として

の化石燃料の直接利用など）に用いられるのは全て化石燃料で、そのうちの70%はエチレン製造（主に石

油を利用）、残りはメタノールやアンモニアの製造（主に天然ガスを利用）の原料である(ibid.)。 

産業部門のエネルギー需要の電化、ならびに産業部門内の非エネルギー利用の電化を達成する主な技術

的選択肢には、次のようなものがある。 

(1) 中温・高温熱用途に電気ボイラーおよび電気炉を利用して、産業用加熱プロセスを直接電化する。 

(2) ヒートポンプを利用する（特に低温熱用途。また、中温熱用途にも可能性がある）。 

(3) 水素およびその派生物である合成燃料の製造に再生可能エネルギー電源を利用する（特に高温

熱用途と非エネルギー用途）。 

 
 

セメント、鉄鋼、化学製品（アンモニア、エチレン）の製造に必要な高温

熱（≥ 500°C）については、現在セメントおよびエチレン産業において、

産業規模の電気炉が応用研究や試験段階にある。このような電気炉

の資本コストは、最終的には従来型の炉と同程度になる可能性があ

るが(McKinsey & Company, 2018)、実現可能性を左右する最大の要

因はエネルギー供給コストである。また、このような技術の導入には、

既存製造設備の改良や改修、場合によってはまったく新しい工業施

設の建設が必要になる可能性がある。高温加熱に電力を用いる成熟

度の高い技術は、アルミニウム製錬や鉄鋼生産における電気アーク炉

など、一部の工業プロセスに限られる。 

中温熱需要（200°C ≤ 500°C）については、電気ボイラーやハイブリッ

ドボイラーが産業規模の施設で利用されており、ガスボイラーや石炭

ボイラーに代わる選択肢となりうる(ibid.)。 

産業用低温熱については、現在利用可能なヒートポンプは最高100°Cの温度を供給することができる。さ

らに高温（ ≤ 150°C）を供給するヒートポンプは、現在、研究開発段階にある。このような高温での熱供給が

実現すれば、製紙産業や食品産業などにヒートポンプの用途を拡大することが可能になる  (European 

Heat Pump Association, 2019)。 

こういった直接電化の選択肢の導入率や技術習熟度は、産業部門内の分野ごとに大きく異なる。現在、産

業部門における電気ボイラー、電気炉、ヒートポンプの利用は、おおむね、4つの主な産業製品（セメント、

鉄鋼、化学製品としてのアンモニア、エチレン）以外に限定されている(McKinsey & Company, 2018)。製造

業、食品製造業、パルプ・製紙業原注7など、他の産業分野（産業部門全体のエネルギー消費量の約40%を占

める）の場合、電力を用いた最終消費技術は低・中温熱について商業的に実証されているが、これらの用

途においても、一般的な化石燃料による加熱方法よりはるかに普及率が低い (ibid.)。 

――― 

原注7 より網羅的に挙げれば、食品・タバコ、建設、鉱業、機械、非鉄金属、紙・パルプ、輸送設備、繊維・皮革、木材、雑工業がある。 
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再生可能エネルギー由来水素の産業利用は、直接電化やヒートポンプの拡大以外の重要な電化方法であ

るが、さまざまな産業分野において主に研究開発または試験段階にある。短期的には、すでに数十年に

亘って水素（化石燃料由来）を原料として用いてきた大規模な産業分野（主にアンモニア生産と石油精製）

が初期の主要な市場になると予想される。これらの市場で利用量が増えれば、規模の経済が生まれ、コス

トが低減し、再生可能エネルギー由来水素の製造と利用の拡大が可能になる(IRENA, 2018b)。高温熱需要

向けの直接電化技術のコスト推移によっては、セメント、鉄鋼、化学製品の各分野における500oC以上のプ

ロセス熱需要を満たすため、水素炉が従来型の炉に代わる選択肢となりうる(ibid.)原注8。 

 

産業部門：電力システムおよび最終消費インフラの主な要件とコスト要因 

産業部門の電化に必要な電力システムおよび最終消費インフラの主な要件には、次のようなものがある。 

• 電気ボイラー原注9および電気炉を製造する。 

• ヒートポンプを製造する。 

• 電力利用に対応するため、工業プロセスや製造施設を新設または改修する。 

• 再生可能エネルギー由来の水素および合成燃料を燃料または原料として利用するため、工業プ

ロセスや製造施設を新設または改修する。 

先述したように、電気ボイラーとヒートポンプはいずれも、多くの産業用低・中温熱用途において化石燃料

に代えて商業的に利用可能であり、その多くは品質および効率の向上をもたらす選択肢となっている 

(IEA, 2017)。とはいえ、これまでの経験から、最終消費用途における電気機器と従来型機器の資本コスト

は、導入率への影響という点では運用コストに比べはるかに影響が小さい。したがって、実際の導入を促

す主なコスト要因は、突き詰めれば電力と天然ガスの価格差である(McKinsey & Company, 2018)。 

セメント、鉄鋼、化学製品分野における高温電気炉や燃料または原料の水素代替といった、まだ大規模な

商業利用に至っていない技術やプロセスについても、同じコスト原理が働くと予想される。このような用

途は多量のエネルギーを要するため、電力コストが競争力の主要な決定要因となると考えられる。しかし、

こういった脱炭素化が困難な分野で利用される既存の最終消費インフラは、一般に寿命が長い。つまり、

既存の拠点やプロセス（すなわちブラウンフィールド施設）を改修するのか、それとも新しい工業拠点（す

なわちグリーンフィールド施設）を建設するのかの違いも、重要なコスト要因となる。 

 
 

 

――― 

原注8 第2.4節では、これらの競合する電化の道すじがシステム全体のインフラにもたらす影響について、より詳細に論じている。

産業部門におけるその他の脱炭素化の選択肢も検討する必要があることに留意すべきである。たとえば、バイオ燃料を燃

料として使用する技術は成熟しており、一般にプロセスデザインへの変更をあまりせずに導入することができる。持続可能

なバイオ燃料が利用可能な地域では、それらは経済的により魅力的な選択肢と言える。地熱資源が利用可能な地域では、

地熱も補完的な選択肢となりうる。最後に、十分なスペースがある地域や産業拠点では、集光型太陽熱発電(CSP)の導入も

考えられる。 

原注9 中圧4 kV電極ボイラーを含む。 
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個々の施設やプロセスの特徴は異なるが、これらのさまざまなコスト要因を考慮することを試みた

McKinsey & Company (2018)による調査の結果を表2に示す。この調査は、炭素を排出しない電力の価格

低下の一般的な段階を明らかにしている。これは、電力が（電力以外の最も有力な脱炭素化策として選ば

れた）二酸化炭素回収・貯留(CCS)技術よりも経済的になる段階を示している。これらの一般的な段階は有

用ではあるが、複雑なバリューチェーンやプロセス、特に水素インフラのコストに関する幅広い想定を含ん

でいるため、概念的なものとして扱うことが望ましい。水素や他のP2X技術のインフラコストに関する予測

範囲の詳細は、ボックス4に記載する。 

 

表2 主要産業の最終用途において、さまざまな産業電化ソリューションがCCSより経済的になる状況

を表す例示的段階 
 

電力価格低下の段階 産業電化ソリューションのコスト競争力における重要な変化 

電力価格低下の第1段階 

超高温電気炉が利用可能な場合、グリーンフィールドのセメント製造

施設における熱製造の電化が、燃料消費による排出にCCSを適用する

場合よりもコスト競争力が高くなる。 

電力価格低下の第2段階 

グリーンフィールドのアンモニア製造施設や鉄鋼製造施設における水

素利用が、従来の製造工程にCCSを適用する場合よりもコスト競争力

が高くなる。 

電力価格低下の第3段階 

グリーンフィールドのエチレン製造やブラウンフィールドのセメント製

造における熱製造の電化、およびブラウンフィールドの鉄鋼製造にお

ける水素利用が、従来の製造工程にCCSを適用する場合よりもコスト

競争力が高くなる。 

電力価格低下の第4段階 

ブラウンフィールドのアンモニア製造における水素利用やエチレン製

造における熱製造の電化が、従来の製造工程にCCSを適用する場合

よりもコスト競争力が高くなる。電力価格がこの水準に達すると、4つ

の主な産業分野（セメント、鉄鋼、アンモニア、エチレン）全てにおいて、

電力による熱製造と電力による水素製造は、基本的にCCSより経済的

な脱炭素化アプローチとなる。 

注： 元資料では、各段階は以下の電力価格に対応している：50ドル/MWh以下；35ドル/MWh以下；25ドル/MWh以下；15ドル/MWh以
下。説明文は元資料と同じであるが、例示した技術競争力の変化が生じる正確な価格水準は前提によって大きく異なるという事実
を反映させるため、表に手を加え、一般的な分類を付した。 

出典： Adapted from McKinsey & Company (2018).  
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ボックス4. P2X： 水素技術と合成燃料技術、トレンドとコスト要因 

P2X (Power-to-X) の定義 

電力は、自動車から家電製品まであらゆるものを直接電化するだけでなく、熱や水素など他のタイ

プのエネルギーキャリアに転換することもできる。これをP2X (Power-to-X) という。 

 

図9 P2X技術の分類 

一般に「Power-to-Heat（電力から熱への変換）」技術は家庭・業務部門と産業部門で利用されるが、

「Power-to-Hydrogen（電力から水素への変換）」技術は、下図のとおりより多様な最終消費例があ

る。 

 

図10 水素による最終消費部門へのVRE統合 

出典： IRENA (2018b). 
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文献では、水素からさらにガスまたは液体のエネルギーキャリアや原料を製造することは、「Power-

to-Gas (P2G)」、「Power-to-Liquid (PtL)」、「合成燃料」、「E燃料」、「パワーフューエル」と呼ばれている。

本報告書では、最も一般的な用語である「合成燃料」を用いる。合成燃料の製造は水素よりもさらに

高コストな加工や気候に影響を及ぼさないCO2源を必要とし、さらなる効率の低下を伴うが、その一

方で、水素よりも貯蔵が容易であり、既存インフラに導入しやすく、独自の市場を築くことができると

いう利点がある。 

 

主なインフラ要件とコスト要因 

水素インフラの総コストは、大きく分けて製造と物流（輸送・配給・貯蔵網）という2つの高次要素から

なる。 

製造面では、再生可能エネルギー由来の水素製造の経済的実現可能性を左右する主な要素は、プロ

セスに用いる再生可能エネルギー電力のコスト(LCOE)、電解装置への資本支出、年間運用時間数（設

備利用率）の3つである。 

再生可能エネルギー電力については、大規模な太陽光発電と陸上風力発電のコスト水準が2～3セン

ト/kWにまで低下している地点が増えている。2020年には大規模な太陽光発電にかかる平均電力コ

ストは前年度比で7%低下し、陸上風力発電は13%、洋上風力発電は9%低下した(IRENA, 2021c)。電

解装置の資本コストも、そこまで急速ではないものの低下しており、技術にもよるものの、2050年に

は現在のコスト帯である500～1,400ドル/kWから、200ドル/kWを下回る水準まで低下すると予想さ

れる(IRENA, 2020e)。 

電解装置の設備利用率が高いほど、水素1単位あたりのコストは安くなる。電解装置の設備利用率は、

一般に今日の投資コスト水準では50%を超えることが望ましいが、35%を超えれば最適に近い水素

コストが得られるようになる。この数値は、電解装置がより安価になればさらに低減する。太陽光・風

力発電のハイブリッドシステムは有望なソリューションと考えられる。チリのアタカマ砂漠のように太

陽光発電と風力発電が相互の利用可能性を補完し合う場所では、50%をゆうに上回る設備利用率

を達成することが見込まれる。図11は、こういった全ての製造コスト要素を考慮に入れ、今日の再生

可能エネルギー電力の平均コストと最良コストを、CCSを併用した化石燃料による供給と比較してい

る。これらのデータは、非常に特殊な状況下に限られるとはいえ、CO2フリーの再生可能エネルギー

が現時点でも最も安価な水素源のひとつとなりうることを示している。 

電解装置のコストと再生可能エネルギー電力のコストはいずれも長期的に低下すると予想されるこ

とから、電解装置の設備利用率が果たす役割は縮小し、再生可能エネルギー由来水素は、全てのタイ

プの化石燃料由来水素と同程度の競争力を持つか、それより安価になると予想される  (IRENA, 

2019c)。 
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図11 電解装置導入の関数としてのグリーン水素製造コスト 

注： 公称容量における効率は、2020年に低位発熱量が51.2 kWh/kg H2の場合に65%、2050年に低位発熱量が43.8 kWh/kg H2

の場合に76%であり、割引率は8%、スタック寿命は80,000時間である。電解装置の投資コストは、2020年に650～1,000ドル

/kWである。電解装置コストは、1～5 TWの設備増強の結果、2050年までに130～307ドル/kWにまで低下する。 

出典： IRENA (2020e). 

 

製造コストに加え、水素利用には輸送、配給、貯蔵が必要であり、それらの整備には多額の投資を要

する可能性がある。現在の化石燃料由来水素の総コストは、製造コストの2～3倍である。現実的に、

水素供給チェーンは、オンサイト製造から集中型へ、場合によっては大陸間のサプライチェーンへと

段階的に発展すると予想される。初期段階では既存のガス供給網を利用するため、改良コストのみ

を伴う。全面的な水素供給網インフラへの転換はその後に起こり、調整施設や充填施設への投資が

必要になる。このような段階的方法に加え、さまざまな供給方法が考えられる（圧縮、液化、あるいは

アンモニアやメタノールのようなエネルギーキャリアやその他の液体有機水素キャリアへの転換など）

ことから、水素供給網インフラのコストは非常に不確実性が高く、地域の投資決定に依存する。実際

のコストの詳細を明らかにするためには、さらなる実証が必要とされる。 

水素をさらに4大合成燃料と言うべきアンモニア、メタノール、合成メタン、合成石油製品に変換する

プロセスについては、現在商業展開のさまざまな段階にある。表3は、これらの燃料の製造コストに

関するIRENAの推定を示したものである。 
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表3 合成燃料の推定製造コスト 
 

合成燃料 総製造コスト（ドル/GJ） 
化石燃料由来製品の価格 
（ドル/GJ） 

アンモニア 27〜32 11〜19 

メタノール 24 15〜18 

メタン 28 10〜16 

合成石油製品 23 12〜18 

出典： IRENA (2020c)より作成 
 

アンモニアはすでに世界中で使われる産業製品となっているが、アンモニア製造に用いられる水素

は天然ガスまたは石炭から製造されている。アンモニアは原料として大量消費されることから、将来

は、既存の需要を満たすために、既存のサプライチェーンや流通設備を利用して、再生可能エネル

ギー由来水素を供給することになる。再生可能エネルギー由来水素を利用した場合と化石燃料を利

用した場合のアンモニア製造の現在の価格差は、考慮されている合成燃料の中で最も低い。 

メタノールも現在、水素と一酸化炭素の混合気体を原料に量産されており、これらの原料も天然ガス

または石炭から製造されている。再生可能エネルギー由来のメタノールも、化石燃料由来のメタノー

ルとの価格差が少ないため、需要が拡大しつつある。 

合成ガス（水素/CO/CO₂混合気体）を原料とする合成液体燃料の製造は、実証済みの技術であり、南

アフリカでは商業規模で応用されているが、同国では石炭が原料として使われている。 

今日、合成メタンと天然ガスの価格差は合成燃料の中で最も大きいが、大気から直接回収したCO2の

価格が大幅に下がれば、好転する可能性はある。合成天然ガスも、天然ガスインフラを利用できるほ

か、強力かつ成長中の液化天然ガス産業からも恩恵を受けることができる。また、既存インフラだけ

でなく、発電や加熱を目的とする機器にも直接利用することができる。 

IRENAの推定を補完するものとして、付録II表7および表8に、再生可能エネルギー由来の合成メタン

や合成石油を製造するための推定コスト範囲を追加して示した。合成メタンについては、CO2原料の

コスト想定が34～350ドル/トンと幅広いこともあって、推定値には大きな幅がある。 

航空、船舶、化学・石油化学部門など、実現可能性のある脱炭素化の選択肢がない部門では、再生可

能エネルギー由来の合成燃料に対する潜在的ニーズが存在することを考えると、競合する化石燃料

に比べてコストが高いからといって、さらなる研究、開発、導入が妨げられるべき理由はない。第4章

で論じられるように、むしろこれらの技術が秘める大幅なコスト削減の可能性を模索する支援政策

が求められる。 

 
 

44  

再生可能エネルギーによるスマート電化  

 

 

 
 

2.3 スマート電化戦略 
 

エネルギー転換を成功させるためには、単に風力発電所や太陽光発電所を多数建設し、電気自動車やヒー

トポンプに切り替え、再生可能エネルギー由来燃料を利用するよう工業プロセスを改変し、経済活動を最

大限電化するために必要な他の多くの技術や基本インフラに投資するだけでなく、はるかに多くのことが

必要である。また、このような技術や機器を導入し、送電システムの各所でさまざまな方向に流れる大量

かつ急速に変動する電力を、ピーク需要上昇による配電システムへの過負荷といった深刻な問題を引き

起こすことなく管理するためには、まったく新しい戦略や慎重な計画が必要である。経済活動の電化に向

けたエネルギー転換によって、電力の同時同量という既存の課題がさらに大きく増加する。電力需要が大

幅に増加するとともに、風力や太陽光のような再生可能エネルギー電源が変動性を持つからである。 

幸いなことに、本報告書が「スマート電化」と呼ぶものによって、この課題に対処することができる。高度な

制御を可能にするスマートデジタルインフラ、市場設計、規制枠組み、ビジネスモデルを組み合わせること

によって、例えばピーク負荷を大幅に低減し、電力消費のタイミングを発電出力が多い時間帯や従来需要

が少なかった時間帯にシフトさせることが可能になる。 

事実、そのようなスマートアプローチは電化の道すじの必須要件であり、それは本章でこれまで論じてき

た通りである。それらは、例えば再生可能エネルギーによる出力の変動と一致するよう需要をシフトさせ、

系統混雑や再生可能エネルギー電源の出力抑制という問題を避けるといった、インテリジェントな系統拡

張や系統管理を実現するために不可欠である。しかし、スマートアプローチの効果は、単なる問題解決に留

まらない。低コストの再生可能エネルギー電力の導入と利用拡大により、トラックや船舶から鉄鋼製造まで、

より多くの最終消費を電化する新たな機会も創出し、再生可能エネルギーと経済の電化のいずれの成長

も加速する好循環を始動させることができるのである。 

本節では、このような好循環を実現するために必要なスマート電化戦略について、直接電化と間接電化の

両面から論じる。スマート電化戦略は、下記の3つのカテゴリーに大別され、主要な3部門（運輸、家庭・業務、

産業）の全てにおいて、不十分な電化計画に起因する問題を効果的に解決することができる。 

 

電力供給と需要のさらなる一致 

再生可能エネルギー電力は、風速の低下や雲による日射量低下で数分の間に変動する可能性があり、同時同量

という課題がよりチャレンジングなものとなる。発電電力量が低下しているのに需要がなおも高い場合、不足分

を補う別のエネルギー源が必要になる。あるいは、需要が少ないのに発電電力が高い場合、貴重な電力が無駄

になる。効果的な戦略とは、単に需要ピークを低減するだけでなく、VREの発電電力量に合わせて需要をシフト

させるところまでを考慮するものである。また、エネルギー貯蔵を活用し、需要に合わせて電力量の供給を調整

することも考えられる。 

系統サービスの拡張 

再生可能エネルギー電源は、集中型の電源に比べてはるかに変動性、分散性、独立性が高い。その結果、VREの

利用を最大化するためには、負荷追従、周波数調整、ブラックスタート機能、運転予備力の提供など、はるかに多

くの系統サービスが必要になる。現在、このようなサービスを提供する多くの技術が利用可能であり、再生可能

エネルギー電源の導入加速に役立っている。 

電化の機会拡大 

再生可能エネルギーの導入拡大を実現する戦略に加え、再生可能エネルギー電力に固有の特性を利用して、水

素製造といった新たなタイプの需要に応える戦略もある。 
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直接電化 – 新たな課題に対応するスマート電化戦略 

本節では、輸送、冷熱供給の直接電化が電力システムに及ぼしうる悪影響を低減または防止するスマート

電化戦略について論じる。 

運輸（自動車） 

EVの急速な増加は、今日の電力システムに深刻な問題を引き起こすおそれがある。例えば、仕事を終えて

夕方帰宅した後にEVを充電する人は多いと考えられるが、その時間帯はすでに需要がピークに達してい

る。例えば米国の一部の地域では、1台のEVを充電することは、電力システムに複数世帯分の負荷を追加

することに匹敵する(Bullis, 2013)。その結果、地域の配電システムに過負荷がかかるおそれがあり(Lacey 

et al., 2013; Lillebo, 2018)、ピーク発電容量と送電容量への投資拡大が必要になる (Engel et al., 2018; 

IRENA, 2019f)。より大きなバッテリー容量とより急速な充電能力を備えたEVが増えるにつれ、問題は深

刻化する一方である。 

スマート充電アプローチによりこういった問題が解決するだけでなく、EVが電力システムに対して新たな

機会と重要な便益をもたらすことが可能になる。なぜなら電力システムに接続された自動車は、次の2節

で説明するようなサービスを提供することができるからである。 

 
スマート充電により需給マッチングの向上を実現 

スマート充電によって、EVを充電することによる新たな負荷のタイミングを管理することができ、それによ

りピーク需要の増大といった問題が低減されたり完全に回避することが可能となる。スマート充電アプ

ローチの中には、ピーク時の電力価格を引き下げ、充電のタイミングをピーク時からオフピーク時にずらす

よう需要家にインセンティブを提供するといったシンプルなものもある。より複雑な方法では、例えば充電

の速度や方向をリアルタイムで自動制御し、プラグイン車両のほうから電力システムまたは所有者の住宅

に電力を供給して、突発的な需要ピークに対応できるようにするといったものもある。これは、V2G戦略と

呼ばれる。いずれの方法を可能にするのも情報通信技術であり、所有者が価格シグナルを利用するため、

あるいは電気事業者のニーズに応えるため、いつ自動車を使用する必要があるかを計画できるようにす

る(IRENA, 2019f)。個人の自動車が平均して95%もの時間駐車している(Schmitt, 2016)ことを考えると、

駐車したEVは（それがバッテリーシステムの保証を犠牲にしない限り）大きな需要側の柔軟性を提供し、し

たがってVREの容量を最大限に活用することによってシステムコストを削減できる可能性がある。スマート

充電によって出力抑制が減り、分散型オンサイト発電（屋上太陽光発電など）による電力の自家消費が拡

大すれば、必要な発電設備投資が削減される。 
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図12 スマート充電がEVによる柔軟性供給を可能にする仕組み 

出典： IRENA (2019h).  

 
 

また、スマート充電戦略は、既存の送配電システムを更新または増強する必要性を抑制したり解消するこ

ともできる。例えば、英国で200台以上のEV（日産リーフ）を使って実施された最近の実証プロジェクトで

は、スマート充電戦略によって2050年までに系統増強コストを最大30億ドル削減できることが明らかに

なった(My Electric Avenue, n.d.)。付録IIIにまとめたその他のさまざまな研究でも、スマート充電方式が

大規模な系統投資や系統増強の必要を抑えることができるという点で結論は一致している。ただし、個別

の配電システムの結果は、電力システムや充電のレベルにより異なる可能性がある(Awadallah, Venkatesh 

and Singh, 2017)。 

 

ボックス5. 中国におけるEVスマート充電網の発展 

中国は、EVのスマート充電を推進するため、多額の系統投資を行ってきた。Global Sustainable 

Electricity Partnershipは、その報告書“New Electricity Frontiers”の中でこう記している。 

「2017年末までに、中国では45万基を超える充電ステーションが設置された。2014年末から14倍の

増加である。中国におけるEV開発のリーダーである国家電網は、スマートEV-to-Gridサービスネット

ワーク(SEGSN)を発足させ、EVの充電サービスと充電ステーション情報を提供している。さらに

SEGSNは、EVの販売・レンタル、EV保険・ローン、充電ステーションのメンテナンスも提供している。

SEGSNは、EVのドライバー、電力システム、充電ステーション事業者の間の情報ハブとなり、EV、充

電ステーション、電力システムの間の効率的な通信を促進し、スマートEVエコシステムの基盤づくり

に貢献している。SEGSNは現在、19省150都市に広がっている。また、310,000 kmを超える高速道

路に沿って、50 km以内の間隔で充電ステーションを設置している。2017年末までに、170,000基の

充電ポストが設置され、80万人以上の消費者が登録した。2017年、SEGSNで充電されたEVの消費

電力量は390 GWhに達した。そのうち約100 GWhがオフピーク時間帯に消費されたもので、全体の

26%を占めた。SEGSNは稼働状況のリアルタイム監視や効率的なメンテナンスを提供している。故

障の90%は1時間以内に修復され、充電ステーションの可用性は99%という高さである」（GSEP, 

2018）。 
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重要なサービスを提供するプラグイン車両 

EVが駐車中に電力システムに接続されている時、そのバッテリーは幅広い重要なサービスを電力システム

に提供することができる。例えば、EVのバッテリー電力を利用して電力システムの電圧調整も周波数調整

も行うことができるため、需要ピークに対応するために高価な発電設備を増強する必要性を大幅に削減

することができる(IRENA, 2019f)。急速充電器も、無効電力を注入することによって電圧安定化サービス

を提供できる可能性がある(Knezović and Marinelli, 2016)。これらのサービスは、送配電系統運用者に

とって、電力システム全体とローカルレベルの両面において再生可能エネルギーの導入を強化するために

役立つものである。 

 

図13 EVが電力システムに提供できるサービス 

出典： IRENA (2019h). 

 

ただし、多数のEVを大規模な電力貯蔵手段として利用することは、規模や効率で勝る専用のエネルギー貯

蔵システムほど魅力的とは言えないことに留意すべきである。また、EVのバッテリーの損耗が進み、それ

が大幅なものであれば、エネルギー貯蔵のポテンシャルが制約されることになる(Kasten et al., 2016)。さ

らに、長期的には自動運転やカーシェアリングの拡大により、車両の全体的な稼働率が上昇し、V2Gサービ

スへの適用に制約が生じる可能性がある(IRENA, 2019f)。 

電力システムの柔軟性 ローカルレベルの柔軟性 

卸市場 送電系統運用者 配電系統運用者 ビハインド・ザ・メーター 
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温熱・冷熱供給 

運輸部門の電化と同様、ヒートポンプ、電気ヒーター、電気ボイラー、その他の設備を用いた温熱・冷熱供

給の電化は、新たな大量の電力需要をもたらすことから、電力システムに負荷をかける可能性がある。例

えば、住宅の温熱・冷熱供給を電化すると、既存の夕方の電力需要が増加する。そのため、無秩序な最終

消費を電化すると配電システムに悪影響が及び、ピーク負荷に対応するための設備投資が必要になる可

能性がある。 

商業用および産業用の温熱・冷熱供給は、通常利用時間が午前中から夕方までで、ピーク負荷の増加に関

する短期的な懸念は少ないと言えるが、それでも大きな影響を及ぼす。 

温熱・冷熱供給の電化に固有の特徴は、電力システムに日々影響を及ぼす可能性があることに加え、大き

な季節的影響も及ぼしうることである。化石燃料による加熱を電力に切り替えた場合、寒冷な気候では冬

季の電力需要が大幅に増加し、温暖な国々では、電力を利用する空調システムの設置増加により、夏季の

ピーク需要が大幅に増加する。 

とはいえ、このような新たな課題には、時間帯によって異なる電力料金やスマート制御機器、短期および

長期に亘る温熱・冷熱の貯蔵など、さまざまなスマート電化戦略で対応することができる。さらに、このよ

うな戦略は電力供給の状況に合わせて急速に温熱・冷熱供給需要を調整することが可能であるため、電

力システムにサービスを提供し、VREの大量導入を支援することができる。 

 
スマート熱供給により供給の短期変動に応じて需要を調整 

スマート熱供給システムは、先に運輸部門に関して説明したものと類似している。シンプルな時間帯別料

金は、例えば温熱・冷熱供給需要をピーク時からオフピーク時にずらすよう需要家にインセンティブを提供

することができる。一方、デジタル技術を活用して温熱・冷熱供給のタイミングをリアルタイムで自動制御

すれば、供給と一致するよう迅速に重要を調整することが可能である。 

家庭・業務部門において、スマート電力メーターやサーモスタット、建物全体を管理するシステムに接続さ

れたヒートポンプは、デマンドレスポンスに参画する分散型熱負荷としての役割を果たすことができる。商

業用の冷熱については、スーパーマーケットの冷蔵システムで発生した余剰熱のような、現在は廃棄され

ている熱を回収することにより、電力システム全体の効率を高めることができる。そのような熱は暖房や

給湯に利用したり、地域の熱供給網に分配したりすることができる(Fischer and Laisi, 2019)。 

温熱・冷熱供給需要を電力供給が多い時間帯にシフトさせる熱貯蔵を付加すれば、このようなスマートソ

リューションによる便益はさらに大きくなる。熱貯蔵には、水、相変化材料、建築物の芯材、地中など、さま

ざまな方式がある(Nowak, 2018)。熱貯蔵技術は、柔軟性を高めるためにすでに利用されており、特に最

新のコージェネレーション（熱電併給）や地域熱供給・冷熱供給システムに導入されている(IRENA, 2020f, 

2017)。 

産業用温熱・冷熱供給については、電力供給と一致させるために、あるいは変動する電力価格を有利に生

かすために、多くのプロセスを停止・開始、あるいは増産・減産させることもできる(den Ouden et al., 

2017)原注10。例えばハイブリッドボイラーは、即時に電力と天然ガスを切り替え、コスト削減と市場均衡を図

ることが可能である(McKinsey & Company, 2018)。 

こういったスマート電化戦略は、電力のピーク需要を抑制し、全体的なコストを削減することで大きな便益

をもたらすことができる。 

――― 
原注10 産業のスマート電化には、温熱・冷熱供給プロセス以外にも、水素や合成原料（アンモニアなど）の製造に用いる電解装置の

制御など、多くの機会が存在することに留意すべきである。 
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また、これらの戦略は、図14に示したような集中型から分散型まで非常にさまざまな熱供給システムとも

両立しうる。集中型熱供給システムでは、スマート熱供給網の開発も、電力を利用した温熱・冷熱供給需要

の柔軟性を実現する主な要因として浮上する。スマート電力システムと同様に、スマート熱供給網によって

スマートメーターや通信機器によって集中型ネットワークと個別需要家との間で最適化された（おそらく双

方向の）熱の交換を行えるようになり、柔軟性の強化により熱のピーク需要が平準化するとともに、電力

システム全体の効率が向上する(ERKC, 2014; Stănişteanu, 2017)原注11。 

 
 

図14 電力を利用する熱供給システムのタイプ 
 

 

出典： IRENA (2019i). 

 
 
 
 
 
 
 

――― 
原注11 ERKC (2014)には、熱電併給、貯蔵、情報通信技術を統合し、他のネットワーク（電力、ガス、排水など）と連携するスマート熱

供給網の開発を目指す研究プロジェクトが挙げられている。 
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ボックス6. データセンターの電化 

データセンターサービスの需要は近年着実に増加しており、今後もデジタル化とインターネット利用

の拡大に伴って増加が続くと予想される(IEA, 2019c)。そのようなサービスによる電力需要は今後

さらに大きくなると考えられるが、その一方で、効率化策やスマート電化が部門の電力需要の伸び

を抑える効果を発揮している。 

例えばGoogleのDeepMind AIを用いることで、同社のあるデータセンターでセンサーから収集した

過去のデータのみを基に、機械学習アルゴリズムによってデータセンターにおける将来の気温と気

圧を予測し効率を最適化することによって、冷却設備のエネルギー消費量が40%削減できた（消費

電力量全体の15%削減に相当）(Evans and Gao, 2016)。 

またデータセンターサービスは、再生可能エネルギー電力が低コストの地域に立地または移転しつ

つある。例えば、デンマークとスウェーデンにあるFacebookのデータセンターでは、水力発電と風力

発電の両方を活用するとともに、その再生可能エネルギー電力を利用したヒートポンプでデータセ

ンターの廃熱を回収し、地元コミュニティの需要に向けてリサイクルしている(Facebook, 2018)。 

 
 

スマートな季節間熱貯蔵により、季節的なピーク需要の上昇に対応 

温熱・冷熱供給の電化をすると、気候によっては、暖房利用による既存の冬季ピークあるいは冷房利用に

よる夏季ピークが押し上げられる可能性がある。電化によって効率向上により全体的な一次エネルギー必

要量が削減されるとはいえ、このような季節性ピークの上昇によって、電力システムのアデカシーや必要

な追加投資に関する深刻な懸念が引き起こされ可能性がある。 

例えば、世界の住宅用熱需要に関する詳細な研究(Fawcett, Layberry and Eyre, 2014)では、熱需要を満た

すために空気熱利用ヒートポンプのみを利用した場合、平均電力需要に比べてピーク電力需要が大幅に

増加することが示されている。平均需要に対するピーク需要の比率（表4）は、ピーク時の上位5%を計算か

ら除外した場合でも、現行の電力システムの通常範囲（例えば2010～2018年の英国では平均約1.5 (BEIS, 

2019b)）を大きく上回っている。 

 
 

表4 全ての需要を空気熱利用ヒートポンプで満たした場合の、住宅用熱需要に対する年間平均電力

需要とピーク電力需要のモデル比率 
 

 英国 中国 世界 

ピーク需要/平均需要の比率 4.1 5 5.7 

熱需要の95パーセンタイルにおける 

ピーク需要/平均需要の比率 
2.7 3.4 3.5 

出典： Fawcett, Layberry and Eyre (2014). 
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同様に、米国南東部をモデル化した研究においても、電化を拡大し能動的な負荷制御を行わなかった場

合、冬季ピーク需要は2015年の水準と比較して150%増加する可能性があることが示されている (EPRI, 

2018)。 

 
図15 EPRIの2050年基準シナリオにおける米国南東部の電力需要予測 

 

出典： EPRI (2018). 

 

 
夏に暑い地域では、冷熱のための電力ピーク需要が平均を大幅に上回る可能性があり、特に気候変動が

気温上昇や厳しい熱波を増加させている状況ではそれが顕著である(IEA, 2018)。また、十分な冷熱供給

手段を持たない人々は現在世界に11億人おり、その大部分がアフリカとアジアに住んでいる。したがって、

彼らの冷熱ニーズを満たすためには、電力供給を大幅に増やす必要がある。例えばインドネシアとインドで

は、2050年までの国内全体の電力需要増加のうち、最大で40%を新たな冷房需要が占める可能性がある

(IEA, 2018)。 

最終的にはほとんどの電力システムが、温熱・冷熱供給の電化に起因する何らかの季節的影響に対処する

必要がある。一部のケースでは、ある米国の研究が示すように、空気利用ヒートポンプの普及によって需

要の最大ピークが夏季から冬季にシフトする可能性が実際にある原注12 （図 16）(Mai et al., 2018)。 

 

――― 
原注12 計画立案者は必然的に、このプロセスの不確実性に直面することになる。なぜなら、需要の推移は行動変容の影響も受け

るからである。例として、Halvorsen and Larsen (2013)を参照のこと。これは、ノルウェーにおいてヒートポンプの設置がど

のように行動変容を引き起こし、ひいては世帯のエネルギー消費量の増加をもたらしうるかを論じたものである。 

 
 
 

2050年基準シナリオ 

冬季ピーク 

夏季ピーク 
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図16 米国における州別およびシナリオ別のピーク負荷が発生する季節 
 

 

 

 

円グラフのサイズは、最大需要時間における総需要電力(GW)に対応する。円グラフの内訳は、各州の最も需要が大きい上位

100時間の季節分布を表している。季節の定義は月単位の区切りとし、夏を6月、7月、8月、秋を9月、10月、11月、冬を12月、1

月、2月、春を3月、4月、5月とする。技術進歩は中程度を想定している。記載データは、2015年のデータを含め、中程度の推定

に基づくものである。 

 

注： 2050年基準シナリオ＝「電化の増加分は2050年まで最小限で、他のシナリオと比較する際のベースラインとなる」。 2050年中負

荷シナリオ＝「EV、ヒートポンプ、一部の工業用途など「手の届きやすい果実」の範囲では電化が広く普及するが、革新的変化をもた

らすほどではない未来」。 2050年高負荷シナリオ＝「電化における革新的変化を可能にする技術的進歩、政策支援、需要家の熱意が
結び付いた未来」。 

出典： Mai et al. (2018). 

 

このような季節による電力需要の増加やタイミングの変化の問題に対する主要なソリューションのひとつ

が、熱貯蔵である。夏に熱を貯蔵して冬に利用できるだけでなく、冬に冷熱を貯蔵して後に冷却のために

利用することも可能であり(IRENA, 2020f)、天然ガスを現時点で貯蔵して、将来予測される需要に対応す

るのとよく似ている。 

季節的貯蔵の主要技術には、帯水層などの地中熱エネルギー貯蔵や、すでに地域熱・冷熱供給システムで

利用されているタンク熱エネルギー貯蔵などがある。新しい方式としては、化学物質、塩、液体空気を利用

した貯蔵などがある。 

しかし、全面的な直接電化のシナリオで生じる季節的な温熱・冷熱供給需要の大きなピークに対応するに

は、熱貯蔵だけでは十分とは言えない。そのため、もうひとつのソリューションとして、次の節で論じるよ

うに、再生可能エネルギー由来水素や他の燃料を用いることによる間接電化が考えられる。 

2050年基準シナリオ 

2050年中負荷シナリオ 2050年高負荷シナリオ 

季節 

春 

夏 

秋 

冬 

ピーク負荷 (GWh) 

2015 
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季節的な需要ピークをシフトさせるために用いられる発電ソリューションやエネルギー貯蔵ソリューション

はあるものの、当然ながら計画立案者は、季節ごとの厳しい気象条件下におけるそれらのソリューション

の信頼性も検討することが望ましい。新しいスマート電化戦略は、まだ熱波や寒波という状況を考慮して

導入されていないものもある。したがって、大規模に導入する前に必ず、適切な技術基準や品質保証につ

いて検討しなければならない。 

 

 

ボックス7. 分野横断的戦略： 電力システムを支援し、電化の選択肢を拡大する 

分散型エネルギー源 

分散型エネルギー源はさまざまなタイプの資源や発電技術からなり、低・中圧訳注2システムに接続す

るものもある。例えば、屋上太陽光発電などの分散型発電所や、需要家側蓄電池、EV、住宅用ヒート

ポンプ、デマンドレスポンスといったその他の実現技術である。ほとんどの電力システムにおいて、

これらの資源は「つなぎっぱなし(plug in and forget)」方式で運用されている。しかし、導入が拡大

すれば、このような方式は電力システムに悪影響を及ぼすおそれがある。 

とはいえ、これらの資源は、先に論じた3つのスマート電化戦略（さらなる需給一致、系統サービス

の提供、電化の機会拡大）を全て実施することによって、潜在的問題ではなくソリューションの源泉

となることができる。 

例えば、さまざまな分散型資源がそれぞれ提供する柔軟性やアンシラリーサービスは微々たるもの

かもしれないが、分散型資源の集合化を実現するビジネスモデルでは、情報通信機器を利用して多

数の分散型機器の挙動を調整することにより、それらを単一かつ大規模な、予測可能な電源として

効果的に挙動させることが可能である（仮想発電所［VPP］の概念）。VPPは基本的に、ソフトウェアと

スマートグリッドに依存し、分散型エネルギー源を遠隔操作で自動的にディスパッチし、最適化する。

太陽光発電のような分散型電源を、エネルギー貯蔵システム、制御可能で柔軟性のある負荷、その

他の分散型エネルギー源とともに組織化することで、VPPは出力変化速度が速いアンシラリーサー

ビスを提供することができ、化石燃料由来の予備力に取って代わることができる。米国の地域送電

機関PJMでは、同機関の分散型エネルギー源による電源容量の80%がVPPによるものであることが

示されている。 

住宅や商業施設における分散型太陽光発電のコストが大幅に低下したことも、低コストの自家発電

電力を利用する最終消費技術への新たな需要に拍車をかけると考えられる。例えば、住宅用太陽

光発電の自家消費率が高いことに目を向けたKeiner et al. (2019)では、日射条件が非常に良好な

地域の世帯の電力需要と熱需要は、屋上太陽光発電、蓄電池、ヒートポンプ、熱エネルギー貯蔵、EV

の組み合わせによって、理論的に2050年までに100%まかなうことができることが明らかになって

いる。カナダや北欧のように太陽光のポテンシャルが低く、熱需要が大きい地域であっても、電力

需要の約60～75%、熱需要の約60～70%を自家発電によってまかなえることがこの研究により示

されている。 

分散型再生可能エネルギーのコストが低下すれば、ミニグリッド技術にも新たな経済成長機会が開

かれる。それにより、化石燃料に頼らざるを得なかった遠隔地にも電力へのアクセスを広げられる

だけでなく、その後電力システムに連系する際にはある種の柔軟性を提供することも可能となる

(IRENA, 2019d)。 

分散型エネルギー源が発揮しうるこのような能力はいずれも、柔軟性や混雑の問題を緩和するとと

もに、電力システムの増強や拡張を順延させる、あるいは不要にすることによって、電力システムイ

ンフラへの圧迫を大幅に削減することができる。 

――― 
訳注2 IEC 60038:2009では三相交流線路の電圧階級に100 V〜1000 V、1 kV超〜35 kV, 35 kV超〜230 kV、245 kV超の4つのカ

テゴリーが規定されており、欧州および北米では一般にそれぞれ低圧、中圧、高圧、超高圧という名称で区分されている。

中圧という電圧階級は日本には存在せず、また、他の電圧階級も日本の「電気設備の技術基準を定める省令」による定義

（交流線路では低圧が600 V以下、 高圧が600 Vを超え7 kV以下、特別高圧が 7 kVを超えるもの）と異なることに留意。 
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間接電化 – 起こりうる問題をスマート戦略が解決 

再生可能エネルギー由来水素やその派生物である合成燃料によって、長距離船舶輸送や産業部門など、

電力を直接動力とすることが困難な部門が間接的に電化され、それにより脱炭素化が可能となる。 

しかし、こういった燃料の製造によって、電力システムのインフラに新たな負荷がかかる可能性がある。例

えば、水素や他の合成燃料によって一定量の有効な需要を満たすには、燃料製造に伴う変換損失がある

ため（図17）、直接電化（ヒートポンプなど）より多くの再生可能エネルギー電源の設備容量を必要とする。

さらに、水素生産で用いる電解装置は一般に、設備利用率が比較的高くなければ経済的に魅力のある投

資にならない。そのため、所定の水素需要を満たすための安価な再生可能エネルギー電力が十分にない、

あるいはまったく足りないというリスクもある。 

 

図17 再生可能エネルギー電力を利用した場合のさまざまな熱供給システムの効率 
 

出典： Perner, Umteutsch and Lövenich (2018). 

 
 
 

こういった問題は、スマート戦略によって解決できる可能性がある。低コストの再生可能エネルギーが利

用可能かどうかという問題は、製造施設を戦略的に有利な場所に配置することによって解決できる。その

他の戦略の場合でも、特有の新たな便益によって、直接電化に代わる選択肢として水素製造の価値を高

めることができる。貯蔵可能で輸送・配給インフラを利用でき、新たな柔軟性を生み出す水素の価値に

よって、高い製造コストが相殺される可能性もある。以下の節でこれらの戦略について詳細に論じる。次

の第2.4節では、スマートな間接電化と直接電化の間のトレードオフや最適バランスを取り上げる。 

 

電気ヒートポンプ 供給 ガス凝縮ボイラー 

再生可能エネルギー電力 

 100% 

再生可能エネルギー電力 

 100% 

再生可能エネルギー電力 

 100% 

送電（95%） 送電（95%） 

電解（70%） 

送電（95%） 

電解（70%） 

圧縮/ 運輸/  

燃料電池 

Power-to-Gas（80%） 

運輸（99%） 

ガス凝縮ボイラー 

（95%） 

合計 

285% 

合計  

45% 

合計  

50% 

熱  

24% 

メタン  

53% 

水素  

67% 

水素  

67% 

電力  

21% 
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水素製造の戦略的立地による豊富な低コスト電力の活用 

世界中で拡大している低コストの再生可能エネルギー電源によって、エネルギー市場を作り変えたり新た

なエネルギー市場を創出するというまたとない機会がもたらされている。このことは、特に産業部門に

とって魅力的な見通しである。エネルギー集約型産業は直接電化による脱炭素化が難しく、そのため水素

や合成燃料に依存すると考えられるからである。高品質で安価な再生可能エネルギー電源に恵まれた地

域に産業部門の拠点を移転すれば、最適な水素製造条件を活用でき、産業部門の電化率を高めることが

可能になる。この機会を活用してそのような地域に産業クラスターごと共同移転すれば、デジタル化や業

務間の相乗効果を生かして効率を高めることもできる(Accenture and World Economic Forum, 2021)。 

そのような戦略には、すでに前例がある。アイスランドのアルミニウム製錬工場は、低コスト電力を有効活

用できるよう、大規模な水力発電資源の近くに立地している。また、大規模データセンターのような比較

的新しい電力需要源も同様である。アンモニアや他の化学製品の製造、鉄鋼業についても、移転は考慮に

値する。鉄鋼業の場合、世界最大の鉄鉱石床の一部は、再生可能エネルギー源が非常に豊富な地域に比較

的近い、西オーストラリア、ブラジル南部、チリ北部、中国西部、モーリタニア、南アフリカに位置している

(IEA, 2017)。これらの市場では、十分に安価な再生可能エネルギー電力が利用可能であれば、再生可能エ

ネルギー由来水素を用いた鉄鋼製造が最小コストの選択肢になりうる、ということが研究により示されて

いる(Gielen et al., 2020)。 

関連する戦略に、低コストの再生可能エネルギー電源によって水素を製造し、発電コストがより高い地域

に輸出するというものがある。例えばチリは、アタカマ砂漠の太陽光発電施設など、並外れてコストが低い

再生可能エネルギー電源を利用して水素を製造し、日本や韓国のように供給よりも需要が勝る国々に販

売することに経済的機会を見出している。 

 

 

ボックス8. 水素製造の戦略的立地 

スウェーデンエネルギー庁は、SSAB、LKAB、Vattenfallの3社とともに、スウェーデン北部において、

水力発電と風力発電による電力で製造した水素を利用した、化石燃料を一切使わない鉄鋼製造の

試験的導入に取り組んでいる。目標は、2035年までに化石燃料を利用しない鉄鋼業を実現し、それ

を伝統的な鉄鋼業と対等にすることである。この取り組みは「Hybrit」と呼ばれ、スウェーデン全体

のCO2排出量を10%削減、さらに拡張した場合にはフィンランドの排出量を7%削減する見込みで

ある。その成功は、政府、研究機関、大学、企業による継続的支援にかかっていると予想される。ま

た、化石燃料を利用しない電力への良好なアクセス、インフラ増強や高電圧系統の急速な拡張、他

の研究イニシアティブ、許認可プロセスの迅速化、EUレベルでの長期的支援も必要である(Hybrit, 

2018)。 

アイスランドでは、Carbon Recycling International社が、再生可能エネルギーを用いた電気分解と地

熱発電所から回収したCO2を用いて4,000トン/年のカーボンニュートラル・メタノールを生産するこ

とに成功している (IEA, 2017)。アイスランドは低コストの水力発電と地熱発電が豊富であるため、

アルミニウム製錬のような他のエネルギー集約型産業にとっても魅力的な場所である。現在アイス

ランドは、世界のアルミニウム生産量の約3.4%を占めている(Pines, 2018)。 
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再生可能エネルギー電力の余剰を数カ月に亘って貯蔵可能な水素の季節間貯蔵 

再生可能エネルギー由来水素は電力貯蔵の役割を果たすため、VRE導入に伴って必要と考えられる電力

システムへの投資を延期したり削減することができる。系統混雑があり、VREが集中する場所では、エネル

ギー貯蔵は特に有益である。余剰電力を利用して水素を製造し、既存のガスインフラを用いて貯蔵および

配給することができる(Blanco et al., 2018)。 

再生可能エネルギー電力の余剰は、蓄電池などさまざまな技術を用いて貯蔵することができるが、気体は

大量かつ長期（最大数カ月間）の貯蔵が可能であるため、水素製造は優位性を持つ。例えば、現行のEUの

ガス供給網においてすでにメタンとして貯蔵されているエネルギー量は約1,200 TWhにのぼるが、これは

EUにおける天然ガス需要全体のおよそ5分の1に相当する(IRENA, 2018b)。 

水素または合成燃料の長期保存は、電力需要と再生可能エネルギー電源の出力との間に大きな季節間相

違がある国々が、より多くの再生可能エネルギー電源をエネルギーシステムに導入するために役立つと考

えられる。例えばドイツでは、冬季のエネルギー需要は夏季より30%多いが、冬季の再生可能エネルギーに

よる発電電力量は夏季より約50%少ない(Hydrogen Council, 2017)。既存のガスインフラを用いた水素利

用に切り替えることで、電力システムの拡張の必要をなくし、VREの出力抑制を減らすことができる。ある

研究によれば、P2Gによって、必要とされる風力・太陽光発電の設備容量を23%も削減でき、出力抑制を

78%も削減することができる(Lyseng et al., 2018)。 

ガス供給網は非常に容量が大きいため、再生可能エネルギー由来ガスの混合率が低くても、かなりの量の

VREを受け入れることが可能になる。最適な混合率は、既存の供給網、天然ガスの組成、最終消費用途に

大きく依存する。既存の研究によれば、一般に、水素混合率が比較的低い場合（体積比10～20%まで）、大

規模な投資や改修を行わなくとも、現行インフラを用いて安全に混合ガスを供給することができる

(IRENA, 2018b)。 

 

 

ボックス9. ケーススタディ – 季節間水素貯蔵 

ローレンス・バークレー国立研究所の研究によれば、2017年から2025年の間にカリフォルニア州で

出力抑制される太陽光発電および風力発電の電力量は、新たな需要が発生しない限り、3,300～

7,800 GWhにのぼる。余剰電力から生成された水素は、燃料電池乗用車またはトラックの動力とし

て利用するか、天然ガスと混合して他のガス燃焼機器に利用することができる。出力抑制されるこ

とが想定される太陽光発電および風力発電の余剰電力全てがメタンに変換され、「再生可能天然ガ

ス」として貯蔵された場合、最大370,000世帯への熱供給、または最大187,000世帯への電力供給が

可能となる(IRENA, 2019b)。 

フランスでは、ENGIE率いるコンソーシアムが水素エネルギー貯蔵プロジェクト「GRHYD」の実証実

験を行っている。フランスは最終需要家の総エネルギー消費の23%を再生可能エネルギー源でまか

なうことを目標としており、GRHYDプロジェクトは再生可能エネルギー電源により発電された余剰

電力を水素に変換することを目指している。製造された水素は天然ガスと混合され、「ハイタン

(Hythane)」と呼ばれる製品になり、既存の天然ガスインフラに導入される。本プロジェクトの目的

は、水素と天然ガスを混合することが、持続可能なエネルギーソリューションとして技術的、経済的、

環境的、社会的な優位性を備えていると実証することである (IRENA, 2019b)。 
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水素電解装置により重要な電力システムサービスを提供 

水素製造に用いる電解装置は出力の急速な増減が可能であり、柔軟性の高い負荷として、周波数調整の

ような電力システムサービスを提供することができる。そのような運用には、現時点で最も一般的なアル

カリ電解装置より、プロトン交換膜(PEM)電解装置のほうが適している。しかし、PEM電解装置のコストは

少なくとも半減させる必要があり、また、効率もアルカリ電解装置の水準まで引き上げる必要がある

(IRENA, 2018b)。 

 

ボックス10. ケーススタディ – 電解装置による電力システムサービス 

2011年、Hydrogenics Corporationは、電気分解技術を利用して系統安定化サービスを提供する際

の効果を実証するため、オンタリオ州の独立系統運用機関と共同で試験的取り組みを実施した。米

国国立再生可能エネルギー研究所による実験的分析でも、電解装置は電力システムの要求に応え

て瞬時に負荷を変更することができ、また周波数変動時にも短時間で回復できることが示されて

いる(Gardiner, 2014)。 

オーストリアでは、H2Futureプロジェクトにおいて、Voestalpine Linz鉄鋼所で6 MWの電解装置を用

いた実証実験が行われた。この実験は、鉄鋼所に水素を供給するとともに、電解装置による一次、

二次、三次予備力などの系統需給調整サービス提供について検証することを目的としている。水素

は、時間別料金を活用して、オフピーク時に発生する電力により製造される(IRENA, 2019j)。 

 

2.4 電力システム全体のトレードオフと経済的評価 

– さまざまな電化の道すじは、いつ、どこで 

最も効果を発揮するか？ 
 

これまでの節では個別の電化技術の選択肢、コスト要因、スマート戦略について論じてきたが、本節では、

より広範なシステム全体の観点からそれらを評価することを目指す。このような観点は、さまざまな電化

の道すじの経済的トレードオフをよく理解し、システム全体にとって最も安価なソリューションを特定する

ために必要である。 

本報告書の冒頭で論じたとおり、大規模な脱炭素化の主な実現要因は、低コストの再生可能エネルギー電

源の利用可能性を高めることである。実際、太陽光発電と風力発電の均等化発電原価(LCOE)は、すでに

世界中の多くの場所で化石燃料による電力より低コストになっている。 

しかし、そのような再生可能エネルギー電力の使い方については多くの選択肢がある。それぞれの選択肢

のコストは、具体的な最終用途やそれらの最終用途に電力を供給するために必要なインフラによってさま

ざまである。例えば、工業プロセスの直接電化は、理論的には再生可能エネルギー由来水素を用いるより

低コストかもしれないが、直接電化するために既存プラントを改良するためのコストがあまりにも多額な

可能性もあり、その場合は水素を用いたソリューションの重要度が高まる。 

より大きな視点で見ると、ある時点における電化の限界増加量によってあまりにも多額の新規インフラ投

資が必要となる。バイオエネルギーや二酸化炭素回収のような他の脱炭素化ソリューションが利用可能な

らば、そのほうが電化よりもコストが少なく済む場合もある。 
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図18は、電化や脱炭素化の道すじを最適化しようとする際に考慮しなければならない多くのトレードオフ

の一部を示している。製造、輸送・配給、貯蔵、最終消費の各段階で検討するべき主要な問いに加え、ひと

つの分野で決定を行えば、それが他の分野に波及効果を及ぼす。例えば、水素を用いたスマートかつ集中

的な地域熱供給システムに移行した場合、配電システムや建物改修のコストは減少するかもしれないが、

一方では水素製造に必要な再生可能エネルギー電力の設備コストは増加すると考えられる。あるエネル

ギー形態から別のエネルギー形態への変換は新たなコストや変換損失をもたらすため、それを考慮に入れ

る必要もある。 

 

図18 インフラ全体から見たスマート電化の道すじの概観 

 

このような経済的に複雑な要素の全てを評価し、モデル化することは困難である。しかし、多くの研究は、

例えば特定の部門ではどの程度の電化が妥当であるか、あるいは水素のような特定の燃料はさまざまな

部門に亘ってどのような見通しがあるかといった、全体的概観の主な要素に焦点を当てている。 

本節では、これらの研究がもたらした最も重要な発見を取り上げる（付録Vにも要約を記載）。これまでの

研究を総合すると、3つの主要原則において合意形成が見られる。すなわち、効率を第一とすること、再

生可能エネルギー電源は「インフラ効率」の高い直接電化の道すじで最大限に利用すること、そして、エネ

ルギー集約度の高い最終消費と電力システム全体への柔軟性供給における間接電化の優位性をインテリ

ジェントに活用することである。 

液体・化学品輸送/配給網 水素派生燃料製造 

ガス輸送/配給網 水素製造 

送電/配電システム 
再生可能 

エネルギー電源 

貯蔵・ 

最終 

消費 

家庭・業務部門 

• 電気照明 

• 電気調理 

• 分散型熱供給 

• 集中型熱供給 

（地域熱供給） 

運輸部門 

• 分散型 EV 

• 集中型 EV（公共/シェア） 

• 分散型 FCEV 

• 集中型 FCEV 

（公共/シェア） 

産業部門 

• 分散型熱供給 

• 集中型熱供給 

（地域熱供給） 

• 系統連系か、最終消費地点

で直接生産するか？ 

• 電力の直接供給と間接供給

の構成は？ 

• 再生可能エネルギーによる

電化とその他の脱炭素化策

の構成は？ 

• 既存、改良、新規インフラ

の割合は？ 

• 貯蔵のための利用か 

（水素や水素由来の媒体）？ 

• 最終用途における燃料の構成は？ 

• 集中型と分散型の最終消費インフラの

構成は？ 

• 既存、改良、新規インフラの割合は？ 

• スマートインフラの導入量は？ 
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部門別の評価 

運輸部門 

多くの研究によって運輸部門におけるさまざまな電化の道すじの間のトレードオフのモデル化が試みられ

てきた。その目的は、再生可能エネルギーによる電化が経済的実現可能性を持つのは、どの程度のどのよ

うな種類の電化であるかを理解することである。ただし、これらの研究は他部門の電化とのトレードオフ

を明確に評価してないことに留意する必要がある。 

ドイツの運輸部門の電化に関する研究では、2050年までに乗用自動車の75%がEVになった場合、需要電

力量は最大100 TWh（現在の総電力需要の約17%）増加する可能性があることが明らかになった(Öko-

Institut, 2014)。これに加え、50 TWhが道路貨物輸送における電気トラックや電気道路システムのために

消費される（合わせて現在の総電力需要の25%）。これをまかなうには、再生可能エネルギー電源の設備

容量を増強するためのまとまった投資が必要である。しかし、その後の継続研究により、このような直接

電化の道すじは、水素やその派生物である合成燃料を用いた輸送方法よりもコスト効率性が高いことが

示されている。その理由は、直接電力で車両を動かす場合に比べ、水素または再生可能エネルギー由来の

合成燃料の製造には、それぞれ約2倍と5倍の電力が必要になるからであり (Zimmer et al., 2016)、追加分

の発電コストは既存の車両設計と燃料インフラを利用できることによるコスト削減をはるかに上回るから

である。そのため、この研究では、航空分野のように直接電化の実現可能性が低い場合に限って合成燃料

を利用することが望ましいと推奨されている。また、効率化と公共輸送機関によって輸送需要全体を積極

的に削減し、可能な限り消費電力量を削減することが強く推奨されている。 

同様に、Colbertaldo, Guandalini and Campanari (2018)では、イタリアでは国全体の自動車の動力として

十分な再生可能エネルギー由来水素を製造することは難しいことが示されている。2050年までに道路輸

送の30%のみを燃料電池自動車が占めるというシナリオでさえ、検討対象となった再生可能エネルギー

電源の発電電力量全体に占める比率を「技術的最大値」である57%にした場合でも、水素による運輸需要

は81%しか満たせないことが明らかになっている。このような限界を踏まえ、同研究は、車両走行距離を

削減する強力な対策か、別の技術による電化を推奨している。 

このような分析を国のレベルを超えて拡張した研究も数件ある。EUにおける乗用自動車の電化を分析し

たKasten et al. (2016)では、2050年に全車両の80%をEVが占める場合、170 GWの新たな再生可能エネル

ギー電源が必要であることが示されている。この数字は、2010年におけるEUの再生可能エネルギー電源

の設備容量の75%、2050年までに予想される再生可能エネルギー電源の設備容量増加分の22%に相当す

る。 

これらの新たに必要となる再生可能エネルギー電源の設備容量の数字は大きく感じられるが、同研究や

他の多くの研究による主要なメッセージは、運輸部門を脱炭素化する最も実現可能性がありコスト効率性

の高い方法は、運輸部門を最大限に直接電化すること（効率を高め、需要全体を削減する対策と併せて）

というものである。EVのような技術が競争力を高めているからだけでなく、燃料電池自動車や合成燃料

が広く普及した場合、設置が必要になる電源容量のコストがあまりにも多額になるからである。 

例えばSiegemund et al. (2017)では、2050年にEUの乗用自動車の80%がEVとなった場合（20%が燃料電

池自動車）でも、運輸部門の最終エネルギー消費量の70%は、主に貨物輸送、航空、船舶に利用される水

素およびその派生物である合成燃料の製造に充てられることが示されている。 
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より具体的には、経済的評価の結果、間接電化に必要となる新たな電源容量よりも直接電化の道すじ（充

電ステーションや配電システムの増強のための投資を含む）のほうがコスト高となるシナリオはないことが

明らかになっている。間接電化ソリューションは、脱炭素化の選択肢がほとんどまたは全くない輸送分野

に限定して集中させる必要があることが、ここに表れている。他の部門との間でも再生可能エネルギー由

来水素とその派生燃料の利用を求める競争が生じることを考えると、この結論はいっそう説得力を増す。 

家庭・業務部門と産業部門における温熱・冷熱供給 

家庭・業務部門と産業部門における大規模な直接電化と間接電化の間のトレードオフに的を絞った研究は、

運輸部門ほど多くないが、多くの分析で同様の結果が示されている。すなわち、直接電化と間接電化のた

めに必要な電源容量の相違が、多くの場合、全体的なコスト効率性に大きな影響を及ぼすということであ

る。直接電化ソリューションは、ある種の高温熱に対するニーズを直ちに満たすことはまだできないため、

研究では、効率化策やその他の対策によって需要全体を削減することが重要であると強調されている。さ

らにこれらの研究では、都市部の地域熱供給は通常、分散型の都市熱供給よりコスト効率性が高いことが

示されており、また、合成燃料による間接電化に代わるバイオ燃料のような選択肢が重要な役割を果たす

ことが示唆されている。 

家庭・業務部門では、例えば2050年までに英国の住宅暖房をほぼ完全に脱炭素化することを検討する研

究が行われている。主にヒートポンプを利用する方式（住宅暖房の61%を分散型ヒートポンプにより、17%

を地域熱供給の集中型ヒートポンプにより満たす）では、冬季の電力需要ピークが48 GW増加し、160～

280億ポンド（スマートソリューションの導入状況によって異なる）の配電システムの増強が必要になること

が示された(Delta Energy & Environment and Energy Networks Association, 2012)。地域熱供給の比率は

同程度のままとし（需要の34%ではなく27％とする）、既存ガス網の容量の約5分の1（約75 TWh）にあたる

量のバイオメタンで需要の25%を満たすとすると、新たに生じる冬季需要ピークを半分の24 GWに減らす

ことができる。また、必要な配電システムの増強コストも、80～140億ポンドに削減される。この研究では

水素を利用する選択肢は検討していないが、これらの選択肢も理論的にはピーク時の発電と配電システム

への影響を削減できる可能性がある。これらの選択肢は、オフピーク時に75 TWhの水素を製造するため

に必要な再生可能エネルギー電源のコストに依存する。 

産業部門では、高温熱や原料としての需要を満たすために再生可能エネルギー由来水素を利用すること

については、間接電化のために必要になる新たな電源容量に関する同様の懸念がある。ある研究では、理

論上EUにおけるエネルギー集約型素材産業（鉄鋼、セメント、ガラス、石灰、石油化学、塩素、アンモニア）を

完全に電化すると、年間需要電力量が最大で約1,700 TWh増加し（そのうち約1,100 TWhは合成燃料によ

るもの）、欧州における現在の産業部門全体のエネルギー需要（1,000 TWh）よりも大きいことが明らかに

なっている(Lechtenböhmer et al., 2016)。また、この研究では、強力な効率化策やバイオ由来材料・燃料の

利用、特に合成燃料の代替物としての利用によって、このような発電インフラ増強の必要性を削減できる

ことも示されている。別の研究でも同様に、合成燃料を用いて欧州の化学部門を間接的に電化した場合、

その時期までに（IEAの2°Cシナリオの下で）EU全体で利用可能になると予想されるカーボンフリー電力を

40%上回る電力が必要になることが示されている (Bazzanella and Ausfelder, 2017)。 

上記シナリオのほとんどでは、需要の大幅な削減と地域熱供給網の拡大（特に家庭・業務部門について）の

必要性が強調されている。実際、直接電化アプローチと間接電化アプローチに見られる再生可能エネル

ギー電源の設備容量の相違は全部門にとって経済的に重要な問題であるが、熱供給部門に関する研究結

果では供給インフラがより重要な役割を果たしているように見受けられる。例えば、2050年までにEU加盟

28カ国のエネルギーシステムを100%再生可能エネルギーにすることを検討する研究では、住宅への熱供

給に分散型ヒートポンプと地域熱供給を組み合わせるほうが、ヒートポンプ単独より全体的コストが低い

ことが分かった。その理由は、地域熱供給システムの熱供給管網の整備のほうが、個別のヒートポンプ設  



61  

エネルギーサービスの転換を促進する 

 

 

 

 
 

置や個別の建築物の改良よりもはるかに低コストだからである(Connolly, Lund and Mathiesen, 2016)原注

13。 

全体として、水素や合成燃料の製造には多量の再生可能エネルギー電源が必要であること、家庭・業務部

門と産業部門では（特に産業部門の代替不可能な原料において）水素や合成燃料が必要になる可能性が

高いことを踏まえ、温熱・冷熱供給に関する研究では、まず需要削減、スマート戦略や集中型地域熱供給を

通した効率化、あるいは既存インフラを利用した脱炭素化の代替選択肢（バイオエネルギーなど）によって

可能な限り電化の必要性を抑制し、それに基づいて妥当な電化の程度が算出されていると考えられる原注

14。このような方式によって、新規送配電システム、エネルギー貯蔵、最終消費技術のコストを削減すると

いう新たな便益ももたらされる。電力需要が可能な限り削減されたら、全体的に電源容量ニーズを最小化

することに重点を置いて、直接電化または間接電化戦略の利用時期が決定される。 

 

 

ボックス11. 欧州熱供給ロードマップ(Heat Roadmap Europe) 

– 温熱・冷熱供給の電化に関する広範なインフラ分析 

この部門における電化に関するこれまでで最も広範な電化の分析のひとつであると考えられる「欧

州熱供給ロードマップ」では、他の多くの研究が導き出した幅広い結論が裏付けられている。この研

究では、これら個別の部門について論じられるインフラへの幅広い影響やトレードオフを踏まえて、

特定種の温熱・冷熱供給がどれだけ経済合理性があるかが示唆されている(Paardekooper et al., 

2018)。この研究は、パリ協定に準拠した脱炭素化シナリオを欧州14カ国について検討したもので、

主に4つの補完し合う戦略（熱エネルギーの節減とプロセス効率化、地域熱・冷熱供給、熱供給網と

電力システムのカップリングによる高効率化、独立型ヒートポンプの展開）があり、それらをさまざ

まなレベルで最適配置できることが明らかになっている。 

この研究では、これまでに挙げた研究と同様、需要削減をエネルギー転換における基本的要素とさ

れている。また、2050年に向けた基準ケースシナリオと比べて、暖房とプロセス加熱の需要削減に

最も大きな可能性（それぞれ5%と14%）が見出されている。 

この研究の重要な発見は、大多数の都市部の状況においては地域熱供給のコスト効率性が高いこ

とであり、分析対象となった全ての国で熱需要の約50%（場合によっては最大70%）を最適供給で

きることが示されている。なぜなら、個別のシステムよりも地域システムのほうが電力や低炭素燃

料の供給選択肢が多様であり、個別のヒートポンプを設置するよりも熱供給網を拡張するほうが低

コストであり、地域システムのほうが低コストの柔軟性やエネルギー貯蔵の選択肢を利用できるか

らである。 

 
 

 

――― 
原注13 運輸部門では、不完全ながらも集中型地域熱供給システムのコスト優位性に近い類似例として、電力システムインフラのコ

ストを削減するための公共交通機関のシェア増加が挙げられる。これは運輸部門に関する研究ではほぼ必ず推奨されるこ

とであるが、電力システムインフラのコスト削減の数値化は、熱供給部門の電化に対する経済的評価において地域熱供給が

数値化されている程度にはなされていない。 

原注14 本書で論じる部門別の経済的評価から導き出されるこのような一般原則は、熱供給分野におけるスマート電化の原則に関

する他の考察においても裏付けられている。例えばRosenow and Lowes (2020)を参照のこと。 
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地域熱供給は、集中型システムの直接電化の例として非常にわかりやすい。この分析では、熱供給

の約20～30%はVREを利用した大規模ヒートポンプによるものである。また、熱供給網と電力シス

テムをカップリングし、スマート化することによって得られた高効率化も活用している。本節で前述

した研究では、多くの状況において、既存インフラを一定の割合で存続させることが電化を補完す

る賢明な策とされている。本分析では、地域熱供給の25～35%がバイオマスまたは最小限の天然

ガスを燃料とする熱電併給によって得られ、これらは2050年にも接続を維持する。ただし、地域熱

供給の約25%は、化学製品や鉄鋼製造といった分野の産業廃熱によるものでもある。これらの熱

源は、利用可能であれば既存の熱供給インフラを利用することができる。重要なのは、これらの産

業分野で必要とされる合成燃料の製造により生じた余剰熱も、地域熱供給の熱源として利用でき

るということである。このような相乗効果の可能性は、先の節で論じたように、水素製造拠点の戦

略的配置がもたらす追加的価値を表している。地域熱供給システムには大規模な熱貯蔵ユニットを

配置することもできるため、個別の貯蔵よりもコストが低くなる原注15。また、この分析では、地域熱

供給の残りの部分は、太陽熱や地熱（合わせて供給の5%を占める）といった他の再生可能エネル

ギー熱を利用する地域熱供給独自の性能を表している。それにより再生可能エネルギー電源の設

備容量を少なくして、より集約的に電力を要する合成燃料製造に充てることができる。 

この研究には、地域熱供給をほとんどあるいは全く利用しないソリューションも確かに存在すると

書かれている。例えば、家庭・業務部門や産業部門において、個別のヒートポンプやバイオマスボイ

ラーの導入率を高めるといったソリューションである。しかし、上記のようなシステム全体の効率や

コスト優位性が得られないという点で、このような方法での熱供給の完全な電化はあまり望ましい

ものとは言えない。 

ただし、残りの50%である都市部以外の地方への熱供給の場合については、個別のヒートポンプに

よる直接電化が最もコスト効率性の高い方法とみなされている。それには主に2つの理由がある。

第一に、ヒートポンプと電力システム拡張のコストは少額とは言えないが、地理的理由から、地域熱

供給網を大幅に拡張するコストとその結果発生する配熱損失に比べればそのコストが少ないことが

明らかになっている。第二に、この戦略は、地方の間接電化よりは再生可能エネルギー電源の設備

容量を少なくすることができる。ヒートポンプは一次エネルギー需要が少なく、スマートかつ柔軟性

の高い運用によって、それがなければ出力抑制されることになるVREを有効活用することができる

からである。 

 
 

――― 
原注15 より大規模な集中型ソリューションが柔軟性の供給という点で一定の価値を有することは他の研究、例えばQuiggin and 

Buswell (2016)でも示されている。同研究は、2050年に向けて英国で熱供給を電化する6つのシナリオを評価したもので、

詳細な時間別データを用い、年間を通して全ての時間に電力需要が満たされるかどうかを検討し、2つを除く全てのシナリ

オで熱需要の75%以上をヒートポンプで満たすことを想定している。評価の結果、1つを除く全てのシナリオで、デマンドサ

イドマネジメント、蓄電池貯蔵、V2Gなどの柔軟性選択肢を最大限に活用しても、熱需要が高くなる冬季に深刻な供給問題

が生じることが明らかになった。唯一問題が生じなかったのは、熱電併給をかなりの割合で導入したシナリオである。 
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電力システム全体の評価 

これまで論じてきた部門別の研究では、スマート電化の道すじの妥当な範囲について、それぞれがもたら

す電力システムへの影響を踏まえて、多くの明確な知見が提示されたものである。全体として、部門を問

わずほぼ全ての研究において、たとえ電化を実施する前であっても、不必要な発電インフラのニーズを軽

減するため、大幅な需要低減が提案されている。そのため一部の研究では、航空・船舶、化学、重工業など、

脱炭素化が困難な分野において、必要な場合には、持続可能なバイオエネルギーや他の脱炭素化の選択

肢を適用できるようにすることが提案されている。地域熱供給システムは、特に都市環境における分散型

ヒートポンプと比較して、（発電、輸送・配給、貯蔵、最終消費技術に亘る）全体的なインフラの選択肢や

ニーズが一般に低コストであるため、温熱・冷熱供給に利用する電力を賢く節約するために特に重要な役

割を果たすとみなされている。また、そのような熱供給網は、季節的な温熱・冷熱供給の問題についても、

完全に電化したシステムより大規模かつ多様な貯蔵ソリューションを提供することができ、理想的にはイン

フラ容量の全体的必要性を軽減できる効果がある。 

しかし、効率化策や代替策を全て講じたうえで、残った部分の直接電化と間接電化の最適な比率について

は、部門別経済評価のそれぞれで異なる数字が挙げられている。また、明らかなとおり、これらの比率は

必要な電源容量を最小限にするという原則におおむね従っており、必要な容量は（少なくとも電力システ

ム全体のレベルで）インフラが競合する電化の道すじにもたらす最も大きな経済的影響であると考えられ

る原注16。軽度のエネルギー利用と考えられる用途、例えば普通乗用車、地方の温熱・冷熱需要などは、競争

力を増す最終消費技術（EV、ヒートポンプ）の利用可能性や、それらの電力システムインフラのコストを削減

するスマート電化戦略の利用可能性を考慮すると、最大限に直接電化しうる候補である。重度のエネル

ギー利用と考えられる、エネルギー密度の高い燃料を必要とする用途、例えば航空、長距離船舶輸送、高

温熱などは、脱炭素化の選択肢がない場合、大部分が水素およびその派生物である合成燃料による間接

電化の候補となる。直接電化できる有力な最終消費技術がないため、これらの燃料に要する新たな電力

は、必要なものとみなされる。 

これらの知見は、部門レベルでは直観的に理解できるものであるが、再生可能エネルギー電力を求めて競

い合う3部門全てを考慮に入れた経済評価において、それらがどこまで当てはまるかを確認することは重

要である。例えば、水素供給網を3部門全てに亘って運用した場合、単独の部門でもたらす便益を超える

相乗効果を発揮する可能性がある。したがって、この場合より多くの電源容量が必要になるにもかかわら

ず、実際には水素供給網の規模を拡大することが望ましいと言える。あるいは、電力システムへのヒートポ

ンプと運輸部門の影響を合わせると、電力システムのコストが非常に増加し、先に論じた研究で示された

ような既存ガス供給網の20～30%よりもさらに多くを存続させる必要が生じる可能性もある。 

インフラ全体の状況に対するそのような包括的経済評価は、残念ながら稀少であるが、それでも知見をも

たらしうるいくつかの研究が存在する。こういった研究の結果を先に述べたベンチマーク原則に照らして

評価するシンプルな方法は、包括的分析において間接電化の一筋が需要に占める割合が、すでに論じた

部門別の分析と比べてどの程度上下するかを検討することである。Ruhnau et al. (2019)による22の既存

の電化シナリオを検討した研究は、ドイツの状況におけるこのような評価を概観するために有益である。

表5を見ると、電化に対するそのような評価が進んでいる国においても、現時点で文献間に乖離があるこ

とがわかる。例えば、100%の脱炭素化を想定して全ての部門における電化を取り扱った研究は2件しかな

い。 

――― 
原注16 ローカル電力システムのようにより孤立したレベルでは、他の制約や指針の考え方が存在する可能性があり、それらによっ

て電化ができなかったり電化の選択肢の決定が強いられる場合もある。第4章で論じるように、電力システム全体の計画立

案は、可能な場合には常に、地域レベルまたはローカルレベルの計画立案とすり合わせることが望ましい。 
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表5 ドイツの状況における電化シナリオの概要 
 

No. 参考文献 熱供給の電化   運輸部門の電化  △GHG    

  家庭・業務部門 産業部門  乗用車 トラック  トレンド ≧80% ≧85%  
1 DLR et al. [18]    ✓ ✓   80%   

         80%   

2 Oeko-Institut [19]    ✓ ✓   84% 90%  

3 Prognos et al. [20] ✓ ✓  ✓ ✓  65% 80%   

4 UBA [21] ✓ 暗示  ✓ ✓    100%  

5 DLR et al. [22]    ✓ ✓   80%   

         80%   

         80%   

6 Heilek [23] ✓       80%   

7 Oeko-Institut and Fraunhofer ISI [24] ✓ 暗示  ✓ ✓  54% 80% 95%  

8 Robinius [25]    ✓    80%   

9 Nitsch [26] a ✓ ✓  ✓ ✓  58%  95%  
10 Palzer [28] ✓ 暗示  ✓ ✓   80% 86%  

11 Quaschning [29] b ✓ ✓  ✓ ✓    100%  

12 Fraunhofer IWES/IBP [30] c ✓ ✓  ✓ ✓   83% 95%  

合計        3 12 7  

a この研究では計3つのシナリオが提示されているが、2つの95%シナリオは2050年の見通しについて非常に似通っている。したがって95%

シナリオは1つのみを評価した(KLIMA 2050)。この研究はDLR et al. [27]によるよく知られた研究の更新版であることに留意。 
b この研究はドイツの排出目標が2040年にすでに達成されることを想定している。したがって、2040年のドイツのエネルギーシステムに関す

るシナリオが示されているが、それは、他の研究における2050年のシナリオと比較可能なものである。 
c 詳細な数値は、付録のデータ集から収集した。この研究は、第4.3節で評価している温室効果ガス排出量を80%削減する運輸部門のシナリ

オを示したFraunhofer IWES et al. (2015)による研究の更新・拡張版である。 

出典： Ruhnau et al. (2019).  

 

下の図19が示すとおり、電化率は、脱炭素化レベルに大きく左右されるだけでなく、部門によっても感度

に違いが見られる。例えば、運輸部門と産業部門の熱供給の脱炭素化レベルが高いシナリオでは、電化率

の拡大が予想される。なぜなら、先に論じた通り、両部門で利用可能な他の選択肢は、家庭・業務部門（地

域熱供給と効率化というソリューションがある）より少ないからである。また、顕著な間接電化インフラも、

高度に脱炭素化されたシナリオ（>85%）のみに見られる。その理由として同研究では、運輸部門と産業部

門の熱供給という脱炭素化が困難な分野では間接電化を適用するほうが経済的であり、また、残り15%

の脱炭素化が必要になった場合に、長期貯蔵網を活用した間接電化がVRE導入率のさらなる拡大のため

の役割を果たすことが挙げられている。3つの部門間の相互作用については、高度に脱炭素化されたシナ

リオに産業熱が含まれている研究でも、それによって運輸／家庭・業務部門の消費電力量が減らされたり、

運輸／家庭・業務部門の直接電化が取り消されたりはしていないようである。これは、脱炭素化が困難な

産業の間接電化が遅い時期に、かつ追加的に実施されることを示唆している。したがって、このメタ分析

は、先に論じた一般原則「エネルギー需要を削減する必要と直接電化の優位性」を裏付けるものと思われ

る。 
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図19 ドイツの運輸部門および熱供給部門の将来シナリオに関する感度分析における電化レベル 

 
出典： Ruhnau et al. (2019). 
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2050年までのEU全体における電化インフラの全体像に対するより広範な評価の中で、EU ASSETプロジェ

クトによって電力システム全体の観点から間接電化の範囲と役割に重要な意味合いが見出されている 

(De Vita et al., 2018)。この評価では、水素や合成燃料の最適比率は他の研究と同様に主に脱炭素化が困

難な分野における需要に応えるため、としているが（その結果、両者を合わせた比率は運輸部門で12～

30%、産業部門で12～15%に留まる）、実際には間接電化を最小限に止めるよりもこの比率の方が経済的

に好ましいということを強調している。これには、電力システム全体の観点から、主に2つの理由が挙げら

れている。第一に、水素や合成燃料を製造するためには大規模な発電インフラや系統インフラが必要にな

るが、1つの水素網で3部門全てにおける脱炭素化が困難な需要に対応することができるため、部門ごと

に特化した直接電化インフラより高い効率が実現する。第二に、限定的であっても水素網は貯蔵と配給と

いう2つの役割を果たすことができるため、再生可能エネルギー電力の変動する価格が年間を通して欧州

で最も低い時にその電力を活用することで、電力ピークを削減するとともに、実際には直接電化のみの

べースラインシナリオよりも全体的な電力価格を低減することができる。そのような間接電化の比率がも

たらす純便益を明確にするためには、部門横断的な観点から必要なインフラを評価することが不可欠であ

る。 

また、この研究では、経済的根拠のためにはそのようなインフラ開発のタイミングが重要であるという点も

強調されている。先に論じた他の研究でも、水素や合成燃料による間接電化は、直接電化と同時期よりも、

電化や脱炭素化よりも後の段階に行ったほうが経済的に競争力のある戦略であることが明らかになって

いる。したがって、部門別の視点ではなくこのような電力システム全体の観点から見ることによって、ス

マート電化戦略を経済合理性のある形で導入するために特定部門の間接電化が果たす役割とその範囲を

明らかにする、より完全な根拠を得ることができる。 

総合すると、これらの経済評価研究では、直接電化と間接電化のバランスを慎重に取り（そのバランスは

部門や時期によって変化する）、それと併せて全ての部門でエネルギー需要を削減する積極的な努力を行

うことによって、全体的な脱炭素化コストを削減できることが示されている。 

本報告書の以下の章では、IRENAと中国国家電網による分析で示した上述の電化の道すじ、そしてこれら

の道すじを実施する際に検討するべき優先事項について詳しく論じる。 
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 3  IRENAと中国国家電網の分析
による再生可能エネルギーによ
る電化の見通し 

 

 

主な論点 
 

• IRENAの2021年版『世界エネルギー転換展望』では、同報告書の主要なエネルギー転換シナリオである

「1.5°Cシナリオ」において、電力の直接利用は2050年までに2倍以上に拡大して世界の最終エネル

ギー消費量の50%を超え、突出した最大のエネルギーキャリアになると分析されている。 

• 予測される世界の気温上昇を1.5°Cに抑えるために、IRENAの1.5°Cシナリオでは、発電電力量に占め

る再生可能エネルギーの比率を、2018年の25%から2050年までに少なくとも90%まで拡大する必要

があるとしている。 

• 主に風力発電と太陽光発電からなる変動性再生可能エネルギー(VRE)は、2050年までに世界の総発

電電力量の63%を占め、風力発電が現在の7%から34%へ、太陽光発電が現在の3%から29%へ増加

すると見込まれる。 

• クリーン水素は、2050年までに世界のエネルギー需要のうち74 EJ近くを供給するポテンシャルがあり、

その3分の2は再生可能エネルギー由来の水素、残りは二酸化炭素回収・貯留(CCS)技術を併用したブ

ルー水素になると見込まれる。第2章で論じたとおり、再生可能エネルギー由来水素も、電解装置のス

マート運用や産業配置転換のようなソリューションによって、VRE電源の導入を支援することができる。 

• IRENAの分析によれば、運輸部門と熱供給部門の電化を拡大するとともに、発電に占める再生可能エ

ネルギーの比率を拡大することによって、2050年までに世界のエネルギー部門が削減する必要があ

るCO2排出量のうち、少なくとも36%を削減することができる。 

• 運輸部門では、部門全体に占める消費電力量の比率は現在わずか1%であるが、これを2050年までに

49%に拡大する必要があり、そのためには乗用電気自動車の利用台数を18億台近く（現在の乗用自

動車の総数に近い）に増やす必要がある。 

• IRENAの分析では、意欲的な脱炭素化により、家庭・業務部門と産業部門における消費電力量の比率

は2050年までに現行レベルから倍増し、家庭・業務部門が73%、産業部門が35%を超える。 

• 家庭・業務部門の電力需要は、2050年までに倍増すると予測される。IRENAの1.5°Cシナリオでは、

2016年に約2,000万台だったヒートポンプの稼働台数は、2050年には約2億9,000万台に増加する。 

• 産業部門では、2050年までに電力の直接利用によってエネルギー需要の35%以上が満たされると見

込まれる。また、低温熱ニーズを満たすために、産業部門で現在利用されている台数の400倍を超え

る8,000万台のヒートポンプも設置されると考えられる。 
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• パリ協定との整合性を主張する他のグローバルシナリオの間では、2050年に電力が最終エネルギー消

費量に占める比率はさまざまに異なる（42%から52%まで）。それは、各部門のエネルギー需要の量や

集約度に関する想定が異なるとともに、各部門のスマート電化戦略や排出量削減戦略の組み合わせ

が異なるためである。 

• 同様に、一部の先進国市場の電化ポテンシャルに関する推定には大きな幅があるが、これらは世界の

平均を多少上回っている。例えば米国を対象とした研究では電化率は総最終エネルギー消費の41～

51%、EUでは49～60%となっている。 

• 国家電網エネルギー研究所(SGERI)によるモデル化に基づくと、中国における電化は、効率性の向上

によりエネルギー需要全体の削減を2030年以降も加速させることで、大きな影響を及ぼすと予想さ

れる。 

• 中国において2050年までにさらに大幅な電化を実現することを検討するSGERIのシナリオでは、エネ

ルギー需要の52%を電力が満たすと想定されている。電力は家庭・業務部門のエネルギー消費量の

65%、運輸部門の35%、産業部門の52%を占めると見込まれる。 

• 中国でそのようなレベルの電化を実現するためには、VREを中心とする発電設備容量を2050年まで

に大幅に増加させる必要がある。1.66 TWの太陽光発電と1.33 TWの陸上風力発電が設備容量という

観点での2大エネルギー源になると見込まれる。 
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3.1 IRENAの『世界エネルギー転換展望』における電化 
 

IRENAは、エネルギー投資とより広範な社会経済的発展について、考えうるさまざまな道すじを検討し、

21世紀半ばまでの残り30年間という重要な時期にエネルギー転換が経済や社会に及ぼす影響の全体像を

包括的に捉えてきた。 

 

ボックス12. IRENAが示す2050年に向けた世界のエネルギーシステムの脱炭素化の道すじ 

IRENAの最新の報告書『世界エネルギー転換展望』では、世界のエネルギー転換に想定しうる道すじ

を描いた4つのシナリオが提示されている。 

• 現行計画シナリオ(PES)は、IRENAの主たる参照事例であり、各国政府の現行のエネルギー計

画と他の計画目標および政策（2019年時点）に基づいたエネルギーシステムの発展見通しを提

供する。パリ協定に基づく「国が決定する貢献(NDC)」はここに含まれる。なお、国がそれ以降に

新たな気候とエネルギーに関する目標または計画を策定している場合はそれらを用いている。 

• エネルギー転換シナリオ(TES)は、主に再生可能エネルギーとエネルギー効率化の着実な向上

に基づく（ただしこれらの技術のみに限らない）、意欲的だが現実的なエネルギー転換の道すじ

を提示している。この転換の行程によって、21世紀中の世界の気温上昇を2°Cよりも十分低く

抑え、さらには1.5°Cを目指すための軌道へとエネルギーシステムが導かれる。 

• 1.5°Cシナリオは、「1.5°Cの意欲的な気候目標」、すなわち産業革命以前と比較した世界の平

均気温上昇を21世紀末までに1.5°Cに抑えるという目標に沿ったエネルギー転換の道すじを表

す。直ちに利用可能な技術を優先し、1.5°Cの目標を達成するために必要なペースでそれらの

技術を拡張することを想定する。 

• ベースラインシナリオ(BES)は、2015年のパリ協定採択前後に実施されていた各国の政策を反

映したもので、必要に応じてエネルギー開発に関する最近の実情を加味している。 

付録VIに、エネルギー転換に関するIRENAの主なシナリオと、最近発表された他の顕著な世界規模

および地域規模のシナリオとの比較を記載している。 

 
 

エネルギー部門の脱炭素化と二酸化炭素排出量削減は、IRENAのエネルギー転換ロードマップの主要目標

である。このロードマップは、より持続可能でクリーンなエネルギーの未来を実現するための意欲的な、し

かし技術的にも経済的にも実現可能な行程を検討し、提示している。世界中でエネルギー転換が促進され

ている主な要因は、気候変動や各地の大気汚染である。再生可能エネルギーや他の低炭素技術の選択肢

は、二酸化炭素排出量を削減し、社会経済的便益をもたらし、エネルギー安全保障を高め、雇用を創出し、

近代的エネルギーへのアクセス拡大を促進する。再生可能エネルギーのコストが着実に低下していること

で、こういった便益のそれぞれがより身近なものになっている。 

IRENAの『世界エネルギー転換展望』では、エネルギー関連のCO2排出量の推移について、考えうるいくつ

かのシナリオが提示されている。ベースラインシナリオでは、CO2排出量は（2019年の37 Gtから）2050年ま

でに46.5 Gtに増加し、21世紀後半の気温上昇は3°C以上になると考えられる。各国の計画や誓約が、

IRENAの主要な参照シナリオであるPESの想定どおりに達成されるなら、CO2排出量は2030年まで毎年増

加し、その後はやや減少して2050年には今日の水準をわずかに下回る程度になると予想される。その結

果、世界の気温上昇は、21世紀後半には産業革命以前の水準より約2.5°C高くなると見込まれる。2050年

までの地球温暖化を1.5°C以内に抑制することを検証したIPCCの特別報告書に沿って、IRENAの1.5°Cシ

ナリオはまず、世界のCO2排出量を今後2030年までは急勾配かつ加速的な下降軌道に沿って削減し、それ 
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以降も下降軌道を維持して2050年までにネットゼロに到達するという目標が設定されている。また、電力、

熱、産業などの部門において追加的な二酸化炭素削減を達成するため、炭素吸収技術を用いたさらなる

努力が必要になると考えられる。 

これだけの排出量削減を実現するには、風力発電、太陽光発電といった再生可能エネルギー電源の急速

な導入、再生可能エネルギー電源を用いた運輸（電気自動車(EV)など）や熱供給（ヒートポンプなど）と

いった最終消費のさらなる電化など、さまざまな部門や技術にまたがって対策を加速させる必要がある。

また、グリーン水素の利用、再生可能エネルギーの直接利用（太陽熱、バイオマスなど）、エネルギー効率化

（建物の断熱、工程改善など）、インフラ投資（電力システム、貯蔵などの柔軟性強化策など）も大幅に増加

すると考えられる。 

 

図20 ベースラインシナリオ(BES)、現行計画シナリオ(PES)、1.5°Cシナリオにおける2010～2050年の

エネルギー関連CO2年間排出量と、3つのシナリオにおける技術別の削減への貢献 

 

第1.3節および第1.4節で説明したように、再生可能エネルギー電源を用いて電化する場合、運輸、産業、家

庭・業務の各需要部門でその導入と利用を調整すれば、電力利用と再生可能エネルギー電源の大幅増加

による重要な相乗効果を生み出すことができる。図21が示すとおり、電化の拡大と再生可能エネルギー電

源の拡大による複合効果により、1.5°Cシナリオにおける2050年までの二酸化炭素排出量は、PESと比較し

て約36%削減される。 
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図21 1.5°Cシナリオでの追加的なCO2排出量削減における、スマート電化と他の対策の内訳 

（エネルギー関連のGt CO2/年） 
 

 
注： BECCS = 二酸化炭素回収・貯留を組み合わせたバイオエネルギー； CCU = 二酸化炭素回収・有効利用 

 

 

ほとんどの最終消費では、化石燃料の代わりに電力を利用するほうが効率的であるため、1.5°Cシナリオ

のような電化率の高いシナリオにおける2050年までのエネルギー需要全体の増加は、PESよりも少ない。

しかし、新たに必要となる電力量は部門によって大きな相違がある。運輸部門では、電力需要はPESの3倍

以上に増加する。産業部門では、電力需要はPESに比べて24%低下する。家庭・業務部門では、電力による

エネルギーサービス提供が大幅に増加するにもかかわらず、正味の効果としては、電力需要が約10%とわ

ずかに増加するのみである（主に、加熱用途におけるヒートポンプの普及拡大による効率性向上の効用）。

また、1.5°Cシナリオでは、発電電力量の90%が再生可能エネルギー由来であり、63%がVRE（太陽光発電、

風力発電）による。それにより、電力の排出原単位が低下し、電力部門はエネルギー関連の排出量を削減

する主要な実現要因となる。 
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現行計画シナリオと比較した、1.5°Cシナリオにおいて 
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図22 発電電力量(TWh)と発電設備容量(GW)の電源構成。 

2018年の実績値と1.5°Cシナリオにおける2050年の目標値 

 
注： RE = 再生可能エネルギー、VRE = 変動性再生可能エネルギー 

 

 
1.5°Cシナリオでは、30年間で人口とGDPが大幅に増加するにもかかわらず、2050年の最終エネルギー消

費量は2018年を8%下回る。電力は、突出した最大のエネルギーキャリアとなり、石油・ガスの最終消費量

全体の2倍近くになると考えられる。最終エネルギー消費量における電力の直接利用の比率は、20%から

2050年にはほぼ50％に拡大し、その結果、総消費電力量は2050年までに2倍以上に増える可能性がある。 
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図23 最終エネルギー消費量のエネルギーキャリア別内訳。 

2018年の実績値およびエネルギー転換シナリオにおける2050年目標値 

 

注： 上記の数値にはエネルギー消費量のみが含まれ、非エネルギー利用は含まれない。電力利用のうち、2018年における25%と

2050年における90%は再生可能エネルギー電源に由来する。地域熱供給についてはそれぞれ9%と90%が再生可能エネルギー源に
由来する。水素（直接利用、合成燃料）については、再生可能エネルギー由来（すなわちグリーン水素）の比率は、2050年までに66%に

達する。「水素（直接利用、合成燃料）」カテゴリーは、水素（グリーン、ブルー）とその他の合成燃料（合成アンモニア、合成メタノール）

の消費量を合わせたものである。電力（直接）には、全ての電源（再生可能エネルギー、原子力、化石燃料）を含む。 

 

運輸部門は現在、化石燃料の利用が主流であるが、1.5°Cシナリオでは大幅な変革を遂げる。運輸部門の

エネルギー消費量のうち電力が占める比率は、2017年にはほんの1%強だったが、2050年には49%へと増

加する。EVの台数は、2019年に約800万台だったが、2050年には18億台近くに増加する。 

家庭・業務部門は現在、最終エネルギー消費量の約32%を電力が占めており、他の最終消費部門と比べて

相対的に消費電力量が多い。化石燃料は、家庭・業務部門では主に暖房・給湯と調理に使われている。

1.5°Cシナリオでは、家庭・業務部門の最終エネルギー消費量に占める電力の比率は2050年までに約73%

に増加する。暖房・給湯については、電気ヒートポンプの稼働台数が、現在の約3,800万台から2050年まで

に2億9,000万台以上に増加する。また、調理用途では、燃料燃焼からより効率的な電力（IHコンロの利用

など）への移行により、調理における総エネルギー需要を3分の1～5分の1に削減することができる。 

産業部門は、長期的に電化を進めるうえで最も課題の多い部門である。現在、産業部門の最終エネルギー

消費量に占める電力の比率は約28%である。1.5°Cシナリオでは、この比率は2050年までに35%に拡大す

る。この拡大は、低温熱用途に効率的なヒートポンプを利用し、ある種のプロセスを直接電化することに

よって可能になる。2050年までに8,000万台の電気ヒートポンプ（現在の稼働台数の400倍以上）が設置さ

れ、世界の産業熱需要の約7%を満たす可能性がある。天然ガスの代替や化学製品製造のために再生可能

エネルギー由来水素を利用できるため、水素による間接電化も重要な役割を果たす。化石燃料由来の原

料やプロセス熱（鉄鋼、メタノール、アンモニアの製造など）に代わるクリーン水素の利用は、2050年までに

38 EJに増加する。 
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ボックス13. 再生可能エネルギーで排出量ゼロを達成 – 重要な追加的対策 

気候変動に対する科学的理解が進み、社会や政治の意識が高まるにつれ、全てのCO2排出量を追跡

する喫緊の必要性があることも明らかになってきた。そのため、1.5°Cという制限に注目する国が

増えており、それは経済の全ての部門で排出量を削減することを意味する。 IRENAの研究 

“Reaching Zero with Renewables” (2020c)では、どうしたら主要な産業部門と運輸部門において

2060年頃までに二酸化炭素排出量ゼロを達成できるかが模索されている。 

図24は、5つの排出量削減カテゴリーを組み合わせ、大規模に適用することによって、産業部門と運

輸部門のCO2排出量をいかにゼロにできるかを概観したものである。 

 
図24 一部の産業部門と運輸部門のCO2排出量をゼロにする排出量削減策 

“Reaching Zero” 報告書では、産業部門と運輸部門におけるいわゆる脱炭素化が困難な分野の電

化ポテンシャルを理解するうえで、近年見られた大幅な進歩が反映されている。検討された選択肢

の中には、あまりにもコストが高いため、数年前なら除外されたであろうものもある。しかし、再生

可能エネルギー電力の価格が劇的に低下したことでパラダイムシフトが起こり、いまや、再生可能エ

ネルギー電力を用いて排出量ゼロを達成するソリューションへの注目が高まっている。これらの選

択肢は全て、技術的に実現可能であると考えられるが、いずれも克服すべきさまざまな障壁を抱え

ている。これらの電化の選択肢の将来的な役割や影響についてはさらなる分析が必要であり、今後

IRENAがかかる分析を行う予定である。 

産業部門ではすでに、有望な電化の選択肢として、鉄鋼製造における再生可能エネルギー由来水素、

化学・石油化学分野における原料としての合成炭化水素とエネルギーとしての再生可能エネルギー

の利用、セメント製造における再生可能エネルギー電力への切替え、アルミニウム製造におけるヒー

トポンプと再生可能エネルギー電力の導入が特定されている。運輸部門では、有望な電化の選択肢

として、道路貨物輸送分野における電気自動車と燃料電池自動車、航空分野における合成燃料と

電気推進技術、船舶分野における水素と合成燃料が特定されている。 

産業部門と運輸部門における脱炭素化が困難な分野を脱炭素化するために、再生可能エネルギー

電源の直接利用は依然として大きな役割を果たすが、これらの特定分野では、グリーン水素とその

派生物である合成燃料を活用する選択肢のほうが比較的顕著である。例えば化学・石油化学分野

について同報告書では、グリーン水素の生産能力が2050年までに1,000 GWに増加し完全な脱炭素

化を達成するために、分野全体で3,000～6,000 GWが再生可能エネルギー電源に移行すると予測

する最近の研究が引用されている。こういった選択肢を実現するために、分野全体で2050年まで

に総額9兆6,000億ドルという多額の投資が必要になる。これは、パリ協定の気候目標を達成するた

めに必要なエネルギー部門の投資総額の8%に相当する。
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ボックス14. 電化レベルの測定 

最終消費部門における電化レベルを測定する主要指標として、最終エネルギー消費量に占める電

力の比率がよく使われる測定基準である。この指標では、グリーン水素（カーボンフリー電力を用い

て電気分解により製造された水素）の役割を完全に捉えることはできない。これに代えて、2つの代

替的な測定基準の検討が可能である。再生可能エネルギー由来水素が果たしうる役割を捉えるた

めに、最終エネルギー消費において利用される水素を疑似電力とみなすことができる。IRENAの研

究ではこの方法が採用されている。もうひとつの考えうる測定基準は、燃料の非エネルギー利用

（工業プロセスの原料など）を総エネルギー消費量に含め、非エネルギー用途の化石燃料利用に代

えて水素やその派生物を利用する可能性を反映させることである。その他の補助的指標は、発電に

用いるエネルギー源が一次エネルギー総供給量に占める比率である。再生可能エネルギーによる一

次エネルギーへの貢献度を測定する方法は統計慣行によって決まるが、最終消費部門の電化が拡

大するにつれて化石燃料の直接利用が減少し、発電が化石燃料から再生可能エネルギーにシフトす

ることにより全体的な一次エネルギーの供給量が削減されることになる。 

 

 
 

3.2 中国エネルギー・電力部門の中長期的発展に関する

SGERIのシナリオ研究における電化 
 

中国の長期エネルギー・電力開発計画に役立てるため、SGERIは、「統一グローバルエネルギー研究プラッ

トフォーム」に基づく統合的な経済・エネルギー・環境分析モデルを構築した。このモデルは、経済発展や最

終消費のエネルギー需要に関する予測、電力システム計画のシミュレーション、一次エネルギー需要や二酸

化炭素排出量の推定などを含む（手法と想定についての詳細は付録VIIを参照）。 

SGERIの刊行物『中国のエネルギー・電力展望』(SGERI, 2019)に基づいて、本報告書では、同書に記された

2050年までの参照シナリオと、最終消費技術の電化と安価な再生可能エネルギーがより広く普及した状

況を検討した「電化シナリオ」とを比較する。 

 

最終消費のエネルギー需要 

電化シナリオでは、最終消費のエネルギー需要は2030年頃にピークの約114,042 PJに達するが、これは参

照シナリオで同年に達するピークの120,968 PJを下回る。さらに、電化シナリオでは、ピークに達した後の

エネルギー需要が参照シナリオより速やかに減少する。 
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図25 2つのシナリオにおける最終エネルギー消費量（2017～2050年） 

 

電化シナリオでは、産業部門の電力利用が拡大して効率が向上するため、エネルギー消費量に占める産業

部門の比率が参照シナリオより急速に低下する一方で、家庭・業務部門がエネルギー消費量に占める比率

はより急速に拡大する。2030年には、エネルギー利用における産業部門、家庭・業務部門、運輸部門の内訳

は、それぞれ52%、27%、19%となる。2050年には、3部門の内訳は、それぞれ42%、31%、25%となる。 

産業部門がエネルギー消費量に占める比率は、いずれのシナリオにおいても2025年に頭打ちとなる。とい

うのも、エネルギー消費の多い主な産業（鉄鋼、化学、非鉄金属、建築資材など）の生産量がピークに達す

ると推測される一方で、生産設備の構造や製造プロセスに改良やアップグレードがなされるからである。

電化シナリオでは、産業部門のエネルギー需要は参照シナリオより低い水準でピークに達し、より急速に減

少する。それは、電気ボイラー、電気窯、ヒートポンプの利用率が高く、電力を利用するエネルギー消費量

が多いためである。 

家庭・業務部門がエネルギー消費量に占める比率は拡大を続け、2030年以降は増加の主な要因となる。エ

ネルギー消費量は2035年頃にピークの約31,657 PJに達し、2017年の約1.4倍に増加する。2035年以降は、

建設の伸びの鈍化とエネルギー効率化策によって、いずれのシナリオにおいても家庭・業務部門のエネル

ギー消費量は減少する。しかし、電化シナリオのほうがヒートポンプや他の高効率な最終消費技術の利用

が多いため、減少のスピードが速い。一方、サービス業でエネルギー消費量が増加するため、公共・商業施

設分野がエネルギー消費量に占める比率は、住宅分野に比べて拡大する。電化シナリオでは、公共・商業施

設分野がエネルギー消費量に占める比率は2017年に34%であったが、2030年にピークの44%に達し、そ

れ以後は徐々に減少して40%となる。 

運輸部門がエネルギー消費量全体に占める比率は比較的急速に増加し、2030年以降は運輸部門がエネル

ギー消費量増加の主な要因となる。運輸部門のエネルギー消費量は、2035年に2017年の1.8倍、2050年に

は1.9倍に増加する。電化シナリオでは、より多くのEVが化石燃料車に取って代わり、エネルギーの最終消

費の効率が向上する。電化シナリオでは、燃費とシステム効率の向上により、高速道路利用（都市交通シス

テムを含む）によるエネルギー消費量が運輸部門全体のエネルギー消費量に占める比率は、2017年に79%

であったが、2035年には77%に、2050年には69%に低下する。旅客輸送が単独で運輸部門のエネルギー

消費量に占める比率は、2017年に62%であったが、2035年には43%に、2050年には40%に低下する。一

方、航空分野のエネルギー消費量は、2050年に2017年の4倍に増加する。 
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図26 電化シナリオにおける各部門の最終エネルギー需要（2017～2050年） 

 

電化シナリオが参照シナリオと大きく異なる点のひとつは、最終消費の総エネルギー需要に占める電化率

がより大幅に増加することである。電化シナリオでは、2020年に電力は総エネルギー消費量の27%を供給

し、2030年には36%、2050年には52%を供給する。それに対して参照シナリオでは、2030年に約32%、

2050年に42%である。 

 

図27 2つのシナリオにおける全体的な電化レベル（2017～2050年） 
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家庭・業務部門は、現在最大の電力消費部門であり、電化シナリオと参照シナリオのいずれにおいても最

大であり続けるが、その伸び率は電化シナリオのほうが大きく、2050年には電化率が65%に達する。運輸

部門の電化率は、2017年に3%であったが、電化シナリオでは2050年に35%に達する。産業部門の電化率

は2050年に52%に達し、やはり参照シナリオを上回る。 

 

図28 電化シナリオにおける各部門の電化率 

 

当然ながら、電力需要とその伸び率は、電化シナリオが参照シナリオを上回る。総電力需要は、2030年に

約11.3 PWh、2050年に13.9 PWhとなる。年間伸び率は、2035年以降は2%未満に低下する。 

 

図29 電化シナリオにおける電力需要 

 

16 

電
力
需
要
（単
位
：
P
W

h
）
 

 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

0 

14 

2018 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

電力需要 

10 

8 

6 

4 

2 

0 

-2 

電力需要の平均伸び率 最終消費エネルギーの平均伸び率 

70 

2017 2020 2035 2050 

4
部
門
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

 

消
費
の
電
化
率
（
%
）
 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

0 

産業部門 家庭・業務部門 運輸部門 その他 



79  

エネルギーサービスの転換を促進する 

 

 

 
 

電源構成 

電力供給能力は、大幅に拡大すると予想される。設備容量は2050年まで急速に拡大すると予想され、その

増加率は電化シナリオが参照シナリオを上回る。電化シナリオでは、2050年に設備容量は5.45 TWに達す

る。そのうち4.26 TWはクリーン電源によるもので、こちらも参照シナリオを上回る。 

 

 

図30 電化シナリオにおける各電源の発電設備容量（2019～2050年） 

 

陸上風力発電と太陽光発電は、最も急速に拡大する電源であり、その成長率は電化シナリオにおいて最も

高い。電化シナリオでは、2050年に陸上風力発電の設備容量が1.33 TWに達し、太陽光発電は1.66 TWに

達する。原子力発電と水力発電の設備容量は、2050年にそれぞれ0.21 TWと0.47 TWであり、どちらのシ

ナリオも同程度である。電化シナリオでは、石炭火力発電とガス火力発電の設備容量は2050年にそれぞれ

0.80 TWと0.39 TWであり、参照シナリオをやや上回る。これは、満たすべき電力需要が参照シナリオより

大きいためである。 
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図31 電化シナリオにおける各電源の構成比（2050年） 

 

一次エネルギー需要 

電化シナリオでは、一次エネルギー需要は2030年の162,874 PJから2050年に170,548 PJへと増加するが、

これは参照シナリオよりも少ない。2035年頃に需要のピークを迎える。 

 
 

図32 電化シナリオにおける一次エネルギー総需要（石炭換算）（2017～2050年） 
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熱量換算を用いた場合、一次エネルギー需要は明らかに少なくなる。ピーク値は約146,836 PJで、2030年

頃に訪れる。それ以降、一次エネルギー需要の水準は大幅に低下し、2050年には約117,405 PJとなる。電

化シナリオの一次エネルギー需要は、参照シナリオの場合を大幅に下回る。 

 

図33 電化シナリオにおける一次エネルギー総需要（熱量換算）（2017～2050年） 

 

電化シナリオでは、低炭素エネルギーへの転換が参照シナリオより急速に進む。一次エネルギー需要への

供給における石炭の比率は、2050年に約15%に低下し、石油は10%に、天然ガスは14%に低下する。非化

石エネルギー源の比率は、2050年に61%に達する。 

 

図34 電化シナリオにおける各エネルギー源の一次エネルギー需要（2017～2050年） 
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最終消費のエネルギー源の電化が拡大するにつれ、一次エネルギー需要に占める発電用エネルギーの比

率は拡大し、2030年は56.2%、2050年には70.3%に増加する。 

 

図35 電化シナリオにおいて発電に利用されるエネルギーが一次エネルギー需要に占める比率 

（2017～2050年） 

 

電化シナリオでは、CO2排出量は参照シナリオより少なく、2025年にピークの106億トンに達し、2050年に

は48億トンまで減少する。 

 

図36 電化シナリオにおけるエネルギー関連の二酸化炭素排出量（2017～2050年） 
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電化により、より多くの二酸化炭素排出量が最終消費部門から電力部門に移転する。電力部門の二酸化

炭素排出量および排出比率のいずれもが、2025年頃までにピークに達すると予想される。産業部門の排

出量をさらに上回り、電力部門は最大の二酸化炭素排出源となる。電化シナリオでは、より多くの二酸化

炭素排出量が最終消費部門から電力部門にシフトするため、電力部門の二酸化炭素排出量は参照シナリ

オより高い水準でピークに達するが、需要側で需要家が利用する化石燃料が減るためである。したがって、

たとえ電力部門の二酸化炭素排出量の規模が拡大しても、電化はそれ以上に、最終消費部門の二酸化炭

素排出量を削減することによって全体的な二酸化炭素排出量削減に貢献するのである。 

 

図37 電化シナリオにおける各部門の二酸化炭素排出量（2017～2050年） 
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 4  再生可能エネルギーによる 
スマート電化に向けた 
今後の優先課題 

 

 
 

主な論点 
 

• 政策立案者は、再生可能エネルギー電力や、電動モビリティなど特定の電化（エレクトリフィケーション）

の選択肢に関する枠組みの策定については相当の経験を有しているが、それらの間に相乗効果を生

み出す政策には十分な注意が払われているとは言えない。 

• 電化の戦略を、国家エネルギー計画の一環とすることが望ましい。電化が電力負荷プロファイルに及

ぼす影響、たとえば送配電システム、EV充電ステーションの数と場所、系統混雑の問題が発生しうる地

域などへの影響に対処するため、電化ロードマップには、気候条件、人口密度、需要家の選好といった

地域の特徴や、将来必要となるインフラを考慮に入れることが望ましい。 

• 国家の電化計画は、電気自動車のスマート充電、電気ボイラーやヒートポンプの集合化、電力システム

に柔軟性をもたらすエネルギー貯蔵といったスマート電化戦略を促進することが望ましい。これらの

戦略を含めることで、民間部門や需要家の関与が奨励され、よりコスト効率性の高いソリューションが

提供できる。 

• 多くのスマート電化ソリューションはすでに利用可能であり、先行者は何ができるかを実証しつつある。

継続中の実証プロジェクトや世界の実践例を深く理解することは、実現化の枠組みを設計するために

有益となる。 

• 電化に必要な技術とインフラについては理解が進んでいるが、それと併せて市場の設計も適切に行わ

なければならない。市場は、電力システムに配慮した導入戦略を促進するように設計されることが望

ましい。現在、ほとんどの市場の消費者価格設定は、購買意欲を促すには不十分である。イノベーショ

ンを促進するためには、先を見据えた柔軟な市場設計が不可欠である。 

• 再生可能エネルギー電力と電力最終消費との間に不可欠な相乗効果を生み出すためには、デジタル

技術を活用して電化を行うことが望ましい。そうすることで、よりスマートで、接続性や信頼度が高い

未来の電力システムが実現する。 

• 再生可能エネルギーを電源による電化は、スマートな形で実現すれば、運輸部門、家庭・業務部門、産

業部門のエネルギー利用を脱炭素化する主要な道すじとなる。電動モビリティ、電気による熱供給、水

素製造は、電化を構成する3つの必須要素である。いずれの市場部門についても、それに特化した政

策手段を展開する必要がある。 
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• 最終消費部門とその技術的な特徴は、さまざまである。例えば、熱供給には明確な季節的要素がある

が、運輸部門にそれはない。電化の可能性を十分に検討するためには、こういった側面を考慮しなけ

ればならない。 

• 産業部門については、低コストの再生可能エネルギーが豊富な遠隔地にエネルギー集約度の高い産業

移転したり併設することに大きな可能性が存在する。そのような転換は、適切な経済的インセンティブ

が整備され、技術が成熟して初めて起こりうる。 

• イノベーションは、消費者とコミュニティのニーズや願望を反映したものである場合に、最も大きな影

響をもたらす。技術的な利便性や経済的実現可能性は、重要な側面である。政策は、これらの側面を

考慮したソリューションを促進するように策定することが望ましい。 

 

 

4.1 はじめに 
 

本報告書の分析では、電化が運輸部門、家庭・業務部門、産業部門のエネルギー利用において急速に進展

しうることを明らかにする。また、再生可能エネルギーが電力供給の中心となれば、電化を進める過程で

エネルギー需要の大部分を脱炭素化できる可能性がある。 

電化の拡大によって供給や新たな負荷プロファイルなどの面で新たな課題が発生するが、新たな柔軟性

の選択肢などのこれまでになかった機会ももたらされる。転換の過程で問題を最小限にしながら便益を

最大化するために、電化の拡大は慎重に計画し、賢明に実施することが不可欠である。多くの政策立案者

にとって、これは新たな領域となる。政策決定者の多くは、再生可能エネルギー電源や、電動モビリティな

ど特定の電化の選択肢に関する枠組みの策定については相当の経験を有しているが、両者の間に相乗効

果を生み出す政策には十分な注意が払われていないことが多い。 

したがって、電化を成功させるためには、特に2つの行動が必要である。第一は、クリーン電力の利用と

VREの大量導入による相乗効果によって、スマート電化を実現する戦略（電気自動車のスマート充電、系統

サービスを提供する電力貯蔵、ヒートポンプや電気ボイラーの集合化によるデマンドレスポンス、余剰VRE

電力を利用した水素電解製造など）を実施することである。第二は、時とともに各部門に生じうる電化の

技術的限界について理解を深めることによって、電力システムの混乱や高コスト化を避けることである。 

世界中の先駆的国家や企業の努力によって、スマート電化への転換に必要な知識や革新的ソリューション

の多くが、既に存在している。しかし、確実なエネルギーアクセスを確保し、気候変動に対処するためには、

導入を加速し、先行者以外に対しても拡大し、また地域のニーズに合わせて調整を行う必要がある。これ

らを実現し、再生可能エネルギー電源の拡大と最終消費の電化が相互に便益をもたらす道すじを辿れる

ようにするため、政策立案者たちは重要な役割を担っている。 

実現のための優先事項を、以下にまとめる。 
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4.2 政策立案者のための優先事項と行動 
 

表6では、再生可能エネルギーによって最終消費部門を電化する戦略を策定する際に、政策立案者が考慮

するべき7つの優先事項の概要が示されている。 

 
 

表6 スマート電化を今後拡大するための優先事項と行動 
 

優先事項 行動 

計画、市場設計、社会的重点 

1. 計画立案： 将来の電

化は今日のインフラ投資

（電力、デジタル）を必要

とすることを認識する 

転換には時間がかかるが、それを実現す

るインフラは、今すぐ整備しなければなら

ない。スマート電化への転換は、インテリ

ジェントな計画立案とインフラ網増強へ

の投資に特に依存する。 

電力システムや建物のためのスマートデ

ジタルインフラ網・技術は、インフラコスト

を削減し、最終消費部門を対象とする充

電、メータリング、通信をいっそう最適化

するために重要である。 

送配電システム、充電インフラ、水素輸送

網、地域熱・冷熱供給網の拡大といった、

スマート電化インフラ整備のロードマップ

を策定する。 

新たな負荷プロファイルの課題に対処す

る、デジタルソリューションの試験プロ

ジェクトを支援する。 

2. 市場設計： 柔軟性や

経済的インセンティブを

提供する能動的な市場

を形成または創出する

必要に応える 

システム全体に亘る最終消費部門の柔軟

性が規制に盛り込まれていない場合、あ

るいは適正な報酬を得られない場合、そ

のような柔軟性は出現しえない。 

小売市場と卸市場を設計する際は、主要

な電化技術や電化戦略の経済性、それら

がデジタリゼーションや分散化といった

傾向に伴って各部門でどのように進展し

ていくかを認識することが望ましい。 

時間帯別料金のような手段によって、消

費電力量が価格シグナルに反応するよう

規制を変更する。 

革新的な技術や所有モデルを阻む障害を

取り除き、複数市場への参加を可能にす

る。 

3. 社会的焦点： 需要家
とコミュニティのニーズ
や願望を反映する 

分散型エネルギー源の拡大、地域による

所有権、エネルギー生産の環境影響に対

する認識は、エネルギーシステムに対する

人々の関わり方を変える。 

需要家やコミュニティは、電化の取組みに

関与するとともに、その便益を受けなけ

ればならない。そうでなければ、転換に対

する正当な抵抗が生じるおそれがある。 

選択、参加、ガバナンス、責任のさまざま

な側面において市民の関与を得る。 

需要家のニーズと期待に対する知見を深

め、それに沿ってソリューションを策定す

る。 

再生可能エネルギーによる電化に移行す

ることで、旧来のインフラや生産者がど

のような影響を受けるかを理解し、必要

であれば、転換の影響を緩和する適切な

経済政策を策定する。 
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優先事項 行動 

技術 

4. 運輸部門のソリュー

ションを促進する： EVと

VREの相乗効果を活用

し、他の輸送モードを電

化するため、ニッチ分野

の研究開発を推進する 

電動モビリティは、今後数十年で急速に

拡大する。したがって、電気自動車の需要

が電力システムの供給、系統運用、スマー

ト充電の機会にどのような影響を及ぼす

かを今から理解することが重要である。 

乗用自動車、配送トラック、バスの電化は

進展しているが、長距離海上輸送や航空

輸送など、運輸部門における脱炭素化が

困難な他の分野の今後は不透明である。 

スマート充電インフラを拡張するととも

に、ボトルネックを防ぐため、特に配電レ

ベルでの電力インフラの必要性を評価

し、計画する。 

V2G技術とそのビジネスモデルを検討す

る試験プロジェクトを支援する。 

応用研究開発を継続し、海運・航空分野

の電力貯蔵や燃料に関する有望な選択肢

を検討する。 

5. 家庭・業務部門のソ

リューションを促進す

る： 導入を加速し、拡張

するために、基準、法

規、規制を施行すること

によって既存のソリュー

ションを活用する 

建物のエネルギー消費における再生可能

エネルギー電力の比率を増やし、消費の

効率を高める技術は、広く存在する。ヒー

トポンプ、電気ボイラー、先進的な建物外

壁、地域熱供給インフラによって、大小規

模用途に幅広く対応することができる。

しかし、ほとんどの市場において、効率化

策や既存技術の実際の導入は遅々として

進んでいない。 

ヒートポンプや電気ボイラーの導入にイン

センティブを提供する。 

地域温熱・冷熱供給や熱貯蔵による大規

模な集中型ソリューションの機会を実現

する。また、再生可能エネルギー電力と電

気ボイラーや熱貯蔵の併用を検討する。 

新たなインフラには高効率な外壁を利用

することを建築基準法により義務付け

る。 

新設および既存建築物ストックにおいて

スマートメータリングやスマート家電のイ

ンフラ整備に資金またはインセンティブ

を提供する。 

6. 産業部門のソリュー

ションを促進する： 長期

的かつグローバルな視

点をもって、部門ごとの

研究開発や実証実験を

推進する 

産業部門の電化は、コストや固有の工業

的要件のため、ほとんどの状況において

運輸部門と家庭・業務部門に遅れを取っ

ている。しかし、産業部門のエネルギーの

大部分がごく少数のエネルギー集約型商

品の製造に利用されているため、的を

絞った産業電化ソリューションによって、

短期間で大きな変革を起こすことが可能

である。 

工業プロセスにおける電力の直接利用と

間接利用について、より多くの研究開発

や実証実験を支援する。 

エネルギー集約型産業を、低コストで設

備利用率の高い再生可能エネルギー電力

が存在する地域に移転する、あるいは併

設することを検討する。 

公平な競争機会を確保し、カーボンリー

ケージを防ぐため、世界的な協調を追求

する。 

7. 合成燃料： その長期

的な役割と経済性を理

解する 

再生可能エネルギー電力を利用した水素

や他の合成燃料の製造は、スマート電化

のプロセスにおいて幅広い重要な役割を

果たす可能性がある。例えば、脱炭素化

が困難な分野における直接電化の補足

手段、VRE導入のための柔軟性や季節的

貯蔵の手段、既存ガス輸送設備の座礁資

産化を避けるために考えられる手段など

としてである。 

インフラ投資に関する明確な展望を提供

し、サプライチェーン全体の経済性を向上

させる政策枠組みを確立する。 

低コストで、理想的には設備利用率の高

い再生可能エネルギー電力の利用可能性

を拡大する。 
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1. 計画立案： 将来の電化は今日のインフラ投資（電力、デジタル）を必要とすることを
認識する 

本報告書を通して論じるとおり、電化プロセスが体系的な転換となり、したがって幅広い分野横断的な基

盤が必要であることは明らかである。転換には時間がかかるが、それを実現するエネルギーインフラ、

ICTインフラ、都市インフラは、今すぐ整備しなければならない。スマート電化への転換は、賢明な計画立

案とインフラ網拡充への投資に特に依存する。例えば、送配電システムの増強、電動モビリティの充電網、

水素輸送パイプライン、地域温熱・冷熱供給の拡大などである。 

デジタリゼーションは、この領域で特別な役割を果たし、インフラの運用やステークホルダーとインフラの

相互作用に全般的に影響を及ぼし、重要な点として、その質を向上させる可能性がある。電力システムや

建物におけるスマートデジタルインフラ技術やそのネットワークは、コストを削減し、最終消費部門に対す

る充電、メータリング、通信をいっそう最適化するために重要である。デジタルソリューションの破壊的可

能性は、ようやく理解され始めたばかりで、十分に利用されている状態からは程遠い。 

最終消費部門の電化率拡大によって、電気自動車充電ステーションの新設や利用率など、新たな負荷の様

相がもたらされる。スマート電化戦略を策定するにあたって、例えば極端なピーク需要、季節性、系統混雑

など、電力システムに対するこういった新たな負荷プロファイルを十分に理解する必要がある。これらの新

たなネットワークではステークホルダーの行動に不確実性が伴うことから、予想される電化レベルにおい

て時間の経過とともに各部門にどのような反応や限界が生じうるかを検討するため、政策立案者は、地域

レベルや国家レベルの電化インフラロードマップを策定することが望ましい。より幅広い状況において、こ

れまでよりはるかに多くのデジタル技術活用ソリューションの試験プロジェクトや導入を政府が支援し、

それらをどのように活用することが可能であり、実際に活用するかをより深く理解することが望ましい。 

 
 

ボックス15. 電化計画の事例 

米国、カリフォルニア州 – カリフォルニア州は、州の脱炭素化計画にとって運輸部門が重要である

ことを認識し、ゼロエミッション車 (ZEV)の普及拡大に関する意欲的な目標を掲げており、2030年ま

でのZEV導入目標を500万台としている（2017年は登録自動車総数2,500万台に対してZEVは約40

万台）(California Air Resources Board, 2018)。しかし、州政府はそれほどの拡大は計画立案上大き

な影響を及ぼすことを認識し、目標を補足するために8年間で25億ドルを投じて25万基の充電ス

テーションを設置することを決定したほか、州機関に対して十分な新規インフラの計画を調整する

とともにステークホルダーに透明性を示すよう指示した(Reuters, 2018)。また、州が100%カーボン

フリー電力を2045年までに実現することを約束し、運輸部門による新たな電力需要が長期的な化

石燃料電力の増加をもたらさないようにする、将来に向けた新たな法律も可決された(California 

100% Clean Energy Coalition, 2018)。 

また、先取的な電気事業者や民間企業が、電動モビリティ資源の拡大におけるデジタリゼーション

や柔軟性の効果を検討するために活発に試験プロジェクトを実施しており、そのような取り組みが

州の努力を支えている。例えば、Pacific Gas & ElectricとBMWは、EVのデマンドレスポンスへの参加

可能性に関して実証を行い成功を収め、San Diego Gas & Electricは、EVのスマート充電とV2Gサー

ビスを促進する要因として、単純な時間帯別料金と時間単位のダイナミックプライシングを実証し

ている(IRENA, 2019f)。 

ドイツ、ハンブルク – 予想されるEVの増加への対応を計画するため、ハンブルク市の配電系統運用

者は、EVが市の電力システムにもたらしうる影響を検討している。その結果、配電システムを構成す

る分析対象の給電線のうち約15%（約800線路）が、予想されるEVの増加に対してボトルネック（す

なわち混雑問題）に直面する可能性があることが明らかになった(IRENA, 2019f)。きわめて多額の

インフラ増強を回避するため、同機関は現在、この新たな負荷を管理するスマートデジタルソリュー

ションの開発に向けてSiemensと協力を行っている。 
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2. 市場設計： 柔軟性と経済的インセンティブを提供する能動的な市場を形成 

または創出する必要に応える 

インフラ網への大規模な投資（当然ながら中央集権的に調整されることが多い）と並行して、多くのスマー

ト電化戦略に必要とされるさまざまな規模の柔軟性を電力市場が提供できるようにする、賢明な政策や

規制を設計することも重要となる。電力システム全体に亘る最終消費部門の柔軟性には、適正な報酬を与

える必要があり、そうでなければそのような柔軟性は生まれない。また、小売と卸の両レベルで時間帯別

料金のような措置を実施するなど、消費電力量が価格シグナルに反応するように規制を改革することに

よっても、主要な電化技術や電化戦略の経済的根拠を生み出すことができる。例えば、スマート充電、アグ

リゲーション、「エネルギー・アズ・ア・サービス(EAAS)」のビジネスモデル、電力貯蔵や熱貯蔵による裁定取

引（アービトラージ）やデマンドレスポンスなどである。 

市場の設計にあたっては、さまざまな電化の選択肢の経済性を常に念頭に置かなければならない。それ

らの間には大きな相違があり（EVと水素・合成燃料など）、その推移を常に考慮することが望ましい。この

プロセスでは、市場インセンティブがそれと同様に重要な命令、義務、税金といった非市場的措置とどのよ

うに相互作用するかを理解し、これらの補足的措置をどのようなタイミングで導入し、撤廃するかを明確

にすることが重要である。 

経済改革を補足するものとして、市場参加に関する規則を明確化し、革新的な技術や所有モデルを阻む

障壁を取り除き、需要家、配電系統運用者や送電系統運用者、電気事業者など、多様なステークホルダー

の参加を奨励することも挙げられる。例えば、EVバッテリーが個別に、あるいは系統運用者によって集合

化され、アンシラリーサービス市場や需給調整市場のような複数の市場に投入されれば、スマート充電を

促す十分な経済的インセンティブを提供するうえで重要な役割を果たす可能性がある。また、さまざまな

最終消費部門にまたがるサービスを提供するためには、たとえそのために必要な大規模インフラが整備さ

れている場合でも、規制の変更が必要になる可能性がある。 

 

 

ボックス16. 電化を促す市場設計の事例 

デンマーク – Ørsted Energyが実施する “eFlex” プロジェクトでは、価格に基づくデマンドレスポン

スプログラムの対象とされたヒートポンプを用いたピーク負荷削減の可能性について評価が行わ

れた。ヒートポンプにはその機能を制御することができるスマートデバイスを取り付け、それによっ

て需要を管理するという点で需要家にも系統運用者にも便益をもたらすことができる。このシステ

ムは、ピーク需要時間帯の合間にはヒートポンプが消費電力を低減させるか停止し（住宅が十分に

暖まっている場合）、低需要時間帯に元に戻るように設計されている。この研究の結果、ヒートポン

プの運転を最適化したことにより、時間帯や主な気温条件によって異なるものの、ピーク負荷が47

～61%削減されたことが示されている(IRENA, 2019b)。 

米国、ニューヨーク – 2017年12月、ニューヨーク独立系統運用者から、建物の電力負荷や電力貯蔵

といった分散型エネルギー源の取り扱いを見直す市場設計提案書 “Reforming the Energy Vision” 

が発行された(IRENA, 2019b)。現行の枠組みでは、分散型エネルギー源は分散型のシステムプラッ

トフォームでの小売サービスにおいてしか取り扱いができない。提案書では、それらをエネルギー市

場やアンシラリーサービス市場に全面導入することによって、他の卸市場資源と同等に扱うことが

求められている。提案された枠組みの下では、分散型エネルギー源を、容量市場、エネルギー市場、

周波数調整市場といった卸市場に直接参加したり、小規模分散型エネルギー源（< 100 kW）の場合

はアグリゲーターを介して参加することができる。 
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3. 社会的重点： 需要家とコミュニティのニーズや願望を反映する 

分散型エネルギー源の拡大、地域による所有権、エネルギー生産の環境影響に対する認識は、エネルギー

システムに対する人々の関わり方を変えている。需要家やコミュニティは、電化の取組みに関与するとと

もに、その便益を受けなければならない。そうでなければ、転換に対する正当な抵抗が生じるおそれがあ

る。公正かつ包摂的な形で電化を実現するためには、選択、参加、ガバナンス、責任という、関与を構成す

る4つの重要側面に亘る措置が必要になると考えられる。 

しかし、最終消費者が将来のエネルギーシステムとどのようにして互いに影響し合うようになるか、あるい

はそうしたいと望むかについては、まだ限定的な理解しかなく、現行の運用モデルは、市民のニーズや能

動的需要家が果たしうる役割を常に反映しているとは言えない。政府や企業は、需要家のニーズ、期待、イ

ノベーションを採用する意欲についてより良い知見を集める必要があり、それに沿ってソリューションを

策定することが望ましい。一部の需要家はエネルギーシステムにおいて能動的な役割を果たす意欲がある

と考えられるが、便益は明確でなければならず、応答を単純化するためには自動化が必要である。 

 

 

ボックス17. 電化における社会的焦点の事例 

米国、イリノイ州 – 米国の電気事業者Consolidated Edisonは需要家に対し、電力負荷を電力料金に

反映した（すなわち、低需要時間帯は料金が低く、高需要時間帯は料金が高い）時間変動制料金プ

ログラムを提供した(IRENA, 2019k)。需要家による需要シフトの例として、料金が低い早朝の時間

帯にあらかじめ室内を冷やし、料金が高い時間帯は冷房システムをアイドリング状態に設定すると

いうものがある。プログラムにより、需要家は、電気料金を約15%削減することができた（2007年

から2016年までの間に総額1,500万ドル）。 

 
 

 

4. 運輸部門： 電気自動車とVREの相乗効果を活用し、他の輸送モードを電化するため、
ニッチ分野の研究開発を推進する 

世界のさまざまな状況において、電動モビリティ、特に乗用車の経済的利点が、いまや運輸部門の電化を

促す最大要因となった。電動モビリティは、今後数十年で急速に拡大すると予想される。したがって、EVの

需要拡大が電力供給、電力システムの運用にどのような影響を及ぼすか、また、どうしたらこの転換を電

動モビリティの拡大にとっても再生可能エネルギー電源の拡大にとっても有益な形で実現することがで

きるかを理解することが重要である。 

この点において、スマート充電が不可欠であり、それを支えるためには電力部門と運輸部門にまたがる賢

明な計画立案が重要である。転換を遅らせる障壁とならないよう、スマート充電インフラの導入を拡張す

ることが望ましいが、そのようなインフラ網の構成を十分に理解し、コスト高につながる過剰建設や過小

建設を避けなければならない。家庭や事業所での充電が重要な補足手段であることは明らかだが、スマー

ト充電は、需要家行動に応じた充電のさまざまな速度、規模、タイミングに対応することも可能な、より幅

広く、より複雑な状況において実現すると考えられる。電力部門の運用と部門間の調整を含めて充電状況

の特性を計画に盛り込み、理解することが望ましい。電力システム全体に亘る柔軟性を実現するため、部

門横断的な優れた計画立案に加えて、例えば動的価格設定の利用など、インテリジェントな市場設計が補

足的役割を果たしうる。また、V2G技術とそのビジネスモデルを検討する試験プロジェクトを引き続き奨

励することが望ましい。 
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乗用自動車、配送トラック、バスの電化は進展しているが、長距離海上輸送や航空輸送など、運輸部門にお

ける脱炭素化が困難な他の分野の今後は、依然として不透明である。これらの分野を念頭に置いて、電力

貯蔵や燃料に関する有望な選択肢を検討する応用研究開発を継続することが望ましい。長距離トラック

は、将来的なEV化についてメーカー各社が次々に声明を出している主な市場セグメントである。同様の努

力は、さまざまな海上輸送用途においても進行している。新たな技術が商業化されるにつれて、標準化が

ますます重要になる。 

 
 

ボックス18. 運輸部門のスマート電化の事例 

オランダ、ユトレヒト – オランダではスマート充電に関する国内最大の実証実験が行われ、国内の系

統運用者（スマート充電インフラに関するナレッジ＆イノベーションセンターであるElaadNLを通して

参加）とルノーが協力して、太陽光発電と蓄電池貯蔵を利用する公共スマート充電ステーションを国

内に1,000基導入し、スマート充電インフラ、さらには一部のV2Gインフラがもたらしうる便益につい

て、実証を行っている(IRENA, 2019f)。これまでの結果では、自家消費率が49%から62～87%へと

増加し、ピーク負荷が27～67%削減されたことで、系統投資を順延できる可能性によって大きな便

益が得られる可能性があることが証明されている。 

ノルウェー – ノルウェーの公営空港運営社Avinorは、短距離路線の全便を2040年までに完全に電

化するという目標を設定した(Avinor, 2018)。同社は、蓄電池技術の発達により、1.5時間未満の飛

行が対象の短距離路線の全便を電動航空機で運航することができると考えており、これには国内

路線の全便と近隣北欧諸国の首都への便が含まれる。Avinorは、2025年より小型電動航空機によ

る商業航路の試験運行を行うため、入札を実施する計画である。  

 
 

 

5. 家庭・業務部門： 導入を加速し、拡張するために、基準、法規、規制を施行すること
によって既存のソリューションを活用する 

建物のエネルギー消費における再生可能エネルギー電力の量を増やし、消費の効率を高める技術は、広く

普及している。ヒートポンプ、電気ボイラー、先進的な建物外壁、地域熱供給インフラによって、大小規模

の幅広い用途に対応することができる。熱貯蔵は比較的新しい概念であるが、これらの技術と組み合わ

せて利用され、VREの余剰電力を熱として活用することさえできる。しかし、ほとんどの市場において効率

化策や既存技術の実際の導入は遅々として進んでいない。設備改良や新たな建築技術またはサービスの

普及拡大は、建物の所有権の複雑性、建築物ストックの建替えまでの期間、スマートビルディングに関する

技術・サービス提供事業者における標準化、規模、教育の不足が足かせになる場合が多い。 

 

したがって、政策の役割は、市場の創出や支援を通して導入を加速することである。建築基準法によって、

例えば高効率な外壁を利用することを義務付けるなどにより、新たなインフラの効率化と電化を確保する

ことができる。そのような高効率の追求は、全ての部門で電力需要の増加を抑えるために必要ではあるが、

多くの市場で電力コストが他のエネルギーキャリアと比べて高いことを考えると、熱供給を電化するため

に不可欠な要件である。小売市場や卸市場の規制を慎重に計画し、新設および既存の建物においてス

マートメータリングやスマート家電を可能にするインフラを整備することにより、ダイナミックプライシング、

デマンドレスポンス、さまざまなアグリゲーションモデルに対応できる未来の電力システムに必要な基盤を

構築することができる。 
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ボックス19. 家庭・業務部門のスマート電化の事例 

中国、青島 – 青島市は、暖房のための石炭利用を廃止するため、35億ドルを投じて地域熱供給網を

構築する計画である(IRENA, 2019i)。この地域熱供給システムは、電気ヒートポンプを利用して空気

熱と地中熱や産業からの廃棄熱を回収し、市内の建物に移送する。青島地域熱供給公社は、地域熱

供給網に対応できるよう建物を改修するための投資も行っている。同市はクリーンエネルギー源を

利用して市内の全ての暖房ニーズに対応することを目指しており、それにより年間300万トン以上

の石炭消費量が削減される見込みである。 

スウェーデン – EctoGridは、複数の建物の熱供給経路を接続する技術を開発した。電気ヒートポン

プと冷房機を用いて、建物と供給網との間で熱エネルギーの供給または回収が行われる。供給網に

接続されているすべての建物のエネルギー需要を調整するために、クラウドベースの管理システム

が利用されている。これにより、暖房システムに必要なエネルギーが78%削減されたほか、需要家

のエネルギー料金も20%近く削減された(IRENA, 2019i)。 
 

6. 産業部門： 長期的かつグローバルな視点をもって、部門ごとの研究開発や実証プロ

ジェクトを推進する 

産業部門の電化は、ほとんどの状況において明らかに運輸部門と家庭・業務部門に後れを取っている。高

温熱やオンデマンド型供給や一定供給といった固有の工業的要件を満たした電化を可能にする技術的ソ

リューションやサービスモデルは、現時点ではあまりにも高コストであるか、いまだに開発途上である。多

くの場合、たとえ基本的な工業プロセスであっても、高い電化率を実現するためには再設計が必要となる。

そのため、いっそうの研究開発、特に実証研究が必要である。 

これまでのところ限定的な取組みではあるが、産業部門のエネルギーの大部分がごく少数のエネルギー

集約型商品の製造に対して利用されているため、的を絞った産業電化ソリューションによって、短期間で

大きな変革を起こすことが可能である。例えば、エネルギー集約型産業を、低コストで設備利用率の高い

再生可能エネルギー電力が存在する地域に移転するということは、まだ研究されていないが、主要な化学

品や原料（アンモニア、鉄など）の製造サプライチェーンにおいて画期的な効果をもたらす可能性がある。

低コストのベースロード再生可能エネルギーが主要な促進要因となる一方、産業部門における低コストの

加熱装置（蒸気発生装置など）に再生可能エネルギーの余剰電力を活用するという興味深い機会も存在

する。産業固有の規制と技術中立型の財政的インセンティブとを組み合わせることで、新興技術の商業化

が一気に進む可能性がある。 

一部の個別産業分野では、長期的な視点が必要になると予想される。ある種の産業については、それに

適した容易なソリューションがまだない。例えば石油化学産業については、バイオマス原料を別にすれば、

再生可能エネルギー電力による水素や合成燃料の将来的な出現が、一次生産にとって唯一のソリューショ

ンになると考えられる。現時点においても経済性の課題が解決していない。スマート電化への転換におい

ては、公平な競争機会を確保し、カーボンリーケージを防ぐために、国際協調のような世界規模での配慮

が、最終的に重要な役割を果たす可能性がある。 

 

ボックス20. 産業部門のスマート電化の事例 

スウェーデン – スウェーデン北部では、スウェーデンエネルギー庁がSAAB、LKAB、Vattenfallの3社

と共同出資して、2035年までに完全に化石燃料フリーな鉄鋼製造工程を開発することを目指す試

験的イニシアティブ “Hybrit” に取り組んでいる。このイニシアティブでは、水力発電と風力発電に由

来する水素を利用しており、2035年までには伝統的な鉄鋼業と完全に対抗できるものになると考

えられる(Hybrit, 2018)。これにより、スウェーデンの総CO2排出量が10%削減され、普及が進んだ

場合にはフィンランドの排出量が7%削減される可能性がある。試験的導入や実証実験に対する政

府の積極的な支援だけでなく、このようなイニシアティブの成功のためには国家、研究機関、大学に

よる幅広い貢献が必要であることが示されている。これには、化石燃料フリー電力への良好なアク

セス、インフラ改良、高圧系統の急速な拡大、他の研究イニシアティブ、許認可プロセスの迅速化、

EUレベルでの長期的支援などがある。 
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7. 合成燃料： その長期的な役割と経済性を理解する 

再生可能エネルギー電力を利用した水素や他の合成燃料の製造は、電化プロセスにおいて重要な役割を

果たす可能性がある。例えば、脱炭素化が困難な分野における直接電化の補足手段、VRE導入のための柔

軟性や季節間貯蔵の手段、既存ガス輸送設備の座礁資産化を避けるために考えられる手段などとしての

役割である。これらのアイデアに関する方式の大半は技術的に実現可能であるが、求められるコスト削減

を達成するために、迅速な拡張が現在必要とされている。 

 

必要な拡張を引き起こすためには、インフラ投資に関する明確な展望を提供し、水素サプライチェーン全

体（設備メーカー、インフラ運用者、自動車メーカーなど）の経済性を向上させる明確な政策枠組みが必要

である(IRENA, 2020g, 2019c)。ガス供給網への供給に対する固定価格買取制度、エネルギーサービスの

提供、炭素取引市場といった手段を活用し、大きな収入源へのアクセスを可能にすることが重要になると

考えられる。また、最終需要家をターゲットにした政策も、水素需要を喚起し、インフラ投資が正当化され

る可能性がある。これには、排出量制限（低排出ゾーン、基準排出量、目標排出量など）、再生可能エネル

ギー比率の具体的な義務（再生可能エネルギー由来水素に関する発電源証明または認証など）、ターゲッ

ト部門における炭素価格付け（カーボンプライシング）などが考えられる。 

 

当初の取組みの重点としては、最小限のインフラ要件で規模の経済を迅速に生み出すことができる大規

模用途（数百MW～GWなど）や、大規模産業（製油所、化学品工場、メタノール製造）、重量物輸送（大型ト

ラック、非電化路線の列車、海運）など、気候目標を満たす最も優れた手段として再生可能エネルギー由来

水素が注目されている部門が挙げられる。また、下流の大口需要家と早期に長期契約を確保することが、

投資のリスクを取り除く上で重要になると考えられる。 

より広範には、水素技術の拡張とコスト削減を実現する主な要因として、非常に低コストの再生可能エネ

ルギー電力、理想的には設備利用率の高い再生可能エネルギー電力が利用可能であることが挙げられる

（中東、北アフリカ、メキシコ、チリ、オーストラリア、北海など）。最も優れた再生可能エネルギー電源を求

める競争は激化すると考えられるが、そのような資源の近くは電力のノード価格も低いと考えられ、その

ような場所に水素製造施設を設置することによって投資対効果を高めるとともに、系統混雑を軽減する

ことができる。 

 

 

ボックス21. 燃料のスマート電化の事例 

チリ – チリでは、政府が、低コストの太陽光発電による水素製造を支援するための戦略を策定し、

資金を提供している(Prudencio, 2019)。豊かな太陽光資源に恵まれ、太陽光発電技術のコストが低

下していることから、チリには、2023年までに競争力のある価格で水素を製造する機会がある。ま

ず、大規模産業分野と鉱物輸送分野において「グリーン水素」の利用を促進する現地の技術コン

ソーシアムを設立することに資金が向けられている。長期的に見て知識と生産量がともに増加して

いくにつれ、世界の（日本などでの）水素需要に応えて供給することにより、投資対効果がプラスに

なると予想される。 
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 5  結論 
 
 

 

本調査報告書では、運輸部門、家庭・業務部門、産業部門における再生可能エネルギーによるスマート電化

の基本事項が説明され、各部門に亘って再生可能エネルギーと電化の両者の間に見られる魅力的な相乗

効果が明らかにされた。本報告書ではまた、これらの相乗効果を生かし、より質の高いエネルギーシステム、

健康と生活の質の向上、破滅的な気候変動が起こりうるリスクの低下が実現した未来を生み出すための

道すじが概説された。再生可能エネルギーによる電化を効率的に実現することは複雑な問題となりうるた

め、この転換には、慎重な計画立案、政治的意志、国家の詳細なエネルギー戦略とロードマップが必要であ

る。そのような道すじの計画および履行を支える知識体系は広がりつつあるが、転換の技術的、経済的、

政治的側面に関する不確実性をよりよく理解するためには、さらなる研究も必要である。 

大まかに言うと、まだ残された主な技術的・経済的問題は、電化がエネルギーシステムコストに及ぼす影

響、そしてコスト効率性の高い電化とは、さまざまな状況において実際にどれほど広範に亘るのかに関

するものである。例えば、単純な分析では、運輸部門と家庭・業務部門で大規模な電化を実現するには新

たなピーク容量のために多額の投資が必要になると考えられるが、本報告書では、電化により新たな形で

最終消費の柔軟性がもたらされ（スマート充電、ヒートポンプと熱貯蔵の併用など）、それらの必要性を相

殺する可能性があることが示された。電力消費の効率の向上と最適化も、新たに必要となる設備容量が

部分的に相殺されると見込まれる。より幅広い視点で便益を捉えるなら、再生可能エネルギー電源の出力

抑制が低減されることは、新たな投資コストを相殺するものと見なすことができる。電化に伴うこのよう

なさまざまな側面の実際のコストと便益、例えば新たな投資と最終消費の柔軟性、効率、運用における新

たな選択肢との比較については、より包括的な分析を行い、政策立案者は新たな設備容量と同等の注意

を向ける必要がある。特に、まだ広く普及していない新たな「スマート」技術や実験的ビジネスモデルにつ

いて、そのようなことが当てはまる。また、それらが需要増加をどれほど相殺するか、どれほどのコストが

かかるかについては、必ずしも正確に判明しているわけではない。 

当然ながら、再生可能エネルギーによる電化において重要な点は、電力システムだけに目を向けるのでは

なく、他の部門も考慮に入れることである。したがって、ガス供給や輸送のような他の部門における費用

と便益を考慮に入れた、より広範な分析を実施する必要がある。そのためには、これらの部門における柔

軟性の選択肢、さらには、再生可能エネルギーによる電化以外の供給の選択肢のコストに関する詳細につ

いても、より十分に理解する必要がある。 

電化の道すじについてそのように包括的な、真に電力システム全体に亘る分析を行う研究が増え、供給側

と需要側の選択肢に関してより良いデータが得られれば、計画立案者や政策立案者にとって重要な問い

に対する答えが得られることとなる。例えば次のような問いである。 

• 再生可能エネルギーによる電化が、短期的、中期的、長期的に最も有益であるのはどの部門か、す

なわち、現在、そして将来、代替案が最も少ないのはどの部門か？ 

• 一般に、電化が妥当でなくなるのはどのような場合か？ 

» 電気ヒートポンプや地域熱供給システムは、特定の場所で最も効果を発揮すると言えるか？ 

» 工業プロセスについてはどうするか？ どのプロセスをコスト効率性高く電化できるか？ 

» 電力由来の合成燃料が妥当であるのはどのような場合か？ どの用途であれば、長期的に見

て直接電化よりも効果的か？ 
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こういった種類の問いへの回答は、地域や国の状況、例えば揚水貯蔵、あるいは周辺との連系線が存在す

るかなどに大きく依存することに留意する必要がある。したがって、個別の問いに答えるには、一般的な

データに依存するのではなく、国や地域の個別の状況におけるケーススタディが推奨される。 

電化に関するより詳細かつ包括的な技術・経済性調査を実施する必要があるが、政策に関連する懸案に

も取り組む必要がある。例えば次のような問題がある。 

• 再生可能エネルギー電源の導入と家庭・業務部門、運輸部門、産業部門における電化との間に生

じうる相乗効果を実現するために、電力システム全体に亘る最も効果的な政策枠組みはどのよう

なものか？ 

• 特定の選択肢における費用と便益を個々にバランスをとるのではなく、全ての部門における費用

と便益のバランスをとり、電化の経済性を全体的に統合するためにはどのような政策が必要か？ 

• 電化と再生可能エネルギーの導入を奨励するために、価格シグナルをどのような場合に、どのよ

うな方法で用いることができるか？ 

これらの問いへの答えを模索するうえで、軽視されがちであるが電化という文脈ではきわめて重要な 

2つの基本的側面にも取り組む必要がある。すなわち、行動的側面と空間的側面である。 

最終消費者が将来のエネルギーシステムとどのような相互作用を行うか、あるいは行いたいと望むかに

ついては、まだ限定的な理解しかなく、現行の運用モデルは、市民のニーズや能動的需要家が果たしうる

役割を常に反映しているとは言えない。政府や企業は、需要家のニーズ、期待、イノベーションを採用する

意欲についてより良い知見を集める必要があり、それに沿ってソリューションを策定することが望ましい。 

新規投資を検討する際の空間的要素も、スマート電化への転換においてはもっと重視されることが望まし

い。なぜなら、それによって、新たな供給（立地に依存する太陽光発電や風力発電など）、需要地（遠隔地の

産業拠点、地域熱供給の拡張など）、それらを接続する系統インフラに必要な規模（スマートグリッド資産、

電気自動車充電ステーション／充電網など）に関する費用便益分析が、かつてはなかったほど大きく変わ

るからである。 

再生可能エネルギーによる電化に関する技術、経済、政策面の理想的な発展にかかわるこれらの問題をさ

らに探求するためには、新技術の実証、試験プロジェクト、あるいは実現化の枠組みの設計について、その

成功例や失敗例による教訓を今後も広く共有していくことが望ましい。 
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付録 
 

I. 最終消費部門における電化の動向 

家庭・業務部門 
 

図38 1980～2018年における各国・地域の住宅部門の電化率 (IEA, 2020a) 
 

 

 

図39 1980～2018年における各国・地域の商業・公共サービス部門の電化率 (IEA, 2020a) 
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運輸部門 
 

図40 1980～2018年における各国・地域の運輸部門の電化率 (IEA, 2020a) 

 

産業部門 
 

図41 1980～2018年における各国・地域の産業部門の電化率 (IEA, 2020a) 
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II. 特定主要合成燃料に関するコスト予測 
 
 

表7 メタンに関するコスト予測の概要 
 

メタンの
コスト 

再生可能エネルギー 
電力のコスト想定 

CO2 コスト 
想定 

その他の想定 年 参考文献 

ドル/GJ ドル/GJ ドル/MWh （ドル/t） 

5.6～16 3.1 11.2 342～350 
設備投資費用は 
現行水準から95%削減 

2050 Blanco et al., 2018 

16～20.3 0～7.8 0～28   NA 
Gutiérrez-Martín 
and Rodríguez-Antón, 
2016 

28～36 7～23 25.2～82.8 34～202 輸送コストを含む 2050 
Weltenergierat 
Deutschland, 2019 

30 4.8 17.3 56 
10 MWelプラント、 

6,100時間/年 
2050 ENEA consulting, 2016 

24～34 15～21.5 54～77 128～184 

中東・北アフリカ地域の 
優れたエネルギー源 
条件下での発電 

2050 
Siegemund et al., 
2017 

46～68 26.1 94 256～312 メタン貯蔵コストを含む 2050 
Siegemund et al., 
2017 

 
 

表8 合成ディーゼルに関するコスト予測の概要 
 

合成ディーゼルのコスト 
再生可能エネルギー電力の 
コスト想定 

CO2 コスト 
想定 

年 参考文献 

ドル/GJ ドル/ℓ ドル/GJ ドル/MWh （ドル/t） 

26～50 0.94～1.8 5.8～15.6 21～56 NA 2050 
Hauptmeier and Aldag, 
2018 

26.58 0.96 8.6 30.9 55 2030 
Fasihi, Bogdanov and 
Breyer, 2016 

38.5 1.4 15.6 56 NA 2050 
Bazzanella and Ausfelder, 
2017 

49.8～56 1.8～2 NA NA NA 2050 ADEME, 2015 

50～79 1.9～2.9 26.1 94 289～333 2050 Siegemund et al., 2017 

注： NA = 該当せず 
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II
I.

 
ス
マ
ー
ト
充
電
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 
 

表
9

 送
電
シ
ス
テ
ム
レ
ベ
ル
に
お
け
る

E
V
の
充
電
お
よ
び
ス
マ
ー
ト
充
電
の
影
響
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 
 

 

地
域

 
シ
ナ
リ
オ

 
主
な
知
見

 
検
討
さ
れ
た
主
要
指
標

 

米
国

5
州
（
カ
リ
フ
ォ

ル
ニ
ア
、
ハ
ワ
イ
、
テ

キ
サ
ス
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー

ク
、
ミ
ネ
ソ
タ
）
(R

M
I,

 
2
0
1
6
) 

2
0
3
0
年
の

E
V
普
及
率

2
3
%

 
i)
 
非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ

 
ii)

 最
適
化
充
電
シ
ナ
リ
オ

 

E
V
の
普
及
率
拡
大
に
伴
い
ピ
ー
ク
負
荷
が
増
加

し
、
そ
れ
に
よ
り
、
特
に
配
電
フ
ィ
ー
ダ
ー
レ
ベ
ル

の
設
備
投
資
が
増
加
す
る
。
充
電
を
管
理
す
る
こ

と
に
よ
り
、
系
統
資
源
を
最
適
化
し
、
新
た
な
ピ
ー

ク
電
源
容
量
へ
の
投
資
を
回
避
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
 

 

ピ
ー
ク
需
要

 
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
：
 非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

1
1
.1

%
増
加
す
る
の
に

対
し
、
最
適
化
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

1
.3

%
増
加
。
 

ハ
ワ
イ
：
 非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

9
%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
最
適
化

充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

1
.3

%
増
加
。
 

テ
キ
サ
ス
：
 非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

4
.9

%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
最

適
化
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

0
.9

%
増
加
。
 

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
：

 
非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

3
.4

%
増
加
す
る
の
に

 
対
し
、
最
適
化
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

0
.6

%
増
加
。
 

ミ
ネ
ソ
タ
：
 非
制
御
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

3
.1

%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
最

適
化
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

0
.5

%
増
加
。
 

米
国
ニ
ュ
ー
イ
ン
グ
ラ

ン
ド
地
方
全
域
の

 
電
力
シ
ス
テ
ム
（
6
州
）

(V
E
IC

 a
n
d
 N

A
S
E
O

, 
2
0
1
3
) 

2
0
3
0
年
の

P
H

E
V
普
及
率

2
5
%

 
i)
 
夜
間
集
中
充
電
シ
ナ
リ
オ

 
ii)

 夜
間
分
散
充
電
シ
ナ
リ
オ

 
iii

) 職
場
充
電
ア
ク
セ
ス
向
上
シ
ナ
リ
オ

 
iv

) オ
フ
ピ
ー
ク
充
電
シ
ナ
リ
オ

 

ピ
ー
ク
負
荷
増
加
に
よ
り
、
電
力
シ
ス
テ
ム
や
発

電
容
量
へ
の
大
幅
な
投
資
が
必
要
に
な
る
。
夜
間

帯
に
負
荷
を
分
散
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
ピ
ー
ク

負
荷
の
増
加
を
抑
え
る
こ
と
が
で
き
、
オ
フ
ピ
ー

ク
時
間
帯
の
み
の
充
電
で
は
、
増
加
を
完
全
に
回

避
で
き
る
。
 

ピ
ー
ク
需
要

 
夜
間
集
中
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

1
9
%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
夜
間
分
散
充

電
シ
ナ
リ
オ
で
は

6
%
増
加
、
オ
フ
ピ
ー
ク
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

0
%
増
加
。
 

年
平
均
需
要

 

3
%
増
加
。
 

ド
イ
ツ

 
(S

ch
u
ch

t,
 2

0
1
7
) 

2
0
3
5
年
の
世
帯
普
及
率

2
5
%
（
E
V
台
数

1
,0

0
0
万
台
） 

i)
 最
悪
ケ
ー
ス
：
 ピ
ー
ク
負
荷
時
の
家
庭
用
基
本
充
電

 
ii)

 最
良
ケ
ー
ス
：
 
ス
マ
ー
ト
充
電
に
よ
る
需
要
の

P
V
 

発
電
に
合
わ
せ
た
シ
フ
ト

 
 2
0
5
0
年
の

E
V
普
及
率

1
0
0
%
、
 

i)
 最
悪
ケ
ー
ス
：
 家
庭
用
基
本
充
電
と
職
場
充
電

 
ii)

 最
良
ケ
ー
ス
：
ス
マ
ー
ト
充
電
に
よ
る
需
要
の

P
V
 

発
電
に
合
わ
せ
た
シ
フ
ト

 

2
0
3
5
年
の
全
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に
対
す
る

E
V

の
消
費
電
力
量
は
わ
ず
か
（
<

3
%
）
で
あ
る
。
ま

た
、
E
V
が
ピ
ー
ク
需
要
に
及
ぼ
す
影
響
は
非
常
に

限
定
的
で
あ
り
、
特
に
ス
マ
ー
ト
充
電
が
実
施
さ

れ
て
い
る
場
合
や
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
柔
軟
性
と

組
み
合
わ
せ
て
検
討
し
た
場
合
に
顕
著
で
あ
る
。
 

ピ
ー
ク
需
要

 
2
0
3
5
年
の
最
悪
ケ
ー
ス
で

8
%
増
加
す
る
の
に
対
し
、

2
0
5
0
年
の
家
庭
・

職
場
充
電
で
は
顕
著
な
増
加
が
見
ら
れ
ず
、
最
良
ケ
ー
ス
の
最
適
化
充
電

シ
ナ
リ
オ
で
は
冬
季
ピ
ー
ク
が
わ
ず
か
に
減
少
。
 

4
カ
国
（
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
デ

ン
マ
ー
ク
、
ド
イ
ツ
）
 

(T
a
lj
e
g
a
rd

, 
2
0
1
7
) 

2
0
5
0
年
の

E
V
普
及
率

1
0
0
%

 
i)
 貨
物
輸
送
向
け
の
電
気
道
路
シ
ス
テ
ム
（
E
R
S
）
の

 
導
入

 
ii)

 E
R
S
と
、
V
2
G
を
伴
う
先
進
的
ス
マ
ー
ト
充
電
の
導
入

 

E
V
の
充
電
は
電
力
シ
ス
テ
ム
の
ピ
ー
ク
負
荷
に
相

関
し
、
し
た
が
っ
て
ピ
ー
ク
発
電
容
量
へ
の
ニ
ー

ズ
と

C
O

2
排
出
量
を
増
加
さ
せ
る
。
先
進
的
ス

マ
ー
ト
充
電
が
実
施
さ
れ
れ
ば
、
乗
用

E
V
が
正
味

負
荷
曲
線
を
平
坦
化
す
る
こ
と
が
で
き
、
ピ
ー
ク

時
の
正
味
負
荷
は
実
際
に
は
削
減
さ
れ
る
。
 

ピ
ー
ク
需
要

 
E
R
S
シ
ナ
リ
オ
で
は

2
0
%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
E
R
S
と
先
進
的
ス
マ
ー
ト

充
電
の
併
用
シ
ナ
リ
オ
で
は

7
%
減
少
。
 

英
国

 (
N

a
ti
o
n
a
l 

G
ri
d
, 
2
0
1
7
) 

2
0
5
0
年
ま
で
の
英
国
に
お
け
る

E
V
普
及
率

1
0
0
%
、
利

用
台
数
は
最
大

2
,5

0
0
万
台

 
i)
 ス
マ
ー
ト
充
電
あ
り

 
ii)

 ス
マ
ー
ト
充
電
な
し

 

E
V
の
台
数
増
加
に
伴
い
、
そ
の
ピ
ー
ク
電
力
需
要

が
最
大
の
課
題
を
も
た
ら
し
う
る
。
ス
マ
ー
ト
技

術
の
有
効
活
用
、
需
要
家
の
関
与
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

需
要
の
少
な
い
車
両
の
利
用
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ら

に
対
応
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

ピ
ー
ク
需
要

 

ス
マ
ー
ト
充
電
な
し
の
シ
ナ
リ
オ
で
は

3
0
%
（
1
8
 G

W
）
増
加
す
る
の
に
対

し
、
ス
マ
ー
ト
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

1
0
%
（
6
 G

W
）
増
加
。
 

注
：
 E

R
S
 =

 電
気
道
路
シ
ス
テ
ム
、
P
H

E
V
 =

 プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
電
気
自
動
車
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 表

1
0

 配
電
シ
ス
テ
ム
レ
ベ
ル
に
お
け
る

E
V
の
充
電
お
よ
び
ス
マ
ー
ト
充
電
の
影
響
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 
 

地
域

 
シ
ナ
リ
オ

 
主
な
知
見

 
検
討
さ
れ
た
主
要
指
標

 

米
国
中
西
部
の

 
1
5
0
世
帯
に
給
電

 
す
る
典
型
的
な

 
フ
ィ
ー
ダ
ー
回
路

(E
n
g
e
l 
e
t 

a
l.
, 

2
0
1
8
) 

 

E
V
普
及
率

2
5
%

 
i)
 一
律
料
金
シ
ナ
リ
オ

 
ii)

 時
間
別
料
金
シ
ナ
リ
オ

 

E
V
は
電
力
負
荷
曲
線
を
一
変
さ
せ
る
可
能
性
が
高
い
。
最
も
顕

著
な
影
響
は
、
夜
間
ピ
ー
ク
負
荷
の
増
加
と
考
え
ら
れ
る
。

E
V
の

普
及
率
は
地
域
に
よ
っ
て
異
な
る
た
め
、
ロ
ー
カ
ル
レ
ベ
ル
で
の

課
題
が
生
ま
れ
る
。
時
間
別
料
金
制
度
で

E
V
の
ス
マ
ー
ト
充
電
を

誘
導
す
る
こ
と
に
よ
り
、
フ
ィ
ー
ダ
ー
回
路
の
ピ
ー
ク
負
荷
の
増

加
が

1
4
%
抑
え
ら
れ
る
。
 

ピ
ー
ク
需
要

 

一
律
料
金
シ
ナ
リ
オ
で
は

3
0
%
増
加
す
る
の
に
対
し
、
時
間
別
料
金
シ

ナ
リ
オ
で
は

1
6
%
増
加
。
 

ト
ロ
ン
ト
の

1
9
戸

 
か
ら
な
る
住
宅
地

(A
w

a
d
a
lla

h
, 

V
e
n
k
a
te

sh
 a

n
d
 

S
in

g
h
, 
2
0
1
6
) 

1
.4

k
W
か
ら

2
0
k
W
の
充
電
器
で
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
、
 

i)
 最
悪
ケ
ー
ス
シ
ナ
リ
オ
：
 E

V
普
及
率

1
0
0
%

（
1
世
帯

1
台
）
で
、
冬
季
と
夏
季
の
ピ
ー
ク

負
荷
時
に
全
て
の

E
V
が
同
時
に
充
電

 
ii)

 春
季
典
型
平
日
ケ
ー
ス
：

E
V
普
及
率

3
3
%
、
6
6
%
、
1
0
0
%

 

充
電
器
の
容
量
が

3
.3

 k
W
未
満
の
場
合
は
、
E
V
普
及
率
の
レ
ベ

ル
に
か
か
わ
ら
ず
変
圧
器
へ
の
過
負
荷
は
生
じ
な
い
。
定
格
容

量
が

6
.6

 k
W
の
充
電
器
は
、
普
及
率
が
低
く
て
も
、
シ
ス
テ
ム
コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
に
中
程
度
の
過
負
荷
を
生
じ
さ
せ
る
。
定
格
容
量

が
1
0
 k

W
以
上
の
大
容
量
充
電
器
の
場
合
は
、
そ
れ
ら
を
連
系
す

る
前
に
電
力
シ
ス
テ
ム
の
増
強
が
必
要
で
あ
る
。
 

変
圧
器
へ
の
過
負
荷

 

E
V
普
及
率

1
0
0
%
、
充
電
器
容
量

6
.6

 k
W
の
非
連
携
充
電
シ
ナ
リ
オ
で

は
6
4
%
の
過
負
荷
が
生
じ
る
の
に
対
し
、
充
電
器
容
量

3
.3

kW
で
は
、

い
ず
れ
の
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
も
過
負
荷
は
生
じ
な
い
。
 

住
宅
地
の
配
電
系
統

(A
h
o
u
ra

i 
e
t 

a
l.
, 

2
0
1
3
) 

i)
 E

V
普
及
率

0
～

5
0
%

 
ii)

 E
V
普
及
率

5
0
%
で
連
携
さ
れ
た

E
V
の
充

電
 

E
V
利
用
の
増
加
率
が

2
0
%
を
超
え
る
と
、
既
存
イ
ン
フ
ラ
、
特
に

変
圧
器
へ
の
過
負
荷
、
長
時
間
に
亘
る
過
負
荷
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ

寿
命
の
大
幅
な
短
縮
と
い
っ
た
問
題
が
生
じ
る
。
 

変
圧
器
へ
の
過
負
荷

 

非
連
携
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は

6
0
%
の
過
負
荷
が
生
じ
る
の
に
対
し
、
 

連
携
充
電
シ
ナ
リ
オ
で
は
過
負
荷
は
生
じ
な
い
。
 

ド
イ
ツ
の

2
2
8
世
帯

 
か
ら
な
る
郊
外
地
域

(S
ch

u
ch

t,
 2

0
1
7
) 

 

2
つ
の
シ
ナ
リ
オ
：
  

i)
 最
悪
ケ
ー
ス
：
ピ
ー
ク
負
荷
時
に
同
時
に

 
充
電

 
ii)

 最
良
ケ
ー
ス
：
 夜
間
に
充
電
最
適
化

 

E
V
と
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
併
用
は
、
ス
マ
ー
ト
充
電
戦
略
を
適
用
し

な
い
限
り
、
低
圧
シ
ス
テ
ム
に
系
統
混
雑
を
も
た
ら
し
、
ピ
ー
ク
需

要
を
増
加
さ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
 

E
V
普
及
へ
の
制
約

 

最
悪
ケ
ー
ス
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
充
電
が
最
適
化
さ
れ
ず
、

E
V
普
及
率
は

わ
ず
か

2
%
（
5
台
）
に
制
限
さ
れ
る
（
変
圧
器
容
量
の
制
約
に
よ
り
）
。
最

良
ケ
ー
ス
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
変
圧
器
と
充
電
が
最
適
化
さ
れ
、

E
V
普
及

率
は

4
0
0
%
に
達
す
る
（
1
世
帯
あ
た
り

4
台
）
。
 

ノ
ル
ウ
ェ
ー
の
住
宅

地
の
配
電
系
統

(L
ill

e
b
o
, 
2
0
1
8
) 

 

E
V
受
け
入
れ
能
力
を
、
普
及
率

0
～

1
0
0
%
で

評
価
。
 

急
速
充
電
器
の
設
置
場
所
で
無
効
電
力
を
注
入
す
る
こ
と
に
よ

り
、
電
圧
偏
差
を
大
幅
に
低
減
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

E
V
普
及
へ
の
制
約

 

E
V
の
受
け
入
れ
能
力
は
、
大
多
数
の
最
終
需
要
家
に
と
っ
て

1
0
0
%
で

あ
る
が
、
全
て
の
最
終
需
要
家
が
同
時
連
系
す
る
に
は
制
約
が
あ
る
た

め
、
電
圧
と
い
う
点
で
配
電
系
統
が
許
容
で
き
る

E
V
普
及
率
は

5
0
%
、

最
も
脆
弱
な
配
電
線
の
定
格
電
流
に
よ
る
制
約
を
受
け
た
場
合
の

E
V

普
及
率
は

1
0
～

2
0
%
に
制
限
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

変
圧
器
へ
の
過
負
荷

 

E
V
普
及
率

1
0
0
%
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
過
負
荷
時
間
は

5
.8

%
を
占
め
る
。
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ト
ル
コ

 (
S
a
y
g
ın

 e
t 

a
l.
, 
2
0
1
9
) 

 
「
高
成
長
」
市
場
シ
ナ
リ
オ
で
は
、

2
0
3
0
年
ま

で
に
ト
ル
コ
に
お
け
る
乗
用

E
V
は

2
5
0
万
台

に
達
し
、
全
車
両
の

1
0
%
を
占
め
、
充
電
ポ
イ

ン
ト
は

1
0
0
万
カ
所
に
達
す
る
と
予
測
さ
れ

る
。
 

電
力
シ
ス
テ
ム
に
は
十
分
な
余
剰
容
量
が
あ
る
た
め
、
シ
ナ
リ
オ

は
系
統
運
用
に
ほ
と
ん
ど
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
。
2
5
0
万
台
の

E
V

の
導
入
は
、
現
在
低
レ
ベ
ル
の
低
・
中
圧
変
圧
器
の
容
量
係
数
を

引
き
上
げ
、
配
電
料
金
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
な
る
。
上
記
シ
ナ

リ
オ
を
実
現
す
る
に
は
、
需
要
増
加
に
伴
う
系
統
投
資
、
最
適
配

置
し
た
充
電
ポ
イ
ン
ト
、
ス
マ
ー
ト
充
電
、
オ
フ
ピ
ー
ク
時
の

E
V
充

電
を
奨
励
す
る
時
間
別
料
金
が
必
要
で
あ
る
。

2
0
3
0
年
に
全
車

両
の

1
0
%
以
上
の

E
V
普
及
率
を
達
成
す
る
に
は
、
追
加
投
資
、

運
輸
部
門
の
効
率
向
上
、
移
動
手
段
の
選
択
肢
に
お
け
る
自
家

用
車
の
比
率
削
減
が
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

E
V
普
及
へ
の
制
約

 

ト
ル
コ
の
配
電
シ
ス
テ
ム
は
、
約

2
5
0
万
台
の

E
V
を
導
入
す
る
こ
と
が
可

能
で
あ
り
、
新
規
投
資
は
ほ
ぼ
必
要
な
く
、
配
電
シ
ス
テ
ム
の
運
用
へ
の

影
響
は
限
定
的
で
あ
る
（
最
大
負
荷
の
増
加
や
電
圧
逸
脱
に
関
し
て
）
。

こ
れ
は
、
2
0
3
0
年
に
予
測
さ
れ
る
全
車
両
の
約

1
0
%
に
相
当
す
る
。
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IV
. 
ス
マ
ー
ト
熱
供
給
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 
 

表
1

1
 熱
供
給
の
電
化
と
ス
マ
ー
ト
熱
供
給
が
電
力
シ
ス
テ
ム
に
も
た
ら
す
影
響
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 
 

ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ

 
主
な
発
見

 

英
国

 (
Q

u
ig

g
in

 a
n
d
 

B
u
sw

e
ll,

 2
0
1
6
) 

 
英
国
に
お
け
る
家
庭
・
業
務
部
門
の
暖
房
構
成
は
、
午
前

8
時
頃
と
午
後

7
時
頃
の

2
つ
の
急
激
な
ピ
ー
ク
を
特
徴
と
す
る
。
英
国
の
電
気
料
金
プ
ロ
グ
ラ
ム

“E
co

n
o
m

y
 7

”で
は
、

蓄
電
器
の
利
用
に
よ
り
熱
消
費
を

7
時
間
ず
ら
し
て
夜
間
に
実
施
す
る
こ
と
が
奨
励
さ
れ
て
い
る
。
 “

E
co

n
o
m

y
 7

” 
は
、
無
制
御
の
ケ
ー
ス
と
比
べ
て
ピ
ー
ク
需
要
を
削
減
す
る

わ
け
で
は
な
い
が
、
最
低
需
要
が
底
上
げ
さ
れ
、
最
低
需
要
と
ピ
ー
ク
需
要
の
差
を

1
5
%
縮
小
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 

図
4

2
 英
国
に
お
け
る
家
庭
・業
務
部
門
の
熱
需
要
構
成
。
（出
典
：Q

u
ig

g
in

 a
n
d
 B

u
sw

e
ll,

 2
0
1
6
） 

 

ベ
ル
ギ
ー

 (
B
a
e
te

n
, 

R
o
g
ie

rs
 a

n
d
 H

e
ls

e
n
, 

2
0
1
7
) 

2
0
3
0
年
の
ベ
ル
ギ
ー
の
電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
で
は
、
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
温
水
貯
蔵
タ
ン
ク
を
利
用
し
て
能
動
的
に
制
御
し
た
ヒ
ー
ト
ポ

ン
プ
の
大
量
導
入
（
5
0
,0

0
0
台
）
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
非
制
御
状
態
で
は

1
5
 G

W
で
あ
っ
た
冬
季
ピ
ー
ク
需
要
が
、
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
に
よ
っ
て

9
%
、
貯
蔵

タ
ン
ク
に
よ
っ
て
さ
ら
に

4
%
削
減
さ
れ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
は
、
同
規
模
の
発
電
所
を
建
設
す
る
よ
り
は
る
か
に
コ
ス
ト
が
低

か
っ
た
。
 

欧
州

 (
P
a
a
rd

e
k
o
o
p
e
r 

e
t 

a
l.
, 
2
0
1
8
) 

欧
州
に
お
け
る
冷
暖
房
部
門
の
大
規
模
な
脱
炭
素
化
に
つ
い
て
検
討
す
る

“H
e
a
t 

R
o
a
d
m

a
p
 E

u
ro

p
e
”プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
結
果
、
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
は
、
2
0
5
0
年
脱
炭
素
化

戦
略
の
下
で
欧
州
の
熱
需
要
の
半
分
を
供
給
可
能
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
産
業
余
剰
熱
（
熱
供
給
の

2
5
%
）
、
大
型
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ

（
最
大

3
0
%
）
、
熱
電
併
給
（
最
大

3
5
%
）
を
利
用
し
て
都
市
の
熱
需
要
を
供
給
で
き
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
こ
の
ほ
か
、
古
い
建
物
の
改
修
や
地
方
の
熱
需
要
を
満
た
す
ヒ
ー
ト
ポ

ン
プ
の
設
置
に
よ
り
同
戦
略
が
補
完
さ
れ
る
。
こ
の
戦
略
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
は
、
コ
ス
ト
効
率
性
の
高
い
方
法
で

2
0
1
5
年
の
水
準
に
比
べ
て

8
9
%
削
減
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
。
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
の
導
入
率
が
そ
れ
よ
り
低
い
場
合
は
、
電
力
シ
ス
テ
ム
の
コ
ス
ト
が
過
度
に
増
加
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
地
域
熱
供

給
に
お
け
る
熱
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
の
貯
蔵
時
間
は
、
大
都
市
で
は
平
均

2
～

8
時
間
、
小
規
模
な
都
市
で
は

6
～

4
8
時
間
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
。
地
域
熱
供
給
に
お
け
る
熱
貯
蔵

は
、
個
別
の
建
物
に
設
置
さ
れ
た
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
よ
り
柔
軟
性
が
高
い
。
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V
. 
体
系
的
経
済
評
価
に
関
す
る
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
概
要

 

 
最
終
消
費
部
門
の
直
接
電
化
に
必
要
な
投
資
に
つ
い
て
検
討
す
る
研
究
は
多
数
あ
り
、
実
施
さ
れ
る
ス
マ
ー
ト
電
化
戦
略
の
程
度
も
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
研
究
の
一
部
を
以
下
に
ま

と
め
、
電
力
シ
ス
テ
ム
イ
ン
フ
ラ
に
及
ぼ
す
影
響
に
基
づ
い
て
各
部
門
の
直
接
電
化
が
ど
の
程
度
妥
当
で
あ
る
か
に
つ
い
て
、
要
点
を
記
し
た
。

 

よ
り
体
系
的
な
視
点
が
さ
ま
ざ
ま
な
部
門
の
電
化
の
程
度
と
構
成
に
ど
の
よ
う
に
影
響
を
及
ぼ
し
う
る
か
を
検
討
す
る
た
め
、
下
表
に
は
、
電
化
普
及
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
要
件
に
つ
い
て
部
門

横
断
的
な
経
済
評
価
を
行
う
研
究
を
集
め
た
。
全
て
の
研
究
が
イ
ン
フ
ラ
全
体
に
お
け
る
同
じ
要
素
を
対
象
と
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
第

2
.4
節
冒
頭
の
図

1
8
に
対
応
す
る
凡
例
項
目
に

よ
っ
て
対
象
分
野
を
示
し
た
。
 

  
部
門
別
評
価

 
 

対
象
地
域

 
対
象
分
野

 
発
見

 

フ
ラ
ン
ス

 
(A

rt
e
ly

s 
e
t 

a
l.
, 
2
0
1
6
) 

 
こ
の
研
究
で
は
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て

2
0
5
0
年
ま
で
に
電
力
構
成
を

1
0
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
に
し
、
現
行
の
電
化
率

の
中
程
度
の
（
産
業
部
門
で
は

2
8
%
に
、
運
輸
部
門
で
は

3
3
%
に
、
家
庭
・
業
務
部
門
で
は

5
2
%
に
）
拡
大
を
実
現
す
る
た
め
に
必

要
な
イ
ン
フ
ラ
を
検
討
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
効
率
化
対
策
に
よ
っ
て
、
全
体
的
な
消
費
電
力
量
は
、
実
に

2
0
1
3
年
の

4
4
2
 T

W
h

か
ら

2
0
5
0
年
ま
で
に

4
2
2
 T

W
h
に
減
少
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
し
か
し
、
送
電
シ
ス
テ
ム
の
容
量
を
現
行
レ
ベ
ル
か
ら

3
6
%
増

強
す
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
国
際
連
系
線
容
量
も
拡
大
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
も
示
さ
れ
た
。
配
電
シ
ス
テ
ム
を
考
慮
に
入
れ
て
検

討
し
た
と
こ
ろ
、
最
適
構
成
に
も
関
連
コ
ス
ト
全
体
に
も
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
か
っ
た
。
水
素
お
よ
び
／
ま
た
は
合
成
燃
料
イ
ン
フ

ラ
に
つ
い
て
は
総
合
的
な
モ
デ
ル
化
は
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
の
柔
軟
性
の
可
能
性
の
み
が
モ
デ
ル
化
さ
れ
て
い
る
（
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
率

8
0
%
で
は
不
要
だ
が
、
1
0
0
%
の
場
合
は
季
節
間
貯
蔵
の
た
め
に

1
7
 G

W
の

P
2
G
イ
ン
フ
ラ
が
必
要
）
。
 

オ
ラ
ン
ダ

 
(M

o
ra

g
a
 a

n
d
 M

u
ld

e
r,

 
2
0
1
8
) 

 

 
こ
の
研
究
は
、
オ
ラ
ン
ダ
に
お
け
る
道
路
輸
送
と
家
庭
用
暖
房
お
よ
び
調
理
に
つ
い
て
、
「
参
照
電
化
」
、
「
中
間
電
化
」
、
「
完
全
電

化
」
の
３
つ
の
電
化
シ
ナ
リ
オ
に
よ
る

2
0
5
0
年
ま
で
の
影
響
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
国
内
の
家
庭
・
業
務
部
門
を
完
全
電
化
す
る
場

合
、
2
0
5
0
年
に
は
参
照
電
化
よ
り
需
要
が

3
5
 T

W
h
増
加
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
現
行
の
消
費
電
力
量
全
体
の

3
0
%
に

相
当
す
る
。
運
輸
部
門
の
完
全
電
化
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
全
乗
用
車
の

8
8
%
、
バ
ン
の

8
7
%
、
ト
ラ
ッ
ク
の

1
6
%
、
バ
ス
の

8
4
%
を
電

化
す
る
こ
と
を
検
討
し
た
。
こ
の
よ
う
な
電
化
率
を

2
0
5
0
年
ま
で
に
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
総
電
力
量
は
、

4
0
 T

W
h
で
あ
る

（
主
に
乗
用
車
の

3
0
 T

W
h
に
よ
る
）
。
完
全
電
化
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
総
供
給
量
の
約

4
0
％
（
2
1
6
 T

W
h
）
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
が
検
討
さ
れ
、
こ
の
比
率
で
あ
れ
ば
輸
入
削
減
に
よ
り
十
分
に
吸
収
可
能
で
あ
る
た
め
、
発
電
超
過
に
対
応

す
る
季
節
間
貯
蔵
は
必
要
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
電
力
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、
完
全
電
化
シ
ナ
リ
オ
に
必
要
な
容
量
は
、
2
0
1
6

年
現
在
の
水
準
よ
り
約

5
0
%
多
い
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
 

  
 

再
生
可
能

 
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電

 

電
力

 
送
電
／
配
電

 
家
庭
・
業
務

 

H
2
 

製
造

 
ガ
ス

 
輸
送
／
配
給

 
運
輸

 

H
2
 

派
生
物
製
造

 
化
学
品

 
輸
送
／
配
給

 
産
業

 

 

再
生
可
能

 
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電

 

電
力

 
送
電
／
配
電

 
家
庭
・
業
務

 

H
2
 

製
造

 
ガ
ス

 
輸
送
／
配
給

 
運
輸

 

H
2
 

派
生
物
製
造

 
化
学
品

 
輸
送
／
配
給

 
産
業
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オ
ラ
ン
ダ

 

(E
C
N

 a
n
d
 A

lli
a
n
d
e
r,

 
2
0
1
7
) 

 

 
こ
の
研
究
で
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に

E
V
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
、
そ
の
他
の
最
終
消
費
の
電
化
が
大
幅
に
拡
大
す
る
こ
と
に
伴
い
、
オ
ラ
ン

ダ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
柔
軟
性
の
必
要
性
に
つ
い
て
検
討
し
た
も
の
で
あ
る
。
さ
ま
ざ
ま
な
地
域
レ
ベ
ル
に
お
い

て
、
太
陽
光
発
電
、
E
V
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
導
入
拡
大
に
よ
る
設
備
へ
の
過
負
荷
の
発
生
率
は
、

2
0
3
0
年
ま
で
に
配
電
変
圧
器
の

8
%
、
変
電
所
変
圧
器
の

9
%
に
影
響
を
及
ぼ
し
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
そ
れ
ぞ
れ

3
5
%
と

4
5
%
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
系

統
事
業
者
に
代
わ
っ
て
系
統
ス
マ
ー
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
作
業
と
投
資
に
よ
っ
て
緩
和
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
過
負
荷
の
ほ

と
ん
ど
は
都
市
の
中
心
部
で
、
よ
り
急
速
に
発
生
す
る
と
予
想
さ
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
例
え
ば
、
オ
ラ
ン
ダ
の
電
気
事

業
者

A
lli

a
n
d
e
rは
ア
ム
ス
テ
ル
ダ
ム
に
お
い
て
、
ピ
ー
ク
時
間
が

2
.5
～

2
.6
倍
に
拡
大
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
警
告
し
て
い
る

 

(K
e
rs

te
n
s,

 2
0
1
9
)。
こ
の
よ
う
な
都
市
で
は
、
系
統
設
備
や
建
築
物
ス
ト
ッ
ク
が
老
朽
化
し
て
お
り
、
例
え
ば
暖
房
の
完
全
電
化
に

必
要
な
最
新
の
電
気
技
術
や
ス
マ
ー
ト
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
大
規
模
導
入
の
可
能
性
が
疑
問
視
さ
れ
て
い
る
。
水
素
お
よ
び
／
ま

た
は
合
成
燃
料
イ
ン
フ
ラ
に
つ
い
て
は
総
合
的
な
モ
デ
ル
化
は
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
の
柔
軟
性
の
可
能
性
の
み
が
モ
デ
ル
化
さ

れ
て
い
る
。
 

英
国

 
(Q

u
ig

g
in

 a
n
d
 B

u
sw

e
ll,

 
2
0
1
6
) 

 

 

こ
の
研
究
は
、
2
0
5
0
年
の
熱
供
給
と
輸
送
の
電
化
に
関
し
て
発
表
さ
れ
て
い
る
英
国
の

6
つ
の
シ
ナ
リ
オ
に
つ
い
て
評
価
す
る
も

の
で
、
1
時
間
ご
と
の
詳
細
な
デ
ー
タ
を
用
い
て
、
電
力
需
要
が
通
年
全
て
の
時
間
に
お
い
て
満
た
さ
れ
る
か
ど
う
か
が
検
証
さ

れ
、
2
つ
を
除
く
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
熱
需
要
の

7
5
%
以
上
を
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
で
満
た
す
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
評
価
に

よ
り
、
1
つ
を
除
く
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
、
熱
需
要
が
高
い
冬
季
は
デ
マ
ン
ド
サ
イ
ド
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

(D
S
M

)、
蓄
電
池
貯
蔵
、
V
2
G
な

ど
の
柔
軟
性
の
選
択
肢
を
十
分
活
用
し
た
と
し
て
も
、
供
給
問
題
が
生
じ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
熱
電
併
給
の
大
量
導
入
を
想
定

し
た
シ
ナ
リ
オ
の
み
、
供
給
問
題
は
生
じ
な
か
っ
た
。
水
素
お
よ
び
／
ま
た
は
合
成
燃
料
イ
ン
フ
ラ
に
つ
い
て
は
総
合
的
な
モ
デ
ル

化
は
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
の
柔
軟
性
の
可
能
性
の
み
が
モ
デ
ル
化
さ
れ
て
い
る
。
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こ
の
研
究
は
、
2
0
5
0
年
の
英
国
の
住
宅
熱
供
給
部
門
に
つ
い
て
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
と
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
（
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
に
よ

り
5
0
%
を
供
給
）
を
導
入
す
る
戦
略
と
、
追
加
的
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
燃
料
（
バ
イ
オ
メ
タ
ン
）
を
ガ
ス
供
給
網
に
注
入

す
る
戦
略
の

2
つ
を
比
較
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
前
者
の
選
択
肢
で
は
ピ
ー
ク
容
量
が

4
8
 G

W
増
加
し
、
後
者
で
は
追
加

で
2
4
 G

W
必
要
に
な
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
そ
れ
に
対
応
す
る
配
電
シ
ス
テ
ム
の
投
資
ニ
ー
ズ
も
、
後
者
の
ケ
ー
ス
で
は
半

減
す
る
。
こ
の
研
究
は
、
分
散
型
で
あ
れ
集
中
型
で
あ
れ
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
を
利
用
す
る
場
合
は
、
季
節
性
の
電
力
需
要
ピ
ー
ク
に

対
応
す
る
た
め
に
多
額
の
投
資
を
必
要
と
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
 

欧
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(B
a
zz

a
n
e
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 a
n
d
 

A
u
sf

e
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e
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0
1
7
) 

 

 

こ
の
研
究
は
、
欧
州
に
お
け
る
化
学
部
門
の
大
規
模
な
脱
炭
素
化
戦
略
を
対
象
と
し
て
い
る
。
こ
の
研
究
で
は
、

2
0
5
0
年
ま
で
に

電
化
に
よ
っ
て

C
O

2
排
出
量
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
る
一
方
、
化
学
品
製
造
に
お
け
る
電
力
需
要
の
拡
大
に
対
応
す
る
だ
け
で
も
、

IE
A
の

2
℃
シ
ナ
リ
オ
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門
全
体
に
つ
い
て
予
測
さ
れ
る
水
準
よ
り

4
0
%
多
い
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
電
力
を
必
要
と
す

る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
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欧
州

 

(L
e
ch

te
n
b
ö
h
m

e
r 

e
t 

a
l.
, 

2
0
1
6
) 

 

 

欧
州
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
集
約
型
素
材
産
業
（
鉄
鋼
、
セ
メ
ン
ト
な
ど
）
に
関
す
る
こ
の
研
究
で
は
、
こ
れ
ら
の
産
業
が
電
力
に

完
全
移
行
す
る
と
、
1
,6

0
0
 T

W
h
の
電
力
需
要
を
も
た
ら
す
と
示
唆
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
欧
州
に
お
け
る
産
業
部
門
全
体
の
現

在
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
（
1
,0

0
0
 T

W
h
）
を
上
回
る
。
 

欧
州

 
(K

a
st

e
n
 e

t 
a
l.
, 
2
0
1
6
) 

 

2
0
5
0
年
ま
で
の

E
U
に
お
け
る
乗
用
車
の
電
化
を
検
討
す
る
こ
の
研
究
で
は
、

E
V
の
普
及
率
が

8
0
%
の
場
合
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
電
源
容
量
を

1
7
0
 G

W
増
強
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
（
展
望
と
し
て
は
、
こ
れ
は

2
0
1
0
年
の

E
U
に
お
け
る

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
容
量
の

7
5
%
お
よ
び

2
0
5
0
年
ま
で
に
予
想
さ
れ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
容
量
の

2
2
%
増
加

に
相
当
す
る
）
。
 

英
国
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0
1
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) 
 

 

こ
の
研
究
は
、
英
国
に
お
い
て

2
0
5
0
年
ま
で
に
天
然
ガ
ス
か
ら
水
素
へ
の
完
全
な
切
り
替
え
が
起
こ
る
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
検
討
す

る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
2
0
3
0
年
か
ら
少
な
く
と
も
毎
年

6
 G

W
の
水
素
容
量
を
新
た
に
追
加
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
れ

に
対
し
、
陸
上
風
力
と
洋
上
風
力
を
合
わ
せ
た
設
備
容
量
は
、
2
0
1
0
～

2
0
1
7
年
の
間
に
年
平
均

1
.8

 G
W
で
増
加
し
て
い
る
。
つ
ま

り
こ
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
水
素
容
量
は
英
国
に
お
け
る
風
力
発
電
部
門
の
約

3
倍
の
ス
ピ
ー
ド
で
、
か
つ
、
2
0
年
間
に
亘
り
一
貫
し

て
増
加
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
 

欧
州
連
合

 
(P

a
a
rd

e
k
o
o
p
e
r 

e
t 

a
l.
, 

2
0
1
8
) 

 

 
こ
の
研
究
は
、
欧
州
に
お
け
る
冷
暖
房
部
門
の
大
規
模
な
脱
炭
素
化
を
調
査
し
た

 “
H

e
a
t 

R
o
a
d
m

a
p
 E

u
ro

p
e
”プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

結
果
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
特
に
、
2
0
5
0
年
に
向
け
た
脱
炭
素
化
戦
略
の
下
で
熱
需
要
の
半
分
を
供
給
す
る
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ

ム
の
重
要
な
役
割
が
強
調
さ
れ
て
い
る
。
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
は
、
産
業
余
剰
熱
（
熱
供
給
の

2
5
%
）
、
大
型
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
（
最

大
3
0
%
）
、
熱
電
併
給
（
最
大

3
5
%
）
を
利
用
し
て
都
市
の
熱
需
要
を
満
た
す
。
ま
た
、
こ
の
戦
略
を
補
足
す
る
た
め
、
古
い
建
物
の

改
修
、
地
方
の
熱
需
要
を
満
た
す
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
設
置
が
行
わ
れ
て
い
る
。
地
域
熱
供
給
シ
ス
テ
ム
の
導
入
率
が
こ
れ
よ
り
低

い
場
合
は
、
電
力
シ
ス
テ
ム
の
コ
ス
ト
が
過
度
に
増
加
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
地
域
熱
供
給
に
お
け
る
熱
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
の
貯
蔵
時

間
は
、
大
都
市
で
は
平
均

2
～

8
時
間
、
小
規
模
な
都
市
で
は

6
～

4
8
時
間
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
。
地
域
熱
供
給
に
お
け
る
熱
貯

蔵
は
、
個
別
の
建
物
に
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
を
設
置
す
る
だ
け
の
方
式
よ
り
、
高
い
柔
軟
性
を
提
供
す
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
こ
の
研
究

に
関
す
る
議
論
の
詳
細
は
、
ボ
ッ
ク
ス

1
1
に
記
さ
れ
て
い
る
。
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総
合
的
評
価

 

 

対
象
地
域

 
対
象
分
野

 
発
見

 

1
カ
国

 

ド
イ
ツ

 
(H

a
n
se

n
 e

t 
a
l.
, 
2
0
1
9
) 

 

こ
の
研
究
は
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て

2
0
5
0
年
ま
で
に

1
0
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
な
イ
ン
フ
ラ
を
検
討
し

て
い
る
。
暖
房
部
門
に
お
い
て
、

2
0
5
0
年
の
供
給
構
成
は
、
地
域
熱
供
給
が

3
0
%
（
参
照
ケ
ー
ス
の

1
6
%
を
上
回
る
）
、
そ
し
て
個

別
の
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
利
用
が
残
り
の
供
給
の
過
半
数
を
占
め
る
。
バ
イ
オ
マ
ス
に
過
度
に
依
存
す
る
こ
と
な
く
、

1
0
0
%
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
熱
供
給
を
実
現
す
る
主
な
手
段
と
し
て
は
、
太
陽
熱
生
産
（
個
別
設
置
と
地
域
熱
供
給
の
設
置
で
、

2
0
 

T
W

h
/年
の
追
加
）
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
（
特
に
地
域
熱
供
給
に
お
い
て
容
量
が

1
0
倍
に
増
加
し
、
合
計

7
 G

W
に
達
す
る
）
、
産
業
余
剰

熱
（
1
3
 T

W
h
/年
の
追
加
）
な
ど
が
あ
る
。
産
業
部
門
で
は
、

1
0
0
°C
以
下
の
暖
房
（
産
業
熱
需
要
の

2
5
%
）
は
、
地
域
熱
供
給
と

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が
同
量
ず
つ
を
ま
か
な
っ
て
い
る
。
電
化
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
産
業
部
門
に
お
け
る
燃
料
消
費
の
残
り

5
0
%
が
電
化
さ

れ
る
と
想
定
し
て
い
る
。
追
加
的
な
電
化
に
よ
り
電
力
需
要
は

1
3
3
 T

W
h
/年
増
加
し
、
ひ
い
て
は
電
力
シ
ス
テ
ム
増
強
も
必
要
と

な
る
。
運
輸
部
門
で
は
、
車
両
の

8
5
%
を
電
化
す
る
こ
と
に
よ
り
電
力
需
要
が

1
1
8
 T

W
h
/年
増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。
残
り
の

1
5
%
に
つ
い
て
は
、
水
素
を
用
い
た
方
式
に
よ
り
水
素
需
要
が

1
4
3
 T

W
h
/年
と
な
り
、
ひ
い
て
は

1
9
4
 T

W
h
/年
の
電
力
需
要
増

加
を
も
た
ら
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
合
計

4
5
G

W
の
電
解
容
量
と

1
週
間
分
に
相
当
す
る

7
,5

0
0
 G

W
h
の
水
素
貯
蔵
が
必
要
に
な
る

（
全
て
の
水
素
イ
ン
フ
ラ
の
コ
ス
ト
は

5
4
0
億
ユ
ー
ロ
）
。
こ
の
ほ
か
、
完
全
電
化
ア
プ
ロ
ー
チ
（
重
量
物
輸
送
、
船
舶
、
航
空
な
ど
）
で

は
、
さ
ら
に

1
4
3
T
W

h
/年
の
電
力
需
要
が
生
じ
る
と
見
込
ま
れ
る
。
全
体
と
し
て
、
1
0
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ナ
リ
オ
の
全

て
に
お
い
て
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
効
率
化
（
例
え
ば
、
2
0
5
0
年
に
参
照
ケ
ー
ス
に
比
べ
て

5
0
%
削
減
な
ど
）
を
想
定
し
て
い

る
が
、
発
電
電
力
量
は
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
増
加
し
、
2
0
5
0
年
に
は
参
照
シ
ナ
リ
オ
の
約

5
8
0
 T

W
h
/年
に
対
し
、
1
,1

0
0
～

1
,3

0
0
 

T
W

h
/年
に
増
加
す
る
。
 

ド
イ
ツ

 
(H

a
n
se

n
, 
2
0
1
7
) 

 
こ
の
研
究
は
、
ド
イ
ツ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の

2
0
5
0
年
ま
で
の
脱
炭
素
化
に
関
す
る
分
析
の
幅
広
い
結
果
を
示
す
も
の
で
あ

る
。
排
出
量
を

8
5
%
削
減
す
る
シ
ナ
リ
オ
で
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
へ
の
大
規
模
な
移
行
が
生
じ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム

全
体
の
効
率
（
有
効
エ
ネ
ル
ギ
ー
／
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
が

4
0
%
未
満
か
ら

6
0
%
超
へ
と
向
上
す
る
た
め
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
が

2
0
1
3
年
の
水
準
か
ら

4
3
%
減
少
し
て
約

2
,0

0
0
 T

W
h
と
な
る
。
そ
の
需
要
全
体
の
う
ち
、
電
動
モ
ビ
リ
テ
ィ

が
約

2
0
0
 T

W
h
を
占
め
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
お
よ
び
電
気
熱
供
給
に
よ
る
需
要
が
約

1
5
0
 T

W
h
、
電
気
分
解
に
よ
る
水
素
製
造
が
約

1
0
0
 T

W
h
、
合
成
メ
タ
ン
製
造
が
約

5
0
 T

W
h
を
占
め
る
。
排
出
量
を
さ
ら
に

5
%
削
減
し
て

9
0
%
を
脱
炭
素
化
す
る
場
合
、
電
気

分
解
と
合
成
メ
タ
ン
に
よ
る
需
要
が
大
幅
に
増
加
し
、
い
ず
れ
も
お
よ
そ

1
7
5
 T

W
h
と
な
る
。
暖
房
部
門
で
は
、
需
要
構
成
は
電
気

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が
お
よ
そ

5
5
%
（
大
気
熱
・
地
中
熱
の
比
率
は

3
0
%
／

2
5
%
）
、
地
域
熱
供
給
が

2
0
%
、
ガ
ス
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が

2
0
%

で
あ
る
。
熱
貯
蔵
も
大
幅
に
増
加
し
、
お
よ
そ

1
1
.5

 T
W

h
と
な
る
（
集
中
型
地
域
熱
供
給
が

6
.5

 T
W

h
、
分
散
型
が

5
 T

W
h
）
。
間
接

電
化
に
つ
い
て
は
、
電
気
分
解
容
量
が
お
よ
そ

7
0
 G

W
に
、
メ
タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
容
量
が

3
0
 G

W
に
、
P
tL
が
お
よ
そ

5
 G

W
に
増
加
す

る
と
予
想
さ
れ
る
。
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ド
イ
ツ

 
(R

u
h
n
a
u
 e

t 
a
l.
, 
2
0
1
9
) 

 

こ
の
研
究
は
、
ド
イ
ツ
に
お
け
る
熱
供
給
（
家
庭
・
業
務
部
門
、
産
業
部
門
）
と
道
路
輸
送
の
最
終
消
費
部
門
の
直
接
電
化
と
間
接

電
化
の
構
成
に
特
に
注
目
し
、
2
0
5
0
年
に
向
け
た

2
2
の
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
に
よ
る
結
果
を
検
討
す
る
も
の
で
あ
る
。
電
力
需
要

に
は
、
産
業
部
門
と
家
庭
・
業
務
部
門
に
お
け
る
非
熱
用
途
（
2
0
1
5
年
に

3
9
9
 T

W
h
）
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
8
0
%
を
超
え
る
排
出

量
削
減
目
標
を
満
た
す
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
熱
生
産
に
必
要
な
電
力
量
（
直
接
、
間
接
）
は
、
工
業
プ
ロ
セ
ス
を
含
め
る
場
合
は

2
6
9
～

5
1
7
 T

W
h
、
含
め
な
い
場
合
は

6
3
～

1
9
9
 T

W
h
で
あ
る
。
道
路
輸
送
に
必
要
な
電
力
量
（
直
接
、
間
接
）
は

7
1
～

2
8
1
 T

W
h
で
あ
る

が
、
1
件
の
研
究
の
み

5
4
5
 T

W
h
に
達
す
る
。
電
化
は
、
各
研
究
の

G
H

G
削
減
目
標
に
左
右
さ
れ
る
が
、
家
庭
・
業
務
部
門
よ
り
も

運
輸
部
門
に
お
い
て
そ
れ
が
顕
著
で
あ
る
。
家
庭
・
業
務
部
門
で
は
、
建
物
の
改
修
、
バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
太
陽
熱
な
ど
に
よ
る

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
直
接
利
用
な
ど
、
熱
供
給
の
脱
炭
素
化
に
代
わ
る
選
択
肢
が
存
在
す
る
か
ら
で
あ
る
。
産
業
部
門
に
お

け
る
熱
供
給
を
含
め
る
と
、
G

H
G
削
減
と
熱
供
給
電
化
の
関
係
は
よ
り
強
く
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
工
業
プ
ロ
セ
ス
の
脱
炭
素
化
に
お

い
て
電
力
に
よ
る
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
は
重
要
な
役
割
を
果
た
す
か
ら
で
あ
る
。
直
接
電
化
と
間
接
電
化
に
つ
い
て
は
、
排
出
量
削
減

目
標
が

8
0
%
を
超
え
る
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
直
接
電
化
は
家
庭
・
業
務
部
門
の
熱
供
給
の

3
9
～

8
4
%
、
産
業
部
門
の
熱
供
給
の

3
5
～

8
8
%
を
占
め
る
。
間
接
電
化
は
、
家
庭
・
業
務
部
門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の

2
2
%
、
産
業
部
門
の
需
要
の

3
5
%
を
満
た
す
。
G

H
G
排

出
量
削
減
目
標
が

8
5
%
を
超
え
る
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
間
接
電
化
は
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
に
寄
与
す
る
た
め
、
よ
り
大
き
な
比
率

を
占
め
る
。
家
庭
・
業
務
部
門
で
は
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が
電
化
に
占
め
る
比
率
は
シ
ナ
リ
オ
に
よ
っ
て

2
7
～

7
5
％
と
な
り
、
電
気
ボ
イ

ラ
ー
は
最
大
で

1
2
％
と
な
る
。
産
業
部
門
の
熱
供
給
に
つ
い
て
は
、
1
つ
の
シ
ナ
リ
オ
に
お
い
て
の
み
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
が
重
要
な
役

割
を
果
た
し
、
熱
需
要
を
満
た
す
の
は
電
気
ボ
イ
ラ
ー
の
方
が
一
般
的
で
あ
る
。
運
輸

(自
動
車

)に
つ
い
て
は
、
排
出
量
削
減
目
標

が
8
0
%
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
直
接
電
化
が
需
要
の

1
9
～

6
6
%
を
満
た
し
、
排
出
量
削
減
目
標
が

8
5
%
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
需
要
の

3
8
～

9
5
%
を
満
た
す
。
間
接
電
化
は
、
す
べ
て
の
シ
ナ
リ
オ
に
お
い
て

0
～

4
6
％
を
満
た
す
。
ト
ラ
ッ
ク
に
つ
い
て
は
、
排
出
量
削
減

目
標
が

8
5
%
を
超
え
る
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
少
な
く
と
も

5
1
%
の
電
化
を
特
徴
と
す
る
が
、
他
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
ト
ラ
ッ
ク
輸
送

は
電
力
以
外
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
効
率
化
策
に
よ
っ
て
脱
炭
素
化
さ
れ
る
と
想
定
さ
れ
て
い
る
か
、
脱
炭
素
化
が
困
難

な
部
門
と
し
て
の
主
な
残
存
排
出
源
と
見
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
結
果
に
は
大
き
な
ば
ら
つ
き
が
あ
る
。
ト
ラ
ッ
ク
の
直
接
電

化
を
取
り
入
れ
て
い
る

5
つ
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
高
架
線
が
役
割
を
果
た
す
。
運
輸
部
門
の
間
接
電
化
に
つ
い
て
は
、

1
0
の
シ
ナ
リ

オ
の
う
ち

7
つ
に
お
い
て
水
素
が
重
要
な
役
割
を
果
た
し
、
自
動
車
輸
送
の

2
0
%
超
が
合
成
燃
料
に
よ
っ
て
ま
か
な
わ
れ
る
。

8
5
%
を
超
え
る
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
全
て
の
タ
イ
プ
の
輸
送
に
つ
い
て
合
成
液
体
燃
料
の
み
が
考
慮
さ
れ
て
い
る
。
 

複
数
国

 

ド
イ
ツ
お
よ
び
オ
ラ
ン
ダ

 
(G

a
su

n
ie

 a
n
d
 T

e
n
n
e
T
, 

2
0
1
9
) 

 

ド
イ
ツ
と
オ
ラ
ン
ダ
の
ガ
ス
お
よ
び
電
力
の
系
統
運
用
者
で
あ
る

G
a
su

n
ie
お
よ
び

T
e
n
n
e
T
の
共
同
研
究
に
お
い
て
、
2
0
5
0
年
ま

で
に

9
5
%
の
排
出
量
削
減
を
達
成
す
る
に
は
、
両
国
間
の
統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
が
必
要
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
シ
ナ
リ

オ
は
、
地
方
自
治
体
、
国
家
政
府
、
ま
た
は
国
際
貿
易
協
定
の
い
ず
れ
か
が
主
体
と
な
っ
て
脱
炭
素
化
へ
の
転
換
を
進
め
る
こ
と

を
前
提
と
し
て
い
る
。
ロ
ー
カ
ル
レ
ベ
ル
の
シ
ナ
リ
オ
は
電
化
率
が
最
も
高
く
、
国
家
レ
ベ
ル
の
シ
ナ
リ
オ
は
風
力
発
電
と

P
o
w

e
r-

to
-H

y
d
ro

g
e
n
技
術
に
重
点
を
置
き
、
国
際
シ
ナ
リ
オ
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
最
も
豊
富
な
場
所
に
お
け
る
水
素
製
造
と
需

要
セ
ン
タ
ー
へ
の
水
素
の
輸
送
を
想
定
し
て
い
る
。
ロ
ー
カ
ル
レ
ベ
ル
と
国
家
レ
ベ
ル
の
シ
ナ
リ
オ
は
、
オ
ラ
ン
ダ
の
電
力
需
要
が

3
0
%
増
加
す
る
と
想
定
し
て
い
る
が
、
ド
イ
ツ
に
つ
い
て
は
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
に
お
い
て
電
力
需
要
の
変
化
は

1
0
%
に
過
ぎ
な
い

と
想
定
し
て
い
る
。
両
国
と
も
、
輸
送
さ
れ
る
ガ
ス
（
水
素
ま
た
は
メ
タ
ン
）
の
量
は
、
今
日
の
水
準
と
同
程
度
か
そ
れ
よ
り
多
い
。

こ
の
研
究
で
は
、
電
力
、
熱
、
ガ
ス
を
統
合
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

V
R
E
の
変
動
性
を
吸
収
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ

た
。
P
2
G
設
備
の
最
適
立
地
に
関
す
る
手
引
き
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
イ
ン
フ
ラ
拡
張
の
長
期
ニ
ー
ズ
を
削
減
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
オ
ラ
ン
ダ
の
ガ
ス
イ
ン
フ
ラ
で
は
水
素
、
バ
イ
オ
メ
タ
ン
、
天
然
ガ
ス
が
輸
送
さ
れ
、
ド
イ
ツ
で
は
水
素
、
バ
イ
オ
メ
タ
ン
、

国
産
お
よ
び
輸
入
合
成
メ
タ
ン
が
輸
送
さ
れ
る
こ
と
が
、
こ
の
研
究
で
示
さ
れ
た
。
本
研
究
の
モ
デ
リ
ン
グ
で
は
、

P
2
G
技
術
が
将

来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
基
礎
で
あ
り
、
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
既
存
の
電
力
・
ガ
ス
イ
ン
フ
ラ
が
補
完
的
役
割
を
果
た
す
こ
と

が
示
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
電
力
シ
ス
テ
ム
と
ガ
ス
シ
ス
テ
ム
を
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
す
る
こ
と
に
よ
り
、

V
R
E
発
電
の
た
め
に
既
存
の
地
下

ガ
ス
貯
蔵
設
備
を
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。
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ド
イ
ツ
お
よ
び
日
本

 
(J

e
n
st

e
rl
e
, 
2
0
1
9
) 

 
将
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
ク
リ
ー
ン
水
素
の
役
割
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
と
日
本
の
共
同
研
究
が
実
施
さ
れ
た
。
こ
の

研
究
で
は
、
ド
イ
ツ
で
水
素
開
発
の
促
進
要
因
と
な
る
の
は
、
意
欲
的
な
排
出
量
削
減
、
系
統
安
定
度
の
必
要
性
、
季
節
間
貯
蔵
、

セ
ク
タ
ー
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
で
あ
り
、
日
本
で
は
、
中
程
度
の
排
出
量
削
減
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
技
術
の
輸
出
で
あ
る
。
日
本
で

は
水
素
の
大
部
分
が
発
電
に
用
い
ら
れ
、
ド
イ
ツ
で
は
運
輸
、
産
業
、
合
成
燃
料
製
造
に
用
い
ら
れ
る
と
予
測
さ
れ
る
。
2
0
5
0
年
の

ド
イ
ツ
の
水
素
需
要
は
年
間

3
0
0
～

6
0
0
 P

Jで
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
全
体
の
最
大

1
5
%
を
占
め
、
日
本
は
年
間

6
0
0
～

1
,8

0
0
 

P
Jで
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
全
体
の
最
大

2
2
%
を
占
め
る
。
水
素
の
供
給
源
は
、
ド
イ
ツ
で
は
主
に
国
産
グ
リ
ー
ン
水
素
と
輸
入
合
成

燃
料
、
日
本
で
は
主
に
輸
入
ブ
ル
ー
水
素
と
グ
リ
ー
ン
水
素
で
あ
る
。
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
う
ち
、
ド
イ
ツ
で
は
合
成
燃
料
が

水
素
よ
り
多
い
傾
向
に
あ
り
、
日
本
で
は
合
成
メ
タ
ン
を
考
慮
す
る
シ
ナ
リ
オ
は

1
件
の
み
で
あ
る
。
本
研
究
で
は
、

k
W

h
あ
た
り

の
コ
ス
ト
と
い
う
点
で
グ
リ
ー
ン
水
素
製
造
に
最
適
の
条
件
を
持
つ
国
と
し
て
、
中
国
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
、
ニ
ジ
ェ
ー
ル
、
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
、
米
国
が
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、

2
0
3
0
年
に
お
け
る
成
長
調
整
後
の
排
出
量
削
減
と
い
う
点
で
最
適
の
条
件
を
持
つ
国
は
、

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
、
マ
ル
タ
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、
ス
イ
ス
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
あ
る
。
 

欧
州
北
部

 
(I

k
ä
h
e
im

o
 e

t 
a
l.
, 
2
0
1
8
) 

 

 

欧
州
北
部
を
対
象
と
す
る
こ
の
研
究
は
、

2
0
5
0
年
に

1
0
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
電
力
と
熱
シ
ス
テ
ム
を
実
現
す
る
た

め
の
コ
ス
ト
最
適
化
モ
デ
ル
に
、

P
o
w

e
r-

to
-A

m
m

o
n
ia
（
電
力
を
用
い
た
ア
ン
モ
ニ
ア
製
造
）
技
術
を
導
入
し
た
も
の
で
あ
る
。
研

究
者
ら
は
、
対
象
国
の
全
て
で
風
力
発
電
が
電
源
構
成
の
主
流
と
な
っ
て
お
り
、
ア
ン
モ
ニ
ア
の
大
部
分
が
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
製
造
さ

れ
、
ド
イ
ツ
で
消
費
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
さ
ま
ざ
ま
な
シ
ナ
リ
オ
を
比
較
し
た
結
果
、
ド
イ
ツ
・
ノ
ル
ウ
ェ
ー
間
の

最
大
送
電
容
量
を
増
強
し
た
場
合
、
高
圧
直
流

(H
V
D

C
)送
電
線
を
通
じ
て
電
力
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
輸
送
し
た
ほ
う
が
安
価
に

な
る
た
め
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
の
ア
ン
モ
ニ
ア
生
産
量
が

2
7
%
削
減
さ
れ
る
こ
と
が
あ
き
ら
か
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
送
電
シ
ス
テ
ム
の
制

約
が
あ
る
場
合
、
ア
ン
モ
ニ
ア
の
輸
入
は
地
域
の
需
給
調
整
に
重
要
な
手
段
と
な
る
。
ア
ン
モ
ニ
ア
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
は
、
数
百

M
W
の

容
量
が
あ
る
場
合
の
み
、
コ
ス
ト
効
率
的
で
あ
る
と
推
測
さ
れ
る
。
ま
た
、
地
域
熱
供
給
の

7
0
%
が
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
を
用
い
た
電
力

と
し
て
提
供
さ
れ
、
残
り
を
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
熱
電
併
給
が
占
め
、
水
素
と
ア
ン
モ
ニ
ア
は
い
ず
れ
も
熱
利
用
に
高
価
す
ぎ
る
こ

と
が
分
か
っ
た
。
こ
の
モ
デ
ル
は
主
に
日
常
レ
ベ
ル
で
貯
蔵
に
貢
献
す
る

E
V
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
り
、
運
輸
部
門
を
考
慮
に
入

れ
て
い
る
。

P
o
w

e
r-

to
-A

m
m

o
n
ia
は
、
ア
ン
モ
ニ
ア
が
、
肥
料
産
業
の
原
料
と
し
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
貯
蔵
手
段
と
し
て
、
そ
し
て
送

電
の
代
替
手
段
と
し
て
用
い
ら
れ
る
、

3
つ
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
分
か
っ
た
。
後
者

2
つ
の
役
割
は
電
力
シ
ス
テ
ム
の
柔
軟
性

に
貢
献
す
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
ア
ン
モ
ニ
ア
は
、
現
行
水
準
と
同
程
度
の
価
格
で
製
造
可
能
で
あ
り
、
従
来
の
ア
ン
モ

ニ
ア
製
造
の
原
料
で
あ
る
天
然
ガ
ス
の
価
格
が
上
昇
す
れ
ば
、
よ
り
競
争
力
が
高
く
な
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
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欧
州
委
員
会
の

M
E
T
IS
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
欧
州
に
お
け
る
電
力
、
ガ
ス
、
熱
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
、
通
年
の
時
間
単
位

で
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
た
モ
デ
ル
に
基
づ
く
一
連
の
研
究
で
あ
る
。
こ
れ
に
含
ま
れ
る
研
究
は
、
運
輸
部
門
、
家
庭
・
業
務
部
門
、

産
業
部
門
の
脱
炭
素
化
に
お
け
る

P
2
X
の
役
割
を
論
じ
て
い
る
。
こ
の
研
究
で
は
、
設
備
投
資
の
推
移
、
発
電
、
電
力
価
格
の
さ
ま

ざ
ま
な
条
件
下
で

M
E
T
IS
モ
デ
ル
を
実
行
し
、
P
2
X
が
バ
イ
オ
燃
料
や
バ
イ
オ
メ
タ
ン
の
よ
う
な
他
の
低
炭
素
の
選
択
肢
と
競
争
し

う
る
か
ど
う
か
が
評
価
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
P
2
X
の
収
益
性
は
、
安
い
電
力
価
格
に
大
き
く
依
存
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
ス
ペ

イ
ン
の
よ
う
に

V
R
E
の
シ
ェ
ア
が
高
い
国
々
で
は
、
電
力
価
格
が
ゼ
ロ
に
近
い
時
間
が

2
,0

0
0
時
間
以
上
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
場

合
、
P
o
w

e
r-

to
-H

y
d
ro

g
e
n
に
必
要
な
水
電
気
分
解
は
、
二
酸
化
炭
素
回
収
・
貯
留
と
併
用
し
た
メ
タ
ン
の
水
蒸
気
改
質
に
よ
る
水

素
製
造
よ
り
も
競
争
力
が
あ
る
。

P
o
w

e
r-

to
-H

y
d
ro

g
e
n
は
、

P
o
w

e
r-

to
-M

e
th

a
n
e
や

P
tL
よ
り
も
資
本
集
約
性
が
低
く
、
こ
れ
ら

は
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
キ
ャ
リ
ア
を
燃
焼
さ
せ
る
際
に
よ
り
コ
ス
ト
の
高
い
脱
炭
素
化
が
必
要
に
な
る
。
別
の
研
究
で
は
、
地
域
熱

供
給
に
お
け
る
脱
炭
素
化
オ
プ
シ
ョ
ン
、
例
え
ば
バ
イ
オ
マ
ス
、
地
熱
、
太
陽
熱
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
、
熱
電
併
給
な
ど
を

M
E
T
IS
モ
デ

ル
に
導
入
し
た
。
も
う

1
つ
の

M
E
T
IS
研
究
で
は
、
こ
れ
ま
で
の

M
E
T
IS
研
究
で
示
さ
れ
た
さ
ま
ざ
ま
な
柔
軟
性
の
選
択
肢
を
ど
の

よ
う
に
組
み
合
わ
せ
る
の
が
最
も
効
果
的
か
を
共
同
で
分
析
し
た
。
こ
の
研
究
は
、
柔
軟
性
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
最
適
ポ
ー
ト
フ
ォ

リ
オ
に
よ
っ
て
、
電
力
シ
ス
テ
ム
が

8
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
に
で
き
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
モ
デ
ル
の
分
析
結
果
で
は
、

2
0
3
0
年
に
国
境
を
越
え
た
送
電
は

1
6
4
 G

W
に
達
し
、
そ
れ
が
、
特
に
週
単
位
の
柔
軟
性
を

E
U
の
電
力
シ
ス
テ
ム
に
も
た
ら
す
主

な
源
泉
に
な
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。
貯
蔵
は

2
番
目
に
重
要
な
柔
軟
性
オ
プ
シ
ョ
ン
で
あ
り
、
デ
マ
ン
ド
サ
イ
ド
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と

P
2
X
も
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、
デ
ィ
ス
パ
ッ
チ
可
能
な
ピ
ー
ク
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
ユ
ニ
ッ
ト
と
し
て
、
2
0
0
 G

W
の
ガ
ス
火
力
発
電
が

必
要
で
あ
る
。
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こ
の
研
究
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に

E
U
を
脱
炭
素
化
す
る
う
え
で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
加
え
て
水
素
を
利
用
す
る
た
め
の
セ
ク

タ
ー
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
と
協
調
の
利
点
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
報
告
書
は

3
つ
の
定
型
化
さ
れ
た
シ
ナ
リ
オ
を
提
示
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

キ
ャ
リ
ア
お
よ
び
産
業
で
直
接
利
用
す
る
燃
焼
用
燃
料
と
し
て
、
合
成
燃
料
を
製
造
す
る
原
料
と
し
て
、
あ
る
い
は
電
力
貯
蔵
手

段
と
し
て
、
脱
炭
素
化
戦
略
に
水
素
を
導
入
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
る
。
報
告
書
は
、
各
シ
ナ
リ
オ
へ
の
賛
否
を
論
じ
、
最
も
有

望
な
部
門
に
お
い
て
水
素
が
果
た
し
う
る
全
て
の
役
割
を
統
合
す
る
バ
ラ
ン
ス
型
戦
略
を
推
奨
し
て
い
る
。
バ
ラ
ン
ス
型
ア
プ

ロ
ー
チ
は
、
過
去
に
策
定
さ
れ
た
、
水
素
を
含
ま
ず
、
代
わ
り
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
性
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
高
い
シ
ェ
ア
、
電

化
、
バ
イ
オ
燃
料
の
利
用
の
み
を
目
指
す
基
本
的
な
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
と
比
較
さ
れ
て
い
る
。
バ
ラ
ン
ス
よ
く
水
素
を
利
用
す
る

方
法
と
し
て
は
、
主
に
、
水
素
と
バ
イ
オ
メ
タ
ン
を
ガ
ス
配
給
シ
ス
テ
ム
に
混
入
し
て
暖
房
や
重
量
物
輸
送
に
用
い
る
も
の
、
鉄
鋼
、

製
鉄
、
化
学
品
産
業
に
お
い
て
水
素
を
直
接
燃
焼
に
用
い
る
も
の
、

P
o
w

e
r-

to
-H

y
d
ro

g
e
n
を
電
力
貯
蔵
に
用
い
る
も
の
な
ど
が

あ
る
。
最
後
の
方
式
で
は
、
2
0
5
0
年
の
総
発
電
電
力
量
の

2
9
%
を
水
素
製
造
専
用
に
充
て
る
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
に
よ
り
、

E
U
の

平
均
電
力
価
格
は
基
本
的
な
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
と
比
較
し
て
わ
ず
か
に
低
下
す
る
。
な
ぜ
な
ら
、
水
素
貯
蔵
は
負
荷
曲
線
を
平

準
化
し
、
出
力
抑
制
の
必
要
性
を
低
減
す
る
か
ら
で
あ
る
。
バ
ラ
ン
ス
型
戦
略
で
は
、

2
0
5
0
年
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
シ
ェ
ア
は
、
基
本
的
な
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
と
比
べ

3
6
%
上
回
る
。
ま
た
、
バ
ラ
ン
ス
型
戦
略
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門
と
産
業

部
門
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
が

2
0
5
0
年
ま
で
に

9
6
%
削
減
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
基
本
的
な
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ
オ
と
比
べ
て

1
2
％
ポ

イ
ン
ト
高
い
。
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ
リ
オ
に
お
け
る
排
出
量
削
減
コ
ス
ト
は

8
8
ユ
ー
ロ

/t
C
O

2
で
あ
る
が
、
基
本
的
な
脱
炭
素
化
シ
ナ
リ

オ
で
は
こ
の
コ
ス
ト
は
約

2
倍
の

1
8
2
ユ
ー
ロ

/t
C
O

2
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
コ
ス
ト
削
減
は
、
特
に
運
輸
部
門
で
、
部
門
統
合
の
手
段

と
し
て
水
素
に
複
数
の
役
割
を
持
た
せ
る
技
術
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
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こ
の
研
究
は
、
欧
州
の
脱
炭
素
化
に
関
す
る

2
つ
の
シ
ナ
リ
オ
を
比
較
す
る
も
の
で
あ
る
。
1
つ
は
、
現
行
の
政
策
を
加
速
し
、
完
全

に
実
施
す
る
も
の
、
も
う

1
つ
は
、
よ
り
意
欲
的
で
、
世
界
の
気
温
上
昇
を

2
°C
以
内
に
抑
え
る
目
標
と
一
致
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ

の
研
究
は
、
第

2
の
シ
ナ
リ
オ
に
注
目
し
、

2
0
5
0
年
ま
で
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
に
お
け
る
電
力
の
比
率
を

2
4
%
か
ら

2
0
5
0
年
ま
で

に
6
2
%
に
拡
大
し
、
そ
の
う
ち
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
を

7
8
%
と
す
る
こ
と
は
、
技
術
的
に
も
経
済
的
に
も
可
能
で
あ
る
と

示
唆
す
る
。
パ
リ
協
定
に
沿
っ
た
シ
ナ
リ
オ
で
は

2
0
5
0
年
ま
で
の
排
出
量
削
減
を

9
0
%
と
す
る
が
、
そ
れ
に
対
し
て
、
あ
ま
り
意
欲

的
で
な
い
シ
ナ
リ
オ
で
は

7
4
%
の
み
で
あ
る
。
ま
た
、
コ
ス
ト
は
、
意
欲
的
で
な
い
シ
ナ
リ
オ
を
わ
ず
か

0
.5
％
ポ
イ
ン
ト
上
回
る
の

み
で
あ
り
、
2
0
5
0
年
ま
で
の
欧
州
の
年
間

G
D

P
の

2
.7

%
を
占
め
る
。
パ
リ
協
定
に
沿
っ
た
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
よ
り
幅
広
い
電
化
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
よ
っ
て
総
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
を

3
3
%
削
減
し
、
産
業
部
門
で
は

3
0
%
、
家
庭
・
業
務
部
門
で
は

1
8
%
、
運
輸
部
門
で
は

4
6
%
が
削
減
さ
れ
る
。
こ
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
工
業
プ
ロ
セ
ス
の

8
6
%
を
電
化
す
る
想
定
で
あ
る
。
2
0
5
0
年
ま
で

に
、
商
業
建
物
の
電
化
率
は

7
8
%
、
住
宅
の
電
化
率
は

5
9
%
に
達
す
る
。
運
輸
部
門
で
は
、
2
0
3
5
年
ま
で
に
新
車
販
売
数
の

9
5
%

が
E
V
と
な
り
、
鉄
道
輸
送
は

2
0
3
0
年
ま
で
に

9
0
%
が
電
化
さ
れ
る
。
E
V
に
つ
い
て
は
、
バ
ッ
テ
リ
ー
容
量
の
う
ち
電
力
シ
ス
テ
ム

に
接
続
利
用
で
き
る
の
は

1
0
%
に
過
ぎ
な
い
と
し
て
も
、
十
分
な
短
期
貯
蔵
手
段
を
提
供
す
る
。
水
素
は
、
運
輸
部
門
の
ほ
か
、

家
庭
・
業
務
部
門
と
産
業
部
門
に
お
け
る
暖
房
、
ま
た
、
電
力
の
季
節
間
貯
蔵
に
利
用
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
用
途
に
お
い
て
水
素
は

重
要
で
あ
る
が
、
2
0
5
0
年
に
お
け
る
総
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
わ
ず
か

4
.8

%
を
占
め
る
に
過
ぎ
な
い
。
パ
リ
協
定
に
沿
っ
た
シ
ナ
リ

オ
で
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
発
電
電
力
量
の

3
6
％
を
風
力
が
占
め
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
い
ず
れ
の
脱
炭
素
化
の
道
す
じ
に
お
い
て

も
、
欧
州
の
電
力
シ
ス
テ
ム
拡
大
が
必
須
要
件
で
あ
り
、
2
0
5
0
年
ま
で
継
続
し
て

1
2
,0

0
0
 G

W
-k

m
/年
の
送
電
線
を
新
設
す
る
必

要
が
あ
る
。
 

  
 

再
生
可
能

 
エ
ネ
ル
ギ
ー

電
源

 

電
力

 
送
電
／
配
電

 
家
庭
・
業
務

 

H
2
 

製
造

 
ガ
ス

 
輸
送
／
配
給

 
運
輸

 

H
2
 

派
生
物
製
造

 
化
学
品

 
輸
送
／
配
給

 
産
業

 

 

再
生
可
能

 
エ
ネ
ル
ギ
ー

電
源

 

電
力

 
送
電
／
配
電

 
家
庭
・
業
務

 

H
2

 

製
造

 
ガ
ス

 
輸
送
／
配
給

 
運
輸

 

H
2

 

派
生
物
製
造

 
化
学
品

 
輸
送
／
配
給

 
産
業

 

 



 

 

119 

 

欧
州
連
合

 
(C

o
n
n
o
lly

, 
L
u
n
d
 a

n
d
 

M
a
th

ie
se

n
, 
2
0
1
6
) 

 

こ
の
研
究
は
、

E
n
e
rg

y
P
L
A
N
モ
デ
ル
を
用
い
て
、

2
0
5
0
年
の

1
0
0
%
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
目
指
す

 
“S

m
a
rt

 
E
n
e
rg

y
 

E
u
ro

p
e
” 
シ
ナ
リ
オ
を
説
明
す
る
。
科
学
的
・
政
策
的
確
実
性
が
高
い
順
に
配
列
さ
れ
た
段
階
に
沿
っ
て
、
シ
ナ
リ
オ
実
現
に
向
け

た
転
換
プ
ロ
セ
ス
が
分
析
さ
れ
る
。
最
初
に
原
子
力
発
電
所
の
廃
止
、
次
い
で
熱
効
率
化
の
実
施
、
民
間
運
輸
部
門
の
電
化
、
農

村
部
へ
の
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
設
置
、
そ
し
て
都
市
部
の
地
域
熱
供
給
、
重
量
物
輸
送
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
由
来
燃
料
へ
の
置
き

替
え
、
石
炭
と
石
油
か
ら
天
然
ガ
ス
と
バ
イ
オ
マ
ス
へ
の
置
き
換
え
、
最
後
に
天
然
ガ
ス
か
ら
メ
タ
ン
へ
の
置
き
換
え
で
あ
る
。
配

給
イ
ン
フ
ラ
は
、
主
に
地
域
熱
供
給
と
ガ
ス
供
給
シ
ス
テ
ム
に
関
連
す
る
も
の
の
み
検
討
さ
れ
る
。
研
究
の
結
果
、
欧
州
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム

(E
u
ro

p
e
a
n
 g

ri
d
)は
、
持
続
不
可
能
な
量
の
バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
必
要
と
す
る
こ
と
な
く
、

1
0
0
％
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
転
換
で
き
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
そ
れ
が
可
能
で
あ
る
理
由
は
、
電
力
、
温
熱
・
冷
熱
供
給
、
運
輸
の
セ
ク
タ
ー
カ
ッ
プ

リ
ン
グ
が
も
た
ら
す
柔
軟
性
が

V
R
E
導
入
率

8
0
%
を
実
現
す
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
シ
ナ
リ
オ
は
、
参
照
シ
ナ
リ
オ
よ
り

1
0
～

1
5
%

多
く
の
コ
ス
ト
が
か
か
る
が
、
燃
料
を
輸
入
す
る
の
で
な
く
国
内
で
の
発
電
や
燃
料
製
造
に
投
資
す
る
こ
と
に
よ
り
、

1
,0

0
0
万
人

の
新
規
雇
用
を
創
出
す
る
。

2
0
5
0
年
に
お
け
る
同
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
化
石
燃
料
の
利
用
や
欧
州
へ
の
輸
入
は
な
く
、
二
酸
化
炭
素

排
出
量
も
ほ
ぼ
な
い
。
シ
ナ
リ
オ
の
各
段
階
に
つ
い
て
は
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
、
コ
ス
ト
の
点
か
ら
現

状
す
う
勢
シ
ナ
リ
オ
と
の
比
較
を
行
っ
た
。
例
え
ば
自
家
用
車
の
電
化
に
よ
り
、
現
状
す
う
勢
シ
ナ
リ
オ
と
比
べ
て
、
一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
は

1
7
%
低
減
、
排
出
量
は

1
6
%
低
減
、
コ
ス
ト
は

1
%
増
加
す
る
。
前
述
の
先
行
す
る
段
階
が
全
て
完
了
済
み
と
想
定
し

た
場
合
、
都
市
部
と
農
村
部
に
お
け
る
地
域
熱
供
給
と
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
導
入
に
よ
り
、
従
来
通
り
の
シ
ナ
リ
オ
と
比
べ
て
、
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
は

2
8
%
低
減
、
排
出
量
は

3
2
%
低
減
、
コ
ス
ト
は
同
程
度
と
な
る
。
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こ
の
研
究
は
、
E
U
が

2
0
5
0
年
ま
で
に
低
炭
素
シ
ス
テ
ム
に
転
換
す
る
う
え
で
、
P
o
w

e
r-

to
-M

e
th

a
n
e
(P

2
M

)が
果
た
し
う
る
役
割

を
、
コ
ス
ト
最
適
化
モ
デ
ル
を
用
い
て
評
価
す
る
も
の
で
あ
る
。
P
2
M
は
、
既
存
の
ガ
ス
供
給
イ
ン
フ
ラ
を
利
用
し
な
が
ら
、
電
力
シ

ス
テ
ム
に
柔
軟
性
を
供
給
し
、
か
つ
他
の
部
門
の
脱
炭
素
化
を
促
進
す
る
。
こ
の
モ
デ
ル
に
は
、
住
宅
お
よ
び
商
業
建
物
部
門
、
運

輸
部
門
、
産
業
部
門
、
農
業
部
門
が
含
ま
れ
る
。
水
素
、

P
o
w

e
r-

to
-H

e
a
tな
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
貯
蔵
オ
プ
シ
ョ
ン
も
分
析
に
含
め
、

技
術
面
か
ら

P
2
M
と
比
較
す
る
と
と
も
に
、
電
力
シ
ス
テ
ム
を
簡
略
化
し
た
モ
デ
ル
を
利
用
し
て
、
出
力
抑
制
と
遠
隔
需
要
地
ま
で

の
送
電
シ
ス
テ
ム
拡
張
と
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
が
評
価
さ
れ
た
。
ガ
ス
供
給
網
は
、
国
際
貿
易
、
輸
送
、
配
給
と
い
う

3
つ
の
主
な
構
成

要
素
を
持
つ
も
の
と
し
て
提
示
さ
れ
る
。
検
討
さ
れ
た
シ
ナ
リ
オ
の
半
数
以
上
で
、
P
2
M
の
容
量
は
、
ガ
ス
需
要
全
体
の

8
%
に
相

当
す
る

4
0
 G

W
を
超
え
た
。
シ
ナ
リ
オ
の
う
ち
最
大
の
到
達
容
量
は

5
4
6
 G

W
で
、
ガ
ス
需
要
全
体
の

7
5
%
に
相
当
す
る
。
こ
れ
ら

特
定
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
電
気
分
解
に
利
用
す
る
消
費
電
力
量
は
、
発
電
電
力
量
の
最
大

4
0
%
を
占
め
る
可
能
性
が
あ
る
。

P
2
M

の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
に
関
し
て
は
、
電
力
シ
ス
テ
ム
レ
ベ
ル
の
促
進
要
因
の
ほ
う
が
技
術
的
促
進
要
因
よ
り
も
大
き
な
影
響
を
及
ぼ

す
こ
と
が
分
か
っ
た
。
P
2
M
に
と
っ
て
最
も
有
利
に
働
く

2
つ
の
シ
ス
テ
ム
要
因
は
、
二
酸
化
炭
素
貯
留
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
低
い

こ
と
と

V
R
E
導
入
率
が

6
0
%
を
超
え
る
こ
と
で
あ
る
。
研
究
で
は
、
天
然
ガ
ス
に
課
税
す
る
よ
り

P
2
M
技
術
を
直
接
助
成
す
る
ほ
う

が
よ
り
効
果
的
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
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こ
の
研
究
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
の

E
U
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
モ
デ
ル
化
し
、
水
素
が
果
た
し
う
る
役
割
を
評
価
し
た
も
の
で
あ

る
。
バ
イ
オ
マ
ス
、
原
子
力
、
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
、
系
統
拡
張
と
い
っ
た
他
の
柔
軟
性
技
術
も
含
め
た
シ
ナ
リ
オ
に
お
い
て
、
水

素
生
産
量
は
今
日
の
水
準
の
数
倍
に
増
加
す
る
。
ほ
と
ん
ど
の
シ
ナ
リ
オ
で
、
た
と
え
水
素
価
格
が
高
い
（
た
と
え
ば

7
ユ
ー
ロ

/㎏
以
上
）
場
合
で
も
、
重
量
物
輸
送
の
た
め
、
ま
た
産
業
原
料
と
し
て
の
水
素
利
用
を
想
定
し
て
い
る
。
家
庭
・
業
務
部
門
で
は
ヒ
ー
ト

ポ
ン
プ
が
重
視
さ
れ
て
お
り
、
水
素
と

P
o
w

e
r-

to
-M

e
th

a
n
e
(P

2
M

)は
、
容
易
に
改
修
で
き
な
い
特
定
タ
イ
プ
の
建
物
以
外
で
は

魅
力
的
で
は
な
い
。
電
力
部
門
は
、
水
素
を
用
い
た
季
節
間
貯
蔵
に
よ
り
便
益
を
受
け
る
。
重
量
物
輸
送
分
野
で
は
、
中
程
度
の

排
出
量
削
減
目
標
の
場
合
は
液
化
メ
タ
ン
が
過
渡
期
燃
料
と
し
て
最
も
多
く
使
わ
れ
る
が
、
9
5
%
を
超
え
る
高
い
脱
炭
素
化
目
標

の
場
合
は
水
素
、
電
力
、
ま
た
は
バ
イ
オ
燃
料
の
利
用
へ
の
切
替
え
が
必
要
に
な
る
。
水
素
と

P
2
M
の
経
済
性
を
向
上
さ
せ
る
と

判
明
し
た
主
な
要
因
は
、
電
力
シ
ス
テ
ム
全
体
に
亘
る
も
の
で
、
よ
り
厳
格
な
二
酸
化
炭
素
排
出
目
標
、
二
酸
化
炭
素
貯
留
が
な

い
こ
と
、
バ
イ
オ
マ
ス
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
低
い
こ
と
で
あ
る
。
E
U
の
全
て
の
部
門
、
特
に
運
輸
部
門
に
水
素
を
導
入
す
る
た
め
の

コ
ス
ト
は
、
年
間

4
0
0
億
～

1
,4

0
0
億
ユ
ー
ロ
と
見
込
ま
れ
る
。
参
考
ま
で
に
、

2
0
1
8
年
に

E
U
に
化
石
燃
料
を
輸
入
す
る
た
め
の
コ

ス
ト
は

3
,2

5
0
億
ユ
ー
ロ
だ
っ
た
。
大
規
模
な
電
解
容
量
（
約

1
 T

W
）
を
想
定
し
た
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
電
解
事
業
者
か
ら
発
電
事
業
者

へ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
に
よ
り
、

7
0
～

9
0
%
の
国
で
、
風
力
発
電
や
太
陽
光
発
電
へ
の
資
本
投
資
が
回
収
可
能
に
な
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。
ま
た
、
電
解
事
業
者
は
、
電
力
市
場
に
お
い
て
年
間

2
,0

0
0
～

6
,0

0
0
時
間
に
亘
っ
て
価
格
設
定
者
と
な
り
、
電
力
の
需

給
調
整
に
貢
献
す
る
。
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P
R
IM

E
S
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
モ
デ
ル
の
強
化
版
を
用
い
て
さ
ま
ざ
ま
な
シ
ナ
リ
オ
を
分
析
し
た
こ
の
研
究
は
、

E
U
の

2
0
5
0
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
お
け
る
水
素
の

3
つ
の
役
割
、
す
な
わ
ち
、
燃
料
、
炭
化
水
素
の
原
料
、
貯
蔵
担
体
と
し
て
の
役
割
を
比

較
し
た
も
の
で
あ
る
。
本
研
究
で
は
、
水
素
が
こ
れ
ら
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
需
要
と
供
給
の
部
門
統
合

を
可
能
に
す
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
さ
ま
ざ
ま
な
技
術
的
前
提
に
基
づ
く
シ
ナ
リ
オ
を
通
し
て
水
素
が
果
た
し
う
る
役
割
を
評
価

す
る
こ
と
に
よ
り
、
同
論
文
で
は
、
水
素
が
優
位
性
を
発
揮
す
る
可
能
性
が
最
も
高
い
部
門
に
重
点
を
置
い
た
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ

リ
オ
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
水
素
が
ガ
ス
配
給
網
に
お
い
て
バ
イ
オ
メ
タ
ン
や
合
成
メ
タ
ン
と
混
合

さ
れ
、
体
積
比

1
5
%
を
占
め
る
と
想
定
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
重
量
物
輸
送
に
お
け
る
水
素
の
直
接
利
用
、
鉄
鋼
、
ガ
ラ
ス
製
造
な

ど
の
産
業
に
お
け
る
直
接
燃
焼
、
ア
ン
モ
ニ
ア
や
化
学
品
の
原
料
と
し
て
の
利
用
、
燃
料
電
池
を
用
い
た
熱
電
併
給
に
よ
る
熱
供

給
、
水
素
を
利
用
し
た
電
力
貯
蔵
も
想
定
し
て
い
る
。
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
は

2
0
1
5
年
の
水
準
と

比
べ
て

3
1
%
減
少
す
る
。
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
う
ち
、
電
力
が

4
7
%
、
水
素
が

1
2
%
を
占
め
る
。
こ
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
水
素

の
6
3
%
が
原
料
と
し
て
、
主
に
合
成
燃
料
の
た
め
に
使
わ
れ
る
。
電
化
の
み
を
想
定
し
た
シ
ナ
リ
オ
と
比
べ
て
、
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ

リ
オ
は
、
水
素
と
合
成
燃
料
の
製
造
を
可
能
に
す
る
た
め
に
約

1
.4
倍
の
電
力
を
必
要
と
す
る
。
最
後
に
、
バ
ラ
ン
ス
型
シ
ナ
リ
オ

に
お
け
る
総
発
電
電
力
量
の
う
ち
、
8
4
.9

%
が
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
9
.6

%
が
原
子
力
、
5
.5

%
が
天
然
ガ
ス
に
よ
る
も
の
で
あ

る
。
全
て
の
シ
ナ
リ
オ
で
、
年
間
コ
ス
ト
は
同
程
度
、
電
力
価
格
も
同
程
度
（
1
5
6
～

1
6
0
ユ
ー
ロ

/M
W

h
）
で
あ
り
、
2
0
2
1
～

2
0
3
0
年

に
つ
い
て
予
測
さ
れ
た
電
力
価
格
と
一
致
し
て
い
る
。
こ
の
論
文
で
は
、
政
策
立
案
者
は
現
在
の
不
確
実
な
状
況
に
お
い
て
、
大

規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
投
資
家
の
資
金
提
供
を
引
き
出
し
、
実
践
を
通
じ
た
学
習
を
可
能
に
す
る
よ
う
、
全
て
の
脱
炭
素
化
技

術
に
つ
い
て
長
期
的
な
見
通
し
を
促
す
こ
と
が
望
ま
し
い
と
結
論
付
け
て
い
る
。
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こ
の
研
究
は
、
電
力
部
門
、
熱
部
門
、
運
輸
部
門
、
淡
水
化
部
門
か
ら
な
る

2
0
5
0
年
に
向
け
た
グ
ロ
ー
バ
ル
な

1
0
0
%
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
モ
デ
ル
を
提
示
し
て
い
る
。
セ
メ
ン
ト
、
鉄
鋼
、
化
学
品
、
金
属
、
パ
ル
プ
・
紙
な
ど
を
含
む
完
全
な
産
業
部
門
に
つ
い
て

は
、
今
後
同
研
究
で
対
象
と
す
る
予
定
で
あ
る
。
こ
の
モ
デ
ル
で
は
、
世
界
の
人
口
が

9
7
億
人
に
達
し
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
が

毎
年

1
.8

%
増
加
す
る
と
予
想
し
て
い
る
。
モ
デ
ル
は
、
合
成
燃
料
、
水
素
、
メ
タ
ン
製
造
に
つ
い
て
、
地
域
別
価
格
設
定
を
取
り
入

れ
て
い
る
。
こ
の
モ
デ
ル
は
、
時
間
単
位
の
分
析
に
基
づ
き
、
発
電
電
力
量
が

2
0
1
5
年
の
水
準
の

4
～

5
倍
に
増
加
し
、
2
0
5
0
年
に

お
け
る
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の

9
0
%
以
上
を
占
め
る
と
予
測
さ
れ
て
い
る
。
太
陽
光
発
電
は
、
総
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の

6
9
%
を

占
め
、
風
力
発
電
は

1
5
%
を
占
め
る
。
そ
の
結
果
、
最
終
的
な
シ
ス
テ
ム
の
均
等
化
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
は
、
既
存
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ

ス
テ
ム
の

5
4
ユ
ー
ロ

/M
W

h
を
わ
ず
か
に
下
回
る

5
3
ユ
ー
ロ

/M
W

h
で
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ロ
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W

h
に
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再
生
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能
エ
ネ
ル
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の
移
行
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、
燃
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コ
ス
ト
は
ご
く
わ
ず
か
に
な
る
た
め
、
均
等
化
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ス
ト
の
大
部
分
は
資
本
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出
が
占
め
る
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地
域
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で
は
、
エ
ネ
ル
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ー
シ
ス
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ム
コ
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ト
は
、
中
東
・
北
ア
フ
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3
1
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、
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2
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3
4
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1
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る
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ル
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は
、
電
力
需
要
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2
3
%
を
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ま
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主
に
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エ
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ル
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ー
貯
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形
で
、
熱

需
要
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2
6
%
も
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す
。
淡
水
化
は
、

2
0
5
0
年
に
お
け
る
総
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の

4
%
を
満
た
す
と
予
想
さ
れ
る
。
運
輸
部

門
で
は
、
最
終
エ
ネ
ル
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ー
需
要
の

3
0
%
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
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ー
を
用
い
た
液
体
燃
料
に
よ
り
、
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た

2
5
％
は
水
素
に
よ
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た
さ
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る
。
水
素
を
中
心
と
す
る
ガ
ス
の
貯
蔵
設
備
容
量
は
、
2
0
5
0
年
ま
で
に

1
5
0
 T

W
h
に
達
す
る
。
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VI. グローバルシナリオと地域シナリオの比較 

グローバルシナリオの比較 

IRENAの『世界エネルギー転換展望』以外にも、今後数十年におけるエネルギーシステムの転換の道すじを模索す

るため、多くのグローバルエネルギーシナリオが近頃発表されている。 

図43は、こうした研究による幅広い結果を、シナリオによって実現される電化の程度と長期的な脱炭素化という

観点から示している。シナリオ作成者にとってはパリ協定に即したものであっても、各シナリオが示す未来の展望

は多様である。それは驚くべきことではなく、エネルギー転換に伴う複雑性や不確実性、再生可能エネルギーに

関する異なるアプローチや前提、そして、電化、排出量削減戦略、全体的なカーボンバジェットのさまざまな組み

合わせを反映しているのである。 

DNV GLとEquinorによる2つの2°C未満シナリオでは、世界のエネルギー部門の急速な転換が予測されている。

2050年までに達成する電化率はどちらも同程度であるが（DNV GLは35%、Equinorは37%）、世界のエネルギー

関連のCO2排出量については違いがあり、2050年までにDNV GLは17 Gt/年、Equinorは10.6 Gt/年である。気温上

昇を2°C未満に抑えるというパリ協定の目標に即していると主張する両シナリオは、2050年における電化率も大

きく異なり、BPの「急速」シナリオは45%、Greenpeaceの「先進」シナリオは52%である。 

とはいえ、再生可能エネルギーが発電における中心的役割を担うという点では幅広い合意があり、その比率は、

Equinorによる「再調整」シナリオの72%からIRENAによる1.5°Cシナリオの90%までに亘る。エネルギーシナリオ

間にはこのような違いがあるものの、再生可能エネルギー電源による電化がエネルギーシステムの脱炭素化にお

いて重要な役割を果たすことについても明確な合意がある。IRENAの1.5°Cシナリオは、2050年における直接電

化による電化率が51%、グリーン水素とその派生物を含めた電化率が58%、それに加えて電力部門の再生可能

エネルギー比率が90％と、他のシナリオより高い電化率を示している。 

 

 

図43 さまざまなエネルギーシナリオにおけるCO2排出量と電化率の比較 

 
注： 濃い青 = 1.5°Cシナリオ、灰青 = 2°C以下シナリオ。図中の円の大きさとシナリオの横に表示された数字は、比率を示す。 

1.5-S = 1.5°Cシナリオ。 

出典： Shell’s 2021 “Sky 1.5” Scenario (Shell, 2021); BP’s “Rapid” Scenario (BP, 2020); the “Below 1.5°C” and “Above 1.5°C” 

Scenario from the Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC, 2018); Greenpeace’s 2015 “Advanced” Scenario 
(Greenpeace, 2015); Equinor’s “Rebalance” Scenario (Equinor, 2020); DNV GL’s Energy Transition Outlook 2020 (DNV GL, 2020) 
and IEA's Net Zero by 2050 (IEA, 2021b).  
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同様に、IPCC特別報告書『1.5°Cの地球温暖化』を支持する一連のシナリオでも、幅広い電化率の可能性が示され

ている（ボックス22）。 

次節では、いくつかのシナリオの前提と詳細の一部を概説し、それらが到達する電化率に相違がある（エネルギー

全体および部門別）理由を説明する。また、表12および表13に、シナリオの詳細の大まかな比較を示す。 

 

 

ボックス22. IPCC特別報告書『1.5°Cの地球温暖化』を根拠とするシナリオの電化率 

図44は、IPCCの『1.5°Cの地球温暖化に関する2018年特別報告書』を根拠とする85の道すじの中におけ

る2050年の電化に関する結果の範囲を示している。全ての道すじの将来像が1.5°Cで共通であるにもか

かわらず、最終エネルギー消費に占める電力の比率は最も低い33.7%から最も高い71.1%までの相違

がある。1.5°Cの平均気温上昇に即したシナリオの間で、電化率と全体的な排出量にこれほど大きな幅

があるのは、それぞれのシナリオが依拠する前提に大きな幅があり、CCSの導入や土地利用などに関す

るこれらの前提による影響が出やすいことを反映している。 

 

図44 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の『1.5°Cの地球温暖化に関する2018年特別報告書』を根

拠とする道すじに示された、2050年における最終エネルギー消費に占める電力の比率(%)と世界

のエネルギー関連CO2 排出量（Gt/年） 
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表12 グローバルシナリオにおける2050年までの電化率 
 

シナリオ 地域 
最終エネル
ギー消費 

家庭・業務 産業 運輸 

電力部門の 
再生可能 
エネルギー比率 

DNV GL 
『エネルギー転換
展望2020』 

グローバル 41% 52% 41% 27% 78% 

Equinor  
「再調整」シナリオ 

グローバル 42% 61% 45% 37% 72% 

Greenpeace  
「先進」 Energy [R] 
evolution  
シナリオ 

グローバル 52% 52% 44% 52% 92% 

IEA 『2050年ネット
ゼロ』 

グローバル 49% 66% 46% 44% 88% 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ 

グローバル 49% 68% 42% 43% 86% 

IRENA 1.5°C 
シナリオ 

グローバル 51% 73% 35% 49% 90% 

Shell 「Sky 1.5」 
シナリオ 

グローバル 44% 80% 50% 17% 74% 

 

 

表13 グローバルシナリオにおける前提 
 

 産業 家庭・業務 運輸 その他 

シナリオ 
P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

EV 
導入 

CCS 

DNV GL 
『エネルギー転換 
展望2020』 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

Equinor  
「再調整」シナリオ 

無 有 無 無 有 有 無 有 有 

Greenpeace  
「先進」 Energy [R] 
evolution  
シナリオ 

有 有 有 有 有 有 有 有 無 

IEA 『2050年ネット
ゼロ』 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

IRENA 1.5°C 
シナリオ 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

Shell 「Sky 1.5」 
シナリオ 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 
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BP 「急速」シナリオ 

BPは、“Energy Outlook 2020”において、2050年に向けた3つの異なる道すじを模索する、「急速」、「ネットゼロ」、

「いままで通り」の3つのシナリオを検討している。「急速」シナリオは、炭素価格の大幅な引き上げを中心に、経済

のさまざまな部門の脱炭素化を加速するため、新たな政策が実施されることを前提としている。 

「急速」シナリオでは、エネルギーシステムの漸進的脱炭素化によって最終エネルギー消費の電化率が拡大し、

2050年までに総最終エネルギー消費の45%に達する。電力需要増加のほとんどは、アジアやアフリカの新興諸国

によって生み出される。運輸部門では、道路輸送の電化が拡大の一途をたどり、電力利用が特に目覚ましい伸び

を見せる。2050年までに、EVは乗用車全体の80～85%、小型～中型トラックの70～90%を占める。産業部門と家

庭・業務部門では、需要が低下する石油、ガス、石炭に代わって、電力利用が拡大する。 

 

DNV GL 『エネルギー転換展望(Energy Transition Outlook)』シナリオ 

DNV GLは、“Annual Outlook” 第4版において、エネルギーの未来に関する「最良推定」による予測を示している。

2050年までの期間を対象とするこの単一モデルは、新たな政策の確立を前提とし、環境変化に関連した行動変

容を含んでいる。 

DNV GLはこのモデルで、最終エネルギー需要における電力の優位性が拡大し、電化率が年平均2.4%で成長して、

2050年には世界の最終エネルギー利用の41%に達すると予測している。総エネルギー需要は減少するため、最

終エネルギー需要において電力が徐々に石炭、石油、やがてはガスに取って代わるものと予想される。電力需要

は今後30年で2倍以上に増え、その大部分は家庭・業務部門と産業部門によるものであるが、最も急速な拡大は

運輸部門で見られる。運輸部門における電力需要は2050年までに26倍となる。このモデルでは、EVの急速な普

及を予測しており（最初に乗用EV、次いで商用EV）、2032年までに世界の乗用自動車販売数の半数、そして2050

年までに全ての車両の大部分を占めると見込まれている。 

 

Equinor 「再調整」シナリオ 

Equinorは、将来の帰結に関する幅広い可能性に対応した3つのシナリオ、「改革」、「競争」、「再調整」を策定した。

「再調整」シナリオは、「2oCを十分に下回る」シナリオであり、世界は経済成長や世界の所得配分に大きな影響を

及ぼすことなく気候・持続可能性目標を達成できるという前提に挑戦している。「再調整」シナリオは、経済成長

が新興地域で加速する一方で先進地域では減速するという発展の道すじを示し、GDP成長率の最大化から人間

開発や福祉に関する他の指標の最適化に焦点を移行するものである。 

電化が「再調整」シナリオにおける鍵であり、2050年までに総最終エネルギー消費の42%に達する。運輸部門では

電力への大量移行が生じ、2040～2050年までに小型自動車のほぼ全てがEVとなり、それと同時に公共交通機関

へのモーダルシフトに伴って世界の自動車台数の増加が抑制される。電化は、家庭・業務部門と産業部門の脱炭

素化においても主要な促進要因であり、両部門の電化率はIRENAの「エネルギー転換シナリオ」に近い。 

 

Greenpeace 「先進」Energy [R]evolution シナリオ 

Greenpeaceは、2015年の “Sustainable World Energy Outlook”において、2つのグローバルエネルギー転換シナリ

オ、「基本」および「先進」Energy [R]evolutionシナリオを示している。「先進」Energy [R]evolutionシナリオでは、

2050年までに完全に脱炭素化したエネルギーシステムを目指す道すじを示している。 

電化は「先進」シナリオにおける鍵であり、2050年までに総最終エネルギー消費の52%に達する。暖房部門では、

地熱（ヒートポンプを含む）、水素、再生可能エネルギー電力（産業部門も含む）が強力な役割を果たすことが予測

される。残存する天然ガス消費の代替としてグリーン水素も予測されている。運輸部門では、2030年までに電力

がエネルギー消費の52%を占める。再生可能エネルギー電力を利用した水素や他の合成燃料は、運輸部門の再

生可能エネルギー比率の向上に役立つ。2050年には、14 EJの再生可能エネルギー由来水素が運輸部門で利用さ

れると予測される。 
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IEA 『2050年ネットゼロ(Net Zero by 2050)』シナリオ 

『2050年ネットゼロ』シナリオは、2050年までに排出量ネットゼロを達成するための総合的アプローチを反映して

いる。 

電力はこのシナリオで中心的役割を果たし、2050年における世界の最終エネルギー消費の50%に達する。最終消

費部門と水素製造における電力利用の増加により、最終消費電力量は2倍以上に増える。エネルギー消費に占め

る電力の比率が最も高いのは家庭・業務部門（66%）であり、次いで道路輸送（60%）、産業部門（45%）と続く。こ

のシナリオでは、2050年にEV、ハイブリッド車、燃料電池自動車が20億台にのぼり、40%の世帯が熱供給に電力

を利用すると予測している。 

 

Shell 「Sky」シナリオ 

「Sky」シナリオは、電化をエネルギーシステムにおける最も重要なトレンドの1つと見なしている。「Sky」シナリオで

は、エネルギーキャリアとしての電力は経済全体に亘って非常に急速に拡大し、2050年には最終エネルギー消費

の44%に達する。過去の電化動向と比較すると、電化率の成長率は今後数十年間で3倍に増加し、2050年までに

このシナリオで想定した水準に達する。 

「Sky」シナリオでは、2050年までに達成される電化率が最も高いのは家庭・業務部門（80%）であり、次いで産業

部門（50%）、運輸部門（17%）としている原注17。家庭・業務部門では、建物ストックの急速な電化と併せて更なるエ

ネルギー効率化が生じると、「Sky」シナリオは予測する。産業部門については、「Sky」シナリオは2つの促進要因、

すなわち工業プロセスのエネルギー効率向上と、軽工業プロセスにおける天然ガスや石炭の利用を代替する水

素、バイオマス、電力の利用を予測している。運輸部門では、転換は非常に急速に生じる。早ければ2030年には世

界で販売される自動車の半数以上がEVになり、2050年までに乗用車の新車全てがEVになると見込まれる。 

 

シナリオから得たIRENAの主要見解 

これら全ての研究や分析は、2030年または2050年までに実現する各部門の電化率といった主要指標の具体的な

数字については異なる結果に到達しているが、全体的な結論には驚くほどの一貫性が見られる。すなわち、電化、

効率性の向上、再生可能エネルギー電源に基づくエネルギー転換は、技術的に可能であり、また、経済的にも手

が届くものであるという結論である。したがって、これらの研究の集合的な価値は、再生可能エネルギーによる

スマート電化という道すじの実現可能性に関するIRENA自身の分析を支持し、強化するものである。 

  

――― 
原注17 「Sky」シナリオについて公表されたデータベースに基づくIRENAの推定。 

データ参照先：https://www.shell.com/energy-and-innovation/the-energy-future/scenarios/shell-scenario-sky.html 
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特定市場における電化の見通し 

米国 

付録Iに示すとおり、20世紀後半を通して、米国のエネルギーシステムにおける電力利用は着実に増加し、1950年

は約300 TWh（最終エネルギー消費の3％）だったが、2016年にはほぼ4,000 TWh（総最終エネルギー消費の19%）

に達した。 

 

米国の長期的な電化に関する研究 

IRENAでは、パリ協定に即した世界の脱炭素化シナリオの文脈から、米国のエネルギーシステムの長期的な電化

の可能性が分析されている。そうしたシナリオでは、2050年までに電力は、米国の総最終エネルギー消費の52%

を占めるようになる。 

他にも、国立再生可能エネルギー研究所(NREL)および米国電力研究所(EPRI)での2つのシナリオにおいて、米国

におけるエネルギーシステムの電化見通しに関する総合的な調査が行われている(Mai et al., 2018; Murphy et 

al., 2021; EPRI, 2018)。IRENAの「2050年に向けたエネルギー転換シナリオ」と共に、これら2つのシナリオを表14

および15に示す。どちらの研究も、今日の運輸部門が燃料の直接利用に大きく依存していること、コスト競争力

のある電化技術が利用可能であることから、運輸部門を効率的な電化の最大機会と見なしている。とはいえ、家

庭・業務部門と産業部門にも非常に大きな機会があることは、どちらの研究も認めている。 

 

表14 米国に関するシナリオにおける電化率 
 

シナリオ 地域 
最終エネル
ギー消費 

家庭・業務 産業 運輸 

電力部門の 
再生可能 
エネルギー比率 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ 2050 

米国 52% 79% 24% 59% 83% 

NREL 
高度シナリオ 

米国 41% 68% 27% 29% 23-75% 

EPRI 
転換シナリオ 

米国 47% 63% 48% 29% 39% 

 
 

表15 米国に関するシナリオにおける前提 
 

 産業 家庭・業務 運輸 その他 

シナリオ 
P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

EV 
導入 

CCS 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ2050 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

NREL 
高度シナリオ 

無 有 有 無 有 有 無 有 有 

EPRI 
転換シナリオ 

無 有 有 無 有 有 無 有 有 
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NREL 

NRELでは、全ての道路輸送、家庭・業務部門の大部分、産業部門の一部についての電化が検討された。これらの

部門は、合計すると米国の一次エネルギー消費の4分の3に相当し、「商用化された、または商用化が近い」技術が

利用可能である。この研究では、最終消費の電化技術の将来的導入に関する2050年までの3つのシナリオが作成

された。 

1. 参照：他のシナリオの比較基準とするもので、電化は2050年まで最小限の漸進的変化しか見られないと

想定する。 

2. 中度：EV、ヒートポンプ、ある種の工業用途など、「手の届きやすい果実」の範囲では電化が広く普及して

いる未来を記述しているが、根底からの転換をもたらすような変化は想定していない。 

3. 高度：技術進歩、政策支援、電化技術への消費者の積極的受容などの組み合わせによる、電化における

転換的な変化を述べている。 

NRELでは、最終消費の電化技術が米国で広く採用される可能性は大きいと結論づけられている。2050年までに

最終エネルギー消費に占める電力の比率は、最も意欲的な電化の前提の下では41%に達する可能性がある。そ

れに対し、参照シナリオの条件では23%である。 

運輸部門では、最も大幅な電化が生じる。「高度」シナリオでは、普通乗用車に占めるプラグイン車両の比率は

2050年までにほぼ84%に達すると見込まれる。それに対し、参照シナリオでは11%である。 

家庭・業務部門と産業部門については、転換的な変化が起こるポテンシャルはより低いとNRELは見ているが、や

はり電化率の増加は非常に大きい。家庭・業務部門では原注18、高度シナリオの場合は2050年までに最大で暖房の

61%、給湯の52%、調理の94%が電気器具によって提供される（それに対し、参照シナリオではそれぞれ17%、

26%、34%である）。また、NRELでは、産業部門における電化技術採用にも可能性が見出されている。高度シナリ

オでは、キュアリング用の63%、乾燥用の32%、その他のプロセス加熱用や他の最終工業利用の56%が、2050年

までに電化される可能性がある。これらの範囲は上限を示しているのではなく、むしろ需要家の導入実績や専門

家の判断がこの研究の範囲や目標に沿っているということである。 

最近では、NRELは最終消費の電化と電力供給の進化との間の相互作用の可能性を模索しており、本報告書の議

論と同じ主要テーマを検討している(Murphy et al., 2021)。NRELは、再生可能エネルギーの大幅な普及（約75%）

を想定したシナリオにおいて、VRE導入を助長する環境を電化がもたらすという点で本報告書と同様の相乗効果

を見出している。特に、電化に伴う負荷曲線の変動（電化のタイミングと負荷の柔軟性の両面を含む）は、VRE発

電の出力抑制率を引き下げ、それによってVRE技術のより効率的な導入を実現する可能性があることが、NREL

によって見出されている。 

 

  

――― 
原注18 商業部門と住宅部門の両者を含む。 
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EPRI 

EPRIでは、米国における将来の電化について、「保守」、「参照」、「先進」、「転換」の4シナリオが検討された。前二

者は、技術コストと実績の変化が結果にどのような影響を及ぼすかに重点が置かれている。後二者は、経済全体

に亘る二酸化炭素政策の可能性がもたらす影響が模索されている原注19。 

エネルギーキャリアとしての電力の役割は、4つのシナリオ全てにおいて大幅に拡大する。最終エネルギー消費に

占める電力の比率は、2050年までに転換シナリオでは47%に増加する可能性がある。それに対して「保守シナリ

オ」では32%の増加である。 

運輸部門は、EPRIによれば電化機会が最も大きく、4つのシナリオ全てにおいて、EVの普及を通して電化の拡大

を促進する。EVは、従来型自動車よりコスト効率が高くなると見込まれ、特に普通乗用車において顕著であるが、

重量物輸送においても同様である。 

家庭・業務部門では、ヒートポンプ技術が効率的な電化の主要な促進要因となる。参照シナリオでは、主にヒート

ポンプで暖房が賄われる建物床面積の比率は現在15%であるが、2050年までに50%に達する。転換シナリオで

は、想定される二酸化炭素政策によってヒートポンプ技術への更に大幅な移行がもたらされる。 

産業部門については、EPRIの参照シナリオは、電力への移行が限定的であるという予測を示している。転換シナ

リオでは、炭素インセンティブが産業部門における電化の経済性を高める。 

 

欧州 

付録Iに示すとおり、欧州連合における電力消費は過去25年間でほぼ30%増加しているが、同じ時期に最終エネ

ルギー消費はわずか2%増加したのみである。その結果、電化率は1990年の17%から今日のほぼ22%に増加し、

世界の平均を大きく上回っている。 

 

欧州の長期的な電化に関する研究 

IRENAでは、EUのエネルギーシステムの2030年および2050年までの電化の可能性が分析されている。総最終エ

ネルギー消費に占める電力の比率は、現行政策を継続した場合の24%から、2030年までに27%へ拡大する可能

性がある。そのために新たに必要な発電電力量は230 TWh/年にのぼり、今日のスペインの電力需要に匹敵する

(IRENA, 2018c)。IRENAの「エネルギー転換シナリオ」では、2050年までに欧州の電化率が49%に達する。そのた

めには、全ての最終消費部門における電化率の拡大を過去の傾向よりはるかに大幅に加速する必要がある。 

 

Eurelectric 

他の組織も、EUにおけるエネルギー利用の高度な電化を検討する研究を公表している。2018年5月、Eurelectric原

注20からは、現在から2050年までの間に排出量を1990年の水準から80%、90%、95%削減する3つの脱炭素化シ

ナリオを検討する報告書が発表されている(Eurelectric, 2018)。第一のシナリオは、現行の技術動向の加速を想

定し、第二のシナリオは、障壁を大幅に取り除き、脱炭素化と電化を促進する政策転換を想定し、第三のシナリオ

は最も意欲的な脱炭素化シナリオで、早期の技術的ブレークスルーや世界的な協調を通した電化の選択肢の大

規模導入が想定されている。 

――― 
原注19 保守シナリオ：主要な電化技術であるEVの相対的コストは比較的ゆるやかに低下すると想定する。参照シナリオ：技術コスト

とエネルギー効率は経時的に向上する。先進シナリオ：技術コストとエネルギー効率は経時的に向上し、中程度のカーボンプ

ライス（15ドル/tCO2）が適用される。転換シナリオ：技術コストとエネルギー効率は経時的に向上し、厳しいカーボンプライス

（50ドル/tCO2）が適用される。 

 

原注20 Eurelectricは、汎欧州レベルの電気産業および他の複数大陸にまたがる加盟・提携組織の共通利益を代表する業界団体で

ある。 
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最も意欲的なシナリオでは、2050年までに最終エネルギー消費の60%が脱炭素化された電力により直接まかな

われる欧州経済が達成されると結論づけられている。このシナリオの概要を表16と表17に示す。表では比較対象

としてIRENAの「エネルギー転換シナリオ」も記載されている。最も高度な電化は、運輸部門と家庭・業務部門で

実現され、どちらも最終エネルギー消費に占める電力の比率は63%に達する。ただし、この研究では、産業プロ

セスの電化にも大きな可能性が認められており、電化率は2050年までに50%に達する可能性がある。 

最終消費の電化以外の選択肢としては、再生可能エネルギー電力によって製造したクリーンな合成燃料がある。

最近のシナリオの中には、欧州で将来これらの技術が役割を果たすと見なすものもあるが、そのポテンシャルに

関する結果には大きな幅がある。例えば、ドイツエネルギー機構(DENA)では、ドイツにおけるそのような燃料が

2050年までに533～908 TWhに達すると予測されており(dena, 2018)、これはドイツの一次エネルギー供給ニー

ズの29～45%に相当する。一方、他の研究では、EU全体で約234 TWhと、はるかに低いポテンシャルが想定され

ている(Ecofys, 2018)。 

 

 
 

表16 欧州に関するシナリオにおける電化率 
 

シナリオ 地域 
最終エネル
ギー消費 

家庭・業務 産業 運輸 

電力部門の 
再生可能 
エネルギー比率 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ 2050 

欧州地域 49% 55% 54% 32% 86% 

Eurelectric  
高度シナリオ 

欧州地域 60% 63% 63% 50% NA 

 
 

表17 欧州に関するシナリオにおける前提 
 

 産業 家庭・業務 運輸 その他 

シナリオ 
P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

直接 
電化導入 

ヒート
ポンプ
導入 

P2G 
導入 

EV 
導入 

CCS 

IRENA 
エネルギー転換 
シナリオ 2050 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 

Eurelectric  
高度シナリオ 

無 有 有 不明 有 有 無 有 有 
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VII. 中国シナリオ研究の詳細 

 
方法 

中国の長期エネルギー・電力開発の計画に資するため、国家電網エネルギー研究所では、「統一グローバルエネル

ギー研究プラットフォーム」に基づく経済・エネルギー・環境分析統合モデルが構築された。このモデルは、経済発

展や最終消費のエネルギー需要に関する予測、電力システム計画のシミュレーション、一次エネルギー需要や二酸

化炭素排出量の推定などからなる。 

 
 

図45 統合モデル：中国の経済・エネルギー・環境 

 

 

全体モデルを構成する各モジュールは、それぞれ固有のモデルを包含する。例えば、経済・社会発展に関する予

測モジュールは、国内総生産の成長率と各産業の成長率を推定する同時方程式モデルに基づいている。最終消

費のエネルギー需要に関する予測は、「長期エネルギー代替計画」モデル(LEAP)によって得られるもので、産業部

門、家庭・業務部門、運輸部門および農業や建設業を含むその他部門からなる4つの主な部門を対象としている。

電力システムの計画には、多地域にまたがる資源・電力システム・負荷・貯蔵計画モデルが用いられる。これは、全

体的な系統運用を最適化し、計画戦略を試験するために、電源、地域間送電経路、デマンドレスポンス、エネル

ギー貯蔵を検討するものである。 

一次エネルギー需要を推定するために、発電に必要な一次エネルギーが電力計画の結果から取り除かれる。その

うえで、最終消費のエネルギー需要予測に基づき、燃焼、選炭、コークス化、製油による変換損失を考慮して、残

りの一次エネルギー需要が推定される。エネルギー燃焼による二酸化炭素排出量は、平均的な化石燃料の二酸

化炭素排出係数に基づいて推定される。  
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中国のケースのシナリオ設定 

本報告書では、質の高い経済成長とよりクリーンなエネルギー源への転換という新たな動向について検討を行

い、中国における電化とクリーンエネルギー利用の拡大を伴う開発に関する将来シナリオを構築する。 

本報告書で概説するシナリオは、「参照シナリオ」と「電化シナリオ」の2つである。 

「参照シナリオ」では、従来型エネルギーによる技術の利用は徐々に低迷し、電化が着実に拡大する。一方、天然ガ

スの消費は急速に増加し、石炭の消費は減少し、石油の利用は比較的安定する。エネルギーの最終利用における

効率性は、着実に向上すると考えられる。新たなエネルギー源の開発は成熟しつつあると見られ、電力システム

の制御は向上し、資源・電力システム・負荷・貯蔵パラダイムの協調的策定が徐々に具体化する。 

「電化シナリオ」でも、従来型エネルギーによる技術の利用は徐々に低迷する。しかし、電気ボイラー、電気炉、ヒー

トポンプ、スマートホーム、EVといった電化技術の浸透は、「参照シナリオ」よりはるかに急速である。その結果、最

終消費において、電力が急速に石炭や石油に取って代わる。さらに、電化により、最終消費におけるエネルギー

効率がはるかに急速に向上する。電化シナリオでは、天然ガスの消費は着実かつ急速な拡大を維持するが、その

ペースは「参照シナリオ」よりゆっくりである。「電化シナリオ」では、「参照シナリオ」と比べ、新たなエネルギー源

が急速に発展し、電力システムのインテリジェント化が進み、ひいては資源・電力システム・負荷・貯蔵パラダイム

がより協調的に策定される。 

経済および社会発展の限界条件は、両シナリオとも同一である。また、両シナリオにおけるエネルギーサービス需

要は、同一の経済および社会水準に基づいて決定される。最終消費エネルギー需要の相違は、主に、電化された

最終消費技術のほうが化石燃料を動力とする技術よりエネルギー効率に優れていることの結果である。 

2つのシナリオの詳細については、下の表18を参照のこと。 

 

 

 

表18 シナリオ設定の代表的要素 
 

 参照シナリオ 電化シナリオ 

経済環境 

世界および国内の社会経済環境は安定しており、経済成長は徐々に鈍化し、経済構造は最適化および
調整され、成長の勢いは従来型の製造部門から三次産業や高級品製造へと移行する。GDP成長率は、
第14次5カ年計画では5.5%、第15次5カ年計画では5.0%と予想される。GDP成長率は、2030～2040年
に4.2%に、2040～2050年に3.2%に低下すると予想される。人口は増加が鈍化し、徐々に減少に転じ、
2050年の人口は14億人と予想される*。 

電化 

電化は、全ての分野で徐々に進行する。例えば、
鉄鋼業では、電炉鋼の比率が2020年に10%、
2035年に24%、2050年に32%に達すると予想さ
れる。EV台数は、2020年に400万台、2035年に
9,200万台、2050年に2億4,000万台に達すると予
想される。 

電化率は、全ての分野で従来型モデルを上回り、
その差は拡大の一途をたどると予想される。例え
ば、鉄鋼業では、電炉鋼の比率が2020年に15%、
2035年に33%、2050年に46%に達すると予想さ
れる。EV台数は、2020年に500万台、2035年に1
億4,000万台、2050年に3億5,000万台に達すると
予想される。 

* 中国国家情報センターのデータ予測を参照のこと。 
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最終消費の

エネルギー

構成 

石炭と天然ガスに代わる電力利用が同時に促進
され、天然ガスが急速に拡大し、燃料が徐々に代
替される。 

代替エネルギーが従来型モデルを上回る。天然ガ
スの代替は、従来型モデルをやや下回る。 

最終消費の

エネルギー

効率 

主要工業品のエネルギー効率は、2020年までに
先進的な国際水準に到達または接近し、2035年
までに国際的リーダーになると予想される。エネ
ルギー集約度は、2015年の水準から15%以上低
下し、2030年に現行の世界平均に達すると予想
される。最終用途のエネルギー消費は、2020年に
は2015年の水準から15%以上減少し、2030年に
現行の世界平均に達すると予想される。最終用
途のエネルギー消費は減少し、成長は徐々に鈍化
すると予想される一方、石炭や燃料に代わって天
然ガスと電力が利用されるようになり、いっそう
のエネルギー効率の向上がもたらされる。 

金属のリサイクル製錬、ヒートポンプ技術といっ
た、より効率的な電気技術の促進と応用は、従来
型モデルを上回る。エネルギー代替の程度、深
度、スピードは、従来型モデルを上回る。 

新規発電 

容量の設備 

コスト** 

陸上風力発電の設備容量あたりコストは、2035年
に4,400元/kW、2050年に3,600元/kWと想定され
る。 
洋上風力発電の設備容量あたりコストは、2035年
に8,800元/kW、2050年に6,200元/kWと想定され
る。 
太陽光発電の設備容量あたりコストは、2035年に
2,800元/kW、2050年に2,300元/kWと想定され
る。 
太陽熱発電の設備容量あたりコストは、2035年に
9,700元/kW、2050年に4,500元/kWと想定され
る。 

陸上風力発電の設備容量あたりコストは、2035年
に3,800元/kW、2050年に3,000元/kWと想定され
る。 
洋上風力発電の設備容量あたりコストは、2035年
に7,500元/kW、2050年に5,000元/kWと想定され
る。 
太陽光発電の設備容量あたりコストは、2035年に
2,300元/kW、2050年に1,900元/kWと想定され
る。 
太陽熱発電の設備容量あたりコストは、2035年に
7,600元/kW、2050年に3,200元/kWと想定され
る。 

二酸化炭素

排出コスト 

2020年の20元/トンから徐々に増加し、2050年に
200元/トンに達する。 

2020年の30元/トンから徐々に増加し、2050年に
300元/トンに達する。 

石炭火力発

電の柔軟性 

熱電併給設備の最低出力率は、2035年に70%、
2050年に60%に達する。非熱電併給設備の最低
出力率は、2035年に40%、2050年に30%に達す
る。 

熱電併給設備の最低出力率は、2035年に60%、
2050年に50%に達する。非熱電併給設備の最低
出力率は、2035年に30%、2050年に20%に達す
る。 

地域間送電

の柔軟性 
送電容量の50% 送電容量の80% 

デマンド 

レスポンスの 

ポテンシャル 

2035年にピーク負荷需要の6～8%、2050年に10
～12% 

2035年にピーク負荷需要の7～9%、2050年に15
～18% 

エネルギー

貯蔵の設備

コスト*** 

2035年に3,000元/kW、2050年に2,000元/kW 2035年に2,000元/kW、2050年に1,000元/kW 

 

** 国際エネルギー機関、国際再生可能エネルギー機関、Bloomberg New Energy Financeといった多くの国際機関の予測によれば、各年のコ

ストの推移は曲線を描くものの、本研究では主要な年間値のみを示すに留まる。 

*** 国際エネルギー機関、Bloomberg New Energy Finance、中国エネルギー貯蔵産業技術連盟(China Energy Storage Alliance)といった多く

の国際機関の予測によれば、各年のコストの推移は曲線を描くものの、本研究では主要な年間値のみ示すに留まる。 
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出所）環境省 「第1回脱炭素先行地域の概要」（閲覧日： 2022.7 .25 ）

https : //po l ic ies .env .go . jp/po l icy/roadmap/assets/preceding -reg ion/boshu-01/1st-DSC-gaiyo .pdf

⚫ 北九州市並びに周辺都市圏域は環境省の第1回脱炭素先行地域に選定されており、その中の一つとしてリユー

ス品等を活用した低コスト型PPAモデルの構築及び普及展開を目指しているところ。

検討背景・経緯

1.1 検討の背景

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/boshu-01/1st-DSC-gaiyo.pdf
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低コスト型PPAモデルの検討

1.1 検討の背景

リユース品・卒FIT電源を活用した低コスト型PPAモデル確立に向けた経済的な条件整理

1. ビジネスモデル・コスト構造の把握
2. 製品保証（故障リスク評価）に係る検討
3. 事業性評価

（１） リユース品活用モデル

1. ビジネスモデル・コスト構造の把握
2. ポテンシャルの把握

（２） 卒FIT電源活用モデル

⚫ 前項を踏まえた北九州市の事業化支援の一環として、低コスト型PPAモデルの実現に向けて、（１）リユース品活

用モデル、（２）卒FIT電源活用モデルの2つの方向性について詳細検討を行った。

⚫ （１）については、第三者所有（TPO）モデルに、リユース品（パネル・PCS等）を活用する場合の論点を調査・整

理し、ビジネスモデルの確立に必要な経済性試算を行った。

⚫ 需要家が現状同等以下の電気料金でサービスを享受することを前提に、小売電気事業者の利益を最大化（調達

価格を最小化）するモデルを考えた。

⚫ なお、導入対象は公共施設及び中小企業を、リユースパネルの調達元は主にFIT卒業後のメガソーラーや災害

品・故障品の一部（再利用できるもの）を想定。

⚫ （２）については、主に卒FITメガソーラーを活用するための事業スキーム（オフサイト型電力調達、小売買取等）

を構築する上での論点を調査・整理し、ビジネスモデルの確立に必要なコスト構造の把握と試算を行った。
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⚫ 検討の背景

⚫ リユース品活用モデルの検討

⚫ 卒FIT電源活用モデルの検討

1.低コスト型PPAモデルの検討
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注１：環境省 「令和３年度使用済太陽電池モジュールのリサイクル等の推進に係る調査」（閲覧日： 2022.9 .15 ）

https :/ /www.env.go . jp/ recyc le/recyc l ing/ renewable/R3_PVreport .pdf

⚫ 各項目の調査方針及び調査に必要となるインプット情報について整理。

⚫ 北九州市にて別途進めている実証事業と連携することを視野に調査を行った。

リユース品活用モデル検討の各項目に対する調査設計

1.2 リユース品活用モデルの検討

調査項目 調査方針 インプット情報

1
ビジネスモデル・コ
スト構造の把握

• ステークホルダーの洗い出しと役割明確化
• ステークホルダー間の金銭・価値のやり取りをリユース品調達プロセ

スベースで整理
• 文献調査注1等

2
製品保証（故障リス
ク評価）に係る検討

• 経年劣化率を踏まえた故障確率の推計
• 性能保証（故障リスク）の考え方整理（上乗せコスト見積もり方法等）

• 文献調査注2等

3 事業性評価
• 経年劣化や劣化率のバラつきを考慮した期待発電量推計
• 追加的に発生する可能性のあるコストの把握（μインバーター等）
• （中小事業者の場合）倒産に伴う撤去・交換リスク保証の想定、等

• 文献調査注1、注2等

注2 ：NREL 「PV Fleet Performance data In i t ia t ive 」 （閲覧日：2022.11 .1） https : / /www.nre l .gov/pv/f leet -performance-data- in i t ia t ive .html

https://www.env.go.jp/recycle/recycling/renewable/R3_PVreport.pdf
https://www.nrel.gov/pv/fleet-performance-data-initiative.html
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⚫ リユースパネルが大量に活用される場合、国が整備するプラットフォーム（PF）を経由したパネルの受け渡しが

想定される。発電事業者①の廃棄費用削減の観点から買取ニーズ次第でPF利用が活性化する。

⚫ リユース事業者は発電事業者のリスク担保のため、検査と併せて製品保証を自社で行う必要があるが、将来的

には保険事業者等へ外部保証を委託することも考えられる。

事業スキーム

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

発電事業者①

リユース事業者

発電事業者②

保険事業者

小売電気事業者

需要家

パネル販売

PF

利用料

利用料

利用料

電気料金

サブスク料金（PPA料金）

製品保証費

リユース事業者には別途検査費、

発電事業者②にはパネル設置、

その他運用に係る費用（μインバーター等）が計上される

パネル販売
パネル買取

運搬費

パネル買取

運搬費
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⚫ 「リユース・リサイクルに係る脱炭素型資源循環システムモデル実証（R3年度環境省事業）」使用済太陽光パネル

の適正管理情報プラットフォームの運用・事業面の検証が実施されており、将来的にはリユース市場の活性化に

資する情報の集約が期待されている。

⚫ 環境省「太陽電池モジュールの適切なリユース促進ガイドライン」を踏まえたリユースPVモジュールの調達プロセ

ス別の入出力機能を具備。

《参考》リユースPVモジュール情報プラットフォーム

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所（左））環境省 「令和３年度使用済太陽電池モジュールのリサイクル等の推進に係る調査」（閲覧日： 2022.9 .15 ）

https :/ /www.env.go . jp/ recyc le/recyc l ing/ renewable/R3_PVreport .pdf

出所（右））環境省 「令和３年度資源循環に関する情報プラットフォーム実証事業 （使用済太陽光パネルの適性管理情報プラットフォーム の運用・事業面の検証） 委託業務」

（閲覧日：2022.9 .15 ） https : //www.env .go . jp/recycle/recyc le/ci rcu l /R02_report02_mat02.pdf

https://www.env.go.jp/recycle/recycling/renewable/R3_PVreport.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/recycle/circul/R02_report02_mat02.pdf
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⚫ 平均的な劣化率とバラつきの推移は以下（劣化率のバラつきは広がっていく）と想定。

⚫ 出力の閾値（X％）を設定し（例えばメーカーの20年間出力保証条件である80％）、リユース開始から何年経過

時点でX％を下回る製品の比率が全体のY％となるか、確率的に算出することが可能。

劣化率の推移と製品故障リスクの確率的試算

1.2 リユース品活用モデルの検討 | ２．製品保証（故障リスク評価）に係る検討

年

出力（％）

5 10 15 20

100%

X%

25

劣化率のバラつき（例えば発電から
15年経った中古品の場合）

平均的な劣化率

製品保証に対するリスクの確率的試算のイメージ

故障リスクなし比率

故障リスクあり比率
（Y％）
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⚫ 公開されているパネルの劣化率・頻度に係る情報注1を基に、設置時点のリユースパネルの稼働年数に対する故

障確率を試算。（リユース想定期間を設置から１０年と想定）

⚫ 出力80％を下回る（出力劣化20％超）のものを故障と定義

⚫ リユースパネル設置から１０年以内に故障する確率から、設置時点で既に故障している分を差し引いて算出

⚫ 「設置時点で既に故障している確率」が稼働年数9年を境に増加するため、以降は故障確率が下がる。

⇒ 故障確率を踏まえて、設置時点での稼働年数ごとにおける製品保証費用（パネル交換費用）を試算。

設置時点のリユースパネル稼働年数に対する故障確率

1.2 リユース品活用モデルの検討 | ２．製品保証（故障リスク評価）に係る検討

設置時点の稼働年数に対する故障確率（リユース想定期間：10年）

注１：NREL 「PV Fleet Performance data In i t ia t ive 」 （閲覧日：2022.11 .1 ） https : //www.nre l .gov/pv/f leet -performance-data- in it iat ive .html

https://www.nrel.gov/pv/fleet-performance-data-initiative.html
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⚫ 故障確率推計フローは以下。

① 出力変化率[％/y]※のヒストグラムを基に、出力変化が正規分布に従うものとして累積確率密度関数を推定。

② 設置時点のリユースパネルの稼働年数別に、リユース想定期間中に故障が起こらない限界出力変化率を算出。

③ ②で算出した出力変化率を①の累積確率密度関数に代入し、出力が80%を下回る確率=累積故障確率を算出。

④ リユースパネルの設置時点において既にパネルが故障している確率についても②③に従い算出。

⑤ 設置時点でのパネル故障分は除外して、リユース想定期間中の故障確率（＝（③-④）÷(100%-④)）を算出。

《参考》故障確率推計の考え方

1.2 リユース品活用モデルの検討 | ２．製品保証（故障リスク評価）に係る検討

出力変化率のヒストグラム 出力変化率の確率密度関数

※インバーターベースの出力変化率

注１：NREL 「PV Fleet Performance data In i t ia t ive 」 （閲覧日：2022.11 .1 ） https : //www.nre l .gov/pv/f leet -performance-data- in it iat ive .html

https://www.nrel.gov/pv/fleet-performance-data-initiative.html
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⚫ リユース想定期間を変えた場合の故障確率は以下の傾向を示す。

⚫ 設置時点での稼働年数に関わらず、リユース想定期間が長くなるほど故障確率は高まる。

⚫ 特に設置時点での稼働年数が短い場合においてその傾向が強い。

《参考》リユース想定期間での感度分析

1.2 リユース品活用モデルの検討 | ２．製品保証（故障リスク評価）に係る検討

リ
ユ
ー
ス
想
定
期
間
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⚫ 劣化の主要因は、ガラス反射防止コーティング剥離、EVA

変色、クラックによるセル分離であり、その他偶発的な故障

も一定数存在。

⚫ NREL(米国・国立再生可能エネルギー研究所)が２０１８年

４月に公表した報告書では、平均的に毎年0.5％程度発電

量が低下するとされている。

1.2 リユース品活用モデルの検討 | ２．製品保証（故障リスク評価）に係る検討

出所（左））PVEL 「2021 PV  Module  Rel iab i l i t y  Scorecard 」 （閲覧日：2022.9 .15 ）

https : //modulescorecard.pvel .com/wp -content/uploads/2021 -PV-Module-Rel iabi l i ty -Scorecard _May-27-21 .pdf

出所（右））NREL 「 S T A T  F A Q s  P a r t  2 :  L i f e t i m e  o f  P V  P a n e l s 」 （閲覧日：2022.9 .15 ）

https : / /www.nre l .gov/state - loca l - t r iba l /b log/posts/stat -faqs-part2- l i fet ime-of -pv-panels .html

《参考》劣化要因と劣化率の推移

https://modulescorecard.pvel.com/wp-content/uploads/2021-PV-Module-Reliability-Scorecard_May-27-21.pdf
https://www.nrel.gov/state-local-tribal/blog/posts/stat-faqs-part2-lifetime-of-pv-panels.html
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⚫ リユースパネルを活用した発電事業の税引前IRRについて、電気料金単価注1、リユース想定期間（事業期間）、設

置時稼働年数、インバータ―種類等の観点で感度分析を実施。

⚫ FIT切れに伴う撤去を契機にリユースパネルの供給が増えると仮定して、設置時稼働年数を20年、安定稼働で

きる期間として30年 (リユース想定期間10年)をベース条件とする。

⚫ PPA料金単価注2は、需要家の電気料金負担の現状維持を前提に、小売電気事業者の粗利分（5％と想定）を差し

引いたものと想定。なお、電気料金としては、需要家の現状従量料金に賦課金を加えた水準を想定した。現状の

従量料金単価は九州電力の業務・産業部門の標準料金注3および公共施設における料金水準を参考に、12円

/kWh、15円/kWh、18円/kWhとし、ベース条件は中間値である15円/ｋWhとした。

- 九州電力における業務・産業部門の標準従量料金単価：１０ .４円/kWh～1３ .０円/kWh（6kV～２００ｋV、夏季・その他）

⚫ インバーターについては、故障確率推計元データが一般的なPCS注4適用下でのデータであると想定されること

から、実証試験で将来的に導入を検討しているμインバーターではなくPCSをベース条件とした。

- μインバーターを適用した場合は設備稼働率（期待発電量）の補正については、今回は簡単のため10％増加するとしたが、詳細

には実証等の実データに基づく補正等が必要

⚫ 今回は太陽光発電の導入規模として高圧ケースの試算結果を紹介する。

リユースパネル活用オンサイトPPAの事業性評価

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

注1：需要家が小売事業者から電力を購入する際の単価

注2：小売事業者が発電事業者から電力を購入する際の単価

注3:九州電力における業務・産業部門の標準従量料金単価：１０ .４円/kWh～1３ .０円/kWh（6kV～２００ｋV、夏季・その他）

（２０２２年12月時点（２０２３年３月３１日までの料金）） https://www.kyuden.co.jp/agreement_rate_index_h26_5.html

注4：一般的なPCSとは、最低10枚程度のパネルを接続して利用する集中型インバーターあるいは分散型インバーターを指す
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想定パラメータ―（1/2）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

試算想定値 出所・考え方及び備考

割引率 3% 調達価格等算定委員会における想定[1]と同様に設定

設備容量 250kW 想定値（高圧）

パネル買取単価（以下①～⑤の和）
2.23～2.45

万円/kW
＜参考＞新品の半分程度を想定[2]。なお、調達価格等算定委員会（2021年12月）[3]によると250～500kW規模の新

品パネルは6.1万円/kW

①リユースパネル費用単価 ０.8万円/kW 事業者ヒアリングより2,000円/枚と想定

②情報PF運用費用 ０．０８万円/kW パネル費用単価×10％と想定

③パネル運搬費用 0.3万円/kW 文献[4]より750円/枚（10t平ダンプ車、100km走行×1）、250W/枚、280枚分の運搬を想定

④パネル検査費用 0.8万円/kW 文献[4]より2,000円/枚（絶縁検査、IVカーブ測定）、250W/枚、280枚分の検査を想定

⑤パネル性能保証費用
0.25～0.47

万円/kW
故障確率（設置時稼働年数・リユース想定期間に依存）×パネル費用単価と想定

PCS/μインバーター費用単価
①0.92/②4.37

万円/kW
①PCS：調達価格等算定委員会の2020年度PCS費用単価及び過年度までのコスト低減傾向を加味して想定[1]

②μインバーター：某メーカー製[5]に対しコスト低減を10％加味して想定（350W/枚）

PCS/μインバータ工事単価 1.56万円/kW 大手PCSメーカーのPCS貸出サービス（工事費込） のサービス料[6]より推定

設備（パネル・PCS除く）・工事費用 8.73万円/kW
2020年度システム費用内訳[7]より設備費（架台、その他）＋工事費＋設計費に値引きを考慮した価格を想定し、その価

格をベースにシステム費用推移[1]から2023年時点想定に補正

廃止措置費用単価 1.0万円/kW 調達価格等算定委員会における2023年度廃棄等費用[1]

設備利用率 13.46～１3.53％
北九州市での設置実績に基づいた設備利用率14.6%に対して、設置時点でのリユースパネル稼働年数から想定される

経年劣化率を考慮して算出。なお、μインバーター適用時は発電量（設備利用率）が10％増加するものと仮定する

経年劣化率 0.３７～０.78％
NREL「PV Fleet Performance data Initiative」出力変化率データ[8]を基に算出。リユース品としての設置時点

で既に劣化により故障しているパネル分を差し引いたあとの加重平均値

パネル活用年数 30年～ 安定稼働できる年数としてベースを30年と設定しつつ、ある程度のリスクを考慮する場合（30年超）も想定

設置時稼働年数 10～20年 卒FITパネルの活用を想定してベースを20年と設定しつつ、最大リユース想定期間20年より逆算して10年も想定

リユース想定期間 10～20年 パネル活用年数30年と設置時稼働年数20年よりベースを１０年と設定しつつ、事業性を考慮して20年も想定

⚫ 想定したパラメータは以下の通り。

- 設置時稼働年数とリユース想定期間に応じて、故障確率及び経年劣化率が変化し、パネル性能保証費用や設備利用率が変動。
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想定パラメータ―（2/2）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

⚫ 想定したパラメータは以下の通り。

- 電気料金単価の水準は設置先の想定需要家に応じて検討が必要。

試算想定値 出所・考え方及び備考

従量料金単価
①12円/kWh
②15円/kWh
③１8円/kWh

九州電力の業務・産業部門の従量料金単価水準、北九州市公共施設の従量料金単価水準を参考に想定

再エネ賦課金単価 ～3.9円/kWh 2030年度におけるエネルギー需給の見通し[9]及び調達価格等算定委員会の論点案[10]を元に推計。値の推移は後述

小売電気事業者の粗利率 5％ 想定値

事業税 １.267％ 調達価格等算定委員会における想定[1]と同様に設定

固定資産税率 1.4% 調達価格等算定委員会における想定[1]と同様に設定

法定耐用年数 17年

減価償却資産の耐用年数等に関する省令より設定
減価償却率

定額法償却率 14.7%

改定償却率 16.7%

保証率 2.9%

出 所 ） [ 1 ] 資 源 エ ネル ギ ー 庁 調 達 価 格 等 算 定 委 員 会 「 令 和 4 年 度 以 降 の 調 達 価 格 等 に 関 す る 意 見 」 （ 2 0 2 2 年 2 月 ) （ 閲 覧 日 ： ２ ０ ２ ２ . 1 2 . 5 ）
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / s a n t e i i / p d f / 2 0 2 2 0 2 0 4 _ 1 . p d f

[ 2 ] ya h oo ニュ ー ス 「 2 0 3 0 年 代 に 迫 る “ 太 陽 光 パ ネ ル ” 大 量 廃 棄 … 丸 紅 と S O M P O が 中 古 事 業 で タ ッグ 再 循 環 に 一 役 」 （ 閲 覧 日 ： ２ ０ ２ ２ ． １ ２ ． ５ ）
h t t p s : / / n e w s . ya h oo . c o . j p / a r t i c l e s / d 5 a b e 7 3 8 e 4 3 0 3 0 f 3 4 f 9 1 6 2 7 5 2 0 f 9 4 d 7 f 4 d 0 3 a 9 4 b

[ 3 ] 資 源 エ ネル ギ ー 庁 第 7 3 回 調 達 価 格 等 算 定 委 員 会 （ 2 0 2 1 年 1 2 月 ） 資 料 １ （ 閲 覧 日 ： ２ ０ ２ ２ . 1 2 . 5 )
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / s a n t e i i / p d f / 0 7 3 _ 0 1 _ 0 0 . p d f

[ 4 ] 環 境 省 「 令 和 ３ 年 度 使 用 済 太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル の リ サ イ クル 等 の 推 進 に 係 る 調 査 」 （ 発 行 日 ： 2 0 2 2 . ３ ） （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 0 . 1 7 ）
h t t p s : / / w w w . e n v . g o . j p / r e c yc l e / r e c yc l i n g / r e n e w a b l e / R 3 _ P V r e p or t . p d f

[ 5 ] N E P  「 マイ クロ イ ン バー タ 」 (閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 0 . 1 7 )  h t t p s : / / p v m a l l . o r g / s h op / m i c r o i n v e r t e r /
[ 6 ] オム ロ ン パワ ー コ ン テ ィ ニュ ー サ ー ビ ス 紹 介 サ イ ト ( 閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 0 . 1 7 )

h t t p s : / / s oc i a l s o l u t i on . om r on . c om / j p / j a / p r od u c t s _ s e r v i c e / e n e r g y/ p ow e r _ c on t i n u e / #
[ 7 ] 資 源 エ ネル ギ ー 庁 「 令 和 ２ 年 度 固 定 価 格 買 取 制 度 等 の 効 率 的 ・ 安 定 的 な 運 用 の た め の 業 務 」 (発 行 日 ： ２ ０ ２ １ ． 3 ) （ 閲 覧 日 ： ２ ０ ２ ２ ． １ ０ ． １ ７ ）

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / m e t i _ l i b / r e p o r t / 2 0 2 0 F Y / 0 0 0 0 7 4 . p d f # p a g e = 1 4 & z o om = 1 0 0 , 1 1 1 , 9 7 5
[ 8 ] N R E L 「 P V  F l e e t  P e r f o r m a n c e  d a t a  In i t i a t i v e 」 （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 1 . 1 ）

h t t p s : / / w w w . n r e l . g ov / p v / f l e e t - p e r f o r m a n c e - d a t a - i n i t i a t i v e . h t m l
[ 9 ] 資 源 エ ネル ギ ー 庁 2 0 3 0 年 度 に お け る エ ネル ギ ー 需 給 の 見 通 し（ 閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 2 . 5 ）

https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-3.pdf
[ 1 0 ] 資 源 エ ネル ギ ー 庁 国 内 外 の 再 生 可 能 エ ネル ギ ー の 現 状 と 今 年 度 の 調 達 価 格 等 算 定 委 員 会 の 論 点 案 （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 2 . 1 2 . 5 ）

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/078_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20220204_1.pdf
https://news.yahoo.co.jp/articles/d5abe738e43030f34f91627520f94d7f4d03a94b
https://www.env.go.jp/recycle/recycling/renewable/R3_PVreport.pdf
https://pvmall.org/shop/microinverter/
https://socialsolution.omron.com/jp/ja/products_service/energy/power_continue/
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000074.pdf#page=14&zoom=100,111,975
https://www.nrel.gov/pv/fleet-performance-data-initiative.html
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-3.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/078_01_00.pdf
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出所）各種文献より三菱総研作成

《参考》賦課金推移の推計

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

⚫ 2023年～2060年までの賦課金の推移は左図の通り。

⚫ 卒FITを迎える2032年をピークに価格が低下する。

⚫ ２０３２年から2035年までは、FIT開始直後に導入された買取価格の高い事業用太陽光発電が大量に卒業するた

め賦課金が急激に下落。その後はなだらかに低下する。

⚫ 事業開始年から10年間（標準的なリユース事業期間）の賦課金平均値は右図の通り。

⚫ 10年平均値は段階的に下降するため、需要家の価格許容度が高く事業性が有利となる早期の事業開始が望ましい。

※本賦課金試算はあくまで簡易的・機械的に実施したものであり、分析精度には留意が必要。
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⚫ 中小事業者は、九州電力の従量料金単価水準（業務・産業部門：12円/kWh程度+賦課金）で電力契約をしてい

ると想定されることから、現状の価格水準であれば事業性確保は難しい。一方で、エネルギー価格高騰により料

金単価の上昇が続けば事業性が確保できる可能性もあり得る。

⚫ 公共施設のうち、元々従量料金が18円/kWhに近い水準で電力契約していた需要家向けであれば、現状同等の

価格水準を維持する前提のもと、高いIRRを確保できる。

⚫ 従量料金単価16.2円/kWh（粗利考慮前）で売電ができればIRR5.00%を確保可能。

⚫ 中間水準である15円/kWhの場合でも、パネル買取単価が1.21万円/kWまで低減すればIRR5.00％を確保

できる。ただし、パネル大容量化や、パネル買取単価・検査費用等の低減が見込めることが前提。

感度分析結果（1/3）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

従量料金単価※ 税引前IRR
パネル買取単価
[万円/kW]

12円/kWh -2.08% 2.23

15円/kWh 3.04% 2.23

1６.2円/kWh 5.00% 2.23

１8円/kWh 7.55% 2.23

感度分析（電気料金）

ベース条件

・設置時稼働年数：20年

・リユース想定期間：10年

・インバーターの種類：PCS

※賦課金を含まない、需要家の既存電力契約の料金水準。

需要家の買電は、この料金に賦課金分を加えた電気料金を想定。

15円/kWh 5.0０% 1.21
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⚫ パネル活用期間を30年で固定した場合、リユース想定期間が長いほどIRRは高くなる。ただし、故障確率上昇

に伴う性能保証費用の上乗せによりパネル買取単価はやや高くなる。

⚫ 多少のリスクを許容してパネル活用期間を30年以上とする場合（設置時稼働年数20年固定でリユース想定期

間を延長）、事業性の向上が見込める。

⚫ なお、パネル買取単価は2.23～2.45万円/kWとしているが、更なるIRR向上を狙うのであればリユースパネ

ル価格を引き下げるという選択肢もあり得る。

⚫ 前述の新品パネルに対して約半額程度（3万円/kW程度）での販売を想定している既存事例もあるが、既にその

水準を下回っている状況。

感度分析結果（2/3）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

設置時稼働年数 リユース想定期間 税引前IRR
パネル買取単価
[万円/kW]

パネル活用期間:
30年固定

20 10 3.04% 2.23
18 12 5.64% 2.28
15 15 7.79% 2.36
10 20 9.43% 2.45

パネル活用期間:
30年以上

20 11 4.63% 2.25
20 12 5.88% 2.26

ベース条件

・従量料金単価：15円/kWh

・インバーターの種類：PCS

感度分析（設置時稼働年数、リユース想定期間）
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⚫ μインバーターは単価が高い（一般的なPCSの5倍弱）ため事業性は低下する。

⚫ 故障閾値（出力劣化がこれを下回った場合は故障とみなす）を、ベース条件である初期出力の80％から７０％へ

と変更した場合、事業性は低下する。

⚫ 故障閾値を下げることで経年劣化率の高い個体を多く許容することとなり、その結果、平均劣化率が高まり設備

利用率が低下することが大きく影響している。

⚫ 他方、故障とみなす閾値を下げることで故障確率自体は下がるため、パネル性能保証費用及びパネル買取単価

が微減するが、前述の設備利用率低下の影響の方が大きい。

⚫ IRR向上のために故障閾値85％等に引き上げることも考えられるが、閾値が上がるほどリユース可能なパネル

数が減少して運用に十分な量を確保できない恐れもある。

感度分析結果（３/３）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

ベース条件

・従量料金単価：15円/kWh

・インバーターの種類：PCS

・設置時稼働年数：20年

・リユース想定期間：10年

故障閾値 税引前IRR
パネル費用単価
[万円/kW]

出力８０％ 2.26% 2.23

出力７0％ 1.06% 2.21

感度分析（故障閾値）

インバーターの
種類

税引前IRR
パネル買取単価
[万円/kW]

PCS 2.96% 2.23

μインバーター -2.20% 2.23

感度分析（インバーターの種類）

ベース条件

・従量料金単価：15円/kWh

・設置時稼働年数：20年

・リユース想定期間：10年
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⚫ 需要家を中小事業者とした場合、倒産や事業想定期間内での契約解除等のリスクを孕んでおり、短期解約型の

ビジネスモデル（サブスク）を検討する必要がある。これを踏まえ、契約解除時点で回収されているべき撤去費・

設置費相当費用を、事業開始後の早期に資金回収できるスキームを検討する。

⚫ 仮に10年ではなく5年の事業期間ですべての費用を回収しようとすると、需要家が支払う電気料金が10年回収

の場合と比較して平均1.7倍程度となり非現実的であるため、一部費用のみ早期回収するスキームを検討。

サブスクモデルを想定した事業性評価（1/２）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

最短契約年以降
（残った必要回収分を
線形的に減少させる）

最短契約年以前②
（早期要回収費用のうち①の
回収分以外を線形的に減少）

最短契約年以前①
（「最短契約年以降の初年度」と

同じ回収費用を最低限回収）

最短契約年 想定事業年

ここまでで早期に回収すべき分
（例：5年で80%）を回収する

基準年以降は解約・倒産により
費用が回収されない可能が高い
（リスク費用として想定）

回
収
費
用
単
価
（円
/k
W
h
)

一部費用の早期回収イメージ

kW単価
[万円/kW]

LCOE※

[円/kWh]

設置費用 5.96 5.82

撤去費用 1.00 0.98

合計 6.96 6.79

※前項までの事業性評価で用いたパラメータを使って試算
（初期投資に対するLCOEで按分）

想定事業期間 10年

最短契約年 5年

回収率 80％

早期回収が必要となる費用

想定試算ケース
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⚫ 設置費用・撤去費用を10年間で均等回収するケース（一律回収パターン）と、短期契約を想定して早期に同費用

を回収するケース（傾斜回収パターン）のイメージは左図の通り。

⚫ 上記費用回収パターンを踏まえた、最終的に需要家が負担する電気料金単価は右図の通り。

⚫ 需要家が導入直後の高額料金（初年度27.2円/kWh＝従量料金単価23.3+賦課金３．９）を許容できるかどう

かが本モデルの成立ポイントとなる。（長期契約になるほど料金が低下する点の訴求が重要）

サブスクモデルを想定した事業性評価（2/２）

1.2 リユース品活用モデルの検討 | 3. 事業性評価

ベース条件

・想定事業期間：10年

・最短契約年：5年

・回収率：80％

需要家電気料金単価の推移（回収パターン別）倒産・解約までに回収すべき費用の回収パターン
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⚫ 検討の背景

⚫ リユース品活用モデルの検討

⚫ 卒FIT電源活用モデルの検討

1.低コスト型PPAモデルの検討



Copyright © Mitsubishi Research Institute 23

⚫ 各項目の調査方針及び調査に必要となるインプット情報について整理。

卒FIT電源活用モデル検討に対する調査設計

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討

事業モデル 概要

A
オフサイト型電力
調達・供給切替え

設置済パネルは移設せず、PV発電分を別需要地/別需要家に系統を通じて送電するモデル。自己託送やフィジ
カルPPA、バーチャルPPAといったスキームがある。

B 小売電力買取利用 設置済パネルは移設せず、PV発電分を小売電力が系統を通じて買取り、別需要家（需要施設）に販売するモデル。

卒FIT電源活用モデルの類型（例）

注1：託送料金、需給調整に係るコスト等の情報を参照（後述）

注2 ：資源エネルギー庁 「なっとく！再生可能エネルギー」（閲覧日： 2022.9 .15 ）

https :/ /www.enecho .met i .go . jp/category/sav ing_and _new/saiene/kai to r i / f i t _kakaku .html

調査項目 調査方針 インプット情報

1
ビジネスモデル・コ
スト構造の把握

• 市場見通し、事業スキームの検討（オフサイトPPA、小売買取等）
• ステークホルダーの洗い出しと連携事業者のリストアップ
• コストの想定（インバランスコストや卒FIT電源の買取価格等）
• ステークホルダー間の金銭・価値のやり取りを整理
• 適用可能性の検討、事業スキームの構築

• 文献調査注1等

• 事例調査

2 ポテンシャルの把握 • 北九州域内の卒FIT太陽光ポテンシャル及び活用可能時期の整理 • 文献調査注2等

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/fit_kakaku.html
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⚫ ２０３２年７月以降、メガソーラーの卒FIT電源化（非FIT化）が進展。

⚫ 経済産業省”再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会”でも、中長期的に地域と共生する

責任あるプレイヤーの創出等の観点から、既存再エネ最大限の活用、長期電源化が掲げられている。

⚫ その一環として、追加投資・再投資の検討と併せて、オフサイト型電力調達や小売電気事業者の買い取り事業が

加速すると想定される。

卒FIT電源の市場見通し・事業背景

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所）資源エネルギー庁 「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 再エネの大量導入に向けて」（閲覧日： 2022.9 .15 ）

https : //www.met i .go . jp/sh ingika i/enecho/denryoku _gas/sa ise i _kano/pdf/042_01 _00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/042_01_00.pdf
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⚫ 日本の現行制度上、オフサイト型電力調達には自己託送、フィジカルPPA（小売介在有り/無し）、バーチャルPPA

（小売介在有り）の３つのパターンが考えられる。

⚫ フィジカルPPAのうち小売介在なしのスキームは２０２１年11月に施行された自己託送要件の緩和により、発電事

業者と需要家間で組合を組成する、新設である等一定の要件を満たせば可能となった（卒FITでは不可）。

⚫ バーチャルPPAは需要家が小売電気事業者と電気契約、別途環境価値を発電事業者から調達し、発電事業者に対

して環境価値を加味した固定価格（ストライク価格）と市場価格（スポット価格）との差額を精算する仕組み。

事業スキーム（オフサイト型電力調達）

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

フィジカルPPAの契約形態 バーチャルPPAの契約形態

出所）自然エネルギー財団 「コーポレートPPA 日本の最新動向」（閲覧日：2022.9 .15 ）

https : //www.renewable -e i .org/pdfdownload/act iv it ies/REI _JPCorporatePPA_2022.pdf

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_JPCorporatePPA_2022.pdf
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⚫ オフサイト型電力調達を行う場合の関連主体の関係性と各主体の機能を整理。

- バーチャルPPAの場合は需給調整に係る主体・機能は不要

⚫ 発電事業者、小売電気事業者がプレイヤーとして存在する中で、自己託送、フィジカルPPA（小売介在）、バー

チャルPPA（小売介在）のスキームを実現する場合の協業可能性のあるプレイヤー（主に需給調整関連プレイ

ヤー）を紹介。

オフサイト型電力調達におけるステークホルダの関係性

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

需給調整事業者

発電事業者※1

特定卸供給事業者
（アグリゲーター）※2

小売電気事業者※3 需要家

※１：自己託送の場合、需要家とSPC等を組成する必要がある

※２：需給調整機能を有する（2022.9．1時点で35社）

特定卸供給事業者一覧｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

※３：需給調整機能を有する場合もある

【主な機能】
• 非FIT電源保有
• PPA契約

【主な機能】
• 需要家への電力供給
• JEPX、他電源、証書等

との組み合わせ検討
• PPA契約

【主な機能】
• 需給管理
• インバランス回避

（発電量予測の精度向上、リソース制御等）
• 市場価格取引
• 発電・需要計画提出
• 小売への特定卸

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/009/list/aguri-list.html
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事例：エコスタイル

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所）エコスタイル プレスリリース（閲覧日：2022.8.31） https://www.eco-st.co.jp/wp/wp-content/uploads/20210519_press.pdf

⚫ 2021年5月より、独自の発電予測技術を用いて、年間を通して毎日必要となる翌日の30分単位の発電量予測
値の算出から発電計画を作成する「自己託送サポートサービス」を提供。

⚫ 再エネ事業、不動産事業等を手掛けるデベロップ等の自己託送を支援する等、実績を多数有する。

https://www.eco-st.co.jp/wp/wp-content/uploads/20210519_press.pdf
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事例：自然電力

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所）自然電力 プレスリリース（閲覧日：2022.8.31） https://www.shizenenergy.net/2021/12/15/shizen_connect/

⚫ 2021年12月より、FIP電源の活用や自己託送・オフサイトPPAを行う発電事業者・需要家に対し、再エネを需
給管理・最適制御して小売電気事業者・需要家へ提供する再エネアグリゲーションサービス「Shizen
Connenct」を開始。

⚫ 非FIT電源の運用で必要となる発電予測やOCCTO（電力広域的運営推進機関）への計画提出、JEPX（日本卸
電力取引所）への売り入札などの需給管理業務を支援。また、インバランス回避などのために蓄電池などのエネ
ルギーリソースを最適制御するサービスも併せて提供。

https://www.shizenenergy.net/2021/12/15/shizen_connect/
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事例：シナネン

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所）シナネン プレスリリース（閲覧日：2022.8.31） https://sinanen.com/press_release/sn_20210405/

⚫ クリーンエナジーコネクトと提携し、非FITの太陽光発電所を活用したバーチャルコーポレートPPAによる新た
なビジネスモデルを共同構築。

⚫ 需要家第一弾として、自社の旧本社ビルにて、非FIT太陽光発電所から電力および環境価値を調達。

⚫ 今後非FIT太陽光発電所の具体的な発電データ等を用いて安定的な電力供給が可能かのリスク評価行い、バー
チャルコーポレートPPAの提供先となる法人顧客を選定、グリーン電力の利用スキームを提供する予定。

https://sinanen.com/press_release/sn_20210405/
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⚫ ２０１９年１１月以降、住宅用太陽光発電パネルの卒FIT電源化が進み、小売電気事業者による買取（全量・余剰）

が進んでいる。

⚫ ２０３２年7月を境に事業用太陽光発電パネルの卒FIT買取・集約利用の動きが高まると考えられる。

事業スキーム（小売電力買取利用）

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

卒FIT電源 域内需要家

小売電気事業者※

買取料金、その他金銭価値

環境価値

電力

※取次事業者を介す場合もある

小売電力買取の契約形態
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⚫ 2020年１月より、卒FIT世帯向け余剰買取サービス「エコめがね卒FIT Plus」”きたQていたんプラン”の受

付開始。

⚫ 北九州市に住む世帯の卒FIT余剰電力（環境価値含む）を集約し、北九州パワーへ取り次ぐ役割を担い(買取単

価は7.5円/kWh）、北九州パワーと取次契約を締結。

⚫ 北九州パワーは公共施設を中心として当該電力を供給。

事例：NTTスマイルエナジー

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

出所）NTTスマイルエナジー プレスリリース（閲覧日： 2022.8 .31 ） https : //nt tse.com/pressre lease/2020/01 -07/1627/

https://nttse.com/pressrelease/2020/01-07/1627/
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卒ＦＩＴ後の発電原価の試算条件・想定

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

試算想定値 出所・考え方及び備考

割引率 3% 調達価格等算定委員会における想定[1]と同様に設定

設備容量 250kW 想定値

PCS機器費 0.92万円/kW 調達価格等算定委員会の2020年度pcs費用単価及び過年度までのコスト低減傾向を加味して想定[1]

PCS交換工事費 １.6万円/kW PCSメーカー大手のオムロンのPCS貸出サービス（工事費込） のサービス料[3]より推定

設備利用率 14.6% 北九州市での設置実績に基づいた設備利用率を想定

パネル経年劣化率 0.５０％ 発電コスト検証WGの想定[3]を参考に0.5%とを想定

卒FIT売電単価 10円/kWh 想定値 ※売上にかかる事業税として発電原価に影響するが、影響は軽微

ランニングコスト※単価 0.41万円/kW/年 調達価格等算定委員会資料[1]における直近期間の運転維持費を設定

事業税 １.267％ 調達価格等算定委員会における想定[3]と同様に設定

固定資産税率 1.4% 調達価格等算定委員会における想定[3]と同様に設定

法定耐用年数 17年

減価償却資産の耐用年数等に関する省令より設定
減価償却率

定額法償却率 14.7%

改定償却率 16.7%

保証率 2.9%

出所） [1 ]調達価格等算定委員会 「令和4年度以降の調達価格等に関する意見」（ 2022年2月 ) https : //www.met i .go . jp/sh ing ika i/sante i i/pdf/20220204_1 .pdf
[2] 調達価格等算定委員会「令和 3年度以降の調達価格等に関する意見」（ 2021年1月）https : / /www.met i . go . jp /sh ingika i /sante i i /pdf/20210127 _1 .pdf
[3] オムロン パワーコンティニューサービス紹介サイト (閲覧日：2022.10 .17) https://socialsolution.omron.com/jp/ja/products_service/energy/power_continue/#

※ランニングコストには、土地等賃借料、修繕費、保守点検費、人件費、保険料等が含まれる。

⚫ 卒FIT後の発電原価の試算に用いた各パラメータについては、下表のとおり想定。

- 事業期間は稼働後30年までとし、21年目～30年目の10年間の発電原価を試算。

- 11年目と21年目にPCSを交換するものと想定（その他軽微な修繕費等は運転維持費に含まれるものと想定） 。

- 廃棄積立金は、FIT電源であれば買取期間内に積立済であるため21年目以降の原価試算においては考慮しない。

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20220204_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20210127_1.pdf
https://socialsolution.omron.com/jp/ja/products_service/energy/power_continue/


Copyright © Mitsubishi Research Institute 33

⚫ 各スキームで想定される卒FIT後２０３２年時点の年間ｋWhコスト(電気料金単価)を整理。

- 足元に対して再エネ賦課金の増加、バランシングコストの低減を加味。

⚫ 最もコストメリットが大きいのは小売手数料、再エネ賦課金のかからない自己託送であるが、それ以外について

も発電コストとしてパネル・PCSのイニシャルコストを計上しないため低コスト化を図れる。

⚫ なお、発電事業者においては、前項より得られた発電原価6.8円/kWhを踏まえ、卒FIT売電単価10円/kWh

から当該原価を差し引いた3.2円/kWh（IRRは割引率相当の3％）が利益として残る。

コスト試算

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

kWhあたり 自己託送 フィジカルPPA バーチャルPPA 小売買取活用※ 通常電気料金 [1]

売電単価 10 10 10 10
14.5

小売手数料[2] - １～2 １～2 1～2

託送料金[3] 3.８ 3.８ 3.８ 3.８ 3.８

再エネ賦課金[4] - 3.9 3.9 3.9 3.9

バランシングコスト[5] 0.5 ０.5 - - -

[1][2]自然エネルギー財団 「コーポレートPPA日本の最新動向 (2022.8)」 [１]は2022年4月時点の全国平均
https : //www.renewable -e i .o rg/pdfdownload/act iv i t ies/REI _JPCorporatePPA_2022.pdf

[3]九州電力の高圧標準接続送電サービス料金（基本料金：４５６ .5円/kW、電力量料金：2.７１円 /kWh ）及び負荷率0.6として試算
[4]2030年度におけるエネルギー需給の見通し及び調達価格等算定委員会の論点案より賦課金単価算定根拠に従い MRI推計

https : //www.met i .go . jp/press/2021/10/20211022005/20211022005 -3.pdf
ht tps : //www.met i .go . jp/sh ing ika i/sante i i/pdf/078_01 _00.pdf

[5]資源エネルギー庁 「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第 20回）資料1等」

合計(kWh単価) １4．3 19．2～20.2 18．7～19．7 18．7～19．7 ２２．2

※実際は小売電気事業者の受け取る手数料等に依存

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_JPCorporatePPA_2022.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-3.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/078_01_00.pdf
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注１：SBエナジー プレスリリース 「需要家の再生可能エネルギー調達を支援する 賃借モデルの自己託送サービスを提供開始」（閲覧日： 2022.10.11）

https://www.sbenergy.co. jp/ja/news/pdf/press_20220912_01.pdf

各スキームの特徴

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

スキーム 特徴

自己託送

• 発電事業者・需要家が（原則）同一であり、小売契約は存在せず長期導入が前提。
• 発電事業者及び需要家（公共施設、中小事業者）でSPCを組成する、あるいは発電事業者による

賃借モデル注１を確立する必要。
• 小売を介する必要がないため、小売手数料及び賦課金がかからない。

フィジカルPPA

• 現時点では長期契約が前提。
• 発電事業者の収入のすべてが需要家に依拠するため、発電事業者における与信リスクが大きい。
• 市場価格変動に応じて発電事業者、需要家におけるリスクが異なる。

➢ 市場価格下落時、発電事業者は価格固定により損失回避、需要家は機会損失
➢ 市場価格高騰時、発電事業者は価格固定により機会損失、需要家は損失回避

バーチャルPPA

• 現時点では長期契約が前提。
• 発電事業者の収入の一部を需要家に依拠するため、発電事業者における与信リスクが小さい。
• 市場価格変動時は発電事業者、需要家でリスクをシェアする。

➢ 市場価格下落時、発電事業者は機会損失分の補填を受領、需要家は補填を支払
（九州エリア等日中の市場価格下落が続く地域では需要家負担が大きくなるか）

➢ 市場価格高騰時、発電事業者は超過収入分の補填を支払、需要家は補填を受領

• 金融派生商品（デリバティブ）契約に該当する可能性があり、企業会計処理上整理が必要。
• 北九州域外の電源と契約する（再エネ証書を調達する）ことが可能。

小売買取活用 • 長期契約ではないため、需要家への販売価格競争力がないと離脱リスクになる。

⚫ 各スキームの特徴を契約期間、コスト、オフテイカーリスク等の観点から以下に整理。

https://www.sbenergy.co.jp/ja/news/pdf/press_20220912_01.pdf
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⚫ 各スキームの特徴を踏まえた需要家類型別に想定されるスキーム案について整理。

⚫ バーチャルPPAは発電事業者における与信リスクが小さく、中小事業者向けには適しているスキームであるが、

複雑な会計処理を要するため、その点をクリアできるのであれば検討対象に含めることが可能。

⚫ 電力需要量が多い需要家には長期契約を前提としたPPAによる調達が適しているものと考える。

需要家類型別に想定されるスキーム

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

需要家類型 特徴 スキーム選定の視点 想定スキーム

公共施設
• 発電事業者における与信

リスクは少ない

• 地域の小売電気事業者の介在
• 需要家の信用力を活用し、

発電事業者のリスクヘッジが可能
• 長期契約・安定供給

• フィジカルPPA

中小事業者
• 発電事業者における与信リ

スクは高い

• 地域の小売電気事業者の介在
• 需要家の信用力は活用できない
• 短期契約の解消も視野に

• 小売買取活用

大規模事業者
• 発電事業者における与信

リスクは少ない
• 電力需要は比較的大きい

• 地域の小売電気事業者の介在は必須では
ない

• 需要家の信用力を活用し、
発電事業者のリスクヘッジが可能

• 長期契約・安定供給

• 自己託送
• フィジカルPPA
• バーチャルPPA
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《参考》需要家類型別に想定されるスキーム

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

発電事業者 小売電気事業者 公共施設

公共施設

需給調整事業者

或いは特定卸供給事業者

フィジカルPPA

電気料金単価:20.2円/kWh

・発電原価
・小売手数料
・託送料金
・再エネ賦課金
・バランシングコスト

中小事業者

中小事業者

電力メニューとして

電気料金単価:19.7円/kWh

小売買取活用

買取単価:１０円/kWh

・発電原価
・小売手数料
・託送料金
・再エネ賦課金

発電事業者 小売電気事業者
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《参考》需要家類型別に想定されるスキーム

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

発電事業者

※ただし、需要家との

組合組成等が必要

大規模事業者

大規模事業者

需給調整事業者

或いは特定卸供給事業者

電気料金単価:14.3円/kWh

自己託送

・発電原価
・託送料金
・バランシングコスト

・発電原価
・小売手数料
・託送料金
・再エネ賦課金

大規模事業者 バーチャルPPA

PPA料金単価:19.7円/kWh

小売電気事業者B
大規模事業者

市場単価：Y円/kWh

差金決済取引仲介事業者

小売電気事業者A

市場単価：Z円/kWh

発電事業者
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出所）環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ 「オフサイトコーポレートPPAについて」（閲覧日：2022.11 .1 ） https : //www.env.go . jp/earth/off -s ite%20corporate .pdf

⚫ 各スキームのうち、オフサイトPPA（フィジカルPPA、バーチャルPPA）における、発電事業者及び電力の購入

者双方の観点からの長所・短所は以下のように整理される。

- 但し、契約内容やファイナンス方法等によって、必ずしも下表の通りとはならない点に留意。

《参考》オフサイトコーポレートPPAの長所・短所

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

https://www.env.go.jp/earth/off-site%20corporate.pdf
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⚫ フィジカルPPAの場合、市場価格の変動に依らず、契約期間中は発電事業者と需要家間で決めた固定のPPA

契約価格で金銭のやり取りが行われる。

⚫ バーチャルPPAの場合、PPA契約価格自体が固定である点はフィジカルPPAと変わらないが、PPA契約価格

と市場価格の差金分のみを発電事業者と需要家で相互に補填しあう形を取ることで、それぞれが価格変動リス

クをシェアすることになる。

《参考》フィジカルPPAとバーチャルPPAの違い

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 1.ビジネスモデル・コスト構造の把握

フィジカルPPAのスキームイメージ バーチャルPPAのスキームイメージ

出所）環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ 「オフサイトコーポレートPPAについて」（閲覧日：2022.11 .1 ） https : //www.env.go . jp/earth/off -s ite%20corporate .pdf

https://www.env.go.jp/earth/off-site%20corporate.pdf
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⚫ 北九州市における各種電源の卒業年別設備容量は以下の通り。

⚫ 太陽光※については、2034年の7３MWをピークに前後１年間で卒FITを迎える電源が大半であり、特に高圧

案件が６割程度を占める。

⚫ ２０３８年・２０３９年には若松区響町にある100MW級のバイオマス電源が相次いで卒FITを迎える。

北九州市近隣での卒FITポテンシャル（北九州市）

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 2.ポテンシャルの把握

出所）なっとく！再生可能エネルギー「事業計画認定情報 公表用ウェブサイト 2022年7月31日 時点」（2022年11月24日閲覧） https : / /www.f i t -porta l .go . jp/Publ ic Info

※低圧：0～50kW未満、高圧：50～2,000kW未満、特別高圧：2,000kW以上

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
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⚫ 福岡県全体における各種電源の卒業年別設備容量は以下の通り。

⚫ 太陽光※については、2034年の365MWをピークに前後１年間で卒FITを迎える電源が大半であり、特に高

圧案件が６割程度を占める。 2040年は特に飯塚市等の大規模メガソーラーが卒FITを迎え、一時的に特別高

圧の卒業容量が増えている。

⚫ ２０３６年以降は太陽光の割合は減るものの、卒FITを迎えるバイオマス発電が増加する。

北九州市近隣での卒FITポテンシャル（福岡県）

1.3 卒FIT電源活用モデルの検討 | 2.ポテンシャルの把握

※低圧：0～50kW未満、高圧：50～2,000kW未満、特別高圧：2,000kW以上

出所）なっとく！再生可能エネルギー「事業計画認定情報 公表用ウェブサイト 2022年7月31日 時点」（2022年11月24日閲覧） https : / /www.f i t -porta l .go . jp/Publ ic Info

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
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⚫ 分析の背景・方針

- 分析の背景

- ビジネススキームの確立

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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出所）北九州市「北九州市グリーン成長戦略 ～ゼロカーボンシティの実現に向けたエネルギーの脱炭素化とイノベーションの推進～ 」（202２年２月）、p１１、p１９（赤枠は三菱総研で追記）

⚫ 北九州市では2020年にゼロカーボンシティ宣言を行い、脱炭素社会の実現に向けた精力的な取

組みが行われている。

⚫ 2050年に目指す姿として「脱炭素電力推進拠点都市」を掲げ、第三者所有モデルを活用した太陽

光パネル（以下PVと表記)、EV、蓄電池の導入を目指しているところ。

背景

２.1 分析の背景・方針

脱炭素社会の実現に向けた北九州市の取組み
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⚫ 「脱炭素電力推進拠点都市」を目指し、第三者所有モデルによる創・省・蓄エネ設備の導入について

具体的なビジネスモデルの検討を行う。

⚫ EV・PV・省エネ機器を導入して活用する際の機器運用シミュレーションを行い、得られたデータを

用いた導入効果の分析を通じ、検討したビジネスモデルが成立するかどうか検証を行う。

調査の目的

２.1 分析の背景・方針

本調査におけるゴール

①創・省・蓄エネルギー設備の第三者所有方式のビジネススキームを確立する

②第三者所有方式による創・省・蓄エネルギー設備導入量とその効果を実データを

用いて定量的に把握する

③検討したモデルを北九州都市圏域及び他の国内の地域に拡大する

将来的なゴール
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⚫ 「ビジネスモデル・スキームの確立」および「定量分析」の2点について、具体的な検討を行う。

具体的な検討項目

２.1 分析の背景・方針

ビジネスモデル・スキームの確立1

定量分析2

⚫北九州市での導入を前提とした、ステークホルダの全体像とステークホルダ間の電

力・お金のやり取りの構造を検討

⚫北九州エコタウンセンターの電力需要パターンに応じたPV・EVの最適制御推計、

小売事業者のコスト分析

⚫北九州市公共施設6施設における、電力需要パターンに応じた省エネ機器・PV・

EVの最適制御推計、小売事業者のコスト分析
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⚫ 北九州エコタウンセンターにおいてPV・EV・EV充放電器を導入し、EVを蓄電池として活用するに

あたっての、課題の抽出や経済性評価を通じ、立案したビジネススキームが実際に成立するのか分

析を行う。

⚫ 卸電力価格に応じてEVの充放電を行い、小売の電力コストを削減するような制御を行う。

EVの蓄電池としての活用

２.1 分析の背景・方針

エコタウンセンター

PV

EV充放電器

EV

系統

エコタウンセンター

PV

EV充放電器

EV

系統

EVの充放電制御のイメージ

卸電力価格の安い時間帯 卸電力価格の高い時間帯



Copyright © Mitsubishi Research Institute 47

⚫ 分析の背景・方針

- 分析の背景

- ビジネススキームの確立

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ 本調査では、小売事業者がサービス事業者と需要家の間に入り、需要家から得られるサービス料金

と、卸電力料金と託送料金の削減分を、サブスク料金およびEPCコストの原資（＝小売収入合計）

とするというスキームを想定した。

⚫ 北九州市がPVを所有するスキームの場合、PVのサブスクリプションは行わず、EV車両及びEV充

放電器のみのサブスクリプションに対する料金の支払いが発生する。

ビジネススキーム

２.1 分析の背景・方針

注1 北九州市の電気料金の削減分をサービス料金として徴収し、北九州市の支払いは変化なしとすることを想定。
注2 リースを含めた定額制でのサービス提供を想定し、必ずしもリースに限定してはいない。
注3 機器導入前に支払っていた卸電力料金、託送料金との差分を想定するとこれらはマイナスとなる。

ビジネススキーム（北九州市がPVを所有）

小売電気
事業者

需要家
（北九州市）

サービス事業者

電力供給

機器導入

❷サブスク料金注2❶サービス料金注1

定額で買取（7円/kWh）

PV余剰売電

一般送配電事業者JEPX
（卸電力市場）

❸卸電力料金注3電力調達/売却 ❹託送料金注3

メーカー

EPCコスト×容量
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⚫ エコタウンセンターの施設需要をPV発電量が上回る時間帯は、EVに充電可能であればPV余剰は

EVに充電、充電不可能であれば小売事業者に売電することになる。

⚫ 卸電力価格の高い時間帯は、基本的にPV発電量は小さく、施設需要がPV発電量を上回るが、EV

から施設に対して放電を行うことで、小売事業者からの買電量を削減し、小売事業者は価格の高い

時間帯の市場からの調達コスト削減が可能となる。

（参考）北九州市がPVを所有する場合のスキーム

２.1 分析の背景・方針

EVの充放電稼働例と各主体の行う取引
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電力価格の高くない時間帯
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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小売事業者需要家
（北九州エコタウンセンター、北九州市

代表公共施設6施設）

⚫ 本調査では、北九州エコタウンセンターおよび、庁舎・小学校・消防署系の公共施設６施設に対し、

EV・PV・省エネ機器を導入した場合の実需給等のデータを用いて需要家の費用削減効果や、小売

事業者としての事業コスト削減効果、更には機器導入のために拠出可能なEPCコストについて分

析を行った。

- PV・省エネ機器を導入するケースは庁舎・小学校・消防署系の公共施設のみ対象

- 北九州エコタウンセンターについては既にPVが導入されているため、PV導入は所与の条件とし、新規の導入

は行わないという条件で分析を行った。

ステークホルダの全体像と分析条件

２.２ 分析条件

￥

⚡

電気料金

電力供給/余剰融通

⚡

PVによる
自家消費

蓄電リソースによる
タイムシフト

JEPX
（卸電力市場）

￥

⚡
不足分調達/余剰分売却

⚡

小売事業者保有電源
による発電

一般送配電
事業者￥

託送料金

サービス
事業者

￥
サブスク

料金

機器導入

卸料金

￥

サービス料金



Copyright © Mitsubishi Research Institute 52

⚫ シミュレーションデータを用いた分析方法は以下のとおり。

分析の方法

２.２ 分析条件

目
的

分
析
内
容

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

注１ 小売収入＝小売事業コストの削減分＋需要家の電気料金の削減分

• あるPV/EVの組合せにおいて、小売事業コストを最小化するた
めの最適な機器運用を算出。

• 得られた小売収入注１からサブスク料金、EPCコストを算出。

• とあるPV容量、EV容量を想定した、8,760hの小売事業コスト最小化問題を計算。

• EVを導入しなかった場合と比較して、削減された小売事業コストを小売便益とし、需要家の電気料金削減効果（=需要家サービス料
金）との合計を小売収入合計とする。

• 小売収入合計から小売の粗利やサービス事業者の収入を差し引き、EPCコストを算出。

• 需要家の電気料金削減効果

• 小売便益（=削減された小売事業コスト）

• 小売の粗利

• サービス事業者の収入

• EPCコスト（容量あたり単価）

シミュレーション分析
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⚫ 機器導入により得られる需要家からの収入、小売便益を原資として、拠出可能なEPCコストを算出

する。需要家からの収入、小売便益は、EVを導入してアービトラージを行ったケースとEVを導入し

なかったケースの差分として算出し、項目ごとにEV車両とEV充放電器への割当を行い、EV車両、

EV充放電器それぞれの拠出可能なEPCコストを算出した。

EPCコストまでの計算フロー

２.２ 分析条件

EVなし EVあり

需要家
サービス

料金

[円/年]

需
要
家
電
気
料
金

需要家からの収入（単年）

小売便益

[円/年]

小
売
事
業
コ
ス
ト

２２０

1００

(1+税率)

×リース期間

÷１．１

（便益拠出率※1）

×リース期間

×１小売便益（単年）

小売収入原資から拠出可能EPCコストの計算（リース期間合計分）

小売収入合計

（❶-❸-❹）

拠出可能な

EPCコスト×容量

※1 便益拠出率は100%と設定

※２ αは機器ごとに異なる数値

リース期間
小売便益

リース期間
需要家サービス料金

サブスク料金
（小売支出）

小売粗利

拠出可能な
EPCコスト

×容量（台数）

サービス事業者
運用費・利益

1,5００

３,00０

４,275

225

2,85０

１,425

（リース料指数 ）

（1-粗利率）

×0.95 赤字：金額（イメージ）

青字：指数等のパラメータ

収益構造のイメージ

サブスク料金

（❷）

（❶）

（-❸-❹）

EVなし EVあり

÷α※２
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（A)EVを導入する
（充放電器による
アービトラージあり）

（B)EVを導入しない

①エコタウンセンター

②庁舎・小学校・消防
署系の公共施設

⚫ (A)EVを導入し、アービトラージを行った場合 と(B)EVを導入しない場合の差を小売収入とした。

⚫ 小売収入（小売便益+需要家便益）を項目ごとに車両と充放電器に割当て、各機器に拠出可能な

EPCコストを算出した。

- ただし（B)のケースにはガソリン車のコストが含まれていないため、EV車両の「拠出可能なEPCコスト」はガソ

リン車の車両価格とは別に拠出できる金額を示しており、（放電のできない）通常の充電器コストも含んだ値と

なっている。

小売収入の計算条件

２.２ 分析条件

ケース比較

両パターンの
試算結果の差

(A-B)を小売収入
とした

各項目の割当条件

分類 項目 割当方法

小売

調達費用削減 全量充放電器に割当

調達費用増加
走行に利用した電力割合分を車両、残

りを充放電器に按分して割当

託送料金増加
走行に利用した電力割合分を車両、残

りを充放電器に按分して割当

余剰買取費用削減・
余剰売電機会損失

走行に利用した電力割合分を車両、残
りを充放電器に按分して割当

需要家

購入電気料金削減 全量充放電器に割当

購入電気料金増加
走行に利用した電力割合分は車両に、

残りは充放電器に割当

余剰売電機会損失
走行に利用した電力割合分を車両、残

りを充放電器に按分して割当

ガソリン車代替によ
る燃料削減効果

全量車両に割当
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⚫ EV車両・充放電器ともに導入していない状況から、2段階でコストの割当てを実施した。

• EV車両のみを導入する場合に発生する便益（電力消費の増加や燃料代の節減等）は、EV車両のEPCコストに割当て。

• EV車両に加えてEV充放電器も導入する場合に発生する便益（小売調達コストの削減等）は、EV充放電器のEPCコストに割

当て。

EPCコストのEV・充放電器への割当方法

２.２ 分析条件

小売事業者

JEPX
（卸電力市場）

需要家

PV ガソリン車

小売事業者

JEPX
（卸電力市場）

需要家

PV EV

小売事業者

JEPX
（卸電力市場）

需要家

PV EV・
充放電器

導入前 1.EVのみ導入 2.EV＋充放電器導入

便益増

• EV導入により需要家
の消費電力増加

• 小売の調達費用も併
せて増加

• PVの自家消費増加
により売電量減少

• EV導入によるガソリ
ン代の節減

電力

お金

EV車両の
EPCコストに割当て

便益増

• EVからの自家消費が
可能になるため、充

放電ロス分需要家の

消費電力は微増

• EVからの放電により
ピークシフトが可能な

ため小売の調達コス

トが低下

EV充放電器の
EPCコストに割当て

※矢印の太さは取引量の多さの

イメージを記載
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目的関数

一施設の小売事業コストの最小化

小売事業コスト注1 =  JEPX調達料金注2 + 託送料金

=σ𝑡 （卸価格単価+託送従量料金単価）×（買電kWh−余剰kWh） + 託送基本料金単価×契約kW

卸価格単価：JEPXの九州エリアスポット価格 [円/kWh]

託送料金単価：九州エリアの託送供給約款における高圧接続送電サービス料金単価 [円/kWおよび円/kWh]

制約条件

① EVの充放電制約

⚫ 放電深度：３５kWh/40kWh（＝87.5%）

⚫ 充放電効率：

➢ ９１％（202１・2022年度スポット価格データを用いる場合、実証と同様の値注3）

➢ ９０％（2020年度スポット価格データを用いる場合注4）

⚫ 充放電出力はPCS出力以下

② 施設単位での需要と供給のバランス制約

⚫ 需要+売電+充電＝系統買電+PV発電+放電

③ 導入設備の稼働

⚫ PV：発電量を設定

⚫ EV：アービトラージやピークカットにより小売事業コストを最小化するような運転を行う

⚫ シミュレーションにおいては下表の条件で充放電運用を行った場合の、自家消費への放電量

[kWh] 、PVからEVへの充電量[kWh] 、系統からEVへの充電量[kWh]から小売収入を試算した。

シミュレーション計算条件

２.２ 分析条件

注1 インバランス料金に関してはインバランス発生の実績から精算されることや、事業コストに占める割合が大きくないことから、コスト検討の対象外とする。

注2 小売事業者保有電源の稼働状況によってはJEPXからの調達が不要な時間帯も存在するが、当該時間帯は余剰分を JEPXに売却するため、一需要家としての買電kWhを削減することは小売
としての余剰売却分の増加に繋がり、事業者の事業コスト減（＝便益増）と見做すことができる。

注3 北九州エコタウンセンターで実施している実証試験におけるEV充放電器の充放電効率を参照した

注４ 2020年データを用いる場合は、実証試験で得られた充放電効率を採用する場合と、昨年度の委託事業で類似のシミュレーションを実施したときの想定値を採用する場合とで導入効果を比較
するため、昨年度の想定値である「90%」を用いて計算を行った。
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⚫ 下表の条件で、充放電の最適運用を行った場合の便益を試算した。

- EVは、9:00-12:00、13:00-16:00の時間帯は走行のために電力消費（6kWh/日・台） し、残りの時間で

充放電を行う。

パラメータ（エコタウンセンター）

２.２ 分析条件

パラメータ名 システム仕様

PV容量[kW] 12

EV蓄電池容量[kWh]・台数[台]
２４kWh・1台（リーフ）

16kWh・1台（アイミーブ）

充放電容量[kW] １０

PCS容量[kW] １０

卸電力価格[円/kWh]
2021年度実績値、2022年度実績値の2パターンで試算

（2022年度データがない分は2021年度のデータを使用）

エコタウンセンター需要[kW] 2021年度実績値

消費税率[％] 10

小売便益拠出率[％] 100

小売粗利率[％] 5

リース料率[％] EV車両:１７５％ EV充放電器：１３０％

リース期間 EV車両：14年 EV充放電器：10年
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⚫ 下表の条件で、充放電の最適運用を行った場合の便益を試算した。

- EVは、9:00-12:00、13:00-16:00の時間帯は走行のために電力消費（6kWh/日・台） し、残りの時間で

充放電を行う。

パラメータ（庁舎・小学校・消防署系公共施設）

２.２ 分析条件

パラメータ名 システム仕様

PV容量 [kW] 庁舎系…12、小学校系…24、消防署系…12

EV蓄電池容量[kWh]・台数[台］

庁舎系：４０ｋWh・5台 または ２４kWh・1台＋16kWh・1台

小学校系：２４kWh・1台＋16kWh・1台

消防署系：４０ｋＷｈ・1台 または ２４kWh・1台＋16kWh・1台

充放電容量[kW] １０

PCS容量 [kW] 庁舎系…10、小学校系…20、消防署系…10

卸電力価格[円/kWh]
下記3パターンで試算：

2020年度実績値、2021年度実績値、2022年度実績値
（2022年度データがない分は2021年度のデータを使用）

施設需要[kW] 202０年度実績値

消費税率[％] 10

小売便益拠出率[％] 100

小売粗利率[％] 5

リース料率[％]
EV車両:１７５％ EV充放電器：１３０％

PV：１７０％ 省エネ機器：１５０％

リース期間
EV車両：14年 EV充放電器：10年

PV：20年 省エネ機器：15年
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計算式

小売便益の計算式

小売便益 = ①調達費用削減 + ②余剰買取削減 ー ③調達費用増加 ー ④託送従量料金増加 ー ⑤余剰売電機会損失

各項目の計算式（各項目は30分コマごとに計算し集計）
①調達費用削減 = 自家消費への放電量[kWh] × スポット市場価格[円/kWh]

②余剰買取削減 ＝ PVからEVへの充電量[kWh] × PV余剰買取単価[円/kWh]

③調達費用増加 = 系統からEVへの充電量[kWh] × スポット市場価格[円/kWh] 

④託送従量料金増加 =系統からEVへの充電量[kWh] × 託送従量料金単価[円/kWh]

⑤余剰売電機会損失= PVからEVへの充電量[kWh] ×スポット市場価格[円/kWh]

パラメータ

自家消費への放電量[kWh]

シミュレーション：シミュレーションを行った結果の値PVからEVへの充電量[kWh]

系統からEVへの充電量[kWh]

電力の自家消費への利用率 合計充電量と自家消費への放電量から計算

充放電効率 ９1％（202１・2022年度スポット価格データを用いる場合、実証と同様の値注１）

90％（2020年度スポット価格データを用いる場合注2）

スポット市場価格[円/kWh] 202１年、2022年のスポット市場価格データ

PV余剰買取単価[円/kWh] ７

託送従量料金単価[円/kWh] ２．７１（九州エリアの託送供給約款における高圧接続送電サービス料金単価）

⚫ 下表の条件で小売便益を試算した。

小売便益の計算方法

２.２ 分析条件

注1 北九州エコタウンセンターで実施している実証試験におけるEV充放電器の充放電効率を参照した

注2 2020年データを用いる場合は、実証試験で得られた充放電効率を採用する場合と、昨年度の委託事業で類似のシミュレーションを実施したときの想定値を採用する場合とで導入効果を比較
するため、昨年度の想定値である「90%」を用いて計算を行った。
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計算式

需要家からの収入の計算式

需要家からの収入 = ①購入電気料金削減 ー ②購入電気料金増加 ー ③余剰売電機会損失

各項目の計算式（各項目は30分コマごとに計算し集計）
①購入電気料金削減 = 自家消費への放電量[kWｈ] × 電気料金契約単価[円/kWh]

②購入電気料金増加 = 系統からEVへの充電量[kWｈ] ×電気料金契約単価[円/kWh] 

③余剰売電機会損失 = PVからEVへの充電量[kWｈ] ×PV余剰買取単価[円/kWh]

パラメータ

自家消費への放電量[kWh]

シミュレーション：シミュレーションを行った結果の値PVからEVへの充電量[kWh]

系統からEVへの充電量[kWh]

電力の自家消費への利用率 合計充電量と自家消費への放電量から計算

充放電効率 ９１％（202１・2022年度スポット価格データを用いる場合、実証と同様の値注１）

9０％（2020年度スポット価格データを用いる場合注2）

電気料金契約単価[円/kWh] １０

PV余剰買取単価[円/kWh] ７

ガソリン車代替による燃料費削
減効果[円/年]

シミュレーション：１４０，０００（年間のガソリン車の燃料費：北九州市想定値）

実証：140,000×（実際の走行距離）/(シミュレーション時の想定走行距離)

⚫ 下表の条件で需要家からの収入を試算した。

需要家からの収入の計算方法

２.２ 分析条件

注1 北九州エコタウンセンターで実施している実証試験におけるEV充放電器の充放電効率を参照した

注2 2020年データを用いる場合は、実証試験で得られた充放電効率を採用する場合と、昨年度の委託事業で類似のシミュレーションを実施したときの想定値を採用する場合とで導入効果を比較
するため、昨年度の想定値である「90%」を用いて計算を行った。
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ シミュレーションをもとに、拠出可能なEPCコスト（設備導入に充当可能な金額）を推計したところ、

2021年度スポット価格データを用いた場合はEV車両約８２万円・EV充放電器約11万円、2022

年度スポット価格データを用いた場合はEV車両約８０万円・EV充放電器約27万円となった。

結果サマリー

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

結果サマリー

EV車両 EV充放電器

小売事業者
便益

• EV車両の導入によって需要家の電力使用量は増加す
るため、電力調達コストや託送料金はEVを導入しない
場合と比較して増加する。

• スポット価格の安い時間帯にPVの発電を吸収できる
ため、PV買取による逆ザヤを防ぐことが可能という
結果となった。

• EV充放電器の導入により、EVに貯めた電気をスポッ
ト価格の高い時間帯に自家消費に回せるため、特に市
場価格のボラティリティが大きい2022年において、
大きく小売の調達コストを削減可能という結果となっ
た。

需要家
便益

• EV車両の導入によって電力使用量は増加するほか、
PV発電量の吸収による売電機会の減少はあるものの、
燃料費の削減効果が非常に大きく、便益は大きくプラ
スとなった。

• 市場価格連動型のプランにしていない需要家の場合、
小売の調達コスト削減のためにEVの充放電量を増加
させると、充放電ロスの発生量も増加し購入電力量が
増加するため、需要家の便益は減少する。

拠出可能な
EPCコスト

• 2022年度データを用いた場合は約80万円/台が拠
出可能なEPCコストとなった。

• 充放電器によるアービトラージを考慮しない場合、EV
車両の導入による購入電力量の増加はあるものの、
アービトラージを行って自家消費に回す場合と比較す
ると増加量は限定的で、電力価格の大小による影響は
少なかった。

• 2022年度データを用いた場合は約２７万円/台が拠
出可能なEPCコストとなった。

• 小売の調達費用削減が収入のメインとなるため、電力
価格のボラティリティの影響を大きく受ける。
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⚫ EV車両の導入により、サービス事業者がEV車両に対して拠出可能なEPCコスト（設備導入に充当

可能な金額）は、2021年度データを用いた場合は約１６３万円、2022年度データを用いた場合は

約１６０万円となった（1台あたりに直すと２021年度データでは約82万円、2022年度データで

は約80万円）。

- 小売の粗利率は５％、EV車両のリース期間は14年、リース料指数は1.７５と設定した。

計算結果 1-①拠出可能なEPCコスト（EV車両）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果
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⚫ EV車両についての小売便益の算出結果は、2021年度のデータを用いた場合は年間で約-2.４万

円、 202２年度のデータを用いた場合は年間で約-2.６万円となった。

⚫ EV車両の導入によって需要家の電力使用量は増加するため、電力調達コストや託送料金はEVを

導入しない場合と比較して増加する一方、スポット価格の安い時間帯にPVの発電を吸収できるた

め、PV買取による逆ザヤを防ぐことが可能という結果となった。

計算結果 1-②小売便益（EV車両）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

年間の小売便益（EV車両）の計算結果

2021年度スポット市場価格データを使用 202２年度スポット市場価格データを使用
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⚫ EV車両についての需要家便益の算出結果は、2021年度・2022年度いずれのデータを用いた場

合も年間で約２３.８万円となった。

⚫ EV車両の導入によって電力使用量は増加するほか、PV発電量の吸収による売電機会の減少はあ

るものの、燃料費の削減効果が非常に大きく、便益は大きくプラスとなった。

計算結果 1-③需要家便益（EV車両）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

年間の需要家便益（EV車両）の計算結果

2021年度スポット市場価格データを使用 202２年度スポット市場価格データを使用
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サービス事業者運用費・利益

⚫ EV車両およびEV充放電器の導入により、サービス事業者がEV充放電器に対して拠出可能な

EPCコスト（設備導入に充当可能な金額）は、2021年度データを用いた場合は約１１万円、2022

年度データを用いた場合は約２7万円となった。

- 小売の粗利率は５％、EV充放電器のリース期間は1０年、リース料指数は1.3と設定した。

計算結果 2-①拠出可能なEPCコスト（EV充放電器）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

拠出可能なEPCコスト（EV充放電器）の計算結果
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⚫ EV充放電器についての小売便益の算出結果は、2021年度データを用いた場合は年間で約2.5

万円、2022年度のデータを用いた場合は年間で約4.8万円となった。

⚫ EV充放電器の導入により、EVに貯めた電気をスポット価格の高い時間帯に自家消費に回せるた

め、特に市場価格のボラティリティが大きい2022年において、大きく小売の調達コストを削減可

能という結果となった。

計算結果 2-②小売便益（EV充放電器）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

年間の小売便益（EV充放電器）の計算結果

2021年度スポット市場価格データを使用 202２年度スポット市場価格データを使用
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⚫ EV充放電器についての需要家便益の算出結果は、2021年度データを用いた場合は年間で約-1

万円、2022年度のデータを用いた場合は年間で約-1.1万円となった。

⚫ 市場価格連動型のプランにしていない需要家の場合、小売の調達コスト削減のためにEVの充放電

量を増加させると、充放電ロスの発生量も増加し購入電力量が増加するため、需要家の便益は減

少した。

計算結果 2-③需要家便益（EV充放電器）

２.3 エコタウンセンターでの分析結果

年間の需要家便益（EV充放電器）の計算結果

2021年度スポット市場価格データを使用 202２年度スポット市場価格データを使用
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

- EV＋PVケース

- PVのみケース

- 省エネ機器のみケース

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ いずれの機器を導入した場合も、基本的に市場のボラティリティが大きいほど機器導入による便益

は増加した。

結果サマリー

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果

結果サマリー

EV（車両・充放電器）

• 2020年度データを用いた計算結果と比較すると、充放電効率が改善したほか、2021・
2022年度はスポット価格のボラティリティが増大したため、拠出可能なEPCコストは基本
的に改善傾向となった。

• 特に需要が1日を通して高く、自家消費への放電による小売調達コストの削減効果が大きく
なる消防署系施設では、ボラティリティの拡大により充放電器へ拠出可能なEPCコストが大
幅に増加し、トータルのEPCコストの増加につながった。

PV
• 2020年度データを用いた計算結果と比較すると、スポット価格のボラティリティが年を追う
ごとに拡大したため、PVの導入による小売の調達コストの削減の効果が増大し、いずれの施
設においても拠出可能なEPCコストは増加した。

省エネ機器

• 2020年度データを用いた計算結果と比較すると、スポット価格のボラティリティが年を追う
ごとに拡大したため、省エネ機器の導入による小売の調達コストの削減の効果が増大し、ほと
んどの施設で省エネ機器の導入に拠出可能なEPCコストは増加した。

• 若松消防署本署については、ガス機器の省エネ機器による代替により総額として大きな効果
が出るものの、年を追うごとにスポット価格のボラティリティが高まり、電力需要の増加に伴
う小売調達コストの増加が大きくなったため、拠出可能なEPCコストが小さくなったと考え
られる。
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

- EV＋PVケース

- PVのみケース

- 省エネ機器のみケース

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ EVおよびEV充放電器の導入による庁舎・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの

計算結果は以下の表の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、EV車両のリース期間は14年、リース料指数は1.７５、EV充放電器のリース期間は10年、

リース指数は１．３と設定した。また、各施設にはPV導入済みとして計算を行った。

施設別の拠出可能なEPCコスト（EV)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果

施設

EV車両（/14年・台） EV充放電器（/10年） 合計
2020年度データ
充放電効率９０％2021年度

データ
2022年度

データ
2021年度

データ
2022年度

データ
2021年度

データ
2022年度

データ

貫市民センター
（最大需要：50kW）

７６万円 76万円 １０万円 ２5万円 ８６万円 １０1万円 ５2万円

島郷合同庁舎
（最大需要：98kW）

73万円 74万円 １０万円 ４０万円 ８３万円 １１４万円 49万円

若松消防署本署
（最大需要：50kW）

95万円 95万円 31万円 56万円 126万円 151万円 １21万円

小倉北消防署浅野分署
（最大需要：22kW）

113万円 109万円 50万円 65万円 16４万円 17５万円 １１０万円

備考

いずれの施設でも2020年度データよりもスポット価格のボラティリティが高まったことや充放電効率の改善により
小売の調達コストの削減の効果が増大し、いずれの施設においても拠出可能なEPCコストは増加した。特に需要が1
日を通して高く、自家消費への放電による小売調達コストの削減効果が大きくなる消防署系施設では、ボラティリティ
の拡大により充放電器へ拠出可能なEPCコストが大幅に増加し、トータルのEPCコストの増加につながった。

※EV蓄電池容量は、貫市民センター・島郷合同庁舎が40kWh×5台、若松消防署本署、小倉北消防署浅野分署が４０ｋWh×1台
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⚫ EVおよびEV充放電器の導入による庁舎・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの

計算結果は以下の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、EV車両のリース期間は14年、リース料指数は1.７５、EV充放電器のリース期間は10年、

リース指数は１．３と設定した。また、各施設にはPV導入済みとして計算を行った。

施設別の拠出可能なEPCコスト（EV)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果
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⚫ エコタウンセンターと同条件（EV2台・蓄電池容量計40kWh）で計算した際の、EVおよびEV充放

電器の導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計算結果

は以下の表の通りとなった。

（参考）EVに拠出可能なEPCコスト（EV2台・計40kWh）

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果

施設

EV車両（/14年・台） EV充放電器（/10年） 合計

2021年度データ 2022年度データ 2021年度データ 2022年度データ 2021年度データ 2022年度データ

貫市民センター
（最大需要：50kW）

８３万円 82万円 １６万円 28万円 99万円 110万円

島郷合同庁舎
（最大需要：98kW）

80万円 79万円 11万円 30万円 9０万円 109万円

井堀小学校
（最大需要：82kW）

80万円 79万円 １４万円 ３９万円 94万円 118万円

戸畑中央小学校
（最大需要：140kW）

79万円 79万円 12万円 38万円 91万円 117万円

若松消防署本署
（最大需要：50kW）

79万円 79万円 40万円 ７２万円 118万円 15０万円

小倉北消防署浅野
分署
（最大需要：22kW）

81万円 79万円 47万円 63万円 128万円 142万円
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⚫ エコタウンセンターと同条件（EV2台・蓄電池容量計40kWh）で計算した際の、EVおよびEV充放

電器の導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計算結果

は以下の通りとなった。

（参考）EVに拠出可能なEPCコスト（EV2台・計40kWh）

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

- EV＋PVケース

- PVのみケース

- 省エネ機器のみケース

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ PVの導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計算結果は

以下の表の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、太陽光パネルのリース期間は２０年、リース料指数は1.７と設定した。PVケースではPV

のみの導入による需要削減の効果を評価した。

施設別の拠出可能なEPCコスト（PV)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果

施設 2020年度データ 2021年度データ 2022年度データ

貫市民センター
（最大需要：50kW）

17万円/kW 31万円/kW 36万円/kW

島郷合同庁舎
（最大需要：98kW）

21万円/kW 37万円/kW 43万円/kW

井堀小学校
（最大需要：82kW）

16万円/kW 17万円/kW 19万円/kW

戸畑中央小学校
（最大需要：140kW）

19万円/kW 19万円/kW 22万円/kW

若松消防署本署
（最大需要：50kW）

19万円/kW 31万円/kW 36万円/kW

小倉北消防署浅野分署
（最大需要：22kW）

17万円/kW 23万円/kW 29万円/kW

備考

2020年度データで計算した結果と比較すると、スポット価格のボラティリティが年を追うごとに拡
大したため、PVの導入による小売の調達コストの削減の効果が増大し、いずれの施設においても拠
出可能なEPCコストは増加した。
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⚫ PVの導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計算結果は

以下の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、太陽光パネルのリース期間は２０年、リース料指数は1.７と設定した。PVケースではPV

のみの導入による需要削減の効果を評価した。

施設別の拠出可能なEPCコスト（PV)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果
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⚫ 分析の背景・方針

⚫ 分析条件

⚫ エコタウンセンターでの分析結果

⚫ 庁舎・小学校・消防署での分析結果

- EV＋PVケース

- PVのみケース

- 省エネ機器のみケース

2.EVを活用したビジネスモデルの検討
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⚫ 省エネ機器の導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計

算結果は以下の表の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、省エネ機器のリース期間は１５年、リース料指数は1.５と設定した。省エネ機器ケースでは

省エネ機器のみの導入による需要削減の効果を評価した。

施設別の拠出可能なEPCコスト（省エネ機器)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果

施設 2020年度データ 2021年度データ 2022年度データ

貫市民センター
（最大需要：50kW）

502万円 539万円 598万円

島郷合同庁舎
（最大需要：98kW）

779万円 914万円 1028万円

井堀小学校
（最大需要：82kW）

88万円 154万円 179万円

戸畑中央小学校
（最大需要：140kW）

208万円 335万円 388万円

若松消防署本署
（最大需要：50kW）

5,094万円 5,086万円 4,906万円

小倉北消防署浅野分署
（最大需要：22kW）

409万円 463万円 567万円

備考

2020年度データをによる計算結果と比較すると、スポット価格のボラティリティが年を追うごとに
拡大したため、省エネ機器の導入による小売の調達コストの削減の効果が増大し、ほとんどの施設
で省エネ機器の導入に拠出可能なEPCコストは増加した。
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⚫ 省エネ機器の導入による庁舎・小学校・消防署系公共施設の各機器へ拠出可能なEPCコストの計

算結果は以下の通りとなった。

- 小売の粗利率は５％、省エネ機器のリース期間は１５年、リース料指数は1.５と設定した。省エネ機器ケースでは

省エネ機器のみの導入による需要削減の効果を評価した。

施設別の拠出可能なEPCコスト（省エネ機器)

2.4 庁舎・小学校・消防署での分析結果
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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出所）総務省「日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）－分類項目名」

⚫ 企業需要家に対して、業種別・企業規模別（中小企業・大企業）に再エネ調達の検討・実施状況、課題

を把握することを目的に、下記アンケートを実施した。

企業向けアンケート実施概要(1/2)

1. 調査概要

項目 詳細

調査方式 インターネットアンケート調査

調査期間 2022/12/19(月)～2022/12/23(金)

調査対象 スクリーニング調査で以下に該当するモニターを抽
出
• 該当する業種に「現在経営者・役員として働いて

いる」 かつ 主なお勤め先の電力会社（電気の使
用プラン）の選定について「意思決定に関与してい
る」

回収数 • 【事前調査】 16,398サンプル
• 【本調査】 1,986サンプル

集計区分 下記の15×2の30セグメントを対象とした。
• 業種：15セグメント（右表参照）
• 企業規模：２セグメント（中小企業、大企業）

業種セグメント 概要

建設業 総合工事業、職別工事業(設備工事業を除く)、設備工事業

製造業 食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業等

電気・ガス・熱供給・水道

業

電気業、ガス業、熱供給業、水道業

情報通信業 通信業、放送業、情報サービス業等

運輸業，郵便業 鉄道業、道路旅客運送業、道路貨物運送業等

卸売業，小売業 各種商品卸売業、繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業等

金融業，保険業 銀行業、協同組織金融業等

不動産業，物品賃貸業 不動産取引業、不動産賃貸業・管理業、物品賃貸業

学術研究，専門・技術サー

ビス業

学術・開発研究機関、専門サービス業（他に分類されないも

の）、広告業、技術サービス業（他に分類されないもの）

宿泊業，飲食サービス業 宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業

生活関連サービス業，娯

楽業

洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業、

娯楽業

教育，学習支援業 学校教育、その他の教育，学習支援業

医療，福祉 医療業、保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業

複合サービス事業 郵便局、協同組合（他に分類されないもの）

サービス業（他に分類さ

れないもの）

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業（別掲を除く）、

職業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービス業、政治・

経済・文化団体、宗教、その他のサービス業、外国公務

企業向けアンケート概要

（参考）業種セグメント詳細
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⚫ 回収数は下記の結果となり、中小企業ではほぼ全業種で100以上のサンプルを取得できたが、大

企業では十分な回答の取得が難しかった。

企業向けアンケート実施概要(2/2)

1. 調査概要

建設業 製造業 電気・ガ

ス・熱供

給・水道

業

情報通

信業

運輸

業，郵

便業

卸売

業，小

売業

金融

業，保

険業

不動産

業，物

品賃貸

業

学術研

究，専

門・技術

サービス

業

宿泊

業，飲

食サービ

ス業

生活関

連サービ

ス業，娯

楽業

教育，

学習支

援業

医療，

福祉

複合サー

ビス事業

サービス

業

（他に分

類されな

いもの）

中小企業 n 103 103 97 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 62 103 1,498 1,986

% 5.2% 5.2% 4.9% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 5.2% 3.1% 5.2% 75.4% 100.0%

大企業 n 36 103 26 51 17 45 65 25 9 8 6 16 40 11 30 488

% 1.8% 5.2% 1.3% 2.6% 0.9% 2.3% 3.3% 1.3% 0.5% 0.4% 0.3% 0.8% 2.0% 0.6% 1.5% 24.6%

計

49.7%

5.9%
5.8%

4.6%

7.7%

26.3%

0～100万kWh未満 100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満 1億～10億kWh未満

10億kWh～ わからない/覚えていない

9.5 

10.0 

6.6 

81.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

RE100

TCFD

SBT

あてはまるものはない

19.2%

56.3%

24.4%

ある ない 検討中

年間消費電力量（全社）
（N=1,986）

再エネ関連の取り組み
（N=1,986）

再エネ調達の将来の目標
（N=1,986）
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 自家発電の設置・検討状況は以下の通り

⚫ 「導入済み」(17%)は2割弱、「導入していないが検討中」（12%）を合わせても、導入または検討割

合は3割弱。

⚫ 大企業の「導入済み」(46%)は半数近いが、中小企業ではこれが8%にとどまる。

⚫ 中小企業では、電気・ガス・熱供給・水道業の「導入済み」(26%)割合がやや高い。

⚫ 大企業では「導入済み」割合が総じて高い。

再エネ電力調達の手法：自家発電

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S1 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
自家発電

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：自家発電（業種別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S1 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
自家発電

⚫ 製造業、電気・ガス・熱供給・水道業で「導入済み」が3割前後と導入が進んでいることが分かった。

※全体ベース（n=1,986）

2.9
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（参考）再エネ電力調達の手法：自家発電（中小企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S1 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
自家発電

⚫ 中小企業では、電気・ガス・熱供給・水道業の「導入済み」(26%)が高いものの、学術研究・専門・技

術サービス業はほとんど導入されていなかった。

※全体ベース（n=1,986）

2.9
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（参考）再エネ電力調達の手法：自家発電（大企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S1 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
自家発電

⚫ 大企業では、生活関連サービス業、娯楽業の「導入済み」(66.7%)が高いものの、宿泊・飲食サー

ビス業では12.5％と低かった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：自家発電（電力消費量別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S1 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
自家発電

⚫ 電力消費量の多い企業、特に１０億kWh以上の企業では導入済みが67％に上った。

※全体ベース（n=1,986）
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⚫ 再エネ電力メニューの導入・検討状況は以下の通り

⚫ 「導入している」は13%、「導入していないが検討中」(20%)を加えても、導入または検討割合は3

社に1社程度。

⚫ 大企業では「導入している」(34%)と3割を超えるが、中小企業では6%にとどまる。

⚫ 中小企業で導入割合が高いのは、電気・ガス・熱供給・水道業 (19%) 。

⚫ 大企業ではどの業種でも導入または導入検討割合が総じて高い。

再エネ電力調達の手法：再エネ電力メニュー

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S2 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ電力メニュー

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ電力メニュー（業種別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S2 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ電力メニュー

⚫ 電気・ガス・熱供給・水道業、製造業の「導入済み」が高いものの、学術研究・専門・技術サービス業で

はあまり導入が進んでいなかった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ電力メニュー（中小企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S2 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ電力メニュー

⚫ 中小企業では、電気・ガス・熱供給・水道業の「導入済み」が高いものの、不動産業・物品賃貸業、学

術研究・専門・技術サービス業では「導入済み」が1～２％と低かった。

1.0

1.9

2.9

※全体ベース（n=1,986）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 13

（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ電力メニュー（大企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S2 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ電力メニュー

⚫ 大企業では、電気・ガス・熱供給・水道業、製造業、医療・福祉業で導入済みの割合が高かったが、運

輸業・郵便業、教育・学習支援業では導入済みの割合が低かった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ電力メニュー（電力消費量別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S2 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ電力メニュー

⚫ 電力消費量の多い企業、特に１０億kWh以上の企業では導入済みが半数以上に上った。

※全体ベース（n=1,986）
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⚫ PPAの導入・検討状況は以下の通り

⚫ 「導入している」は7%、これに「導入していないが検討中」(14%)を合わせても、導入または検討

割合は2割ほどにとどまる。

⚫ 導入または検討割合は、大企業では52%と半数を超えるが、中小企業では「検討している」(2%)

および「導入していないが検討中」(8%)の計10%にとどまっている。

⚫ 中小企業での導入割合は、電気・ガス・熱供給・水道業 (14%)が突出している。

⚫ 大企業では、回答者数の多い業種では総じて2割程度が導入していると回答している。

再エネ電力調達の手法： PPA

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S3 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
PPA

2.4

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：PPA（業種別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S3 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
PPA

⚫ 電気・ガス・熱供給・水道業では2割近く導入されているが、生活関連サービス業・娯楽業ではほと

んど導入されていなかった。

※全体ベース（n=1,986）

2.3

2.7
2.7

0.9

1.7
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（参考）再エネ電力調達の手法：PPA（中小企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S3 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
PPA

⚫ 中小企業では、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業、生活関連サービス業・娯楽

業、医療・福祉業ではPPAが導入されておらず、その他の業種も総じて導入済みが少なかった。

1.0

2.9

1.0

2.9

1.0

2.9

2.9

1.9

1.0

2.9

2.9

1.9

1.9

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：PPA（大企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S3 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
PPA

⚫ 大企業では、電気・ガス・熱供給・水道業で半数が導入済みだったが、運輸業・郵便業、教育・学習支

援業では導入済みの割合が低かった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：PPA（電力消費量別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S3 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
PPA

⚫ 電力消費量の多い企業、特に１０億kWh以上の企業では導入済みが３割以上であった。

※全体ベース（n=1,986）

0.5
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⚫ 再エネ証書の導入・検討状況は以下の通り

⚫ 「導入している」は7%、これに「導入していないが検討中」(14%)を合わせても、導入または検討

割合は2割ほどにとどまる。

⚫ 導入または検討割合は、大企業では56%と半数を超えているが、中小企業では「検討している」

(3%)＋「導入していないが検討中」(8%)の計11%ほどにとどまる。

⚫ 中小企業では「導入している」が1割を超える業種はなく、「導入していないが検討中」を合わせた導

入または検討割合は、電気・ガス・熱供給・水道業(30%)や複合サービス事業(24%)でやや高い。

⚫ 大企業では、回答者数の多い業種では総じて2割程度が導入していると回答している。

再エネ電力調達の手法：再エネ証書

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S4 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ証書

2.5

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ証書（業種別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S4 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ証書

⚫ 製造業、電気・ガス・熱供給・水道業での導入割合が高いものの15％程度にすぎず、生活関連サー

ビス業・娯楽業ではほとんど導入されていなかった。

※全体ベース（n=1,986）

1.8

0.9

2.5

1.4



Copyright © Mitsubishi Research Institute 22

（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ証書（中小企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S4 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ証書

⚫ 中小企業では、電気・ガス・熱供給・水道業での導入割合が高いものの7.2％にすぎず、不動産業・

物品賃貸業、生活関連サービス業・娯楽業、医療・福祉業では全く導入されていなかった。
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※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ証書（大企業）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S4 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ証書

⚫ 大企業では、電気・ガス・熱供給・水道業、宿泊業・飲食サービス業で導入済みの割合が高かったが、

教育・学習支援業では導入されていなかった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の手法：再エネ証書（電力消費量別）

2. 調査結果|①再エネ電力調達に関する取り組み状況

Q1S4 現在取り組まれている再エネ電力調達について、それぞれの調達手法に関してご状況を教えてください。
再エネ証書

⚫ 電力消費量の多い企業、特に１０億kWh以上の企業では導入済みが4割程度に上った。

※全体ベース（n=1,986）
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 再エネ調達の最重視ポイントは以下の通り

⚫ 全体では「価格の安定性（長期で一定価格）」が30%と最も高く、「価格の安さ」(28%)が続く。

⚫ 大企業では「価格の安定性（長期で一定価格）」(37%)重視度が高く、「価格の安さ」(18%)を上

回っている。

⚫ 中小企業の結果は、概ね全体と近似するが、「特になし」(25%)がやや多い。中小企業においては、

電気・ガス・熱供給・水道業や複合サービス事業で「地域貢献」や「電源種」などの重視度が相対的に

高い。

再エネ電力調達の最重視ポイント

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q2
再エネ調達全般について、自社で検討する際の最も重視する（した）ポイントについて教えてください。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の最重視ポイント（業種別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫ 宿泊業・飲食サービス業、生活サービス業・娯楽業、学術研究・専門・技術サービス業では4割近くが

価格の安さを重視していた。

Q2
再エネ調達全般について、自社で検討する際の最も重視する（した）ポイントについて教えてください。
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※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力調達の最重視ポイント（中小企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫ 中小企業では、宿泊・飲食サービス業、運輸・郵便業、学術研究・専門・技術サービス業では4割近く

が価格の安さを重視していた。

Q2
再エネ調達全般について、自社で検討する際の最も重視する（した）ポイントについて教えてください。
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※全体ベース（n=1,986）
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0.4

（参考）再エネ電力調達の最重視ポイント（大企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫ 大企業では、情報通信業、生活関連サービス業・娯楽業では半数以上が価格の安定性を重視してい

た。

※全体ベース（n=1,986）

Q2
再エネ調達全般について、自社で検討する際の最も重視する（した）ポイントについて教えてください。
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（参考）再エネ電力調達の最重視ポイント（電力消費量別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫ 「価格の安定性」は特にやや電力消費量の多い（1,000万～1億kWh未満）企業で４割以上が重視

していた。

Q2
再エネ調達全般について、自社で検討する際の最も重視する（した）ポイントについて教えてください。

※全体ベース（n=1,986）
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0.2

0.3

⚫ 再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択は以下の通り

⚫ 立地選択を望む割合は55%（100%－「特に選びたいとは思わない」31%・「わからない」15%で

算出）であった。内訳としては、「自社の敷地内を選びたい」(28%)と「オフィス、工場に近い電源を

選びたい」(18%)などが上位となる。

⚫ 立地選択を望む割合は、大企業では85%に及ぶのに対して、中小企業では45%にとどまる。

⚫ 中小企業で、立地選択を望む割合が高いのは、電気・ガス・熱供給・水道業(59%)、複合サービス事

業(68%)、製造業(55%)など。

⚫ 大企業のうち、回答者数が多い業種で立地選択を望む割合が高いのは、製造業(94%)、電気・ガ

ス・熱供給・水道業(92%)などである。

再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q3
再エネ調達を検討する場合に、調達する再エネ電源や再エネ証書の立地場所を選択できるとしたら、貴社では選択したいと思いますか、また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

最も当てはまるものをご回答ください。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択（業種別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q3
再エネ調達を検討する場合に、調達する再エネ電源や再エネ証書の立地場所を選択できるとしたら、貴社では選択したいと思いますか、また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

最も当てはまるものをご回答ください。

⚫ 「自社の敷地内を選びたい」の回答が医療・福祉業、電気・ガス・熱供給・水道業で4割近かった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択（中小企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q3
再エネ調達を検討する場合に、調達する再エネ電源や再エネ証書の立地場所を選択できるとしたら、貴社では選択したいと思いますか、また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

最も当てはまるものをご回答ください。

⚫ 中小企業では、「特に選びたいとは思わない」の回答が多く、その傾向は学術研究・専門・技術サー

ビス業、情報通信業で半数以上の回答が見られた。
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※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択（大企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q3
再エネ調達を検討する場合に、調達する再エネ電源や再エネ証書の立地場所を選択できるとしたら、貴社では選択したいと思いますか、また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

最も当てはまるものをご回答ください。

⚫ 大企業では、医療・福祉業では6割近くが「自社の敷地内を選びたい」と、製造業、生活関連サービス

業・娯楽業では半数以上が「オフィス、工場に近い電源を選びたい」と回答していた。

※全体ベース

0.2

※全体ベース（n=1,986）
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※全体ベース（n=1,986）

（参考）再エネ電源・再エネ証書立地場所の選択（電力消費量別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q3
再エネ調達を検討する場合に、調達する再エネ電源や再エネ証書の立地場所を選択できるとしたら、貴社では選択したいと思いますか、また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

最も当てはまるものをご回答ください。

⚫ 電力消費量の少ない企業では「特に選びたいとは思わない」が突出して４割以上。それ以外の企業

は「自社の敷地内を選びたい」「オフィス、工場に近い電源を選びたい」傾向が顕著。
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⚫ 再エネ調達の価格許容度は以下の通り

⚫ 価格の上乗せを許容できる割合は54%（100%－「上乗せは許容できない」29%・「わからない」

17%で算出）。許容できる上乗せ割合は、「1～5%増」(20%) 、「6～10%増」(15%)などで、

11%以上を許容できる割合は計20%である。

⚫ 中小企業では、上乗せを許容できる割合は46%と半数以下となる他、11%以上の許容割合も計

12%と、上乗せに対しては厳しい見方が強い。中小企業において、上乗せを許容する割合が特に大

きいのは、電気・ガス・熱供給・水道業(66%)と複合サービス事業(68%)である。

⚫ 一方、大企業では、上乗せを許容できる割合が79%、11%以上の上乗せ許容割合も44%と、価格

上乗せに対する余地が大きいことを窺わせる。

再エネ調達の価格許容度

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q4
再エネ調達を検討する場合に、通常の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。
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0.9 0.9
0.9

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ調達の上乗せ許容度（業種別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q4
再エネ調達を検討する場合に、通常の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。

⚫ 「上乗せは許容できない」の回答が多く、特に学術研究・専門・技術サービス業、教育・学習支援業で

その傾向が強く見られた。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ調達の上乗せ許容度（中小企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q4
再エネ調達を検討する場合に、通常の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。

⚫ 中小企業では、「上乗せは許容できない」の回答が多く、特に学術研究・専門・技術サービス業、情報

通信業でその傾向が強く見られた。
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※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ調達の上乗せ許容度（大企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q4
再エネ調達を検討する場合に、通常の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。

⚫ 大企業では、「上乗せは許容できない」の回答が少なく、医療・福祉業で3割、生活関連サービス業・

娯楽業で2割程度だった。
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※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ調達の上乗せ許容度（電力消費量別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q4
再エネ調達を検討する場合に、通常の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。

⚫ 上乗せが許容できない傾向が強かったのは電力消費量の少ない企業で、４割弱の回答があった。

※全体ベース（n=1,986）
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⚫ 再エネ見送り理由は以下の通り

⚫ 見送り理由としては、「どの再エネ調達手法を選択すれば良いか判断がつかない」が41%と最も高

く、「再エネにかける予算がない・費用が高い」(36%)が続いた。

⚫ 中小企業のうち、情報通信業や卸売業・小売業では「保有施設の形態や契約上、導入することができ

ない」との回答も目立った。医療・福祉では「どの再エネ調達手法を選択すれば良いか判断がつかな

い」(58%)が6割近かった。

⚫ 大企業では「対応できる人員が不足している」(39%)が4割近くであり、電気・ガス・熱供給・水道

業、卸売業・小売業、金融業・保険業などで「対応できる人員が不足している」の割合が高かった。

再エネ見送り理由

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q5
4種類の再エネ調達手法（自家発電、再エネ電力メニュー、PPA、再エネ証書）のうちどれか1種類でも「検討していない」「検討したが見送った」と回答された方にお伺いします。

「検討していない」「検討したが見送った」と選択された再エネ調達手法について、検討または導入しなかった理由はなぜですか。（複数選択可）

※再エネ見送り者ベース（n=1,703）
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（参考）再エネ見送り理由（業種別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q5
4種類の再エネ調達手法（自家発電、再エネ電力メニュー、PPA、再エネ証書）のうちどれか1種類でも「検討していない」「検討したが見送った」と回答された方にお伺いします。

「検討していない」「検討したが見送った」と選択された再エネ調達手法について、検討または導入しなかった理由はなぜですか。（複数選択可）

⚫ 「どの再エネ調達方法を選択すれば良いか判断がつかない」が医療・福祉業で半数を占め、他の業種

でも高い数値を示した。

※再エネ見送り者ベース（n=1,703）
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（参考）再エネ見送り理由（中小企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q5
4種類の再エネ調達手法（自家発電、再エネ電力メニュー、PPA、再エネ証書）のうちどれか1種類でも「検討していない」「検討したが見送った」と回答された方にお伺いします。

「検討していない」「検討したが見送った」と選択された再エネ調達手法について、検討または導入しなかった理由はなぜですか。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、「どの再エネ調達方法を選択すれば良いか判断がつかない」が医療・福祉業で6割近

く、宿泊業・飲食サービス業、建設業でも46～47％程度と高かった。

※再エネ見送り者ベース（n=1,703）
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（参考）再エネ見送り理由（大企業）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q5
4種類の再エネ調達手法（自家発電、再エネ電力メニュー、PPA、再エネ証書）のうちどれか1種類でも「検討していない」「検討したが見送った」と回答された方にお伺いします。

「検討していない」「検討したが見送った」と選択された再エネ調達手法について、検討または導入しなかった理由はなぜですか。（複数選択可）

⚫ 大企業では、 「どの再エネ調達方法を選択すれば良いか判断がつかない」は生活関連サービス業・

娯楽業、教育・学習支援業で6割近い結果となった。

※再エネ見送り者ベース（n=1,703）
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（参考）再エネ見送り理由（電力消費量別）

2. 調査結果|②再エネ電力調達全般に関する設問

Q5
4種類の再エネ調達手法（自家発電、再エネ電力メニュー、PPA、再エネ証書）のうちどれか1種類でも「検討していない」「検討したが見送った」と回答された方にお伺いします。

「検討していない」「検討したが見送った」と選択された再エネ調達手法について、検討または導入しなかった理由はなぜですか。（複数選択可）

⚫ 「どの再エネ調達手法を選択すれば良いか判断がつかない」は電力消費量のやや少ない（100万～

1,000万kWh未満）企業で半数以上の回答があった。

※再エネ見送り者ベース（n=1,703）
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 自家発電検討理由は以下の通り

⚫ 検討理由としては、「電気代を削減できると考えたため」が49%と最も高く、次いで「災害等で停電

しているときも電気を利用できると考えたため」(41%)が高かった。

⚫ 中小企業では、「電気代を削減できると考えたため」(55%)が極めて高かった。

⚫ 大企業では「電気代を削減できると考えたため」(43%)は中小企業よりも割合が低く、「電気代を

一定程度、安定させることができると考えたため」(42%)が比較的高い結果になった。

自家発電検討理由

2. 調査結果|③自家発電に関する設問

Q6 自家発電を検討された（している）理由を教えてください。（複数選択可）

※自家発電検討者ベース（n=590）
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（参考）自家発電検討理由（業種別）

2. 調査結果|③自家発電に関する設問

Q6
自家発電を検討された（している）理由を教えてください。（複数選択可）

⚫ 「電気代を削減できると考えたため」が複合サービス業、宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売業、

不動産業・物品賃貸業、運輸業・郵便業で6割程度回答があった。

※自家発電検討者ベース（n=590）
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（参考）自家発電検討理由（中小企業）

2. 調査結果|③自家発電に関する設問

Q6
自家発電を検討された（している）理由を教えてください。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、「電気代を削減できると考えたため」が運輸業・郵便業、卸売業・小売業、製造業で6

割程度回答があった。

※自家発電検討者ベース（n=590）
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（参考）自家発電検討理由（大企業）

2. 調査結果|③自家発電に関する設問

Q6
自家発電を検討された（している）理由を教えてください。（複数選択可）

⚫ 大企業では、 「電気代を削減できると考えたため」が回答数が少ない宿泊業・飲食サービス業で

100％、製造業では「電気代を一定程度、安定させることができると考えたため」が5割と高かった。

※自家発電検討者ベース（n=590）
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（参考）自家発電検討理由（電力消費量別）

2. 調査結果|③自家発電に関する設問

Q6
自家発電を検討された（している）理由を教えてください。（複数選択可）

⚫ 「電気代を削減できると考えたため」は電力消費量が少ない企業では６割近い回答があった。

※自家発電検討者ベース（n=590）
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 再エネ電力メニューの検討に当たって、重視点は以下の通り

⚫ 重視点（複数回答）としては、「契約する電力会社の規模、安定性」が63%と最も高く、「メニューに

おける再エネ比率」(46%)が続く。

⚫ 大企業では、中小企業と比べて、各項目の重視割合が高かった。

⚫ 大企業の製造業は「メニューにおける再エネ比率」(56%)が高い。情報通信業は「メニューにおける

再エネ比率」(39%)がやや低く、「契約する電力会社の規模、安定性」(76%)が高い。

再エネ電力メニュー：再エネ検討重視点

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q7
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

※再エネ検討者ベース（n=653）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討重視点（業種別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q7
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 「契約する電力会社の規模、安定性」が重視され、特に情報通信業、学術研究・専門・技術サービス業、

不動産業・物品賃貸業で8割程度の回答があった。

※再エネ検討者ベース（n=653）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討重視点（中小企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q7
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、「契約する電力会社の規模、安定性」が重視され、特に情報通信業、製造業、学術研

究・専門・技術サービス業で8割程度の回答があった。

※再エネ検討者ベース（n=653）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討重視点（大企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q7
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 大企業では、 「契約する電力会社の規模、安定性」が不動産業・物品賃貸業で8割以上、「メニューに

おける再エネ比率」は学術研究・専門・技術サービス業で8割以上回答があり、重視されていた。

※再エネ検討者ベース（n=653）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討重視点（電力消費量別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q7
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 「契約する電力会社の規模、安定性」は、電力消費量のやや多い（1,000万～1億kWh未満）企業で

７割以上の回答があった。

※再エネ検討者ベース（n=653）
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⚫ 再エネ電力メニューの検討に当たって、最も重視する点は以下の通り

⚫ 最重視点（単一回答）としては、「契約する電力会社の規模、安定性」が47%と最も高く、「メニュー

における再エネ比率」(33%)が続く。

⚫ 中小企業と大企業で大きな差異はない。

再エネ電力メニュー：再エネ検討最重視点

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q8
前問のうち、特に重視する（した）ものを1つまでお答えください。

0.5

0.7

0.3

※再エネ検討者ベース（n=624）
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0.5

2.1

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討最重視点（業種別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 幅広い業種で共通して「契約する電力会社の規模、安定性」が最重視される傾向が見られたが、電

気・ガス・熱供給・水道業、製造業では「メニューにおける再エネ比率」が最重視されていた。

Q8
前問のうち、特に重視する（した）ものを1つまでお答えください。

※再エネ検討者ベース（n=624）
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0.5

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討最重視点（中小企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 中小企業では、「契約する電力会社の規模、安定性」が最重視点である傾向が見られたが、不動産

業・物品賃貸業、運輸業・郵便業では「メニューにおける再エネ比率」が高い値となっていた。

Q8
前問のうち、特に重視する（した）ものを1つまでお答えください。

※再エネ検討者ベース（n=624）
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0.5

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討最重視点（大企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 大企業では、「契約する電力会社の規模、安定性」が最重視点である傾向が見られたが、学術研究・

専門・技術サービス業、電気・ガス・熱供給水道業では「メニューにおける再エネ比率」が重視されて

いた。
Q8

前問のうち、特に重視する（した）ものを1つまでお答えください。

※再エネ検討者ベース（n=624）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 62

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討最重視点（電力消費量別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 「契約する電力会社の規模、安定性」は電力消費量にかかわらず最も重視されていた。

Q8
前問のうち、特に重視する（した）ものを1つまでお答えください。

※再エネ検討者ベース（n=624）
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⚫ 再エネ電力メニューの検討に当たって、検討条件は以下の通り

⚫ 条件としては、「切り替えによって金銭的メリットが生じる」(25%)、「再エネ電力メニューの調達に

対して公的機関等から補助が出る」(16%)が上位である一方、「どんな状況でも再エネ電力メ

ニューへの変更は検討しない」が24%、「わからない」が28％に上った。

⚫ 大企業では「取引先から再エネ電力メニューを導入するように求められる」(21%)、「RE100、

SBT、TCFDへ参画により、目標へのコミットとして具体的な取組が求められるようになる」「炭素

税などのカーボンプライシングが導入される」(ともに18%)などが高かった。

再エネ電力メニュー：再エネ検討条件

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q9
どういった状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討や導入しようと思われますか。（複数選択可）

※再エネ非検討者ベース（n=1,333）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討条件（業種別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q9
どういった状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討や導入しようと思われますか。（複数選択可）

⚫ 「わからない」が建設業で4割近くと高かった。「どんな状況でも再エネ電力メニューへの変更は検

討しない」がサービス業で34％と高い結果だった。

※再エネ非検討者ベース（n=1,333）
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（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討条件（中小企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q9
どういった状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討や導入しようと思われますか。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、「わからない」が建設業で4割、「どんな状況でも再エネ電力メニューへの変更は検討

しない」がサービス業で4割弱と高い結果だった。

※再エネ非検討者ベース（n=1,333）
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⚫ 大企業では「取引先から再エネ電力メニューを導入するように求められる」と回答があったのは生活

関連サービス・娯楽業（100%）、製造業（33.3%）、運輸業・郵便業（33.3%）、学術研究・専門・技

術サービス（33.3%）だった。

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討条件（大企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q9
どういった状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討や導入しようと思われますか。（複数選択可）

※再エネ非検討者ベース（n=1,333）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 67

⚫ 「取引先から再エネ電力メニューを導入するように求められる」は電力消費量のやや多い（1,000

万～1億kWh未満）企業で３割以上の回答があった。

（参考）再エネ電力メニュー：再エネ検討条件（電力消費量別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q9
どういった状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討や導入しようと思われますか。（複数選択可）

※再エネ非検討者ベース（n=1,333）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 68

⚫ 再エネ電力メニューへの切り替え時に有益な情報（価格以外）は以下の通り

⚫ 「地球温暖化へ及ぼす影響や、環境への貢献度（再エネ電力メニュー選択により削減できるCO2の

排出量等）」(29%)、「再エネ電力メニューの契約に関する情報（契約期間、解約条件等）」「再エネ電

力メニューへの切り替え方法についての情報」(ともに23%)などが挙げられる。

⚫ 中小企業は「わからない」(43%)が高かった一方で、大企業は、「地球温暖化へ及ぼす影響や、環境

への貢献度（再エネ電力メニュー選択により削減できるCO2の排出量等）」(48%)が高かった。

再エネ電力メニュー切り替え時に有益な情報

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q10
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどういった情報があると切り替えを検討しやすい、検討しやすかったかと思われますか。（複数選択可）

※既に導入済みの方は、価格以外にどういった情報があるとより検討しやすかったかお答えください。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力メニュー切り替え時に有益な情報（業種別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q10
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどういった情報があると切り替えを検討しやすい、検討しやすかったかと思われますか。（複数選択可）

※既に導入済みの方は、価格以外にどういった情報があるとより検討しやすかったかお答えください。

⚫ 「わからない」が多く、特にサービス業、生活関連サービス業・娯楽業、卸売業・小売業で4割の回答

があった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力メニュー切り替え時に有益な情報（中小企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

Q10
再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどういった情報があると切り替えを検討しやすい、検討しやすかったかと思われますか。（複数選択可）

※既に導入済みの方は、価格以外にどういった情報があるとより検討しやすかったかお答えください。

⚫ 中小企業では、「わからない」が多く、特にサービス業、卸売業・小売業、情報通信業で半数近い回答

があった。

※全体ベース（n=1,986）
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（参考）再エネ電力メニュー切り替え時に有益な情報（大企業）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 大企業では、「地球温暖化へ及ぼす影響や、環境への貢献度」が特に回答数が少ないものの、生活関

連サービス業・娯楽業、不動産業・物品賃貸業、製造業、建設業で重視されていた。
Q10

再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどういった情報があると切り替えを検討しやすい、検討しやすかったかと思われますか。（複数選択可）
※既に導入済みの方は、価格以外にどういった情報があるとより検討しやすかったかお答えください。

※全体ベース（n=1,986）
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地球温暖
化へ及ぼ
す影響
や、環境
への貢献
度（再エ
ネ電力メ
ニュー選
択により
削減でき
るCO2の
排出量

国や自治
体が掲げ
ている脱
炭素・再
エネ比率
目標

再エネ電
力メ
ニューへ
の切り替
え方法に
ついての
情報

再エネ電
力メ
ニューを
構成して
いる再エ
ネ電源の
情報（再
エネ電源
種類、再
エネ発電
所の立地
場所、再

再エネ電
力メ
ニューの
契約に関
する情報
（契約期
間、解約
条件等）

再エネ電
力メ
ニューの
契約件数
や人気ラ
ンキン
グ、口コ
ミ等の情
報

メニュー
がRE100
等の取り
組みに適
合してい
るかどう
か（追加
性がある
電源を
使ってい
る、等）
の情報

その他【
】

わからな
い

全体

(1,933) 28.8 21.0 22.7 18.6 23.2 9.4 7.6 1.8 35.1

(976) 22.5 15.0 20.5 13.9 21.9 8.0 4.8 2.0 42.4

(116) 37.1 34.5 34.5 26.7 31.0 6.0 7.8 0.9 10.3

(110) 56.4 48.2 32.7 40.0 27.3 14.5 20.9 1.8 1.8

(86) 51.2 41.9 32.6 31.4 31.4 20.9 15.1 0.0 4.7

(138) 54.3 40.6 37.7 34.1 31.2 25.4 23.2 0.0 5.1

(507) 22.3 14.8 16.2 14.6 19.5 5.5 4.3 2.4 47.3

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

28.8

21.0 22.7
18.6

23.2

9.4 7.6
1.8

35.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

[比率の差]

全体＋10％

全体＋ 5％

全体－ 5％

全体－10％

n = 30 以上

（参考）再エネ電力メニュー切り替え時に有益な情報（電力消費量別）

2. 調査結果|④再エネ電力メニューに関する設問

⚫ 「地球温暖化へ及ぼす影響や、環境への貢献度」は電力消費量の多い企業で５割以上の回答があっ

た。
Q10

再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどういった情報があると切り替えを検討しやすい、検討しやすかったかと思われますか。（複数選択可）
※既に導入済みの方は、価格以外にどういった情報があるとより検討しやすかったかお答えください。

※全体ベース（n=1,986）
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 導入・検討したPPA種類は以下の通り

⚫ PPAに関しては、「オンサイト」が51%と最も高く、次いで「オフサイト」(47%)の順である。

⚫ 大企業では、「オンサイト」(58%)の割合が半数を超えている。

導入・検討したPPA種類

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q11
導入または検討されたPPAの種類を教えてください。（複数選択可）

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）導入・検討したPPA種類（業種別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q11
導入または検討されたPPAの種類を教えてください。（複数選択可）

⚫ オンサイトPPAは建設業、製造業、医療・福祉業、不動産業・物品賃貸業で、オフサイトPPAは情報

通信業で多く検討されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）導入・検討したPPA種類（中小企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q11
導入または検討されたPPAの種類を教えてください。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、オンサイトPPAは製造業、オフサイトPPAは情報通信業、生活関連サービス業・娯楽

業で検討されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）導入・検討したPPA種類（大企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q11
導入または検討されたPPAの種類を教えてください。（複数選択可）

⚫ 大企業ではオンサイトPPAが製造業、不動産業・物品賃貸業で、オフサイトPPAが複合サービス業、

バーチャルPPAが生活関連サービス業・娯楽業、教育・学習支援業で検討されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）導入・検討したPPA種類（電力消費量別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q11
導入または検討されたPPAの種類を教えてください。（複数選択可）

⚫ 「オンサイト」は電力消費量の多い企業で６割以上検討されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）

オンサイ
ト

オフサイ
ト

バーチャ
ル

あてはま
るものは
ない/検
討中

全体

(383) 49.9 47.0 26.1 12.8

(55) 32.7 45.5 12.7 21.8

(50) 46.0 42.0 20.0 12.0

(72) 48.6 58.3 26.4 5.6

(57) 54.4 50.9 36.8 7.0

(94) 64.9 47.9 39.4 4.3

(55) 41.8 32.7 10.9 34.5

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

49.9 47.0

26.1
12.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

[比率の差]

全体＋10％

全体＋ 5％

全体－ 5％

全体－10％

n = 30 以上
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⚫ PPA調達先認知経路は以下の通り

⚫ 中小企業では「ウェブサイトで検索してPPA事業者を調べた」(31%)、大企業では「PPA事業者か

ら営業があった」(25%)が、それぞれやや高い。

PPA調達先認知経路

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q13
PPAの調達先をどのように知りましたか。

最もあてはまるものをお教えください。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA調達先認知経路（業種別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q13
PPAの調達先をどのように知りましたか。

最もあてはまるものをお教えください。

⚫ 「PPA事業者から営業があった」は建設業で多く、「取引先等からの口コミをもとにPPA事業者に

問い合わせた」は不動産業・物品賃貸業で多かった。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA調達先認知経路（中小企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q13
PPAの調達先をどのように知りましたか。

最もあてはまるものをお教えください。

※PPA検討者ベース

⚫ 中小企業では、比較的「まだ知らない/覚えていない」企業の割合が高く、特に学術研究・専門・技術

サービス業では4割強の回答があった。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA調達先認知経路（大企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q13
PPAの調達先をどのように知りましたか。

最もあてはまるものをお教えください。

⚫ 大企業では、回答数が少ないものの、建設業で「PPA事業者から営業があった」が半数以上、宿泊

業・飲食サービス業では「取引先からの口コミをもとにPPA事業者に問い合わせた」が75%だった。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA調達先認知経路（電力消費量別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q13
PPAの調達先をどのように知りましたか。

最もあてはまるものをお教えください。

⚫ 「ウェブサイトで検索してPPA事業者を調べた」のは電力消費量の少ない企業で４割弱の回答が

あった。

※PPA検討者ベース（n=409）

全体 (%)

(383)

(55)

(50)

(72)

(57)

(94)

(55)

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

24.3

18.2

38.0

18.1

22.8

28.7

20.0

24.0

10.9

22.0

34.7

38.6

23.4

10.9

26.9

36.4

30.0

31.9

21.1

20.2

25.5

15.1

16.4

10.0

13.9

12.3

21.3

12.7

9.7

18.2

1.4

5.3

6.4

30.9

PPA事業者から営業があった

取引先等からの口コミをもとにPPA事業者に問い合わせた

ウェブサイトで検索してPPA事業者を調べた

業界団体、公的主体等からPPA事業者の紹介があった

その他

まだ知らない/覚えていない
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⚫ PPA導入重視点は以下の通り

⚫ 重視点としては「価格の安定性（長期で一定価格）」が50%と最も高く、次いで「現状の電気料金と

比較した場合の価格の安さ」(44%)、「他の再エネ調達手法と比較した場合の価格の安さ」(41%)、

「調達先の発電所の種類（水力、風力、太陽光、バイオマス、原子力等）、発電所の規模」(37%) 。

⚫ 中小企業では各選択肢の挙げられる割合がやや低めとなるのに対して、大企業では「オフバランス

での再エネ調達」(23%)がやや高い結果だった。

PPA導入重視点

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q14
PPAの導入を検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

※PPA検討者ベース（n=409）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 85

（参考）PPA導入重視点（業種別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q14
PPAの導入を検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 「価格の安定性」については宿泊業・飲食サービス業、教育・学習支援業で重視されていた。「価格の

安さ」は回答数が少ないものの、生活関連サービス業・娯楽業で重視されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA導入重視点（中小企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q14
PPAの導入を検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 中小企業では、「価格の安定性」については不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業

で重視されていた。「価格の安さ」は卸売業・小売業、製造業で重視されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA導入重視点（大企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q14
PPAの導入を検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 大企業では、回答数が少ないものの、 「価格の安定性」については宿泊業・飲食サービス業、教育・

学習支援業で重視されていた。「価格の安さ」は教育・学習支援業で重視されていた。

※PPA検討者ベース（n=409）
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（参考）PPA導入重視点（電力消費量別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q14
PPAの導入を検討する場合に、重視する（した）ポイントは何ですか。

あてはまるものを全てお答えください。（複数選択可）

⚫ 「価格の安定性」は電力消費量にかかわらず５割程度の回答があった。

※PPA検討者ベース（n=409）

他の再エ
ネ調達手
法と比較
した場合
の価格の
安さ

現状の電
気料金と
比較した
場合の価
格の安さ

価格の安
定性（長
期で一定
価格）

調達先の
発電所の
種類（水
力、風
力、太陽
光、バイ
オマス、
原子力
等）、発
電所の規
模

調達先の
発電所の
立地場所

調達先の
会社規
模、安定
性

調達先の
地域貢献
度

契約期間 契約手続
きの簡便
さ

初期導入
費用が必
要ない

オフバラ
ンスでの
再エネ調
達

メンテナ
ンスが必
要ない・
壊れたと
きの補償
がある

その他 わからな
い

全体

(383) 41.8 43.6 50.1 37.6 20.1 29.2 20.1 19.8 17.2 20.4 16.4 15.1 0.3 4.7

(55) 41.8 41.8 47.3 30.9 10.9 21.8 3.6 10.9 12.7 16.4 7.3 12.7 0.0 10.9

(50) 36.0 44.0 56.0 34.0 14.0 24.0 16.0 28.0 10.0 18.0 6.0 8.0 0.0 0.0

(72) 40.3 48.6 51.4 43.1 23.6 33.3 25.0 18.1 16.7 19.4 18.1 18.1 1.4 1.4

(57) 47.4 31.6 56.1 40.4 19.3 29.8 21.1 21.1 12.3 21.1 19.3 8.8 0.0 1.8

(94) 46.8 46.8 45.7 40.4 28.7 37.2 30.9 23.4 26.6 23.4 27.7 16.0 0.0 2.1

(55) 34.5 45.5 47.3 32.7 16.4 21.8 14.5 16.4 18.2 21.8 10.9 25.5 0.0 14.5

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

41.8 43.6
50.1

37.6

20.1

29.2

20.1 19.8 17.2
20.4

16.4 15.1

0.3
4.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

[比率の差]

全体＋10％

全体＋ 5％

全体－ 5％

全体－10％

n = 30 以上
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⚫ PPA導入の課題は以下の通り

⚫ PPA導入の課題としては、「契約内容が複雑で締結できない」が27%と最も高く、次いで「長期契

約を許容できない」(19%)、「PPAに関する情報が入手しづらい」(18%)の順である。

⚫ 中小企業では「契約内容が複雑で締結できない」(28%)が高い。特に、電気・ガス・熱供給・水道業

では「契約内容が複雑で締結できない」(37%)がかなり高い。

⚫ 大企業の特に製造業では、「契約内容が複雑で締結できない」(18%)がやや低い一方、「長期契約

を許容できない」(30%)が高い。

PPA導入の課題

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q15
PPAで再エネ調達を実施するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

※PPA非導入者ベース（n=1,577）
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（参考）PPA導入の課題（業種別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q15
PPAで再エネ調達を実施するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 「契約内容が複雑で締結できない」は建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業・保険業で3割を

超える回答があった。「長期契約を許容できない」は情報通信業、宿泊業・飲食サービス業で比較的

回答が多く見られた。

※PPA非導入者ベース（n=1,577）
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（参考）PPA導入の課題（中小企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q15
PPAで再エネ調達を実施するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 中小企業では、 「契約内容が複雑で締結できない」は電気・ガス・熱供給・水道業、建設業で4割近

い回答があった。「長期契約を許容できない」は情報通信業、生活関連サービス業・娯楽業で24％

程度の回答があった。

※PPA非導入者ベース（n=1,577）
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（参考）PPA導入の課題（大企業）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q15
PPAで再エネ調達を実施するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 大企業では、 回答数が少ないものの、「契約内容が複雑で締結できない」は生活関連サービス業・

娯楽業、学術研究・専門・技術サービス業、サービス業で3割強の回答があり、「長期契約を許容でき

ない」は複合サービス業、情報通信業、製造業で3～4割程度回答があった。

※PPA非導入者ベース（n=1,577）
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（参考）PPA導入の課題（電力消費量別）

2. 調査結果|⑤PPAに関する設問

Q15
PPAで再エネ調達を実施するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 「PPAに関する情報が入手しづらい」は電力消費量のやや多い（1,000万～1億kWh未満）企業で

34％と突出していた。

※PPA非導入者ベース（n=1,577）

全体 (%)

(1,550)

(921)

(66)

(38)

(29)

(44)

(452)

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

27.0

29.8

18.2

7.9

24.1

20.5

25.2

18.6

18.3

25.8

23.7

17.2

18.2

17.9

5.0

5.5

4.5

10.5

13.8

11.4

2.2

17.9

17.2

13.6

34.2

17.2

20.5

18.6

12.7

11.0

15.2

13.2

13.8

15.9

15.5

14.0

13.9

19.7

7.9

10.3

11.4

14.4

4.7

4.3

3.0

2.6

3.4

2.3

6.2

契約内容が複雑で締結できない

長期契約を許容できない

与信等の問題で契約したくでもできない

PPAに関する情報が入手しづらい

PPAを導入している実績が少ない

将来的に企業がPPAで調達をしたくても発電所が見つからない状況が懸念される

その他
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①再エネ電力調達に関する取り組み状況

⚫②再エネ電力調達全般に関する設問

⚫③自家発電に関する設問

⚫④再エネ電力メニューに関する設問

⚫⑤PPAに関する設問

⚫⑥再エネ証書に関する設問

再生可能エネルギー調達に関する

企業需要家向けアンケート結果
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⚫ 導入・検討した再エネ証書は以下の通り

⚫ 「グリーン電力証書」が53%と最も高く、「再エネ電力由来J-クレジット」(40%)が続く。

⚫ 中小企業では「証書の種類は検討中」(27%)がやや高い。

導入・検討した再エネ証書

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q16
再エネ証書のうち、導入済み又はご検討中の具体的なものを教えてください。（複数回答可）

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）導入・検討した再エネ証書（業種別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q16
再エネ証書のうち、導入済み又はご検討中の具体的なものを教えてください。（複数回答可）

⚫ グリーン電力証書は特に不動産業・物品賃貸業、建設業、情報通信業、生活関連サービス業・娯楽業

で、再エネ電力由来J-クレジットは特にサービス業で導入・検討されていた。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）導入・検討した再エネ証書（中小企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q16
再エネ証書のうち、導入済み又はご検討中の具体的なものを教えてください。（複数回答可）

⚫ 中小企業では、グリーン電力証書は特に建設業、不動産・物品賃貸業、製造業、情報通信業、サービ

ス業で導入・検討されていた。再エネ電力由来J-クレジットは特に建設業、サービス業、複合サービ

ス業で導入・検討されていた。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）導入・検討した再エネ証書（大企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q16
再エネ証書のうち、導入済み又はご検討中の具体的なものを教えてください。（複数回答可）

⚫ 大企業では回答数が少ないものの、 グリーン電力証書は学術研究・専門・技術サービス業、電気・ガ

ス・熱供給・水道業で導入・検討、再エネ電力由来J-クレジットは特にサービス業、製造業、金融業・

保険業で導入・検討されていた。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）導入・検討した再エネ証書（電力消費量別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q16
再エネ証書のうち、導入済み又はご検討中の具体的なものを教えてください。（複数回答可）

⚫ 「グリーン電力証書」は電力消費量の多い（10億kWh以上）企業で６５％の回答があった。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）

グリーン
電力証書

再エネ電
力由来J-
クレジッ
ト

FIT非化
石証書
（再エネ
指定）

非FIT非
化石証書
（再エネ
指定）

証書の種
類は検討
中

上記にあ
てはまる
ものはな
い

(399) 52.4 40.1 29.6 14.5 19.5 0.8

(59) 40.7 18.6 13.6 8.5 35.6 1.7

(45) 53.3 48.9 26.7 17.8 13.3 2.2

(74) 56.8 58.1 28.4 12.2 6.8 0.0

(60) 56.7 41.7 31.7 10.0 13.3 0.0

(102) 64.7 48.0 43.1 22.5 8.8 1.0

(59) 32.2 16.9 23.7 11.9 49.2 0.0

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

52.4

40.1

29.6

14.5
19.5

0.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

[比率の差]

全体＋10％

全体＋ 5％

全体－ 5％

全体－10％

n = 30 以上
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⚫ 再エネ証書検討理由は以下の通り

⚫ 検討理由としては、「調達の容易さ、手軽さがあるため」が21%と最も高く、次いで「発電種類が豊

富なため」(19%)、「調達できる電源の規模がニーズに合っていたため」(17%)の順である。

⚫ 中小企業では、「調達の容易さ、手軽さがあるため」(24%)がやや高い。

⚫ 大企業では「発電種類が豊富なため」「調達できる電源の規模がニーズに合っていたため」(ともに

20%)がやや高い。

再エネ証書検討理由

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q17
再エネ証書を検討や導入した理由を教えてください。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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2.6

（参考）再エネ証書検討理由（業種別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q17
再エネ証書を検討や導入した理由を教えてください。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 「調達の容易さ、手軽さがあるため」が全業種を通じて多く、特に教育・学習支援業で半数以上の回

答があった。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）再エネ証書検討理由（中小企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q17
再エネ証書を検討や導入した理由を教えてください。

最もあてはまるものをお答えください。

⚫ 中小企業では、 「調達の容易さ、手軽さがあるため」の理由が教育・学習支援業、製造業、サービス

業で多く回答があった。宿泊業・飲食サービス業では「調達できる電源の規模がニーズに合っていた

たため」が５０％だった。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）



Copyright © Mitsubishi Research Institute 103

2.8

（参考）再エネ証書検討理由（大企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 大企業では、回答数が少ないものの、運輸業・郵便業では「調達の容易さ、手軽さがあるため」が４４．

４％と大半を占めた。

Q17
再エネ証書を検討や導入した理由を教えてください。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）
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（参考）再エネ証書検討理由（電力消費量別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 「調達の容易さ、手軽さがあるため」は電力消費量の少ない企業で25％の回答があった。

Q17
再エネ証書を検討や導入した理由を教えてください。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書検討者ベース（n=429）

全体 (%)

(399)

(59)

(45)

(74)

(60)

(102)

(59)

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

8.8

1.7

20.0

2.7

11.7

10.8

8.5

16.0

20.3

13.3

24.3

15.0

13.7

8.5

19.0

15.3

24.4

24.3

20.0

18.6

11.9

20.3

25.4

20.0

18.9

15.0

17.6

27.1

17.8

10.2

11.1

18.9

30.0

20.6

11.9

5.0

10.2

6.7

4.1

7.8

4.0

1.7

2.2

4.1

5.0

4.9

5.1

9.0

15.3

2.2

2.7

3.3

5.9

27.1

契約している電力メニューが変更不可のため 証書の価格が安いため

発電種類が豊富なため 調達の容易さ、手軽さがあるため

調達できる電源の規模がニーズに合っていたため 追加性の有無がわかるため

トラッキング可能なため その他

わからない
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⚫ 再エネ証書購入の課題は以下の通り

⚫ 課題としては、「再エネ証書の情報が入手しづらい」(39%)、「再エネ証書の将来的な供給体制に懸

念がある」(31%)などが挙げられる。

⚫ 大企業では「再エネ証書を利用している企業の実績が少ない」(37%)の割合が高かった。

⚫ 中小企業では、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専

門・技術サービス業、医療・福祉、複合サービス事業など多くの業種で「再エネ証書の情報が入手し

づらい」の割合が高かった。

再エネ証書購入の課題

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

Q18
再エネ証書を購入するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

2.8

※再エネ証書非検討者ベース（n=1,557）
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1.6

2.6

1.9

（参考）再エネ証書購入の課題（業種別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 「再エネ証書の情報が入手しづらい」が全業種を通じて多く、特に学術研究・専門・技術サービス業

で半数以上の回答があった。

Q18
再エネ証書を購入するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書非検討者ベース（n=1,557）
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2.8

2.1

2.1

2.8

（参考）再エネ証書購入の課題（中小企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 中小企業では、「再エネ証書の情報が入手しづらい」が多く、特に学術研究・専門・技術サービス業で

半数以上の回答があった。

Q18
再エネ証書を購入するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書非検討者ベース（n=1,557）
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（参考）再エネ証書購入の課題（大企業）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 大企業では、「再エネ証書を利用している企業の実績が少ない」の割合が高かった。

Q18
再エネ証書を購入するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書非検討者ベース（n=1,557）
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（参考）再エネ証書購入の課題（電力消費量別）

2. 調査結果|⑥再エネ証書に関する設問

⚫ 「再エネ証書を利用している企業の実績が少ない」が電力消費量のやや多い企業、多い企業で5割

前後と高かった。

Q18
再エネ証書を購入するに当たっての課題は何ですか。

最もあてはまるものをお答えください。

※再エネ証書非検討者ベース（n=1,557）

全体 (%)

(1,534)

(917)

(71)

(36)

(26)

(36)

(448)

全体

0～100万kWh未満

100万～1，000万kWh未満

1，000万～1億kWh未満

1億～10億kWh未満

10億kWh～

わからない/覚えていない

年間電力消費
量（kWh）

39.7

41.7

31.0

19.4

30.8

16.7

41.1

24.1

21.8

33.8

55.6

46.2

52.8

21.0

31.0

31.7

32.4

22.2

19.2

30.6

30.6

5.3

4.8

2.8

2.8

3.8

7.4

再エネ証書の情報が入手しづらい 再エネ証書を利用している企業の実績が少ない

再エネ証書の将来的な供給体制に懸念がある その他
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再生可能エネルギー調達に関する個人需要家向けアンケート結果 
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 個人需要家の再エネ電力に対する関心や、検討状況の把握、許容価格分析を実施することを目的

に、下記アンケートを実施した。

個人向けアンケート実施概要(1/2)

1. 調査概要

項目 詳細

調査方式 インターネットアンケート調査

調査期間 2022/10/31(月)～2022/11/3(木)

調査対象 スクリーニング調査で以下に該当するモニターを抽出
• 家庭の電気代に関して切り替え・維持等を検討し、判

断できるもしくは判断に対して意見やアドバイスを述
べることができる立場にある個人需要家 かつ

• 家庭の契約電気（会社・メニュー・プラン）を実際に変
更することが可能な環境にある個人需要家

回収数 • 目標2,000サンプル

割付条件 下記の3×10の30セグメントにおいて、年代・地域それ
ぞれの令和2年度の人口数をベースに割付。
• 年代：3セグメント

• 20代～30代/40代～50代/60代～70代
• 地域：10セグメント

• 電力会社の地域別（右表参照）
• 静岡県は中部に分類

地域セグメント 都道府県

北海道電力 北海道

東北電力 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島

県、新潟県

東京電力 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県、山梨県

北陸電力 富山県、石川県、福井県

中部電力 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

関西電力 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌

山県

中国電力 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国電力 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州電力 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎

県、鹿児島県

沖縄電力 沖縄県

個人向けアンケート概要 （参考）地域セグメント詳細
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⚫ サンプルの目標数と回収数は下記の結果となった。 （目標数は令和2年度人口構成比を元に算出）

個人向けアンケート実施概要(2/2)

1. 調査概要

地域セグメント 年代 目標サンプル数 最終回収数

北海道電力 ２０～30代 21 22 

40～50代 31 32 

60～70代 32 33 

東北電力 ２０～30代 44 46 

40～50代 61 63 

60～70代 68 71 

東京電力 ２０～30代 217 223 

40～50代 278 287 

60～70代 224 227 

中部電力 ２０～30代 75 78 

40～50代 102 105 

60～70代 91 91 

北陸電力 ２０～30代 12 13 

40～50代 17 18 

60～70代 16 17 

地域セグメント 年代 目標サンプル数 最終回収数

関西電力 ２０～30代 90 93 

40～50代 122 126 

60～70代 111 113 

中国電力 ２０～30代 30 31 

40～50代 40 42 

60～70代 43 44 

四国電力 ２０～30代 15 16 

40～50代 20 20 

60～70代 23 24 

九州電力 ２０～30代 52 54 

40～50代 69 72 

60～70代 74 76 

沖縄電力 ２０～30代 7 8 

40～50代 8 9 

60～70代 7 8 

合計 ２,０００ 2,062

サンプルの目標数と最終回収数
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回答者プロフィール n=2,062

1. 調査概要

性別

男性

58.4%

女性

41.6%

未婚

31.9%

既婚

68.1%

20代

8.4%

30代

19.9%

40代

15.4%
50代

22.1%

60歳以上

34.1%

北海道電力

4.2%

東北電力 8.7%

東京電力

35.7%

中部電力

13.3%北陸電力 2.3%

関西電力

16.1%

中国電力 5.7%

四国電力 2.9%

九州電力 9.8%
沖縄電力 1.2%

年齢

未既婚 住居エリア（管轄電力会社）
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アンケートの構成

⚫ アンケートは大きく分けて2段階の構成となっている。

①
家庭への再生可能エネルギー導入に関する
質問

• 自家発電や、再エネ電力メニューに関する導入/
検討状況や、導入にあたって重視するポイント
等についてお伺い

②
コンジョイント調査
（再生可能エネルギーへの支払意思額）

• コンジョイント分析を用いて、電力種類、追加性、
地域性といった再エネの属性ごとの個人の選好
度や、支払意思額を算出する。

1. 調査概要
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⚫ 今回のアンケートでは、月加算金額、電源種類（＋追加性）、地域性といった3種類の構成要素で商

品パターンを作成した。

②コンジョイント調査：提示した商品パターン

1. 調査概要

月加算金額

月当たり、通常の電気代と同じ価格

月当たり、通常の電気代＋200円
（300kWh使用の場合）

月当たり、通常の電気代＋500円
（300kWh使用の場合）

月当たり、通常の電気代＋1,500円
（300kWh使用の場合）

コンジョイント調査で提示した商品の各属性

電力種類

電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来の電力）

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電力）

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／

新しく設置した発電所からの電力）

地域性

電源立地を選択できない

電源立地を選択できる
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⚫ 質問形式としては、2つの商品の選択型で行い、計12回の組み合わせの提示で検証を行った。

⚫ 選択肢の1～3を各組合せで選択していただいた。

⚫ 選択型では全てのパターンの選択肢を提示する必要はなく、直交表を用いて提示回数を減らすこと

が可能。

②コンジョイント調査：提示画面イメージ

1. 調査概要

メニューの項目 選択肢1 選択肢2 選択肢3

料金
（300kWh使用の場合）

通常の電気代
＋1,500円/月

通常の電気代
＋500円/月

どちらも選ばない

電力種類 電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来
の電力）

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

電源立地
（どこで発電した電力か）

選択できない（不問） 選択できる

画面イメージ（質問提示例）
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⚫ 個人年収/世帯年収（N=2,062）

（参考）その他の回答者の属性

1. 調査概要

個人年収 世帯年収
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⚫ 契約における立場/住居形態/住居契約形態（N=2,062）

（参考）その他の回答者の属性

1. 調査概要

電気契約における家庭内立場 住居形態 住居契約形態
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⚫ 職業/子供有無（N=2,062）

（参考）その他の回答者の属性

1. 調査概要

職業 子供有無（複数選択）
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⚫ 直近1ヵ月の電気代（税込） （N=2,062）

（参考）その他の回答者の属性

1. 調査概要

直近1ヵ月の電気代（税込）
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（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（住居形態）

1. 調査概要

⚫ 全体では、戸建：集合住宅の比率は、59：41。

⚫ 集合住宅割合が高いのは、東京電力管内（52.2%）、関西電力管内（41.9%）、北海道電力管内

（39.1%）など。

q1 現在、主に住んでいるお住まいの住居形態を教えてください。

※全体ベース
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⚫ 賃貸：持ち家の比率は、31：69。

⚫ 賃貸割合が高いのは、東京電力管内（35.7%）、九州電力管内（33.2%）、関西電力内（31.3%）

などである。また、年齢が若いほど、賃貸居住割合が高い。

（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（住居契約形態）

1. 調査概要

q2 現在、主に住んでいるお住まいの契約形態を教えてください。

※全体ベース
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⚫ 公務員・会社員などのサラリーマン層が計49.7%、「専業主婦」(12.4%)、「パート・アルバイト」

(14.1%)などが主なものである。

（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（職業）

1. 調査概要

q3 あなたの職業を教えてください。

※全体ベース
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⚫ 「同居している子供あり」（40.7%）は4割。この割合は、30～50代で特に高めである。

（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（子供有無）

1. 調査概要

q5 あなたの子供の有無について教えてください。

※全体ベース
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⚫ 世帯年収の平均（加重平均値）は602万円。

⚫ 平均年収が高めなのは、東京電力管内（平均656万円）、北陸電力関連（同650万円）、関西電力管

内（同592万円）などである。

⚫ また、平均年収は50代までをピークとして上がり続ける。

（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（世帯年収）

1. 調査概要

q6 世帯年収（生計を共にされている方全員の合計年収）について教えてください。

※全体ベース
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⚫ 電気代の平均（加重平均値）は10,003円。

⚫ 平均金額が高いのは北陸電力管内（平均13,234円）。

⚫ 住居形態別には、戸建てが平均11,439円、集合住宅は7,995円となっている。

（参考）クロス集計結果：その他の回答者の属性（電気代）

1. 調査概要

q7 直近1か月の電気代（税込）について教えてください。

※全体ベース
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 自家発電の設置・検討状況と検討理由は以下の通り

⚫ 設置が可能な人のうち、40%程度が自家発電を検討したことがある。

⚫ 検討理由では「電気代削減」が最も多く、「災害時利用」「補助金活用」なども一定の割合存在した。

自家発電：設置・検討状況/検討理由

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q8：自家発電の設置・検討状況
（N=2,062）

q9：自家発電を検討した理由
（N=560）※左記で検討したことが無い人を除く
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⚫ 「設置済み」(9.3%)は1割ほどだが、「検討中」(3.5%)、「検討したことがあるが、設置は見送っ

た」(14.4%)などを合わせると、検討計は27.2%となる。

⚫ 設置済みの割合が高いのは、四国電力管内（18.3%）、中部電力管内（15.7%）、中国電力管内

（13.7%）など。

（参考）自家発電：設置・検討状況（クロス集計）

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q8 自家発電設備（太陽光パネル）の設置を検討されたことはありますか。

※全体ベース
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⚫ 「電気代を削減できると考えたため」(81.4%)が主な理由となる他、「災害等で停電しているとき

も電気を利用できると考えたため」(45.7%)、「太陽光パネル設置に対する補助金を活用すること

で、通常よりも安く設置ができるため」(30.2%)などが続く。

（参考）自家発電：検討理由（クロス集計）

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q9 あなたのお宅で、自家発電を検討された理由を教えてください。（複数回答可）

※自家発電検討者ベース
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⚫ 再エネ電力メニューの導入・検討状況と検討の際に重視するポイントは以下の通り

⚫ 検討経験があるのは約20%程度で、約40%が再エネ電力メニュー自体を知らなかった。

⚫ 検討の際の重視ポイントでは「価格」が最も多く、「電力会社の規模」や「手続きの簡便さ」が続いた。

再エネ電力メニュー：導入・検討状況/重視ポイント

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q10：再エネ電力メニューの導入・検討状況
（N=2,062）

q11：検討の際に重視するポイント(複数選択)
（N=2,062）
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⚫ 「切り替え実施済み」は4.2%であった。また、「検討中」(5.7%)、「検討したことはあるが、切り替

えは見送った」(9.5%)などを合わせると、計19.4%が切り替えまたは検討を経験している。

⚫ また、「『再エネ電力メニュー』は知っているが検討したことがない」が40.6%あり、これも合わせた

認知率は6割となっている。

（参考）再エネ電力メニュー：導入・検討状況(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q10 あなたのお宅では、再エネ電力メニューへの切り替えを実施、または検討されたことはありますか。

※全体ベース
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⚫ 「価格」(80.2％)が突出している。また、「契約する電力会社の規模、安定性」(45.1%)、「切り替

え手続きの簡便さ」(39.5%)なども4割前後となっている。

（参考）再エネ電力メニュー：重視ポイント(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q11 あなたのお宅で、再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、重視するポイントは何ですか。あてはまるものをすべてお答えください。

※全体ベース
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⚫ 再エネ電力メニューにおいて、電源の立地場所（地域性）に関する選択希望状況は以下の通り

⚫ 半数近く（47.0%）の需要家が電源の立地場所を選択したいと回答した。

⚫ 希望する電源立地については「居住地に近い電源」が最も多かったが、「出身地域」や「個人的に好

きな地域」といった回答も一定数見られた。

再エネ電力メニュー：電源立地の選択希望有無

q12：電源立地場所の選択希望
（N=2,062）

q12：再エネ電力メニューへの切り替えを
行う際に、再エネ電源の立地場所を選択で
きるとしたら、あなたのお宅では選択した
いと思いますか、
また選択する場合はどのような地域を選
びたいですか。

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問
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⚫ 「特定の地域の電源を選びたい／居住地に近い電源を選びたい」(37.9%)など、何らかの形で特

定地域の電源の志向を持つ者は計47.2%であった。

⚫ 「居住地に近い電源」志向は、四国電力管内（53.3%）、北陸電力管内（47.9%）、北陸電力管内

（44.5%）などで強い。

（参考）再エネ電力メニュー：電源立地の選択希望有無(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q12 再エネ電力メニューへの切り替えを行う際に、再エネ電源の立地場所を選択できるとしたら、あなたのお宅では選択したいと思いますか、
また選択する場合はどのような地域を選びたいですか。

※全体ベース
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⚫ 再エネ電力メニューを検討するきっかけとなり得る状況については以下の通り

⚫ 「金銭的メリットが生じる」については、2/3近くの需要家が選択した。

⚫ 次いで「生活上のメリットが得られる」「メニューの選択・比較・申請がWebサイト等により簡単にで

きる」が多く、20%前後の需要家に選択された。

再エネ電力メニュー：検討するきっかけ

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q13：再エネ電力メニューを検討するきっかけ（複数選択）
（N=1,975）※再エネ電力メニュー導入済の人を除く

q13：あなたのお宅では、どのような状況
であったら、再エネ電力メニューへの変更
を検討しようと思われますか。
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⚫ 「切り替えによって金銭的メリットが生じる（通常より安くなる、ポイントが貰える、勤務会社から補

助が出る、等）」(64.1%)が主な契機となり得る要因となっている。他では「切り替えによって生活

上のメリットが生じる（限定サービスが受けられる、ローンの申請が通りやすい、等）」(23.7%)な

どが挙げられる程度。

（参考）再エネ電力メニュー：検討するきっかけ(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q13 あなたのお宅では、どのような状況であったら、再エネ電力メニューへの変更を検討しようと思われますか。（複数選択可）

※再エネ電力非導入者ベース
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⚫ 再エネ電力メニューを検討する場合に(価格以外に)有用と思われる情報については以下の通り

⚫ 回答のばらつきが大きく、突出した項目は存在しない。

⚫ 「環境への影響や貢献度」「メニュー切り替え方法」が30%以上の需要家に選択された。

再エネ電力メニュー：検討時に有用な情報

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q14：再エネ電力メニューの検討に有用な情報（複数選択）
（N=2,062）

q14：あなたのお宅で、再エネ電力メニュー
への切り替えを検討する場合に、価格以外
にどのような情報があると切り替えを検討
しやすい（または検討しやすかった）と思わ
れますか。
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⚫ 「地球温暖化へ及ぼす影響や、環境への貢献度（再エネ電力メニュー選択により削減できるCO2の

排出量等）」(35.0%)、「再エネ電力メニューへの切り替え方法についての情報」(31.9%)、「再エ

ネ電力メニューを構成している再エネ電源の情報（再エネ電源種類、再エネ発電所の立地場所、再エ

ネ電源種類ごとの比率等）」(24.8%)などが挙げられている。

（参考）再エネ電力メニュー：検討時に有用な情報(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q14 あなたのお宅で、再エネ電力メニューへの切り替えを検討する場合に、価格以外にどのような情報があると切り替えを検討しやすい（または検討しやすかった）と思われますか

※全体ベース
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⚫ 再エネ電力メニューを選択する場合の価格上乗せ許容率については以下の通り

⚫ 約40%の需要家が上乗せは許容できないと回答した。

⚫ 上乗せ許容率で最も多かったのは「1～5%増」で、全体の20%程度を占めた。「6～10%増」が

13.1%と続く一方で、11%以上では選択率が減り、合計で8.5%程度に留まった。

再エネ電力メニュー：価格上乗せ許容率

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q15：再エネ電力メニューの価格上乗せ許容率
（N=2,062）

q15：再エネ電力メニューを選択する場合
に、普段の電気代と比較して何%程度であ
れば上乗せを許容できますか。
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⚫ 上乗せを許容するとの回答は計42.7%。平均値（加重平均値）は3.9%増。

⚫ 一方、「上乗せは許容できない」(41.0%)、「わからない」(16.2%)など、半数以上は上乗せに否

定的である。

（参考）再エネ電力メニュー：価格上乗せ許容率(クロス集計)

2. 調査結果|①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

q15 再エネ電力メニューを選択する場合に、普段の電気代と比較して何%程度であれば上乗せを許容できますか。

※全体ベース
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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なし 61.1% 41.3% 24.0% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.5% 27.3% 14.4% 7.0% 3.3% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.6% 40.8% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.7% 40.0% 23.0% 11.9% 5.7% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.1% 61.6% 41.9% 24.4% 12.7% 6.1% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.5% 60.7% 41.0% 23.8% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 月加算金額の限界支払意思額と購入率予測は以下の通り。

⚫ 電源種では「電力種類はこだわらない」、「再エネ限定カーボンフリー」、「再エネ限定カーボンフリー

（追加性あり）」はほぼ変わらない水準となった。

⚫ 一方、原子力が含まれるカーボンフリー電力についてはマイナスの支払意思額という結果となった。

⚫ 電源立地を選択できる場合は105円/月（0.35円/kWh）加算と、最も高かった。

許容価格分析結果：限界支払意思額と購入率予測

2. 調査結果|②コンジョイント調査：全体

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

56円
（44～61円）

0.19円/kWh
(0.15～0.20円
/kWh)

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-22円
（-1 ～ -37 円）

-0.07円/kWh
(-0.003～-0.12円
/kWh)

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
54円
（23 ～ 81 円）

0.18円/kWh
(0.08～0.27円
/kWh)

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

49円
（27 ～ 68 円）

0.16円/kWh
（0.09～0.23円
/kWh）

電源立地を選択できる 105円
（58 ～ 128円）

0.35円/kWh
（0.19～0.43円
/kWh）

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して算 出 さ れ る 。
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⚫ 各属性水準ごとの効用値と重要度は以下の通り。

⚫ 各因子の重要度では月加算金額が78.6%を占めており、選択に与える影響は大きい。

⚫ 電力種類は13.8%、電源立地は7.7%に留まっており、電力種類では「再エネ限定カーボンフリー

電力」、電源立地では「選択できる」方が選好度が高い結果となっている。
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月加算金額

78.6%

電力種類

13.8%

電   

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

  

各因子の重要度

許容価格分析結果：効用値と重要度

2. 調査結果|②コンジョイント調査：全体

電力種類
13.8%

電源立地
7.7%

月加算金額
78.6%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 電力管轄別の支払意思額は以下の通り

⚫ 北海道・中国電力管内では、再エネ由来限定電力の意思額が平均より高く、一方で原子力を含む場

合の意思額が低い。四国・沖縄電力管内では、原子力に対する意思額が他エリアより相対的に高い。

⚫ 新設発電所に関しては、北海道での意思額が高く、四国・沖縄では低い。

⚫ 電源立地に関してはそこまで地域差は見られなかったが、北海道、中部、四国が比較的高い。

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性
電力管轄別支払意思額（円/kWh）

全体 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来の電力）

0.19 0.18 0.19 0.19 0.18 0.17 0.19 0.18 0.19 0.19 0.19

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電力）

-0.07 -0.10 -0.07 -0.08 -0.06 -0.04 -0.08 -0.11 -0.03 -0.06 -0.01

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

0.18 0.24 0.16 0.18 0.18 0.18 0.17 0.23 0.13 0.16 0.09

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／
新しく設置した発電所からの電力）

0.16 0.23 0.13 0.17 0.17 0.17 0.18 0.18 0.11 0.13 0.09

電源立地を選択できる 0.35 0.43 0.38 0.34 0.40 0.32 0.35 0.30 0.40 0.28 0.35

電力管轄別の支払意思額（赤字：全体＋25%以上 青字：全体－25%以下）

許容価格分析結果：電力会社別支払意思額
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なし 60.5% 40.8% 23.6% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.0% 26.1% 13.7% 6.6% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 63.9% 44.3% 26.3% 13.8% 6.7% 3.1% 1.4% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 63.2% 43.6% 25.8% 13.5% 6.5% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 83.1% 68.8% 49.8% 30.8% 16.7% 8.3% 3.9% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 82.7% 68.2% 49.0% 30.2% 16.3% 8.0% 3.8% 1.7% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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⚫ 北海道電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

128円加算と相対的に高め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思

額は-30円と負の度合いが大きい。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、199円/月（0.66円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（北海道電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

53円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-30円 -0.10円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
71円 0.24円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

68円 0.23円/kWh

電源立地を選択できる 128円 0.43円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が74.2%を占めている。この割合は全体よりやや低く、その

分［電源種類］(16.7%)、［電源立地］(9.0％)の重要度がやや高めとなる。

コンジョイント結果（北海道電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
74.2%

電力種類
16.7%

電源立地
9.0%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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フリー再エネ 59.8% 40.0% 23.1% 11.9% 5.7% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 57.9% 38.2% 21.7% 11.1% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.6% 62.2% 42.6% 25.0% 13.0% 6.3% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.2% 60.4% 40.7% 23.5% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 東北電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

113円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の値となっ

ている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、1６２円/月（0.５４円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（東北電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

56円 0.19円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-20円 -0.07円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
49円 0.16円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

40円 0.13円/kWh

電源立地を選択できる 113円 0.38円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に関 する 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン にお け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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電   

  東北電力

月加算金額

78.8%

78.6%

電力種類

14.4%

13.8%

電   

6.8%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東北電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.8%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（東北電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
78.8%

電力種類
14.4%

電源立地
6.8%
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なし 61.1% 41.3% 24.0% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.2% 27.0% 14.3% 7.0% 3.3% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.8% 41.0% 23.8% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.0% 40.2% 23.2% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.9% 61.3% 41.6% 24.2% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.3% 60.5% 40.8% 23.6% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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20%
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40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 東京電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

103円加算と相対的に低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思

額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、1５８円/月（0.５３円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（東京電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

56円 0.19円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-24円 -0.08円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
55円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

51円 0.17円/kWh

電源立地を選択できる 103円 0.34円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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13.8%

13.8%
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東京電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.9%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（東京電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
78.9%

電力種類
13.8%

電源立地
7.3%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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なし 60.6% 40.9% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.3% 27.9% 14.8% 7.3% 3.4% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.9% 41.2% 23.9% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.0% 40.3% 23.2% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 80.4% 64.8% 45.3% 27.1% 14.3% 7.0% 3.3% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 79.8% 63.9% 44.3% 26.3% 13.8% 6.7% 3.1% 1.4% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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⚫ 中部電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

121円加算と相対的に高め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思

額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、176円/月（0.５9円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（中部電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

54円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-18円 -0.06円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
55円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

51円 0.17円/kWh

電源立地を選択できる 121円 0.40円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な ってい る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 につ い ては 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 45

4.9426 

1.0995 

-1.0240 

-5.0182 

4.9457 

1.1301 

-1.0250 

-5.0507 

-6

-4

-2

0

2

4

6

通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  中部電力

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4990 
-0.1175 

0.3237 0.2928 

-6

-4

-2

0

2

4

6

こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  中部電力

-0.3009 
0.3009 

-0.3330 
0.3330 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  中部電力
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13.8%
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各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.1%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（中部電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
79.1%

電力種類
1２.7%

電源立地
８．２%
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なし 60.1% 40.4% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.3% 28.8% 15.4% 7.5% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.4% 40.7% 23.5% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.1% 40.4% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 76.5% 59.4% 39.7% 22.8% 11.7% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 76.3% 59.1% 39.4% 22.6% 11.6% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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⚫ 北陸電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

95円加算と相対的に低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額

は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、148円/月（0.49円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（北陸電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５１円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１３円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５３円 0.１８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５１円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる ９５円 0.３２円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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月加算金額

  北陸電力
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  北陸電力

-0.3009 
0.3009 

-0.2999 
0.2999 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  北陸電力

月加算金額

80.1%

78.6%

電力種類

12.9%

13.8%

電   

7.1%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北陸電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が80.1%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］12.9%の重視度がやや低めとなる。

コンジョイント結果（北陸電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
８０．１%

電力種類
１２．９%

電源立地
７.１%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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円

1
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0
円

なし 61.1% 41.3% 24.1% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.0% 26.9% 14.2% 6.9% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.8% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.5% 40.8% 23.6% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.6% 60.8% 41.1% 23.9% 12.3% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 78.1% 61.5% 41.8% 24.4% 12.7% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 関西電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

105円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-25円と負

の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、158円/月（0.５3円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（関西電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５６円 0.１９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２５円 -0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５０円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５３円 0.１８円/kWh

電源立地を選択できる １０５円 0.３５円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  関西電力

月加算金額

78.8%

78.6%

電力種類

13.5%

13.8%

電   

7.7%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関西電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.8%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（関西電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
７８．８%

電力種類
1３.５%

電源立地
７.７%
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なし 60.7% 40.9% 23.8% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 43.5% 25.7% 13.5% 6.5% 3.0% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 63.6% 44.0% 26.1% 13.7% 6.6% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.8% 41.1% 23.9% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.0% 61.5% 41.7% 24.4% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 75.9% 58.6% 38.9% 22.2% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 中国電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

89円加算とかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-

33円と負の度合いが強い。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、159円/月（0.５3円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（中国電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５４円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３３円 -0.1１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
７０円 0.2３円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５５円 0.１８円/kWh

電源立地を選択できる ８９円 0.3０円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して算 出 さ れ る 。
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電   
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月加算金額

78.3%

78.6%

電力種類

13.5%

13.8%
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各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.3%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（中国電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
7８.３%

電力種類
13.5%

電源立地
８.２%
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なし 61.3% 41.5% 24.2% 12.5% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 48.2% 29.5% 15.8% 7.8% 3.7% 1.7% 0.8% 0.3% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 57.8% 38.1% 21.7% 11.1% 5.3% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 56.4% 36.7% 20.7% 10.5% 5.0% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.2% 61.8% 42.1% 24.6% 12.8% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.2% 60.4% 40.6% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 四国電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

121円加算と相対的に高め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思

額は-9円と、相対的に弱めな負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）』が最

も高い、160円/月（0.５3円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（四国電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-９円 -0.０３円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３９円 0.１３円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３２円 0.１１円/kWh

電源立地を選択できる １２１円 0.4０円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  四国電力

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.3741 -0.0911 0.2619 0.2033 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  四国電力

-0.3009 
0.3009 

-0.3205 
0.3205 

-6

-4

-2

0
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4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  四国電力

月加算金額

75.3%

78.6%

電力種類

14.7%

13.8%

電   

10.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

四国電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が75.3%を占めている。

この割合は全体よりやや低く、その分［電源種類］(14.7%)、［電源立地］(10.0％)の重視度がや

や高めとなる。

コンジョイント結果（四国電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
7５.３%

電力種類
1４.７%

源立地
１０.０%
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なし 61.5% 41.7% 24.3% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.3% 27.9% 14.8% 7.3% 3.4% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.5% 39.8% 22.9% 11.8% 5.7% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.0% 38.3% 21.8% 11.1% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.3% 56.5% 36.8% 20.8% 10.5% 5.0% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 73.0% 54.9% 35.4% 19.7% 9.9% 4.7% 2.2% 1.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 九州電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

84円加算とかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は

負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、132円/月（0.44円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（九州電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５８円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１９円 -0.0６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４８円 0.１６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４０円 0.１3円/kWh

電源立地を選択できる ８４円 0.２８円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して算 出 さ れ る 。
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月加算金額
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0.3107 0.2807 
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（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  九州電力

-0.3009 
0.3009 

-0.2535 
0.2535 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  九州電力

月加算金額

78.4%

78.6%

電力種類

14.1%

13.8%

電   

7.6%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.4%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（九州電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
7８.４%

電力種類
1４.１%

電源立地
７．６%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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なし 61.5% 41.7% 24.3% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 49.4% 30.5% 16.4% 8.1% 3.8% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 55.5% 36.0% 20.1% 10.2% 4.8% 2.2% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 55.3% 35.8% 20.0% 10.1% 4.8% 2.2% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.6% 56.8% 37.2% 21.0% 10.7% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.4% 56.6% 37.0% 20.9% 10.6% 5.1% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 沖縄電力管内居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

106円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-3円と、相

対的に弱めだが負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、134円/月（0.4５円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（沖縄電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５８円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３円 -0.０1円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
２８円 0.０９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

２７円 0.０９円/kWh

電源立地を選択できる １０６円 0.3５円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  沖縄電力

月加算金額

79.6%

78.6%

電力種類

13.5%

13.8%

電   

6.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

沖縄電力

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.6%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(13.5%)、［電源立地］(6.9％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（沖縄電力管内）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：電力会社別

月加算金額
7９.６%

電力種類
13.5%

電源立地
６.９%
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 年代別の支払意思額は以下の通り

⚫ 原子力に対する意思額は、高齢世代ほど低く、若い世代の方が相対的に高い。

⚫ 追加性や電源立地に関しては、年代による違いはそれほど見られなかった。

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

年代別支払意思額（月加算金額）（円/kWh）

全体
20～24
歳

25～29
歳

30～34
歳

35～39
歳

40～44
歳

45～49
歳

50～54
歳

55～59
歳

60歳以上

電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来の電力）

0.19 0.17 0.19 0.19 0.21 0.17 0.20 0.19 0.19 0.17

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電力）

-0.07 -0.04 -0.07 -0.003 -0.04 -0.05 -0.06 -0.10 -0.10 -0.10

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

0.18 0.20 0.12 0.08 0.08 0.17 0.12 0.19 0.17 0.21

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／
新しく設置した発電所からの電力）

0.16 0.12 0.13 0.11 0.14 0.17 0.13 0.17 0.17 0.20

電源立地を選択できる 0.35 0.28 0.40 0.36 0.29 0.34 0.32 0.29 0.35 0.34

年代別の支払意思額（赤字：全体＋25%以上 青字：全体－25%以下）

許容価格分析結果：年代別支払意思額
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なし 60.0% 40.2% 23.2% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.3% 28.8% 15.4% 7.5% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 61.7% 41.9% 24.5% 12.7% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 57.3% 37.6% 21.3% 10.9% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.9% 58.6% 38.9% 22.2% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 72.5% 54.2% 34.7% 19.3% 9.7% 4.6% 2.1% 1.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 20～24歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で84円加

算と相対的にかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は

負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、143円/月（0.48円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（20～24歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５１円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１３円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５９円 0.２０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３７円 0.１２円/kWh

電源立地を選択できる ８４円 0.２８円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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  20-24歳
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0.3107 0.2807 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  20-24歳

-0.3009 
0.3009 

-0.2511 
0.2511 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  20-24歳

月加算金額

77.2%

78.6%

電力種類

15.9%

13.8%

電   

6.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20-24歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が77.2%を占めている。

この割合は全体よりやや低く、その分［電源種類］(15.9%)の重視度がやや高めとなる。

コンジョイント結果（20～24歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7７.２%

電力種類
1５.９%

電源立地
６．９%
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円

1
5
0
0
円

なし 61.3% 41.6% 24.2% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.1% 27.8% 14.7% 7.2% 3.4% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 57.0% 37.3% 21.1% 10.7% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 57.5% 37.8% 21.5% 10.9% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.6% 60.9% 41.1% 23.9% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 78.0% 61.4% 41.7% 24.3% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 25～29歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で120円

加算と相対的に高め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の

値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、158円/月（0.５3円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（25～29歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５８円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２０円 -0.０７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３５円 0.１２円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３８円 0.１３円/kWh

電源立地を選択できる １２０円 0.４０円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力
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電力種類

  25-29歳

-0.3009 
0.3009 

-0.3220 
0.3220 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  25-29歳

月加算金額

78.3%

78.6%

電力種類

13.1%

13.8%

電   

8.6%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25-29歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.3%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（25～29歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7８.３%

電力種類
13.１%

電源立地
８.６%
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なし 61.3% 41.6% 24.2% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 49.8% 30.8% 16.7% 8.2% 3.9% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 55.0% 35.4% 19.8% 10.0% 4.7% 2.2% 1.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 56.8% 37.1% 21.0% 10.7% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.4% 56.7% 37.0% 20.9% 10.6% 5.1% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 75.8% 58.5% 38.8% 22.1% 11.3% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 30～34歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で109円

加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-1円と、僅かではあ

るが負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、143円/月（0.48円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（30～34歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１円 -0.００3円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
２５円 0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３４円 0.１１円/kWh

電源立地を選択できる １０９円 0.３６円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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13.8%

電   

8.3%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30-34歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.4%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（30～34歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7９.４%

電力種類
1２.４%

電源立地
８.３%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 66

0
円

1
0
0
円

2
0
0
円

3
0
0
円

4
0
0
円

5
0
0
円

6
0
0
円

7
0
0
円

8
0
0
円

9
0
0
円

1
0
0
0
円

1
1
0
0
円

1
2
0
0
円

1
3
0
0
円

1
4
0
0
円

1
5
0
0
円

なし 62.1% 42.5% 24.9% 13.0% 6.3% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.5% 28.9% 15.5% 7.6% 3.6% 1.6% 0.7% 0.3% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 54.5% 35.0% 19.5% 9.8% 4.7% 2.1% 1.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.1% 38.4% 21.9% 11.2% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 70.7% 52.1% 32.8% 18.0% 9.0% 4.2% 2.0% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 73.7% 55.7% 36.1% 20.3% 10.2% 4.9% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 35～39歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で88円加

算と相対的にかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は

負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、129円/月（0.43円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（35～39歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

６２円 0.２1円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１２円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
２３円 0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４１円 0.１４円/kWh

電源立地を選択できる ８８円 0.２９円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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月加算金額

  35-39歳
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0.3107 0.2807 

-0.3128 -0.0729 0.1735 0.2122 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  35-39歳

-0.3009 
0.3009 

-0.2734 
0.2734 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  35-39歳

月加算金額

79.8%

78.6%

電力種類

12.7%

13.8%

電   

7.5%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

35-39歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.8%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(12.7%)、［電源立地］(7.5％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（35～39歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7９.８%

電力種類
1２.７%

電源立地
７．５%
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1
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円

1
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0
円

なし 60.2% 40.5% 23.4% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.2% 28.7% 15.3% 7.5% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.0% 40.3% 23.2% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.0% 40.3% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.4% 60.6% 40.8% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.4% 60.6% 40.9% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 40～44歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で103円

加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、 『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電

源立地選択可』と、 『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく設置した発電所からの電力）

＋電源立地選択可』が最も高い、154円/月（0.５1円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（40～44歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５２円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１４円 -0.０５円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５１円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５１円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる １０３円 0.３４円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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  40-44歳
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カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  40-44歳

-0.3009 
0.3009 

-0.3018 
0.3018 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  40-44歳

月加算金額

77.4%

78.6%

電力種類

14.0%

13.8%

電   

8.6%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40-44歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が77.4%を占めている。

この割合は全体よりやや低く、その分［電源種類］(14.0%)、［電源立地］(8.6％)の重視度がやや

高めとなる。

コンジョイント結果（40～44歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7７.４%

電力種類
1４.０%

電源立地
８.６%



Copyright © Mitsubishi Research Institute 70

0
円

1
0
0
円

2
0
0
円

3
0
0
円

4
0
0
円

5
0
0
円

6
0
0
円

7
0
0
円

8
0
0
円

9
0
0
円

1
0
0
0
円

1
1
0
0
円

1
2
0
0
円

1
3
0
0
円

1
4
0
0
円

1
5
0
0
円

なし 61.8% 42.1% 24.6% 12.8% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.5% 28.1% 14.9% 7.3% 3.4% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 57.1% 37.4% 21.2% 10.8% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 57.7% 38.0% 21.6% 11.0% 5.3% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.3% 56.4% 36.8% 20.7% 10.5% 5.0% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.7% 57.0% 37.4% 21.1% 10.8% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 45～49歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で97円加

算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、136円/月（0.45円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（45～49歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

６０円 0.２０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１７円 -0.０６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３６円 0.１２円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３９円 0.１３円/kWh

電源立地を選択できる ９７円 0.３２円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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電   

  45-49歳

月加算金額

80.3%

78.6%

電力種類

12.5%

13.8%

電   

7.2%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

45-49歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が80.3%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(12.5%)、［電源立地］(7.2％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（45～49歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
８０.３%

電力種類
1２.5%

電源立地
７.２%
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なし 61.3% 41.6% 24.2% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 43.8% 25.9% 13.6% 6.6% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 61.1% 41.3% 24.0% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.1% 40.4% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.7% 58.3% 38.6% 22.0% 11.2% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.9% 57.3% 37.6% 21.3% 10.9% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 50～54歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で86円加

算と相対的にかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は

-31円と、負の度合いが強い。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、142円/月（0.47円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（50～54歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５８円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３１円 -0.１０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５６円 0.１９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５１円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる ８６円 0.２９円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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  50-54歳
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電   

  50-54歳

月加算金額

80.4%

78.6%

電力種類

12.5%

13.8%

電   

7.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50-54歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が80.4%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(12.5%)、［電源立地］(7.0％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（50～54歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
８０.４%

電力種類
1２.5%

電源立地
７.０%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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なし 61.2% 41.5% 24.2% 12.5% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.1% 26.2% 13.7% 6.7% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.9% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.3% 40.5% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.4% 60.6% 40.9% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.7% 61.0% 41.3% 24.0% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 55～59歳層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で104円

加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-30円と、負の度合

いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、156円/月（0.５2円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（55～59歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３０円 -0.１０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５０円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５２円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる １０４円 0.３５円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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電   

  55-59歳

月加算金額

79.1%

78.6%

電力種類

12.9%

13.8%

電   

8.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

55-59歳

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.1%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（55～59歳）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7９.１%

電力種類
1２.９%

電源立地
８.０%
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なし 60.3% 40.5% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.1% 26.2% 13.7% 6.7% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 62.1% 42.4% 24.9% 13.0% 6.3% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 61.5% 41.8% 24.4% 12.7% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.8% 62.5% 42.8% 25.2% 13.1% 6.4% 3.0% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 78.3% 61.9% 42.2% 24.7% 12.8% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 60歳以上層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で102円加

算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-30円と、負の度合い

が強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、164円/月（0.５5円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（60歳以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５２円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３０円 -0.１０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
６２円 0.２１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５９円 0.２０円/kWh

電源立地を選択できる １０２円 0.３４円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 77

4.9426 

1.0995 

-1.0240 

-5.0182 

4.8435 

1.1511 

-0.9773 

-5.0174 

-6

-4

-2

0

2

4

6

通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  60歳以上

-0.4660 -0.1254 
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電   

  60歳以上

月加算金額

77.2%

78.6%

電力種類

15.4%

13.8%

電   

7.4%

7.7%
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60歳以上

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が77.2%を占めている。

この割合は全体よりやや低く、その分［電源種類］(15.4%)の重視度がやや高めとなる。

コンジョイント結果（60歳以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：年代別

月加算金額
7７.２%

電力種類
1５.４%

電源立地
７.４%
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 個人年収別の支払意思額は以下の通り。

⚫ 年収800～1,000万円の層は、原子力由来への意思額が低く、また再エネへの意思額が追加性を

含む場合も含めて他より高いが、電源立地選択の意思額については相対的に低い。

⚫ 1,200万円以上は再エネ限定への意思額が一番低い

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

個人年収別支払意思額（月加算金額）（円/kWh）

全体 200万円未満
200～400

万円
400～600

万円
600～800

万円
800～
1,000万円

1,000～
1,200万円

1,200万円以
上

電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来の電力）

0.19 0.17 0.19 0.19 0.20 0.17 0.16 0.17

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電力）

-0.07 -0.06 -0.04 -0.03 -0.05 -0.10 0.01 -0.04

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

0.18 0.19 0.16 0.14 0.16 0.28 0.20 0.11

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／
新しく設置した発電所からの電力）

0.16 0.18 0.13 0.14 0.15 0.21 0.11 0.19

電源立地を選択できる 0.35 0.38 0.31 0.30 0.21 0.20 0.33 0.37

個人年収別の支払意思額（赤字：全体＋25%以上 青字：全体－25%以下）

許容価格分析結果：個人年収別支払意思額
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なし 61.1% 41.3% 24.0% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.5% 27.3% 14.4% 7.0% 3.3% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.6% 40.8% 23.7% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.7% 40.0% 23.0% 11.9% 5.7% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.1% 61.6% 41.9% 24.4% 12.7% 6.1% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.5% 60.7% 41.0% 23.8% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収200万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選

択」で114円加算と相対的にやや高め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界

支払意思額は-17円と、負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、172円/月（0.５7円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５１円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１７円 -0.０６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５８円 0.１９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５５円 0.１８円/kWh

電源立地を選択できる １１４円 0.３８円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）
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-0.3009 
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0.3441 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  200万未満

月加算金額

78.8%

78.6%

電力種類

13.3%

13 8 

電   

7.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

200万未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.8%を占めている。

この割合はほぼ全体と同水準であり、他の［電源種類］(13.3%)、［電源立地］(7.9％)もほぼ同様

の傾向を示す。

コンジョイント結果（個人年収200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
7８.８%

電力種類
13.３%

電源立地
７.９%
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1
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0
円

なし 61.2% 41.5% 24.1% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.4% 28.9% 15.4% 7.6% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.2% 39.5% 22.7% 11.6% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.0% 38.3% 21.8% 11.1% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.4% 57.9% 38.2% 21.7% 11.1% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.5% 56.7% 37.0% 20.9% 10.6% 5.1% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収200～400万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で93円加算と相対的に低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支

払意思額は-13円と、負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、140円/月（0.47円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収200～400万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１３円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４７円 0.１６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４０円 0.１３円/kWh

電源立地を選択できる ９３円 0.３１円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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月加算金額
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78.6%
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14.3%

13.8%
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7.3%

7.7%
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200～400万未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.4%を占めている。

この割合はほぼ全体と同水準であり、他の［電源種類］(14.3%)、［電源立地］(7.3％)もほぼ同様

の傾向を示す。

コンジョイント結果（個人年収200～400万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
7８.４%

電力種類
1４.３%

電源立地
７.３%
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なし 61.2% 41.5% 24.2% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 48.3% 29.6% 15.9% 7.8% 3.7% 1.7% 0.8% 0.3% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 58.5% 38.8% 22.2% 11.3% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.0% 38.3% 21.8% 11.1% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.4% 56.6% 37.0% 20.9% 10.6% 5.1% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.0% 56.2% 36.5% 20.5% 10.4% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収400～600万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で90円加算と相対的に低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支

払意思額は-8円と、僅かであるが負の値を示す。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、133円/月（0.44円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収400～600万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-８円 -0.０３円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４３円 0.１４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４１円 0.１４円/kWh

電源立地を選択できる ９０円 0.３０円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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電   
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月加算金額

78.4%

78 6 

電力種類

13.8%

13.8%

電   
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各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.4%を占めている。

この割合はほぼ全体と同水準であり、他の［電源種類］(13.8%)、［電源立地］(7.8％)もほぼ同様

の傾向を示す。

コンジョイント結果（個人年収400～600万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
7８.４%

電力種類
13.８%

電源立地
７.８%
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なし 62.0% 42.3% 24.8% 12.9% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.9% 28.4% 15.2% 7.4% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.4% 39.7% 22.8% 11.7% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.7% 39.0% 22.3% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 70.9% 52.3% 33.0% 18.1% 9.0% 4.3% 2.0% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 70.3% 51.5% 32.3% 17.7% 8.8% 4.2% 1.9% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収600～800万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で64円加算と相対的に著しく低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の

限界支払意思額は-15円と、負の値を示す。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、112円/月（0.37円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収600～800万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

６１円 0.２０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１５円 -0.０５円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４８円 0.１６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４４円 0.１５円/kWh

電源立地を選択できる ６４円 0.２１円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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4.9426 
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-1.0240 
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5.5375 

1.0949 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  600～800万未満

 0 4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4736 -0.1361 
0.3282 0.2815 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  600～800万未満

-0.3009 
0 3009 

-0.2522 
0.2522 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  600～800万未満

月加算金額

80 1 

78.6%

電力種類

13.2%

13.8%

電   

6.7%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600～800万未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が80.1%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(13.2%)、［電源立地］(6.7％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（個人年収600～800万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
８０.１%

電力種類
13.２%

電源立地
６.７%
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1
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1
4
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円

1
5
0
0
円

なし 59.9% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.2% 26.3% 13.8% 6.7% 3.1% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 66.2% 46.8% 28.3% 15.1% 7.4% 3.5% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 62.4% 42.7% 25.1% 13.1% 6.3% 3.0% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 76.0% 58.7% 39.0% 22.3% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 72.8% 54.6% 35.1% 19.6% 9.8% 4.7% 2.2% 1.0% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収800～1,000万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電

源立地選択」で60円加算と相対的に著しく低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子

力）」の限界支払意思額は-29円と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、144円/月（0.48円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収800～1,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５０円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２９円 -0.１０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
８４円 0.２８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

６３円 0.２１円/kWh

電源立地を選択できる ６０円 0.２０円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  800～1000万未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.5533 
-0.1483 

       0.3133 

-6

-4

-2

0

2

4

6

こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  800～1000万未満

-0.3009 
0.3009 

-0.1801 0.1801 

-6
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4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  800～1000万未満

月加算金額

73.3%

78.6%

電力種類

18.7%

13.8%

電   

8.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800～1000万未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が73.3%を占めている。

この割合は全体よりかなり低く、その分［電源種類］(18.7%)の重視度が高めとなる。

また、［電源立地］(8.0％)の重視度も、全体結果よりやや高め。

コンジョイント結果（個人年収800～1,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
7３.３%

電力種類
1８.７%

電源立地
８.０%
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1
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円

なし 59.7% 40.0% 23.0% 11.8% 5.7% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 50.8% 31.7% 17.3% 8.6% 4.0% 1.9% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 61.5% 41.8% 24.4% 12.7% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 56.8% 37.1% 21.0% 10.7% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.7% 61.0% 41.3% 24.0% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.2% 56.3% 36.7% 20.7% 10.5% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%
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20%
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40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収1,000～1,200万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、

「電源立地選択」で98円加算と相対的に低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」

の限界支払意思額は4円と正の値であるが、加算はほとんど望めない水準である。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、157円/月（0.５2円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収1,000～1,200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

４９円 0.1６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

４円 0.０１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５９円 0.２０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

３４円 0.１１円/kWh

電源立地を選択できる ９８円 0.３３円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）
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 0 3009 
0.3009 

-0.3327 
0.3327 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  1000～1200万未満

月加算金額

78.3%

78.6%

電力種類

14.9%

13.8%

電   

6.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000～1200万未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.3%を占めている。

この割合はほぼ全体と同水準である、ここでは［電源種類］(14.9%)の重視度合いがやや高めで、

一方で［電源立地］(6.9％)は全体よりやや低め

コンジョイント結果（個人年収1,000～1,200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
7８.３%

電力種類
1４.９%

電源立地
６.９%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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なし 60.1% 40.4% 23.4% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.5% 28.9% 15.4% 7.6% 3.6% 1.6% 0.7% 0.3% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 56.4% 36.8% 20.7% 10.5% 5.0% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 61.2% 41.4% 24.1% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.8% 58.5% 38.8% 22.2% 11.3% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 79.3% 63.2% 43.6% 25.7% 13.5% 6.5% 3.0% 1.4% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 個人年収1,200万円以上層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選

択」で111円加算と相対的にやや高め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界

支払意思額は-13円と、負の値を示す。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、168円/月（0.５6円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（個人年収1,200万円以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５１円 0.1７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１３円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３２円 0.１１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５７円 0.１９円/kWh

電源立地を選択できる １１１円 0.３７円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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0.3009 

-0.3152 
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82.2%

78.6%

電力種類

10.9%

13.8%

電   

6 9 

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1200万円以上

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が82.2%を占めている。

この割合は全体より高く、その分［電源種類］(10.9%)、［電源立地］(6.9％)の重視度が低めとな

る。

コンジョイント結果（個人年収1,200万円以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：個人年収別

月加算金額
８２.２%

電力種類
1０.９%

電源立地
６.９%
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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⚫ 世帯年収別の支払意思額は以下の通り。

⚫ 世帯年収で見ると、1,500万～2,000万円の層が個人年収800～1,000万円と同様の傾向を

示しており、原子力由来への意思額が低く、再エネへの意思額が追加性を含む場合も含めて他より

高いが、電源立地選択の意思額については相対的に低い。

⚫ 電源立地選択の意思額は、2,000万円以上の層が最も高い。

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

世帯年収別支払意思額（月加算金額）（円/kWh）

全体
200万円未

満
200～
400万円

400～
600万円

600～
800万円

800～
1,000万円

1,000～
1,200万円

1,200～
1,500万円

1,500～
2,000万円

2,000万円
以上

電力の種類はこだわらない
（火力、再エネ、または原子力由来の電力）

0.19 0.19 0.18 0.18 0.20 0.18 0.18 0.18 0.18 0.15

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電力）

-0.07 -0.09 -0.09 -0.08 -0.06 -0.09 -0.08 -0.01 -0.12 -0.04

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

0.18 0.15 0.18 0.17 0.13 0.18 0.17 0.12 0.27 0.21

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／
新しく設置した発電所からの電力）

0.16 0.15 0.18 0.17 0.15 0.18 0.17 0.14 0.19 0.17

電源立地を選択できる 0.35 0.29 0.36 0.33 0.33 0.26 0.27 0.31 0.19 0.46

世帯年収別の支払意思額（赤字：全体＋25%以上 青字：全体－25%以下）

許容価格分析結果：世帯年収別支払意思額
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1
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0
円

1
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0
0
円

1
4
0
0
円

1
5
0
0
円

なし 61.5% 41.7% 24.3% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.8% 26.7% 14.1% 6.9% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.0% 39.2% 22.5% 11.5% 5.5% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.1% 39.3% 22.6% 11.6% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.1% 56.2% 36.6% 20.6% 10.4% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.1% 56.3% 36.7% 20.6% 10.5% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収200万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地択」

で86円加算と相対的にかなり低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界

支払意思額は-26円と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、132円/月（0.44円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５８円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２６円 -0.０９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４５円 0.１５円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４６円 0.１５円/kWh

電源立地を選択できる ８６円 0.２９円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 97

4.9426 

1.0995 

-1.0240 

-5.0182 

5.1491 

1.1260 

-1.0783 

-5.1968 

-6

-4

-2

0

2

4

6

通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  年収200未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4431 -0.1348 
0.3068 0.2711 

-6

-4

-2

0

2

4

6

こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収200未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2963 
0.2963 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収200未満

月加算金額

80.8%

78.6%

電力種類

12.4%

13.8%

電   

6.8%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収200未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が80.8%を占めている。

この割合は全体よりやや高く、その分［電源種類］(12.4%)、［電源立地］(6.8％)の重視度がやや

低めとなる。

コンジョイント結果（世帯年収200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
８０.８%

電力種類
1２.４%

電源立地
６.８%
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なし 60.5% 40.8% 23.6% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.6% 26.6% 14.0% 6.8% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.4% 40.6% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.6% 40.9% 23.7% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 78.2% 61.7% 42.0% 24.6% 12.8% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 78.4% 62.0% 42.3% 24.8% 12.9% 6.2% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収200～400万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で107円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は -

27円と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、161円/月（0.５4円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収200～400万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５３円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２７円 -0.０９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５３円 0.１８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５４円 0.１８円/kWh

電源立地を選択できる １０７円 0.３６円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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78.6%
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14.0%

13.8%
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7.7%

7.7%
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各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.3%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（世帯年収200～400万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7８.３%

電力種類
1４.０%

電源立地
７.７%
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なし 60.8% 41.1% 23.9% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.3% 27.2% 14.3% 7.0% 3.3% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 59.8% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.3% 40.5% 23.4% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 76.5% 59.3% 39.6% 22.8% 11.7% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 76.8% 59.8% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収400～600万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で98円加算と相対的に低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界

支払意思額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、150円/月（0.５0円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収400～600万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５５円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２３円 -0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５０円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５２円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる ９８円 0.３３円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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4.9426 

1.0995 

-1.0240 

-5.0182 

5.0598 

1.1293 

-1.0531 

-5.1360 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  年収600未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4922 -0.1298 
0.3269 0.2951 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収600未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2968 
0.2968 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収600未満

月加算金額

78.8%

78.6%

電力種類

13.6%

13.8%

電   

7.5%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収600未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.8%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（世帯年収400～600万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7８.８%

電力種類
13.６%

電源立地
７.５%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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円

1
5
0
0
円

なし 61.5% 41.8% 24.4% 12.7% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.6% 28.2% 15.0% 7.3% 3.4% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 57.7% 38.0% 21.6% 11.0% 5.3% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.9% 39.2% 22.5% 11.5% 5.5% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.1% 57.6% 37.9% 21.5% 11.0% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 76.1% 58.8% 39.1% 22.4% 11.5% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収600～800万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立

地選択」で99円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負

の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、144円/月（0.48円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収600～800万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５９円 0.２０円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１７円 -0.０６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３９円 0.１３円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４５円 0.１５円/kWh

電源立地を選択できる ９９円 0.３３円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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4.9426 
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4.8538 

1.0922 
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-4.9050 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  年収800未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4297 -0.1015 
0.2774 0.2539 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収800未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2912 
0.2912 

-6

-4

-2

0
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4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収800未満

月加算金額

77.9%

78.6%

電力種類

14.0%

13.8%

電   

8.1%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収800未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が77.9%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（世帯年収600～800万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7７.９%

電力種類
1４.０%

電源立地
８.１%
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なし 60.9% 41.1% 23.9% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 44.5% 26.5% 13.9% 6.8% 3.2% 1.4% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.7% 40.9% 23.7% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.8% 41.0% 23.8% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.0% 56.1% 36.5% 20.5% 10.4% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.1% 56.2% 36.6% 20.6% 10.4% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%
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20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収800～1,000万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電

源立地選択」で77円加算と著しく低い。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界

支払意思額は-27円と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、132円/月（0.44円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収800～1,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５５円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２７円 -0.０９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５４円 0.１８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５５円 0.１８円/kWh

電源立地を選択できる ７７円 0.２６円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収1000未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2484 
0.2484 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収1000未満

月加算金額

78.5%

78.6%

電力種類

14.2%

13.8%

電   

7.3%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収1000未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.5%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（世帯年収800～1,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7８.５%

電力種類
1４.２%

電源立地
７.３%
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なし 60.6% 40.9% 23.7% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.0% 26.9% 14.2% 6.9% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.0% 40.3% 23.2% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.8% 40.0% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.1% 56.2% 36.6% 20.6% 10.4% 5.0% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 73.9% 56.0% 36.4% 20.4% 10.3% 4.9% 2.3% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収1,000～1,200万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、

「電源立地選択」で80円加算と相対的にかなり低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原

子力）」の限界支払意思額は-25円と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、131円/月（0.44円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収1,000～1,200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５４円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２５円 -0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５１円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５０円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる ８０円 0.２７円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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4.9426 
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-1.0240 

-5.0182 

5.2664 

1.1445 
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-5.3232 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  年収1200未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4728 -0.1261 
0.3129 0.2861 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収1200未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2683 
0.2683 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収1200未満

月加算金額

78.3%

78.6%

電力種類

15.3%

13.8%

電   

6.4%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収1200未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.3%を占めている。

なお、［電源種類］(15.3%)は全体よりやや高め、［電源立地］(6.4％)は低めとなる。

コンジョイント結果（世帯年収1,000～1,200万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7８.３%

電力種類
1５.３%

電源立地
６.４%
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1
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0
円

なし 60.8% 41.0% 23.8% 12.3% 5.9% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 49.6% 30.7% 16.6% 8.2% 3.9% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 56.9% 37.2% 21.0% 10.7% 5.1% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.1% 38.4% 21.9% 11.2% 5.3% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 73.5% 55.5% 35.9% 20.1% 10.1% 4.8% 2.2% 1.0% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 74.4% 56.6% 37.0% 20.9% 10.6% 5.1% 2.3% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収1,200～1,500万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、

「電源立地選択」で93円加算と相対的に低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」

の限界支払意思額は-2円と、僅かではあるが負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、134円/月（0.45円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収1,200～1,500万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５５円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２円 -0.０１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３５円 0.１２円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４１円 0.１４円/kWh

電源立地を選択できる ９３円 0.３１円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 109
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5.1387 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  年収1500未満

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4591 
-0.0386 0.2554 0.2424 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収1500未満

-0.3009 
0.3009 

-0.2820 
0.2820 
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収1500未満

月加算金額

79.3%

78.6%

電力種類

13.7%

13.8%

電   

6.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収1500未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.3%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（世帯年収1,200～1,500万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7９.３%

電力種類
13.７%

電源立地
６.９%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。



Copyright © Mitsubishi Research Institute 110

0
円

1
0
0
円

2
0
0
円

3
0
0
円

4
0
0
円

5
0
0
円

6
0
0
円

7
0
0
円

8
0
0
円

9
0
0
円

1
0
0
0
円

1
1
0
0
円

1
2
0
0
円

1
3
0
0
円

1
4
0
0
円

1
5
0
0
円

なし 60.7% 40.9% 23.8% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 42.6% 25.0% 13.1% 6.3% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 65.6% 46.2% 27.8% 14.8% 7.2% 3.4% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 61.2% 41.5% 24.1% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.2% 57.7% 38.0% 21.6% 11.0% 5.3% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 71.5% 53.0% 33.6% 18.5% 9.3% 4.4% 2.0% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%
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50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収1,500～2,000万円未満層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、

「電源立地選択」で58円加算と相対的に著しく低め。また、「カーボンフリー電力（再エネまたは原

子力）」の限界支払意思額は-37円と、負の度合いがかなり強い。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、139円/月（0.46円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収1,500～2,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５４円 0.1８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-３７円 -0.１２円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
８１円 0.２７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５７円 0.１９円/kWh

電源立地を選択できる ５８円 0.１９円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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（再エネor原子力）
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カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収2000未満
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収2000未満

月加算金額

74.8%

78.6%

電力種類

16.7%

13.8%

電   

8.5%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収2000未満

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が74.8%を占めている。

この割合は全体より低く、その分［電源種類］(16.7%)、［電源立地］(8.5％)の重視度がやや高め

となる。

コンジョイント結果（世帯年収1,500～2,000万円未満）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7４.８%

電力種類
1６.７%

電源立地
８.５%
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なし 58.7% 39.0% 22.3% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 47.5% 28.9% 15.4% 7.6% 3.6% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 62.1% 42.4% 24.9% 12.9% 6.3% 2.9% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.8% 40.1% 23.1% 11.9% 5.7% 2.7% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 83.1% 68.9% 49.9% 30.9% 16.7% 8.3% 3.9% 1.8% 0.8% 0.4% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 81.7% 66.8% 47.5% 28.9% 15.4% 7.6% 3.6% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 世帯年収2,000万円以上層の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選

択」で138円加算とかなり高め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意

思額は-13円と、負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、200円/月（0.67円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（世帯年収2,000万円以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

４４円 0.1５円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１３円 -0.０４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
６２円 0.２１円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５０円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる １３８円 0.４６円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円 月

月加算金額

  年収2000以上

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

        -0.0492 0.2456 0.2010 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  年収2000以上

-0.3009 
0.3009 

-0.2748 
0.2748 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  年収2000以上

月加算金額

78.4%

78.6%

電力種類

13.8%

13.8%

電   

7 9 

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年収2000以上

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.4%を占めている。

この割合はほぼ全体と同水準であり、他の［電源種類］(13.8%)、［電源立地］(7.9％)もほぼ同様

の傾向を示す。

コンジョイント結果（世帯年収2,000万円以上）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：世帯年収別

月加算金額
7８.４%

電力種類
13.８%

電源立地
７.９%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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1. 調査概要

2. 調査結果

⚫①家庭への再生可能エネルギー導入に関する質問

⚫②コンジョイント調査（再生可能エネルギーへの支払意思額）

◆ 全体

◆ 電力会社別

◆ 年代別

◆ 個人年収別

◆ 世帯年収別

◆ その他属性別

再生可能エネルギー調達に関する

個人需要家向けアンケート結果
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1
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円

1
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0
円

なし 60.9% 41.1% 23.9% 12.4% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.2% 27.0% 14.3% 7.0% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.3% 40.6% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.0% 40.3% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.4% 60.6% 40.9% 23.7% 12.3% 5.9% 2.7% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.2% 60.3% 40.6% 23.5% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 一戸建て住宅居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で

102円加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-24円と、負

の度合いが高め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、154円/月（0.５1円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（一戸建て居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５５円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２４円 -0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５２円 0.１７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５１円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる １０２円 0.３４円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  戸建て

-0.3009 
0.3009 

-0.3005 
0.3005 

-6
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選択できない（不問） 選択できる

電   

  戸建て

月加算金額

78.1%

78.6%

電力種類

14.0%

13.8%

電   

7.8%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建て

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.1%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（一戸建て居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

月加算金額
7８.１%

電力種類
1４.０%

電源立地
７.８%

＊構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100%とはならない。
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なし 61.2% 41.4% 24.1% 12.5% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.1% 27.7% 14.7% 7.2% 3.4% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 58.2% 38.4% 21.9% 11.2% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 59.2% 39.5% 22.7% 11.7% 5.6% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 74.9% 57.3% 37.6% 21.3% 10.8% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 75.7% 58.4% 38.7% 22.1% 11.3% 5.4% 2.5% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 集合住宅居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で96円

加算と相対的に低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の

値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、143円/月（0.48円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（集合住宅居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２０円 -0.０７円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
４１円 0.１４円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４７円 0.１６円/kWh

電源立地を選択できる ９６円 0.３２円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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電   

  集合住宅

月加算金額

79.2%

78.6%

電力種類

13.4%

13.8%

電   

7.4%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

集合住宅

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.2%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（集合住宅居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

月加算金額
7９.２%

電力種類
13.４%

電源立地
７.４%
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なし 60.8% 41.1% 23.9% 12.3% 6.0% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 45.1% 26.9% 14.2% 6.9% 3.2% 1.5% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 60.4% 40.7% 23.5% 12.2% 5.9% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 60.2% 40.5% 23.4% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 77.1% 60.2% 40.5% 23.4% 12.1% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 77.0% 60.0% 40.3% 23.3% 12.0% 5.8% 2.7% 1.2% 0.6% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 持ち家居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で99円加

算と相対的に低め。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は-25円

と、負の度合いが強め。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定）＋電源

立地選択可』が最も高い、152円/月（0.５1円/kWh)加算の限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（持ち家居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５５円 0.18円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-２５円 -0.０８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
５３円 0.１８円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

５２円 0.１７円/kWh

電源立地を選択できる ９９円 0.３３円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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4.8623 
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  持ち家

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4898 -0.1344 
0.3323 0.2918 

-6

-4

-2
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4
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  持ち家

-0.3009 
0.3009 

-0.2983 
0.2983 

-6

-4

-2

0

2

4

6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  持ち家

月加算金額

78.2%

78.6%

電力種類

14.1%

13.8%

電   

7.7%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持ち家

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が78.2%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（持ち家居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

月加算金額
7８.２%

電力種類
1４.１%

電源立地
７.７%
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0
円

1
0
0
円
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0
0
円

3
0
0
円
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0
0
円
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0
0
円
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0
0
円
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0
0
円

8
0
0
円

9
0
0
円

1
0
0
0
円

1
1
0
0
円

1
2
0
0
円

1
3
0
0
円

1
4
0
0
円

1
5
0
0
円

なし 61.3% 41.6% 24.2% 12.6% 6.1% 2.8% 1.3% 0.6% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー両方 46.5% 28.1% 15.0% 7.3% 3.4% 1.6% 0.7% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー再エネ 57.3% 37.6% 21.3% 10.9% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

フリー最新 58.7% 38.9% 22.3% 11.4% 5.5% 2.5% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

再エネ＋選択可 75.1% 57.6% 37.9% 21.5% 11.0% 5.2% 2.4% 1.1% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

最新＋選択可 76.2% 58.9% 39.2% 22.5% 11.5% 5.5% 2.6% 1.2% 0.5% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
なし フリー両方 フリー再エネ フリー最新 再エネ＋選択可 最新＋選択可

⚫ 賃貸住宅居住者の結果は、下記の通りまとめられる。限界支払意思額は、「電源立地選択」で101円

加算。一方、「カーボンフリー電力（再エネまたは原子力）」の限界支払意思額は負の値となっている。

⚫ カーボンフリー電力メニューパターンの中では、『カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新しく

設置した発電所からの電力）＋電源立地選択可』が最も高い、145円/月（0.48円/kWh)加算の

限界支払意思額となっている。

コンジョイント結果（賃貸住宅居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

属性

限界支払意思額

（月加算金額：
300kWh使用想定）

（kWhあたり
加算金額）

電力種類はこだわらない（火力、
再エネ、または原子力由来の電
力）

※

５７円 0.1９円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネまたは原子力由来の電
力）

※

-１７円 -0.０６円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定）

※
３７円 0.１２円/kWh

カーボンフリー電力
（再エネ由来電力に限定／新し
く設置した発電所からの電力）

※

４４円 0.１５円/kWh

電源立地を選択できる １０１円 0.３４円/kWh

限界支払意思額 購入率予測

①

②

③

④

⑤

⑥

①：電力種類はこだわらない※

②：カーボンフリー電力（再エネまたは原子力） ※

③：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定） ※

④：カーボンフリー電力（再エネ由来電力限定/新設発電所） ※

⑤：③＋電源立地を選択できる

⑥：④＋電源立地を選択できる

※ ： 4 つ の 電 力 種 類 に 関 す る 限 界 支 払 意 思 額 は、 電 源 立 地 を 選 択 で き な い 電 力 メ ニュ ー パタ ー ン に お け る 限

界 支 払 意 思 額 と な っ て い る 。 電 源 立 地 を 選 択 で き る 電 力 メ ニュ ー パ タ ー ン の 支 払 意 思 額 に つ い て は 、 ※ の ４

つ の 電 源 種 類 の 各 限 界 支 払 意 思 額 に 「 電 源 立 地 を 選 択 で き る 」 の 支 払 意 思 額 を 加 算 して 算 出 さ れ る 。
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通常の電気代 ＋200円/月 ＋500円/月 ＋1，500円/月

月加算金額

  賃貸

-0.4660 -0.1254 
0.3107 0.2807 

-0.4123 -0.1064 
0.2636 0.2552 
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こだわらない カーボンフリー電力

（再エネor原子力）

カーボンフリー電力

（再エネ限定）

カーボンフリー電力

（再エネ 新 電 ）

電力種類

  賃貸

-0.3009 
0.3009 

-0.3078 
0.3078 
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6

選択できない（不問） 選択できる

電   

  賃貸

月加算金額

79.3%

78.6%

電力種類

13.1%

13.8%

電   

7.6%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賃貸

  

各因子の重要度

⚫ 各因子の重要度では、［月加算金額］が79.3%を占めている。

重要度は全体結果とほぼ差異がない。

コンジョイント結果（賃貸住宅居住者）

2. 調査結果|②コンジョイント調査：その他属性別

月加算金額
7９.３%

電力種類
13.１%

電源立地
７.６％


